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表紙写真について

紀ノ川橋梁（きのかわきょうりょう）は、南海電気鉄道の路線である南海本線の、紀の川駅から和歌
山市駅間にある鉄道橋である。1903 年（明治 36 年）、まず現在の南海本線上り線が紀の川に架けられた。
ピン結合によるプラットトラス橋 3 連を、16 連と 3 連のガーダー橋が挟む形である。上り線はアメリ
カ合衆国の Aアンド P・ロバーツ設計、アメリカン・ブリッジ製造。1922 年（大正 11 年）に隣接し
て下り線用の橋梁が架けられ、この区間が複線化された。この下り線の桁はワーレントラス橋 3 連を、
16 連と 3 連のガーダー橋が挟む。国産である。
1998 年（平成 10 年）には南海の調査により「耐震性に劣る」として架け替えが検討されたが、その
後鉄道総合技術研究所（JR 総研）の調査で支障がないことがわかり、計画は中止された。2022 年（令
和 4 年）9 月に上り線・下り線が共に土木学会選奨土木遺産に認定された。
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大阪メトロ谷町線・中央線「谷町四丁目」駅 3 番出口から徒歩 1 分



近畿支部報第 84号の発行にあたりまして、賛助広告をいただき誠にありがとう
ございました。

賛 助 広 告 一 覧 表

株 式 会 社 ア イ テ ク ノ

株 式 会 社 エ ン タ コ ン サ ル タ ン ト

大 阪 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社

株 式 会 社 ケ ン セ イ

株 式 会 社 公 共 補 償 設 計

株 式 会 社 三 輝 設 計 事 務 所

株 式 会 社 産 業 工 学 研 究 所

株 式 会 社 サ ン コ ム

株 式 会 社 三 和 綜 合 コ ン サ ル

株 式 会 社 西 播 設 計

正 和 設 計 株 式 会 社

テ ク ノ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 株 式 会 社

内 外 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社

株 式 会 社 Ｎ Ｉ Ｓ Ｓ Ｏ 大 阪 支 店

株 式 会 社 播 磨 設 計 コ ン サ ル タ ン ト

阪 高 プ ロ ジ ェ ク ト サ ポ ー ト 株 式 会 社

株 式 会 社 フ ァ ノ バ

株 式 会 社 平 和 I T C
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令和７年度 建物要領改正に対応！
木造プレハブ・ツーバイフォー・ＬＧＳプレハブ工法対応へ機能ＵＰ！

建物（木造・非木造）・工作物・立木・動産・移転雑費・仮住居など

補償算定の一貫システムです！木造はＣＡＤ作図より連動！

当近畿支部では「「近近畿畿支支部部標標準準補補償償算算定定シシスステテムム」」を独自に開発し、会員の

統一ソフトとして運用を推奨しております。官公庁様に対しましては、このシ

ステムを使用した成果品仕様の採用、及び再算定業務などのデータ利用につい

ての要望活動を行い、ご理解を頂いております。益々、複雑化する補償金算定

業務について、違算を防止するためにも是非活用をご検討ください。

◆◆特特にに、、建建物物算算定定でではは精精度度向向上上ととススピピーードドアアッッププがが期期待待ででききまますす！！

◆◆再再算算定定にによよるる「「単単価価入入替替」」もも、、僅僅かかなな時時間間でで手手間間いいららずず！！

◆◆面面倒倒なな廃廃材材処処理理もも、、建建物物・・代代価価表表・・工工作作物物もも含含めめてて詳詳細細にに集集計計！！

◆◆補補償償算算定定のの一一連連ははももちちろろんん、、業業務務にに合合わわせせてて算算定定のの部部分分使使いいがが可可能能！！

◆◆受受注注業業務務・・所所有有者者単単位位ででデデーータタをを管管理理しし、、受受けけ渡渡ししははそそののままままメメーールル送送信信がが可可能能！！

◆◆図図面面ははＳＳＸＸＦＦ・・ＤＤＸＸＦＦにに読読みみ書書きき対対応応、、帳帳票票ははＥＥｘｘｃｃｅｅ ｌｌフファァイイルルにに変変換換可可能能！！

◆◆ネネッットト認認証証のの使使用用ラライイセセンンスス方方式式をを採採用用！！イインンスストトーールル台台数数ににはは制制限限ななしし！！

◆◆社社内内ででもも算算定定仕仕様様のの標標準準化化ととデデーータタのの一一元元管管理理ががでできき、、管管理理者者不不要要でですす。。

◆◆基基準準・・単単価価変変更更ででもも社社内内ででののメメンンテテ作作業業はは手手間間いいららずず。。人人件件費費もも経経済済的的でですす。。

◆◆デデーータタのの排排他他制制御御をを搭搭載載！！複複数数のの作作業業者者にによよるる同同時時進進行行もも可可能能でですす。。

◆◆シシスステテムムのの改改修修はは随随時時提提供供さされれまますすののでで、、常常にに最最新新のの状状態態でで利利用用ででききまますす。。

◆◆起起業業者者方方ののDDXX・・ IITT化化にによよるる導導入入のの支支援援、、複複雑雑ななシシスステテムム環環境境ににもも対対応応可可能能！！

ＣＣＡＡＤＤ画画面面 積積 算算 画画 面面

近畿支部標準補償算定システムのご案内
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＜＜木木造造建建物物CCAADD＞＞

■補償に特化した専用CADの充実した機能■図図面面をを作作成成ししななががらら数数量量計計算算式式をを確確認認■図形

の修正に併せて、集計表や数量根拠が自動変更■同じ仕上げは、ドラッグアンドドロップ

で簡単複写■建具番号は同一規格同一番号も含めて自動設定■その他にも多彩な汎用機能

で図面作成を支援■木造ププレレハハブブ・・２２××４４工工法法のの図図面面表表現現ににもも対対応応

＜＜木木造造建建物物積積算算＞＞

■木木造造建建物物CCAADDかかららのの完完全全連連動動でで、、数数値値のの変変更更ももリリアアルルタタイイムムにに処処理理がが可可能能■仕上げの設

定は、部位ごとに用意された中から簡単選択■ＣＡＤと連動利用しなくても充実した機能

を用意■合成単価（代価表作成）にも対応■非非木木造造ププレレハハブブ住住宅宅計計算算ににもも活活用用可可能能

＜＜非非木木造造建建物物積積算算＞＞

■用途・構造等による雛形を利用すれば入力手間を削減■入力済みの数量を利用すると、

修正の際も同時変更■煩煩わわししいい「「廃廃材材運運搬搬・・処処分分費費」」のの算算定定もも一一気気にに解解決決！！

＜＜工工作作物物・・立立木木・・動動産産・・移移転転雑雑費費＞＞

■工作物…最新の附帯工作物調査算定要領に対応済み■立立木木……「「調調査査書書・・算算定定書書」」がが調調査査

表表入入力力とと同同時時にに作作成成ががでできき作作業業効効率率はは抜抜群群！！■Excelで作成した独自の立木調査表データ

の取込が可能■用材林…項目区分別に集計が可能。複雑な基準適用や単価入れもスムーズ

■動産…調査エリア別に集計し、体積・重量別に台数の算出が可能■移転雑費…一連のシ

ステムに連動し、集計表と連動します

◆近畿支部主催によるシシスステテムム操操作作研研修修会会を毎年行ってい

ます。実務レベルで使えるよう、受講者がPC持込により支

部オリジナル操作研修動画を見ながら進行。日頃実務で使

用しているＩＩＴＴ委委員員がが手手元元操操作作ササポポーートトいたします。

◆導入・使用についてはシステム開発会社による経験を積

んだ専専門門ススタタッッフフがが対対応応します。

◆サポートにより、操作等に関するお問い合わせ対応、最

新版プログラムの更新やメールによる各種情報のご提供

等、充充実実ししたたササポポーートトササーービビススが受けられます。

「「近近畿畿支支部部標標準準補補償償算算定定シシスステテムム」」はは、、補補償償シシスステテムムＩＩＴＴ委委員員会会がが近近畿畿全全府府

県県にに精精通通ししたた実実務務者者にによよるる基基準準運運用用のの研研究究をを重重ねね、、様様式式ややシシスステテムムのの監監修修をを行行

っったた近近畿畿支支部部独独自自のの補補償償シシスステテムムでですす。。建建物物・・工工作作物物ははももちちろろんん、、立立木木（（庭庭木木・・

用用材材林林））、、移移転転雑雑費費のの算算定定ままでで可可能能ななシシスステテムムはは、、物物件件調調査査算算定定をを行行っってていいるる会会

員員のの多多くくがが既既にに導導入入をを済済まませせ、、会会員員にに限限ららずず年年々々にに導導入入数数がが増増ええ続続けけてていいまますす。。

会会員員・・非非会会員員・・官官公公庁庁様様をを問問わわずず導導入入頂頂けけまますす。。

導導入入のの申申込込みみととごご相相談談はは、、下下記記ままででごご連連絡絡くくだだささいい。。

TT EE LL 00 66 -- 66 99 44 99 -- 00 88 00 55 FF AA XX 00 66 -- 66 99 44 99 -- 00 88 11 66TT EE LL 00 66 -- 66 99 44 99 -- 00 88 00 55 FF AA XX 00 66 -- 66 99 44 99 -- 00 88 11 66

近畿支部標準補償算定システムのご案内
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特集　第 49 回通常総会

「令和７年度 近畿支部第49回通常総会」を開催

　令和７年度近畿支部通常総会は５月１３日（火）

大阪キャッスルホテルにおいて、来賓として国土

交通省近畿地方整備局から中見 大志用地部長様、

川﨑 伸一用地調整官様、坪井 義徳用地調査官様

のご臨席を賜り､ 下記総会次第により開催されま

した。

＜総会次第＞

　１．支部長挨拶

　２．会長挨拶

　３．来賓祝辞

　４．議長の選任及び議事録署名人の指名

　５．議事

　　（1）�議案第１号　令和６年度事業報告承認の

件

　　（2）�議案第２号　令和６年度決算報告承認の

件

　　　　　　〔監査報告〕

　　（3）�議案第３号　令和７年度事業計画（案）報

告の件

　　（4）�議案第４号　令和７年度収支予算（案）報

告の件

　先ず、中村支部長から、「近畿支部の昨年の取

り組みとしまして、土地政策推進連携協議会で報

告されました「人口減少に伴う用地職員不足」を

支援すべく「起業者支援業務委員会」を創設し、

相談窓口の設置、研修会・講演会の実施、包括業

務の発注のあり方等の検討をしてまいりました。

今年はこれらをさらに具体化するとともに、府県

ごとに研修会・講演会を実施して起業者に対する

支援の在り方をさらに周知できればと思っていま

す。」との挨拶があり、続いて、本部の原田副会

長が清水会長に代わり、支部総会のお祝いと連帯

の挨拶を代読され、引き続き、近畿地方整備局の

中見用地部長様からは、近畿地方整備局関連の最

近の公共事業に関するご紹介と共に補償コンサル

タント協会会員に対する期待と激励を込めたご祝

辞を頂戴いたしました。

　衆議院議員　高市　早苗様、参議院議員 佐藤 

のぶあき様、けんざか　茂範様からのご祝電を披

露した後、総会は各議事の審議に入り、各議案と

も原案どおり可決され、第 49 回通常総会は終了

いたしました。

　総会後の講演会では、福井大学名誉教授　川上　

洋司様に「地方都市の交通まちづくり～福井での

取り組み」とのテーマでご講演をいただき、会員

99 名が聴講しました。

　その後会場を移して、懇親会となり和気藹々の

談笑のなか総会の全ての行事が閉会となりまし

た。
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特集　第 49 回通常総会

　皆様こんにちは。ただ今ご紹介頂きました支部

長の中村でございます。

　さて会員の皆さまにおかれましては、常日頃は

近畿支部の協会活動にご理解とご協力を賜りまし

て誠にありがとうございます。

　また本日は公務ご多用中にもかかわらず、国土

交通省近畿地方整備局より中見用地部長様を始め

川﨑用地調整官様、坪井用地調査官様にご来席賜

りまして誠にありがとうございます。

　さて近畿支部の昨年の取り組みとしまして、土

地政策推進連携協議会で報告されました「人口減

少に伴う用地職員不足」を支援すべく「起業者支

援業務委員会」を創設し、相談窓口の設置、研修

会・講演会の実施、包括業務の発注のあり方等の

検討をしてまいりました。今年はこれらをさらに

具体化するとともに、府県ごとに研修会・講演会

を実施して起業者に対する支援の在り方をさらに

周知できればと思っています。

　また昨年は、近畿支部役員有志６名で高市早苗

前経済安全保障担当大臣を表敬訪問し、昨今の外

国人による規制のないわが国の土地購入に対する

安全保障上の問題点を指摘し、わが業界では補償

業務管理士（土地調査部門）が所有者調査等を実

施していることや、収用裁決申請という国家の高

権にかかわる仕事をしていること、起業者側から

の仕事しか受託していないこと等を申し述べて、

何かお手伝いできることがあればお願いしたい旨

を申し上げました。

　担い手不足は官民ともに厳しい状況ですが、会

員企業が行政の立場に立ってサポートし、諸課題

の解決に向けて役立っていきたいという強い使命

感を持って今年も頑張って参りたいと思います。

　さて本日も盛りだくさんの議事内容でございま

すが、皆様のご協力を得まして、活発な議論とス

ムーズな議事進行ができればと思っております。

長丁場ではございますが、本日もどうぞよろしく

お願いいたします。

（一社）日本補償コンサルタント協会近畿支部　　　　　　　
支部長　中村　雄一

支部長挨拶
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特集　第 49 回通常総会

　近畿支部の第 49 回通常総会が、来賓をお迎え
して盛大に開催されることを心よりお祝い申し上
げます。

　また、中村支部長をはじめ会員の皆様には、平
素より、技術力向上のための研修事業や、発注者
との意見交換、要望活動等に鋭意取り組まれてい
ることに、改めて感謝申し上げます。

　さて、補償コンサルタント業は、用地補償業務
の委託件数の減少や、業務に従事する補償業務管
理士の高齢化が進んでおり、業務領域の拡大や、
将来の担い手の確保育成が喫緊の課題となってい
ます。

　こうした中、近畿支部では、「市町村の用地職
員の不足」との課題を受けて、令和６年度より起
業者支援業務委員会を設置し、起業者からの相談
窓口の設置、起業者への研修会の開催、包括業務
の提案等についての議論を具体的に進めていると
聞いています。地方自治体等からの業務拡大につ
いて、協会全体を先導するような取組みとなるよ
うお願いいたします。

　協会本部では、昨年来、今後の取り組むべき課
題と方向性について議論を重ねてきました。その
結果、３月の理事会で『協会が取り組むべき重点
課題 2025』をとりまとめ、「人材の確保育成」、

「業務量の拡大」及び「協会の経営改善」の３つ
を柱として、今年度から３ヶ年で課題の解決に向
け、取り組んでいくことになりました。

　「人材の確保育成」では、補償業務管理士の資

格の取得について、より多くの従業員の皆様が受
験できるように、研修及び検定試験制度の見直し
を行うこととしています。

　今年度は、女性をはじめ多くの方が容易に研
修・講習を受講できるよう、専門科目研修のすべ
ての部門及び登録更新講習をオンライン配信によ
り実施します。研修等の申込み手続きについても、
WEB による受付を開始し、手続きを簡略化しま
した。

　また、令和８年度からの実施を目標に、研修及
び筆記試験までは、現行の受講・受験要件を緩和
して、補償業務経歴が４年以上なくとも受験でき
るようにする方向で、見直しを検討しています。

　「業務量の拡大」では、引き続き、公共事業予
算の確保・増額を国土交通省はじめ関係機関に要
望していくとともに、業務領域の拡大や、市町村
からの業務受注方策の検討、さらには DX 化等の
新技術の対応について検討を行います。特に、業
務領域の拡大については、新たに設置した分科会
で、市町村からの受注拡大に意欲のある支部と連
携した活動ができればと考えています。

　これらの課題に対処するためには、これまで以
上に協会の本部と支部が一体となって取り組んで
いくことが必要不可欠です。会員の皆様のご理解
とご協力をぜひお願いいたします。

　結びに、近畿支部とご参会の皆様のますますの
ご活躍、ご発展を祈念いたしまして、私のご挨拶
とさせていただきます。

（一社）日本補償コンサルタント協会　　　　　　　
副会長　原田　卓　

（代読）

協会会長挨拶
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　本日は、日本補償コンサルタント協会近畿支部
通常総会にお招き頂きありがとうございます。近
畿支部の第 49 回総会が開催されますこと、お慶
び申し上げます。
　皆様には、平素から国土交通行政への格段のご
理解ご協力いただき、厚く御礼申し上げます。
　総会の開催にあたりまして、一言御挨拶を申し
上げます。
　日本補償コンサルタント協会　近畿支部会員の
皆様におかれましては、公共事業の推進にあたり、
公共用地の取得に多大な貢献を頂いておりますこ
と、まずこの場をお借りし心より感謝申し上げま
す。
　令和７年度国土交通省関係予算では、「国民の
安全・安心の確保」「持続的な経済成長の実現」

「地方創生 2.0 に資する個性をいかした地域づく
りと分散型国づくり」を３本柱として、約８兆
431 億円の予算を計上しており、令和６年度補
正予算と合わせて切れ目なく取組を進めることと
しております。
　このうち、近畿地方整備局には、国土交通省関
係予算のうち約１兆 425 億円の当初予算が配分
されており、直轄事業費は約 2,965 億円となっ
ております。
　このうち用地補償関係予算には、約 222 億円
が配分されておりますが、近年、関係予算の確保
が厳しい状況が続いております。
　一方で、今まさに令和８年度から令和 12 年度
までの５年間を対象とする国土強靱化実施中期計
画を策定中であり、その事業規模は、「おおむね
20 兆円強程度を目途とし、今後の資材価格・人
件費高騰等の影響については予算編成過程で適切
に反映する」こととされているところです。こう
した予算の中で、用地補償関係予算についても必
要な額を確保できるよう努力して参りたいと考え
ております。

　こうした事業予算を執行し、公共事業を円滑に
進めていくには、その一翼を担っていただいてい
る補償コンサルタントの皆様のお力が欠かせませ
ん。
　近畿のインフラに関しては、国民の安心・安全
を守り、関西経済の更なる発展を目指すため、近
畿地方整備局として、南海トラフ地震や頻発・激
甚化する水害などに備えた「防災・減災、国土強
靱化」、道路ネットワークの整備をはじめとする
関西経済を支えるインフラの整備などに取り組ん
でいるところであり、インフラの整備に対する期
待は極めて大きいものと感じております。
　公共事業を通じて、共にインフラの整備を着実
に進めていくため、協会会員の皆様方におかれま
しては、その専門知識と技術力を如何なく発揮し
ていただきますよう、今後ともご尽力をお願いい
たします。
　しかしながら、公共用地の取得を取り巻く環境
をみると、所有者不明の土地や権利者が多数にの
ぼる土地が増加し、このことが円滑な公共用地の
取得の妨げとなるなど、益々厳しさが増しており
ます。また、官民を問わず、用地取得を担う人材
が減少しつつあり、担い手や体制をどのように確
保していくか、更には、経験・ノウハウをどのよ
うに継承していくかといった課題にも直面してお
ります。
　とりわけ、自治体における執行体制の脆弱化に
ついては深刻に懸念しているところです。補償コ
ンサルタントの皆さま方には、自治体をはじめと
する起業者にとっての「良きパートナー」として、
これまで以上にご活躍いただくことを期待してお
ります。
　こうした状況の中で、今後、私ども近畿地方整
備局として、協会会員の皆様方と共に取り組んで
参りたいと考えている課題を３つあげさせていた
だきます。

国土交通省近畿地方整備局　　　　　　　
用地部長　中見　大志

来賓挨拶
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　一点目は、自治体をはじめとする起業者への支
援の充実です。
　貴支部では、昨年、起業者支援業務委員会を立
ち上げ、市町村等の公共用地の取得を包括的に支
援する新たな業務について検討を進められておら
れるとお聞きしております。こうした業務の拡大
は新たなビジネスチャンスにつながるものと思わ
れます。
　私どもとしても、自治体の事業も含めて公共事
業全体を円滑に進めていく上で、その執行体制を
確保していくことは極めて重要と考えておりま
す。まずは起業者における現状と課題の把握に努
めるとともに、貴支部の取組を後押しし、緊密な
連携を図って参りたいと考えております。
　二点目は、DX の推進です。
　公共事業を効果的・効率的に推進するため、
DX の推進は喫緊の課題となっております。DX
は用地取得に関連する業務にも、省力化、更には
生産性の劇的な向上など、大きな変革をもたらす
可能性を秘めております。貴支部でも、遠隔から
の調査に関する実証実験を実施されたとお聞きし
ておりますが、補償コンサルタント業界全体とし
て、DX に向けた取組が加速することを期待して
おります。
　私どもとしても、協会会員の皆様から、ぜひと
も DX に関して様々なご提案をいただければと考
えております。また、私どもの業務発注のあり方
の見直しなどを通じて、各企業における DX に向
けた取組を後押しして参ります。
　三点目は、働き方改革の推進と人材の確保につ
いてです。
　働きやすい職場の実現は、皆様の業務の生産性
の向上にも資するものと思われます。また、補償
コンサルタント業界においても、人材の確保が大
きな課題となっているものと認識しております。
特に優秀な若手人材を確保すること、女性の活躍
の場を広げることなどが、今後益々重要になって
いくものと考えられます。そのためにも、補償コ
ンサルタント業界を働きやすく魅力的なものとし
ていくことが求められており、働き方改革は喫緊
の課題と認識しております。
　私どもにとっても、公共事業を支えて頂いてい
る補償コンサルタント業界が必要な人材を確保
し、健全な発展を続けて頂くことは重要であり、
働き方改革を後押しして参りたいと考えておりま
す。私どもの発注する業務の進め方などが働き方

改革を進める上での妨げとなっていることがあれ
ば、遠慮なく声を寄せて頂ければと考えておりま
す。
　加えて、貴支部におかれましては、「土地政策
推進連携協議会」に参画いただき、施策の推進に
ご協力をいただいておりますことに、改めて感謝
を申し上げます。
　土地を巡る現状をみると、人口の減少はもとよ
り、世帯数でみてもいよいよ減少に転じたものと
みられており、土地の需要の減少がみられる中で、
所有者不明の土地、管理不全の土地、空き地・空
家、低未利用地の拡大など、問題が顕在化してお
ります。更に、今後、団塊の世代の高齢化に伴い
大量に相続が発生する時期の到来も見込まれてお
り、こうした問題がますます顕在化、深刻化して
いくものと考えられます。
　こうした状況を踏まえ、国土交通省では、国土
審議会土地政策分科会企画部会において、有識者
を交えて、土地政策の今後の方向性について議論
を行い、昨年６月に中間とりまとめを行いました。
その中では、将来にわたって、サスティナブルな
土地の有効利用・管理を確保していくため、従来
の経済成長に伴う開発、宅地化の進展などを前提
とした土地政策から軸足を移し、いわゆる「非宅
地化」を含む、地域の実情に応じた土地利用への
転換や、生活環境の保全のための緑地、農地など
を含めた土地の管理のあり方などが提言されまし
た。
　なお、土地政策の今後の方向性に関しては、昨
年６月には、「土地基本方針」の改定が閣議決定
されております。
　今後、こうしたことも踏まえながら、土地政策
の新たな展開に向けて、土地政策推進連携協議会
の枠組を通じて、様々な課題の解決に取り組んで
参りたいと考えております。
　特に、昨年度、貴支部にもご出席頂いた近畿圏
内の府県ごとの意見交換会に関しては、今年度、
その成果を踏まえながら、モデル事業に取り組む
ことなどを通じて、関係業界との更なる連携の強
化に努めて参りたいと考えております。引き続き
ご理解ご協力をお願いいたします。
　最後に、日本補償コンサルタント協会近畿支部
と会員の皆様の益々のご発展と、ご出席の皆様方
のご健勝を祈念いたしまして、挨拶とさせていた
だきます。
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講演会・講習会・研修会の報告

第49回通常総会　記念講演会
　「地方都市の交通まちづくり
　　　　　　　　～福井での取り組み～ 」

　令和７年５月 13 日（火）に第 49 回近畿支部
通常総会後の講演会として開催し、99 名の会員
が出席しました。
　川上教授におかれましては、横浜国立大学工学
部講師を経て、1989 年に福井大学工学部助教
授、2002 年に福井大学工学部教授に就任され、
2018 年に定年退職、現在は福井大学　名誉教
授をつとめておられます。この間、JICA 専門家
として、フィリピン大学客員助教授（交通研究セ
ンター）等を歴任されています。専門は、地域・
都市計画、交通計画で、福井市都市計画審議会会
長等の役職のほか、主に北陸地域各市町のまちづ
くりや交通プロジェクトに携わってこられるな
ど、多方面でご活躍されてきました。

　講演冒頭の自己紹介では、1970 年の大阪万
博や故郷（愛媛県西条市）の大先輩である「新幹
線を走らせた男」国鉄総裁・十河信二氏の影響を
受けて、都市計画の道に進むきっかけになった話
がありました。

　講演の内容を下記のとおり簡単に記載します。
まず、地方都市と交通を取り巻く状況の中で、中
心市街地の衰退、公共交通衰退、過度の車依存と
いう中で、このままいくと都市の魅力低下、生活

の質の低下等につながっていくという問題意識が
あり、公共交通を生かしたまちづくりが必要とい
うことです。

　福井のまちの特徴として、県庁所在都市の中で
も中心駅と城・都心が非常に近く、一体化してい
ることがあげられます。
　また、福井は 1945 年に空襲をうけた後、戦
災復興土地区画整理事業の計画が決定された矢先
に、1948 年の福井大震災で再び大きな被害を
うけました。それでも、迅速に震災復旧を行い、
全国でトップクラスの事業進捗で復興が進みまし
た。しかし、緊縮財政のもと、一部計画見直しで
駅前広場の規模が大幅縮小となり、それが後の大
きな問題につながりました。
　
　昭和 30 年代には、福井が全国に誇りうるもの
として、
　・フェニックスにも例えられるその復興ぶり
　・逞しい歩みを続ける下水事業
　・ゆったりとした街路と緑なす街路樹そして公

園
　
　昭和 40 年代までの福井の都市計画の特質とし
て、

 福井大学名誉教授
川上　洋司　氏
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　 ・応急的復旧から恒久的復興への素早い転換
（全国トップクラスの事業進捗）

　  ・近代的文化都市としての都市基盤形成（防災、
美観（景観）にも配慮した設計思想）

　・区画整理事業ノウハウの蓄積、継承（都市化
に備えた区画整理事業の継続的展開）があげ
られます。

　ただ、その結果、福井都市圏の交通特性として、
全国有数の車依存社会となりました。
　そこで、過度な車依存からの脱却に向けた福井
の交通まちづくりが必要となってきました。

Ⅰ　福井駅周辺の再構築
　・金沢市、富山市と比べて、中心市街地活性化

区域面積が非常に小さい（約 105ha、金沢
市の 1/8、富山市の 1/4）コンパクトな都市。

　・狭小な駅前広場の関係で、県都の中心駅であ
りながら、バスの乗り入れなしという状況。

　・�福井駅周辺整備構想（1986 年）
　　　�福井駅周辺区画整理事業、福井駅付近連続

立体交差事業
　・�福井市都市計画マスタープラン　→　20 年

後を見据えたマスタープランが非常に重要。
この時の構想がほぼ実現している。

Ⅱ　地方鉄軌道再生
　・福井鉄道駅前線（通称ひげ線）の再生
　　�単に存続させるのではなく、まちづくりと連

携しながら生かす方策。
　　�ふくいトランジットモール等社会実験を行っ

た。
　・�えちぜん鉄道としての再生＋福井鉄道の再生

そして、福井なりの LRT 化
　　�2000 年及び 2001 年に廃線表明区間で２

度の正面衝突事故発生し、全線運行休止。バ
スが代替したが、定時性確保困難。

　・�京福存廃・えち前鉄道再生問題は国の公共交
通関連の法制度見直しのひとつの契機とな

り、えちぜん鉄道の再生・活性化は国の法制
度を受け、効果的に支援を得て取り組んでき
た。

　・えちぜん鉄道・福井鉄道相互乗り入れ
　　　�異なる事業者間の鉄道と軌道間の相互乗り

入れ
　　　�既存ストックを順次改良、改善することに

よって実現

　・福井にとっての福井駅周辺整備と鉄軌道再生
の意義と今後の展望
　�より高次なモビリティサービスの提供と効

率的で持続可能な経営体制の確立へ
　�集約型地域・都市構造化を先導する公共交

通基盤形成
　北陸新幹線全線開業に向けた長期的戦略

　�全通して一番ポテンシャルがあがるのが
福井

　福井に３年間居住したものとして、福井のまち
の移り変わりなど非常に懐かしい思いで聴講しま
した。戦災、その後の大震災にも負けず迅速に復
興したことは、まさにフェニックスの名にふさわ
しいこと、駅前広場が狭く、再区画整理事業を行
うなど既存都市インフラを改良しながら行うこと
の大変さ、また、何ものにもまして、先生の福井
愛あふれるまちづくりにかける思いが伝わってき
た非常に素晴らしい講演会でした。

　　（文責　事務局）
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地地
方方

都都
市市

のの
交交

通通
まま

ちち
づづ

くく
りり

福福
井井

でで
のの

取取
りり

組組
みみ

はは
じじ

めめ
にに

～～
福福

井井
のの

概概
要要

地
方
都
市
に
お
け
る
課
題
と
そ
の
対
応
と
し
て
の
““

交交
通通

まま
ちち

づづ
くく

りり
””

と
は

福福
井井

のの
概概

要要
都
市
と
し
て
の
成
り
立
ち
、
都
市
構
造
、
交
通
上
の
特
性
等
に
つ
い
て

地地
域域

・・
都都

市市
再再

生生
にに

向向
けけ

たた
交交

通通
まま

ちち
づづ

くく
りり

のの
ここ

れれ
まま

でで

ⅠⅠ
．．

都都
市市

拠拠
点点

とと
しし

てて
のの

福福
井井

駅駅
周周

辺辺
のの

再再
構構

築築
～

連
立
、
区
画
整
理
、
再
開
発
、
駅
前
広
場
整
備
等
～

ⅡⅡ
．．

鉄鉄
軌軌

道道
再再

生生
～

え
ち
ぜ
ん
鉄
道
・
福
井
鉄
道
の
再
生
と
福
井
な
り
の
LR
T化

日日
本本
補補
償償
ココ
ンン
ササ
ルル
タタ
ンン
トト
協協
会会
近近
畿畿
支支
部部
講講
演演
2200
2255
0055
1133

川川
上上
洋洋
司司
（（
福福
井井
大大
学学

名名
誉誉
教教
授授
））

1

簡簡
単単

にに
自自

己己
紹紹

介介


地地

方方
小小

都都
市市

愛
媛

県
西

条
市

生
ま

れ
→

地
方

育
ち

と
い

う
D

N
A


大

阪
万

博
（

19
70

）
で

初
め

て
知

っ
た

「
都

市
計

画
」

と
い

う
分

野
大

都
市

へ
の

憧
れ

も
あ

り
東

京
の

大
学

へ
東

京
、

横
浜

、
マ

ニ
ラ

で
都

市
計

画
を

研
究

、
実

践
→

平 平
成成

元元
年年

（（
1199

8899
））

年年
かか

らら
福福

井井
大大

学学
へへ

着着
任任

約約
3300

年年
間間

地地
方方

都都
市市

をを
対対

象象
とと

しし
たた

研研
究究

、、
実実

践践


大

先
輩

十十
河河

信信
二二

((母
校

西
条

高
校

の
前

身
旧

制
西

条
中

第
1
期

生
）

「「
新新

幹幹
線線

をを
走走

らら
せせ

たた
男男

」」
（

国
鉄

総
裁

19
55

～
2期

8年
）

→ →
北

陸
新

幹
線

に
向

け
て

の
地

域
・

ま
ち

づ
く

り
に

関
わ

る
こ

と
が

で
き

た
の

も
何

か
の

縁

平平
成成

年年
間間

にに
おお

けけ
るる

まま
ちち

づづ
くく

りり
をを

取取
りり

巻巻
くく

状状
況況

・
バ
ブ
ル
の
崩
壊
、
低
成
長
へ
、
地
価
の
継
続
的
下
落

・
大
規
模
地
震
災
害
（
阪
神
淡
路
、
東
日
本
は
じ
め
・
・
）

・
少
子
高
齢
化
の
想
定
以
上
の
進
展
、
人
口
減
少
局
面
へ

・
情
報
・
通
信
技
術
の
急
速
な
進
展
・
普
及

・
公

共
事

業
費

の
縮

小
・
都
市
計
画
分
野
の
地
方
分
権
化
、
併
せ
て
種
々
の
規
制
緩
和

・
・
・
・
・
・

＋ ＋
福福

井井
固固

有有
のの
状状

況況
・
北
陸
新
幹
線
開
業
に
向
け
て
の
対
応
・
準
備

・
地

方
鉄

道
の
存

廃
問

題
へ

の
対

応
等

““
有有

法法
子子

””
必

ず
打

開
策

は
あ
る

2

地
方
都
市
研
究
の
背
景

都都
市市

とと
交交

通通
をを

取取
りり

巻巻
くく

状状
況況

とと
課課

題題
（（

問問
題題

認認
識識

））

中中
心心

市市
街街

地地
衰衰

退退

公公
共共

交交
通通

衰衰
退退

徒徒
歩歩

二二
輪輪

のの
減減

少少

郊郊
外外

展展
開開

：：
低低

密密
分分

散散
型型

構構
造造

モモ
ーー

タタ
リリ

ゼゼ
ーー

シシ
ョョ

ンン

→→
  
過過

度度
のの

車車
依依

存存

都都
市市

構構
造造

((
土土

地地
利利

用用
))

交交
　　

通通

・
社

会
経

済
的

条
件

－
経

済
的

豊
か

さ
、

制
度

、
財

源
、

産
業

構
造

・
・

・
・・

個個
人人

のの
価価

値値
観観

・・
ララ

イイ
フフ

スス
タタ

イイ
ルル

　
　

　
　

　
－－

効効
率率

・・
利利

便便
性性

指指
向向

環環 境境 へへ のの 負負 荷荷 大大

生生 活活 のの 質質 のの 低低 下下

相相
互互

関関
連連

都都 市市 のの 魅魅 力力 低低 下下

ここ
のの

まま
まま

いい
くく

とと
・・

・・
・・

根
底
に
あ
る
も
の

根
底
に
あ
る
も
の

長長
期期

的的
にに

見見
てて

想想
定定

ささ
れれ

るる
深深

刻刻
なな

弊弊
害害

3

公公
共共

交交
通通

をを
活活

かか
しし

たた

まま
ちち

づづ
くく

りり
歩歩

いい
てて

暮暮
らら

せせ
るる

まま
ちち

づづ
くく

りり

道道
路路

空空
間間

利利
用用

のの
再再

配配
分分

ココ
ンン
パパ

クク
トト
シシ
テテ
ィィ

立立
地地

適適
正正

化化
計計

画画
・・
・・

持持
続続

可可
能能

でで
、、

よよ
りり

豊豊
かか

なな
地地

域域
やや

まま
ちち

づづ
くく

りり
（（

都都
市市

再再
生生

））
にに

向向
けけ

たた

““
交交

通通
まま

ちち
づづ

くく
りり

””
そそ

のの
フフ

レレ
ーー

ムム
とと

施施
策策

展展
開開

4
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福福

井井
のの

まま
ちち

のの
原原

型型
江江

戸戸
時時

代代
とと

明明
治治

期期
（（

明明
治治

44
22
年年

））

城城
下下

町町
のの

町町
割割

りり
構構

造造
をを

とと
どど

めめ
るる

明明
治治

のの
福福

井井
明明

治治
44
22
年年

((
11
99
00
99
))

北北
陸陸

本本
線線

福福
井井

駅駅

((11
88
99
66
））

江江
戸戸

期期

北北
国国
街街
道道

北北
国国

街街
道道

5

戦戦
災災

・・
震震

災災
かか

らら
のの

復復
興興

まま
ちち

づづ
くく

りり

＊
福福

井井
空空

襲襲
((
11
99
44
55
))
－
罹
災
面
積
59
5h
a(
市
街
地
の
約
95
%)

特特
別別

都都
市市

計計
画画

法法
のの

適適
用用

(1
94
6)

戦戦
災災

復復
興興

土土
地地

区区
画画

整整
理理

事事
業業

の
計
画
決
定
(約

55
6h
a)
 

＊
福福

井井
地地

震震
((
11
99
44
88
))
－
倒
壊
家
屋
10
,4
04
戸
、
半
倒
壊
家
屋
1,
61
6戸

、
焼
失
2,
40
7戸

）
及
び
そ
の
1ヶ

月
後
の
大
水
害

都
市
計
画
用
途
地
域
の
変
更
(1
94
9)

震震
災災

復復
旧旧

土土
地地

区区
画画

整整
理理

事事
業業

の
計
画
決
定
(1
94
9)

福
井
復
興
博
覧
会
(1
95
2)
－
新
し
い
福
井
の
姿
(街

路
及
び
街
路
樹
、

公
園
、
下
水
道
等
)の

紹
介

→→
全全

国国
へへ

のの
発発

信信

福福
井井

市市
のの

都都
市市

計計
画画

（（
まま

ちち
づづ

くく
りり

））
のの

経経
緯緯

6

戦戦
災災

・・
震震

災災
復復

興興
計計

画画
のの

概概
要要

＊＊
土土

地地
利利

用用
計計

画画
：：

従従
前前

のの
用用

途途
地地

域域
のの

大大
幅幅

なな
指指

定定
変変

更更
商商

業業
-駅

前
周
辺
＋
路
線
式
商
業
地
域

工工
業業

-既
存
集
積
＋
位
置
・
交
通
条
件
＋
将
来
の
発
展
性
を
配
慮

し
た
指
定
。
未
指
定
廃
止
→
準
工
業
へ

＊＊
街街

路路
計計

画画
：：

近近
代代

的的
文文

化化
都都

市市
のの

基基
盤盤

づづ
くく

りり
市市

街街
地地

南南
北北

幹幹
線線

軸軸
((
旧旧

RR
88
//
フフ

ェェ
ニニ

ッッ
クク

スス
通通

りり
WW
==
33
66
mm
）

駅
広
の
北
側
移
設

((後後
にに

変変
更更

））
、

駅
広
と
大
名
町

(ロ
ー
タ
リ
ー
)を

東
西
に
結
ぶ

駅駅
前前

大大
通通

りり
（（

WW
==
44
44
mm
））
、

ゆゆ
とと

りり
ああ

るる
歩歩

道道
とと

緑緑
なな

すす
街街

路路
樹樹

をを
備備

ええ
たた

幹幹
線線

道道
路路

網網
……

＊＊
公公

園園
・・

緑緑
地地

計計
画画

：：
市市

街街
地地

内内
のの

公公
園園

緑緑
地地

率率
をを

1100
％％

へへ
中
央
公
園
、
近
隣
公
園
、
児
童
公
園
の
階
層
的
配
置

＊＊
墓墓

園園
造造

成成
計計

画画
：：

寺寺
院院

(約
13
3寺

)･･
墓墓

地地
(約

1.
9万

基
)のの

小小
山山

谷谷
丘丘

陵陵
地地

集集
約約

移移
転転

市
街
地
の
有
効
活
用
、
土
地
区
画
整
理
事
業
の
推
進
へ
の
寄
与

＊＊
下下

水水
道道

計計
画画

：：
全全

国国
最最

初初
のの

下下
水水

道道
建建

造造
認認

可可
→→

普
及
率
全
国
1位

(S
30
年
代
)
7

戦戦
災災

復復
興興

都都
市市

計計
画画

・・
・・

現現
在在

のの
福福

井井
市市

のの
原原

型型

旧旧
都都

計計
法法

適適
用用

（（
1199

2277
））

11
99
33
22
年年

決決
定定

のの
都都

市市
計計

画画
道道

路路
網網

がが
下下

地地

福福
井井

市市
戦戦

災災
復復

興興
計計

画画
のの

理理
念念

((11
9944

66))

歴歴
史史

的的
、、

地地
理理

的的
まま

たた
はは

気気
象象

的的
環環

境境
かか

らら
、、

繊繊
維維

工工
業業

をを
中中

心心
とと

すす
るる

総総
合合

産産
業業

をを
発発

展展
ささ

せせ
、、

かか
つつ

北北
陸陸

西西
部部

にに
おお

けけ
るる

政政
治治

、、
経経

済済
、、

産産
業業

、、
文文

化化
、、

交交
通通

なな
どど

のの
中中

心心
にに

ふふ
ささ

わわ
しし

いい
、、

近近
代代

的的
なな

文文
化化

のの
香香

りり
高高

いい
都都

市市
及及

びび
美美

しし
いい

防防
災災

都都
市市

のの
建建

設設
目目

標標
人人

口口
（（

SS..
5500

))：：
1166

万万
人人

手手
法法

：：
区

画
整
理

事
業

計
画
（

約
55

6h
a)

8
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戦戦

災災
・・

震震
災災

復復
興興

をを
推推

進進
しし

たた
区区

画画
整整

理理
事事

業業
復復

興興
事事

業業
推推

進進
のの

要要
因因

はは
？？


戦戦

災災
復復

興興
土土

地地
区区

画画
整整

理理
事事

業業
(
区

域
約

5
5
6
h
a
)←

罹
災

面
積

約
5
9
5
h
a

1
9
4
6
.
9
戦
災
復
興
院
告
示
で
施
行
命
令

↓

1
9
4
8
.
2
一
部
を
除
き
仮
換
地
指
定
に
よ
る
現
地
標
示

⇒
大
改
造
へ
の
住
民
の
反
対

要
移
転
復
興
家
屋
（
約
4
,
5
0
0
戸
）
の
移 移

転転
交交

渉渉
難難

航航

強強
制制

移移
転転

命命
令令

発発
令令

直直
後後

にに
発発

生生
しし

たた
＜＜

福福
井井

大大
震震

災災
（（

1199
4488

..66
））

＞＞
・・

・・
・・
戦戦

災災
直直

後後
のの

震震
災災

とと
いい

うう
非非

常常
にに

稀稀
有有

なな
経経

験験


応応

援援
部部

隊隊
のの

協協
力力

もも
得得

てて
、、

素素
早早

いい
杭杭

打打
ちち

作作
業業

→→
  
一一

挙挙
にに

事事
業業

進進
捗捗


震震

災災
復復

旧旧
に
よ
る
一
部
計
画
見
直
し

街
路

の
拡

幅
、

上
下

水
道

の
敷

設
、

公
園

緑
地

の
拡

充
、

防
災

施
設

の
完

備
、
駅駅

周周
辺辺

計計
画画

のの
変変

更更
((
駅駅

広広
のの

規規
模模

大大
幅幅

縮縮
小小

等等
））

⇒
「「

転転
禍禍

為為
福福

」」
-
二
つ
の
惨
禍
か
ら
の
官
民
一
体
と
な
っ
た
復
興
機
運

全全
国国

でで
トト

ッッ
ププ

クク
ララ

スス
のの

事事
業業

進進
捗捗

（
S4
1

全
工
区
の
換
地
処
分
完
了
）

〇〇
福福

井井
市市

のの
都都

市市
計計

画画
（（

まま
ちち

づづ
くく

りり
））

のの
経経

緯緯

9

先先
進進

的的
近近

代代
都都

市市
とと

しし
てて

のの
福福

井井
SS
..
33
00
年年

代代

福福
井井

にに
全全

国国
でで

誇誇
りり

うう
るる

もも
のの

三三
つつ

・
フ

ェ
ニ

ッ
ク

ス
に

も
例

え
ら

れ
る

そ
の

復
興

ぶ
り

・
逞

し
い

歩
み

を
続

け
る

下
水

事
業

・
ゆ ゆ

っっ
たた

りり
とと

しし
たた

街街
路路

とと
緑緑

なな
すす

街街
路路

樹樹
そそ

しし
てて

公公
園園

都都
市市

イイ
ンン

フフ
ララ

のの
充充

実実
しし

たた
近近

代代
都都

市市 福
井
新
聞
1
9
5
8
(
S
3
3
)
.
6
.
1
1

10

復復
興興

をを
足足

掛掛
かか

りり
とと

しし
たた

近近
代代

的的
まま

ちち
づづ

くく
りり

のの
本本

格格
的的

展展
開開

・
高
度
経
済
成
長
下
で
の
都都

市市
化化

のの
進進

展展
へへ

のの
対対

応応
戦戦

災災
復復

興興
区区

画画
整整

理理
事事

業業
のの

継継
承承

公公
共共

主主
導導

のの
先先

行行
的的

区区
画画

整整
理理

事事
業業

のの
展展

開開
北
部
土
地
区
画
整
理
事
業
の
認
可
(1
95
8)
、
南
部
(1
96
2)
、

西
部
(1
96
4)
、
東
部
(1
96
5)
・
・
・

・
““

幹幹
線線

街街
路路

等等
のの

整整
備備

はは
区区

画画
整整

理理
でで

””
面
整
備
と
一
体
と
な
っ
た
街
路
整
備

環
状
･放

射
系
街
路
整
備
の
展
開
(S
43
国
体
関
連
事
業
)

→
公公

共共
主主

導導
都都

市市
計計

画画
事事

業業
のの

展展
開開

－－
復復

興興
事事

業業
のの

継継
承承

→
市
街
化
区
域
面
積
に
対
す
る
区
画
整
理
施
行
率
約
79
%(
現
在
)

高
い
都
市
計
画
道
路
整
備
率

↓↓

“
街
路
、
公
園
等
を
中
心
と
す
る

都都
市市

基基
盤盤

整整
備備

にに
おお

いい
てて

、、
先先

進進
市市

とと
いい

わわ
れれ

るる
由由

縁縁
”

→→
自自

動動
車車

対対
応応

型型
都都

市市
構構

造造
のの

下下
地地

形形
成成

福福
井井

市市
のの

都都
市市

計計
画画

（（
まま

ちち
づづ

くく
りり

））
のの

経経
緯緯

11

福福
井井

市市
のの

面面
的的

基基
盤盤

整整
備備

事事
業業

のの
状状

況況

戦
災
・
震
災
復
興
土
地
区
画
整
理
事
業

（
都
市
計
画
の
母
）
の
継
続
的
展
開

↓

わわ
がが

国国
でで

もも
有有

数数
のの

土土
地地

区区
画画

整整
理理

事事
業業

率率
（
現
在
市
街
化
区
域
の
約
79
％
）

直直
近近

のの
事事

業業
地地

区区

戦戦
災災

震震
災災

復復
興興

地地
区区

12
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SS44

00年年
代代

まま
でで

のの
福福

井井
のの

都都
市市

計計
画画

のの
特特

質質

•
応応

急急
的的

復復
旧旧

かか
らら

恒恒
久久

的的
復復

興興
へへ

のの
素素

早早
いい

転転
換換

・・
・・

そそ
のの

背背
景景

にに
はは

結結
果果

とと
しし

てて
のの

事事
前前

復復
興興

計計
画画

のの
存存

在在

－
全
国
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
の
事
業
進
捗

•
近近

代代
的的

文文
化化

都都
市市

とと
しし

てて
のの

都都
市市

基基
盤盤

形形
成成

－
防
災
、
美
観
（
景
観
）
に
も
配
慮
し
た
設
計
思
想

•
区区

画画
整整

理理
事事

業業
ノノ

ウウ
ハハ

ウウ
のの

蓄蓄
積積

、、
継継

承承
－－
都
市
化
に
備
え
た
区
画
整
理
事
業
の
継
続
的
展
開

福福
井井

市市
のの

都都
市市

計計
画画

（（
まま

ちち
づづ

くく
りり

））
のの

経経
緯緯

13

新新
都都

市市
計計

画画
法法

のの
もも

とと
でで

のの
まま

ちち
づづ

くく
りり

・・
新新

都都
市市

計計
画画

法法
のの

公公
布布

((
11
99
66
88
))

都
市

計
画

区
域

の
変

更
1
7
,
5
4
0
h
a
(
1
9
6
9
)
－

現現
在在

11
99
,,
11
88
99
hh
aa
((
内内

福福
井井

市市
11
66
,,
22
77
00
hh
aa
))

市市
街街

化化
調調

整整
区区

域域
((
線線

引引
きき

))
のの

決決
定定

((
11
99
77
00
))
－

全全
国国

ほほ
ぼぼ

第第
一一

号号
((
なな

ぜぜ
成成

りり
ええ

たた
？？

））
以
降
こ
れ
ま
で
4回

の
見
直
し
と
特
定
保
留
解
除

用
途

地
域

(
８

分
類

)
の

決
定

(
1
9
7
2
)

→
都

計
法

の
改

正
に

よ
り

現
在

1
0
用

途
地

域
→ →

全全
国国

にに
先先

駆駆
けけ

てて
のの

新新
都都

市市
計計

画画
法法

へへ
のの

対対
応応

・
モモ

ーー
タタ

リリ
ゼゼ

ーー
シシ

ョョ
ンン

へへ
のの

本本
格格

的的
対対

応応
駐駐

車車
対対

策策
、、

単単
独独

鉄鉄
道道

立立
体体

交交
差差

事事
業業

等等
自自

動動
車車

交交
通通

のの
円円

滑滑
･･
安安

全全
対対

策策
国国

道道
88
号号

ババ
イイ

パパ
スス

、、
北北

陸陸
自自

動動
車車

道道
のの

整整
備備

･･
開開

通通
＋＋

各各
種種

都都
市市

施施
設設

のの
郊郊

外外
展展

開開
－－

住住
宅宅

だだ
けけ

でで
なな

くく
・

・
・

問
屋

セ
ン

タ
ー

、
中

央
卸

売
市

場
等

、
大 大

規規
模模

商商
業業

施施
設設

、、
公公

共共
施施

設設
等

・
都都

市市
計計

画画
法法

改改
正正

はは
じじ

めめ
関関

連連
制制

度度
にに

対対
すす

るる
素素

早早
いい

適適
用用

･･
対対

応応
九
十
九
橋
整
備
事
業
（
S.
61
)と

福福
井井

駅駅
前前

線線
シシ

ンン
ボボ

ルル
ロロ

ーー
ドド

整整
備備

事事
業業

（
H
.
2
完
成
）
、

福
井
市
都
市
景
観
基
本
計
画
策
定
（
H.
1）

・
都
市
景
観
条
例
（
H
.
3
）

再
開
発
地
区
計
画
（
西
木
田
・
花
堂
地
区
）
の
計
画
決
定
（
H
.
4
 
）

特
定
高
度
商
業
集
積
法
（
H.
4）

適
用
第
一
号
（
南
部
地
域
拠
点
ベ
ル
周
辺
）

等
々

福福
井井

市市
のの

都都
市市

計計
画画

（（
まま

ちち
づづ

くく
りり

））
のの

経経
緯緯

14

福福
井井

都都
市市

圏圏
のの

交交
通通

特特
性性

：：

““
全全

国国
有有

数数
のの

車車
依依

存存
””

010203040506070809010
0 19

6
0

1
97
0

19
80

19
9
0

2
00

0
20

10

Ｐ
Ｔ
調
査

実
施
年

自動車分担率（％）

日
立

長
野

新
潟

富
山

高
岡

金
沢

福
井

京
阪

神

全
国

Ｐ
Ｔ

（全
国
平

均
）

全
国
Ｐ
Ｔ

（
三

大
都
市
圏

平
均
）

全
国
Ｐ
Ｔ

（
地

方
都
市
圏

平
均
）

全全
国国

PP
TT
調調

査査
対対

象象
都都

市市
圏圏

のの
中中

でで
、、

最最
もも

高高
いい

自自
動動

車車
分分

担担
率率

！！

都都
市市

圏圏
でで

自自
動動

車車
分分

担担
率率

77
66
..
66
％％

のの
意意

味味
すす

るる
とと

ここ
ろろ

とと
背背

景景

徒徒
歩歩

・・
二二

輪輪
のの

大大
幅幅

減減

地地
方方

都都
市市

平平
均均

：：
約約

5544
％％

（（
全全

国国
PPTT

1199
9999

  ））

福福
井井

都都
市市

圏圏

 

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0 19

74
19

76
19

78
19

80
19

82
19

84
19

86
19

88
19

90
19

92
19

94
19

96
19

98
20

00
20

02
20

04

自自
動動

車車

公公
共共

交交
通通

（（
ﾊﾊ
ﾞ゙ｽｽ

＋＋
鉄鉄

道道
））

金金
沢沢

富富
山山

・・
高高

岡岡

福福
井井

22..
55％％

  

7766
..66
％％

  

15

ⅠⅠ
．．

福福
井井

駅駅
周周

辺辺
のの

再再
構構

築築
都都

心心
のの

イイ
ンン

フフ
ララ

再再
構構

築築
、、

総総
合合

交交
通通

タタ
ーー

ミミ
ナナ

ルル
化化

((
駅駅

広広
））

スス
トト

ッッ
クク

とと
しし

てて
のの

公公
共共

空空
間間

((
道道

路路
))
活活

用用

ⅡⅡ
．．

鉄鉄
軌軌

道道
再再

生生
ええ

ちち
ぜぜ

んん
鉄鉄

道道
・・

福福
井井

鉄鉄
道道

のの
再再

生生
とと

福福
井井

なな
りり

のの
LLRR

TT化化
存存

廃廃
問問

題題
をを

経経
てて

再再
生生

しし
たた

鉄鉄
軌軌

道道
、、

既既
存存

スス
トト

ッッ
クク

改改
善善

型型
LL
RR
TT
化化

過過
度度

なな
クク

ルル
ママ

依依
存存

かか
らら

のの
脱脱

却却
にに

向向
けけ

たた

福福
井井

のの
交交

通通
まま

ちち
づづ

くく
りり

のの
ここ

れれ
まま

でで

16
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北北

陸陸
33県県

都都
のの

比比
較較

～～
JJRR

福福
井井

駅駅
周周

辺辺
はは

都都
心心

のの
核核

富富
山山

市市
金金

沢沢
市市

福福
井井

市市

44
22
..
22
万万

人人
（（
合合
併併
前前
約約
3333
万万
人人
））

44
66
..
22
万万

人人
22
66
..
77
万万

人人
（（
合合
併併
前前
約約
2255
万万
人人
））

人人
口口

44
00
..
88
人人

//
hh
aa
  

66
11
..
99
人人

//
hh
aa
  

55
00
..
66
人人

//
hh
aa
  

DD
II
DD
人人

口口
密密

度度
((22
0011
00))

戦戦
災災

復復
興興

都都
市市

((
大大

規規
模模

被被
災災

))
非非

戦戦
災災

都都
市市

戦戦
災災

・・
震震

災災
復復

興興
都都

市市
((
大大

規規
模模

被被
災災

))
戦戦

災災
復復

興興

約約
44
33
66
hh
aa

((
JJ
RR
駅駅

周周
辺辺

とと
22
極極

))
約約

88
66
00
hh
aa

((
JJ
RR
駅駅

周周
辺辺

とと
22
極極

))
約約

11
00
55
hh
aa

((
JJ
RR
駅駅

とと
一一

体体
））

中中
心心

市市
街街

地地
活活

性性
化化

区区
域域

面面
積積

((内内
にに

城城
址址

))

平平
日日
：：
鉄鉄
道道
++ババ

スス
44..

00%%
車車

7722
..22
%%

徒徒
歩歩
・・
二二
輪輪

2233
..66
％％

((11
9999
88年年

都都
市市
圏圏

PPTT
））

平平
日日
：：
鉄鉄
道道
++ババ

スス
66..

44%%
車車

6677
..22
%%

徒徒
歩歩
・・
二二
輪輪

2266
..33
％％

（（
2200
0077
年年

都都
市市
圏圏

PPTT
））

平平
日日
：：
鉄鉄
道道
++ババ

スス
22..

55%%
車車

7766
..66
%%

徒徒
歩歩
・・
二二
輪輪

2200
..77
％％

((22
0000
55年年

都都
市市
圏圏

PPTT
））

交交
通通

のの
現現

状状
((
交交

通通
手手

段段
分分

担担
率率

))

北北
陸陸
新新
幹幹
線線
（（
2200
1155
..33
開開
業業
))  

並並
在在

・・
JJRR

＋＋
地地

方方
鉄鉄

道道
((
地地
鉄鉄

））

LLRR
TT＋＋

軌軌
道道
（（
地地
鉄鉄
））

北北
陸陸
新新
幹幹
線線
（（
2200

1155
..33
開開
業業
))  

並並
在在
＋＋
地地
方方
鉄鉄
道道

（（
北北
鉄鉄
））

（（
軌軌
道道
→→
廃廃
線線
））

北北
陸陸

新新
幹幹

線線
((22

0022
44..

33開開
業業

))

並並
在在
・・
JJRR
＋＋
地地
方方
鉄鉄
道道

((ええ
ちち

鉄鉄
＋＋

福福
鉄鉄

））

軌軌
道道
（（
福福
鉄鉄
））

公公
共共

交交
通通

((
鉄鉄

軌軌
道道

))

鉄鉄
軌軌
道道
主主
体体
＋＋
ババ
スス

LLRR
TT導導

入入
済済
みみ

ババ
スス

主主
体体

//
オオ
ムム
ニニ
ババ
スス
タタ
ウウ
ンン

（（
LLRR

TT化化
構構

想想
有有

))

鉄鉄
軌軌
道道
主主
体体
＋＋
ババ
スス

福福
井井
なな
りり
のの
LLRR
TT化化

（（
TTrr

aaii
nn--

TTrr
aamm

--TT
rraa

iinn
))

公公
共共

交交
通通

体体
系系

17

中中
心心

市市
街街

地地
のの

規規
模模

～～
北北

陸陸
33
県県

都都
のの

比比
較較

大大
規規

模模
なな

金金
沢沢

市市
：：

88
66
00
hh
aa

富富
山山

市市
：：

44
33
66
hh
aa

JJ
RR
金金
沢沢
駅駅

JJ
RR
富富
山山
駅駅

福福
井井
駅駅

富富
山山

LL
RR
TT

都都
心心
環環
状状
線線

18

福福
井井

都都
市市

圏圏
のの

構構
造造

とと
鉄鉄

軌軌
道道

網網
基基

本本
的的

にに
「「

ココ
ンン

パパ
クク

トト
＋＋

ネネ
ッッ

トト
ワワ

ーー
クク

」」
のの

構構
造造

H
1
7
福

井
都

市
圏

P
T
調

査
報

告
書

地地
域域

拠拠
点点

((都都
市市
核核

))

都都
市市

圏圏
中中
心心

((福福
井井

都都
心心

))

一一
次次

地地
域域
拠拠
点点

二二
次次

地地
域域
拠拠
点点

福福
井井

都都
市市

圏圏
のの

構構
造造

とと
交交

通通
網網

鉄
軌

道
を

中
心

に
豊 豊

富富
なな

公公
共共

交交
通通

スス
トト

ッッ
クク

圏圏
域域

中中
心心

でで
ああ

るる
福福

井井
都都

心心
とと

圏圏
域域

内内
地地

域域
拠拠

点点
をを

結結
ぶぶ

鉄鉄
軌軌

道道
網網

中中
心心

都都
市市

福福
井井

市市
のの

鉄鉄
軌軌

道道
網網

福福
武武

線線
軌軌

道道
部部

33
..
33
㎞㎞

((
22
..
88
㎞㎞

＋＋
00
..
55
㎞㎞

))

19

福福
井井

市市
のの

都都
市市

構構
造造

のの
特特

徴徴

中中
心心

駅駅
とと

一一
体体

化化
しし

たた
ココ

ンン
パパ

クク
トト

なな
中中

心心
市市

街街
地地

・・
市市

街街
化化

区区
域域

内内
（（

主主
にに

準準
工工

業業
地地

域域
指指

定定
地地

区区
））
でで

のの
大大

規規
模模

集集
客客

施施
設設

・・
高高

次次
都都

市市
機機

能能
のの

分分
散散

立立
地地

・・
市市

街街
化化

調調
整整

区区
域域

でで
のの

大大
規規

模模
公公

共共
施施

設設
立立

地地

・・
南南

北北
にに

隣隣
接接

すす
るる

「「
非非

線線
引引

きき
都都

市市
計計

画画
区区

域域
」」

高高
いい

道道
路路

等等
都都

市市
基基

盤盤
整整

備備
水水

準準
面面

整整
備備

（（
区区

画画
整整

理理
事事

業業
））

率率
：：

約約
77
99
％％

（（
都都

市市
計計

画画
道道

路路
整整

備備
率率

もも
同同

様様
））

参参
考考

((
他他

都都
市市

のの
中中

心心
市市

街街
地地

活活
性性

化化
区区

域域
))
：：

金金
沢沢

市市
：：

約約
88
66
00
hh
aa

富富
山山

市市
：：

約約
44
33
66
hh
aa

郊郊
外外

部部
にに

指指
定定

ささ
れれ

てて
いい

るる
最最

もも
規規

制制
のの

緩緩
いい

「「
準準

工工
業業

地地
域域

」」

郊郊
外外

都都
市市

機機
能能

集集
積積

20
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戦
災
・
震
災
復
興
に
よ
る
駅駅

前前
大大

通通
りり

のの
変変

遷遷

車車 通通 行行 優優 先先 型型 街 路 空 間 へ の 変 更 を 経 て

（ ロ ー タ リ の 廃 止 Ｓ 3
8

） 、･車 道 空 間 拡 大 等

復
興
計
画
で
の
設
計
思
想
：

防防
災災

とと
美美

観観
（（

装装
飾飾

道道
路路

））

b
y

熊
谷
太
三
郎
市
長

シ
ン
ボ
ル
ロ
ー
ド
(
19
9
0
)

“ “
風風

格格
のの

ああ
るる

みみ
どど

りり
のの

みみ
ちち

”
－
当当

初初
のの

設設
計計

思思
想想

へへ
のの

回回
帰帰

－

歩 道 の 拡 幅 ・ 街 路 景 観 整 備

地 下 駐 車 場 整 備 （ ２ ０ ０ ７ ）

風風
格格

づづ
くく

りり

実実
際際
のの
駅駅
舎舎
とと

駅駅
前前
広広
場場

当当
初初

復復
興興

計計
画画

のの
駅駅

舎舎
とと

広広
場場

21

11
99
99
00
年年

頃頃
（（

整整
備備

前前
））

のの
福福

井井
駅駅

西西
口口

駅駅
前前

広広
場場

のの
状状

況況

11
99
55
22
年年

にに
開開

業業
しし

たた
駅駅

ビビ
ルル

（（
民民

衆衆
駅駅

））
、、

隣隣
接接

すす
るる

聊聊
かか

古古
びび

たた
アア

ーー
ケケ

ーー
ドド

狭狭
小小

なな
駅駅

前前
広広

場場
（（

約約
44
,,
00
00
00
mm
22
））

・・
・・

・・
・・

・・
駅駅

前前
大大

通通
りり

((
WW
==
44
44
mm
））

にに
比比

べべ
てて

貧貧
相相

でで
接接

続続
不不

自自
然然

？？

県県
とと

のの
中中

心心
駅駅

でで
ああ

りり
なな

がが
らら

ババ
スス

のの
乗乗

入入
なな

しし
JJ
RR
駐駐

車車
場場

とと
タタ

クク
シシ

ーー
乗乗

降降
ババ

ーー
スス

・・
ププ

ーー
ルル

、、
自自

家家
用用

車車
送送

迎迎
ババ

ーー
スス

のの
みみ

まま
るる

でで
クク

ルル
ママ

のの
展展

示示
場場

？？

ここ
れれ

がが
県県

都都
のの

玄玄
関関

口口
？？

ⅠⅠ
．．

福福
井井

駅駅
周周

辺辺
のの

再再
構構

築築
～～

駅駅
前前

広広
場場

整整
備備

とと
再再

開開
発発

のの
変変

遷遷

22

11
99
99
00
年年

頃頃
（（

整整
備備

前前
））

のの
福福

井井
駅駅

東東
口口

のの
状状

況況
～
ま
さ
に
駅
裏
～

23

福福
井井

駅駅
周周

辺辺
再再

構構
築築

にに
関関

連連
すす

るる
計計

画画
・・

事事
業業

のの
変変

遷遷
（（

そそ
のの

１１
））

　　
　　

　　
　　
福福

井井
駅駅

周周
辺辺

区区
画画

整整
理理

事事
業業

　　
　　

　　
　　

　　
　　
福福

井井
駅駅

付付
近近

連連
続続

立立
体体

交交
差差

事事
業業

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
　　

　　
  
（（

11
99
99
11
..
33
　　

都都
市市

計計
画画

決決
定定

、、
11
99
99
22
..
33
　　

事事
業業

認認
可可

））

福
井
駅
周
辺
地
区
ふ
る
さ
と
の
顔
づ
く
り
事
業
(1
99
4－

)

福
井

市
駐

車
場

整
備

計
画

福福
井井

市市
都都

市市
計計

画画
ママ

スス
タタ

ーー
ププ

ララ
ンン

((
22
00
00
00
))

基基
本本

理理
念念

：
人

と
文

化
を

む
す

ぶ
歩歩

けけ
るる

ま
ち

都
心
部
（
駅
周
辺
）
：
｢賑

わ
い
交
流
の
拠
点
づ
く
り
」

都
市

計
画

駐
車

場
整

備
　

市
庁

舎
前

駐
車

場
　

　
　

本
町

明
里

地
下

駐
車

場

福福
井井

駅駅
周周

辺辺
整整

備備
構構

想想
((
11
99
88
33
))

福
井

中
心

市
街

地
整

備
基

本
計

画
(
1
9
8
3
)

福
井

駅
前

広
場

計
画

(
1
9
9
2
→

2
0
0
2
→

2
0
0
7
)

福
井

駅
前

周
辺

市
街

地
総

合
再

生
計

画
(1

9
9
5
)

福福
井井

中中
心心

市市
街街

地地
活活

性性
化化

基基
本本

計計
画画

((
11
99
99
99
))

都都
心心

部部
再再

構構
築築

にに
向向

けけ
てて

のの
計計

画画
･･
取取

りり
組組

みみ
のの

流流
れれ

戦
災
・
震
災
復
興
以
来
の

駅駅
周周

辺辺
再再

構構
築築

のの
出出

発発
点点

総総
合合
交交
通通
タタ
ーー
ミミ
ナナ
ルル
づづ
くく
りり

(
11
99
99
00
)

路
面
電
車
検
討
懇
話
会

TTMM
社社

会会
実実

験験
LLRR

TT化化
へへ

(1
98

6)
 

24
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講演会・講習会・研修会の報告

　　
　　

ＴＴ
ＭＭ

等等
社社

会会
実実

験験
((
22
00
00
11
年年

））
　　

　　
　　

　　
　　

↓↓
　　

　　
　　

賑賑
いい

のの
道道

づづ
くく

りり
事事

業業
　　

　　
ココ

ミミ
ュュ

ニニ
テテ

ィィ
ババ

スス
運運

行行
（（

TT
MM
OO
))

  
  
  
　　

・・
44
ルル

ーー
トト

開開
業業

((
22
00
00
00
～～

22
00
00
11
年年

))

　　
　

駅
前

通
地

下
駐

車
場

(
2
0
0
7
年

供
用

）

　　
　　
JJ
RR
在在

来来
線線

高高
架架

／／
新新

駅駅
開開

業業
　　

  
高高

架架
下下

利利
用用

((
22
00
00
77
年年

))

　
　

　
　

市
街

地
再

開
発

事
業

　
　
　
・
三
の
丸
地
区
(
2
0
0
3
年
完
成

　
　
　
・
手
寄
(
A
O
S
S
A
)
地
区
(
2
0
0
7
年
完
成
)
　

福福
井井

市市
中中

心心
市市

街街
地地

活活
性性

化化
基基

本本
計計

画画
((
22
00
00
77
年年

認認
定定

))

　　
　　

　　
出出

会会
いい

、、
暮暮

らら
しし

遊遊
びび

がが
彩彩

るる
まま

ちち
づづ

くく
りり

　 　
T
M
O
｢
ま

ち
づ

く
り

福
井

」
発

足
(
2
0
0
0
)

　
　
”
響
き
の
ホ
ー
ル
”
開
館
(
2
0
0
3
)

　
　
T
M
O
に
よ
る
各
種
事
業
展
開

福福
井井

市市
総総

合合
都都

市市
交交

通通
戦戦

略略
計計

画画
((
22
00
00
77
～～

策策
定定

中中
))

　　
　　

　　
　　

将将
来来

都都
市市

像像
””

人人
にに

やや
ささ

しし
いい

｢｢
全全

域域
交交

通通
ネネ

ッッ
トト

ワワ
ーー

クク
｣｣
とと

賑賑
わわ

いい
とと

安安
らら

ぎぎ
のの

「「
まま

ちち
づづ

くく
りり

」」
　　

　　
　　

　　
都都

市市
交交

通通
のの

目目
標標

””
地地

域域
をを

軸軸
とと

拠拠
点点

でで
つつ

なな
ぐぐ

「「
全全

域域
交交

通通
ネネ

ッッ
トト

ワワ
ーー

クク
｣｣
づづ

くく
りり

　　
　　

　　
　　

　　
　　

ええ
ちち

ぜぜ
んん

鉄鉄
道道

　　
　　

　　
開開

業業
((
22
00
00
33
））

　　
　　

　　
京

福
電

鉄
　
　
運
行
休
止
(
2
0
0
1
)

第
3
回

福
井

都
市

圏
P
T
調

査
(2
0
0
5
～

6
)

福福
井井

市市
都都

市市
計計

画画
ママ

スス
タタ

ーー
ププ

ララ
ンン

改改
訂訂

中中
((
22
00
00
77
～～

策策
定定

中中
))

　　
　　

　　
　　

将将
来来

都都
市市

像像
””

暮暮
らら

しし
のの

豊豊
かか

ささ
をを

実実
感感

でで
きき

るる
｢｢
歩歩

きき
たた

くく
なな

るる
｣｣
まま

ちち
””

福福
井井

市市
都都

市市
計計

画画
ママ

スス
タタ

ーー
ププ

ララ
ンン

((
22
00
00
00
))

基基
本本

理理
念念

：
人

と
文

化
を

む
す

ぶ
歩歩

けけ
るる

ま
ち

都
心

部
（

駅
周

辺
）

：
｢
賑

わ
い

交
流

の
拠

点
づ

く
り

」

福福
井井

中中
心心

市市
街街

地地
活活

性性
化化

基基
本本

計計
画画

((
11
99
99
99
))

交交
通通

イイ
ンン

フフ
ララ

再再
構構

築築
、、

総総
合合

交交
通通

拠拠
点点

整整
備備

、、
都都

市市
開開

発発
等等
総総

合合
的的

なな
施施

策策
・・

事事
業業

展展
開開

へへ

福福
井井

駅駅
周周

辺辺
((
中中

心心
市市

街街
地地

））
にに

関関
連連

すす
るる

計計
画画

・・
事事

業業
のの

変変
遷遷

（（
そそ

のの
２２

））

(
2
0
1
0
改

訂
)

(22
00
0055
年年

)

第第
33
回回

福福
井井
都都
市市
圏圏
PP
TT
調調
査査

25

福福
井井

駅駅
周周

辺辺
整整

備備
構構

想想
（（

11
99
88
66
））

駅駅
周周

辺辺
再再

構構
築築

のの
出出

発発
点点

‥‥
構構

想想
のの

意意
義義

東東
西西

駅駅
前前

広広
場場

整整
備備

（（
交交

通通
結結

節節
機機

能能
充充

実実
東東

西西
自自

由由
通通

路路
整整

備備

新新
幹幹

線線
整整

備備
＆＆

在在
来来

線線
高高

架架
化化

（（
駅駅

西西
中中

央央
商商

店店
街街

））
トト

ララ
ンン

ジジ
ッッ

トト
モモ

ーー
ルル

整整
備備

新新
栄栄

地地
区区

再再
開開

発発
等等

（（
御御

屋屋
形形

地地
区区

））
公公

園園
のの

魅魅
力力

をを
取取

りり
入入

れれ
たた

活活
性性

化化
拠拠

点点
整整

備備

駅駅
周周

辺辺
地地

区区
のの

一一
体体

的的
基基

盤盤
整整

備備
→→

再再
区区

画画
整整

理理
事事

業業

（（
足足

羽羽
川川

河河
岸岸

飲飲
食食

街街
//
浜浜

町町
））

質質
のの

高高
いい

料料
亭亭

街街
形形

成成
等等

26

駅駅
周周

辺辺
整整

備備
構構

想想
((
11
99
88
66
))

高高
架架

検検
討討

案案

新新
幹幹

線線
・・

在在
来来

線線
二二

重重
高高

架架
案案

((
88
66
構構

想想
委委

員員
会会

案案
））

見
直

し
へ

（
1
9
8
9
年

）
27

福福
井井

駅駅
周周

辺辺
再再

構構
築築

のの
始始

まま
りり

福福
井井

駅駅
周周

辺辺
連連

続続
立立

体体
交交

差差
事事

業業

工工
事事
中中
風風
景景

経経
緯緯

：

1
9
8
4
～
8
6

駅 駅
周周

辺辺
整整

備備
構構

想想
（（

JJ
RR
とと

新新
幹幹

線線
のの

一一
体体

高高
架架

案案
））

11
99
99
11

都都
市市

計計
画画

決決
定定

((
在在

来来
線線

高高
架架

先先
行行

案案
))

11
99
99
22

事事
業業

認認
可可

((
駅駅

周周
辺辺

区区
整整

事事
業業

((
11
66
..
33
hh
aa
))
とと

同同
時時

））

2
0
0
5

JJ
RR
在在

来来
線線

高高
架架

供供
用用

＊＊
北北

陸陸
新新

幹幹
線線

福福
井井

駅駅
部部

((00
..88

㎞㎞
))事事

業業
認認

可可

2
0
1
8

ええ
ちち

ぜぜ
んん

鉄鉄
道道

高高
架架

・・
駅駅

舎舎
供供

用用
22
00
22
44

北北
陸陸

新新
幹幹

線線
開開

業業
新新

幹幹
線線

駅駅
舎舎

((
東東

口口
・・

都都
市市

施施
設設

))

当当
初初

計計
画画

案案
((
二二

重重
高高

架架
))
→

新
幹

線
部

の
見

直
し

→→
JJ
RR
線線

単単
独独

先先
行行

にに
変変

更更
・・

事事
業業

化化
((
新新

幹幹
線線

部部
33
階階

((
11
面面

22
線線

))
))

→→
JJ
RR
＋＋

新新
幹幹

線線
＋＋

ええ
ちち

ぜぜ
んん

鉄鉄
道道

並並
行行

にに
計計

画画
変変

更更

JJ
RR
在在
来来
線線
とと
新新
幹幹
線線
のの
一一
体体
高高
架架

((
二二

重重
高高

架架
))
案案
かか
らら

変変
更更
しし
たた
当当

初初
都都

決決
案案

（（
JJ
RR
高高

架架
先先

行行
))

22
00
00
55
年年
供供
用用

22
00
11
88
年年

66
月月
供供
用用

新新
幹幹

線線
駅駅

部部
((
88
00
00
mm
))
先先

行行
認認

可可
・・

事事
業業

にに
よよ

るる
変変

更更

現現
行行

案案
へへ

28
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福福

井井
駅駅

周周
辺辺

区区
画画

整整
理理

事事
業業

とと
福福

井井
駅駅

付付
近近

連連
続続

立立
体体

交交
差差

事事
業業

施施
工工

面面
積積

：
約
1
6
.
3
h
a

総 総
事事

業業
費費

：
約約

44
55
66
億億

円円
事事

業業
期期

間間
：

HH
44
～～

33
00
年年

度度
→
戦戦

災災
復復

興興
区区

整整
以以

来来
のの

再再
区区

画画
整整

理理
事事

業業
公公

共共
用用

地地
約約

44
00
％％

超超

延延
長長

：
J
R
線

約
3
.
3
㎞

え
ち
ぜ
ん
鉄
道

約
3
㎞

総 総
事事

業業
費費

：
約約

66
88
33
億億

円円
事事

業業
期期

間間
：

HH
33
～～

33
00
年年

度度

22
00
00
55
年年

供供
用用

22
00
11
88
年年

66
月月

供供
用用

新
幹

線
駅

部
(
8
0
0
m
)
先

行
認

可
に

よ
る

変
更

22
00
22
44
年年

33
月月
供供
用用

29

総総
合合

交交
通通

タタ
ーー

ミミ
ナナ

ルル
化化

にに
向向

けけ
たた

福福
井井

駅駅
前前

広広
場場

計計
画画

・・
整整

備備
のの

変変
遷遷

①①
11
99
88
66
年年

（（
SS
66
11
））

福福
井井

駅駅
周周

辺辺
整整

備備
構構

想想
でで

のの
計計

画画
案案

・
・
・
再
構
築
に
向
け
て
の
出
発
点

西 西
口口

::
11
11
,,
66
00
00
mm
22
、
東
口
：
6
,
4
0
0
m
2

②②
11
99
99
22
年年

（（
HH
44
））

区区
画画

整整
理理

事事
業業

計計
画画

策策
定定

をを
前前

提提
とと

しし
たた

計計
画画

立立
案案

（
第第

11
回回

福
井
駅
前
広
場
整
備
計
画
策
定
員
会
）

西 西
口口

：：
99
,,
00
00
00
mm
22
、
東
口
：
6
,
5
0
0
m
2

1
9
9
7
年
（
H
9
)
 

東
口
駅
前
広
場
拡
張
（
9
,
1
4
0
m
2
へ
）

←
各

種
計

画
条

件
(
立

体
構

造
案

)
の

課
題

、
「

環
境

機
能

」
の

付
加

（
駅

広
整

備
指

針
）

、
周

辺
整

備
と

の
関

連
付

け
等

）
の

変
化

③③
22
00
00
22
～～

33
年年

（（
HH
11
33
～～

11
44
))

福福
井井

駅駅
前前

広広
場場

再再
検検

討討
（

第第
22
回回

福
井
駅
前
広
場
整
備
計
画
策
定
委
員
会
）

西西
口口

：：
99
,,
00
00
00
mm
22
、
東
口
：
9
,
1
4
0
m
2

←
西西

口口
再再

開開
発発

事事
業業

（（
現現

ハハ
ピピ

リリ
ンン

））
とと

のの
同同

時時
施施

工工
をを

前前
提提

に

2
0
0
6
年
（
H
1
8
)
 西西

口口
広広

場場
面面

積積
をを

11
11
,,
55
00
00
mm
22
にに

拡拡
張張

④④
22
00
00
77
年年

（（
HH
11
99
年年

））
駅駅

前前
広広

場場
整整

備備
計計

画画
のの

最最
終終

見見
直直

しし
（

第第
33
回回

福
井
駅
前
広
場
整
備
計
画
検
討
委
員
会
）

西 西
口口

：：
約約

11
11
,,
11
22
00
mm
22
、
東
口
：
約
9
,
1
3
0
m
2
で
レ
イ
ア
ウ
ト
決
定
（
現
行
）

福福
井井

鉄鉄
道道

福福
武武

線線
のの

延延
伸伸

乗乗
入入

、、
修修

景景
計計

画画
等等

をを
経経

てて
、、

22
00
11
66
年年

33
月月

供供
用用

開開
始始

総総
合合

交交
通通

タタ
ーー

ミミ
ナナ

ルル
化化

のの
一一

応応
のの

完完
成成

1
9
9
4
年

（
H
6
)

駅
周

辺
地

区
ふ

る
顔

計
画

1
9
9
5
年

（
H
7
)

駅
周

辺
市

街
地

総
合

再
生

計
画

30

①①
「「

福福
井井

駅駅
周周

辺辺
整整

備備
構構

想想
」」

((11
9988

66))
の
提
案

ババ
スス

計計
画画

目目
標標

面面
積積

：：
西西

口口
（（

11
11
,,
66
00
00
mm22
））

東東
口口

（（
66
,,
44
00
00
mm22
））

西西
口口

駅駅
広広

はは
規規

模模
、、

基基
本本

レレ
イイ

アア
ウウ

トト
共共

にに
現現

行行
案案

にに
近近

いい

タタ
クク

シシ
ーー

タタ
クク

シシ
ーー

＆＆ 自自
家家

用用
車車

自自
家家

用用
車車

31

タタ
クク
シシ
ーー

＆＆ 自自
家家
用用
車車

②②
事事

業業
計計

画画
策策

定定
をを

前前
提提

とと
しし

たた
計計

画画
案案

((
11
99
99
22
((
HH
44
))
))

計計
画画

諸諸
元元

西西
口口

::
総総

面面
積積

99
,,
00
00
00
mm
22

東東
口口

::
総総

面面
積積

66
,,
55
00
00
mm
22

東東
口口

広広
場場

のの
拡拡

張張
（（

11
99
99
77
年年

））
総総

面面
積積

99
,,
11
44
00
mm
22

→→
団団
体体
広広
場場
設設
置置
＋＋
団団
体体
ババ
スス
乗乗
降降
場場

＋＋
防防
災災
機機
能能
確確
保保
＋＋
再再

開開
発発

（（
AA
OO
SS
SS
AA
))
とと

のの
一一

体体
化化

駅駅
周周

辺辺
区区

画画
整整

理理
のの

事事
業業

認認
定定

をを
受受

けけ
てて

策策
定定

ささ
れれ

たた
駅駅

広広
整整

備備
案案

↓↓
地地

下下
空空

間間
利利

用用
をを

想想
定定

しし
てて

駅駅
前前

広広
場場

地地
下下

にに
自自

家家
用用

車車
送送

迎迎
ババ

ーー
スス

･･
駐駐

車車
場場

をを
設設

けけ
るる

立立
体体

駅駅
前前

広広
場場

をを
計計

画画

ババ
スス

タタ
クク
シシ
ーー

自自
家家

用用
車車

タタ
クク

シシ
ーー

＆＆
団団

体体
ババ

スス

駅駅
前前

広広
場場

計計
画画

のの
見見

直直
しし

（（
22
00
00
22
（（

HH
11
44
))
～～

))
））

自自
家家
用用
車車
はは

地地
下下

へへ
（（

22
層層

））

拡拡
張張

（（
HH
99
））

→→
長長
距距
離離
ババ
スス

BB
、、

滞滞
留留
空空
間間

等等

手手
寄寄
地地
区区
再再
開開
発発

（（
AA
OO
SS
SS
AA
))
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西西
口口

駅駅
前前

広広
場場

ババ
スス

・・
タタ

クク
シシ

ーー
とと

自自
家家

用用
車車

をを
分分

離離
すす

るる
２２

穴穴
案案

コ
ン

コ
ー

ス
前

の
広

場
を

出
来

る
だ

け
確

保
し

、
北

側
の

バ バ
スス

・・
タタ

クク
シシ

ーー
のの

供供
用用

をを
先先

行行
さ
せ
る
こ
と

と
、

県
庁

線
か

ら
の

広
場

出
入

り
を

容
易

に
す

る
こ

と
を

重
視

後
の

拡
大

範
囲

西西
口口

広広
場場

整整
備備

方方
針針

：
中中

心心
市市

街街
地地

のの
玄玄

関関
口口

～～
賑賑

わわ
いい

とと
交交

流流
のの

ああ
るる

「「
福福

井井
らら

しし
ささ

」」
をを

創創
出出

すす
るる

空空
間間

東東
口口

広広
場場

整整
備備

方方
針針

：
広広

域域
的的

なな
玄玄

関関
口口

～～
豊豊

かか
なな

自自
然然

とと
歴歴

史史
・・

文文
化化

のの
ああ

るる
「「

福福
井井

らら
しし

ささ
」」

をを
創創

出出
すす

るる
空空

間間

③③
駅駅

前前
広広

場場
再再

検検
討討

案案
((
22
00
00
22
((
HH
11
44
))
・・

・・
・・

「「
駅駅

前前
広広

場場
計計

画画
指指

針針
」」

(
1
9
9
8
(
H
1
0
)

を
受
け
て

←←
西西

口口
広広

場場
立立

体体
案案

のの
見見

直直
しし

、、
東東

西西
広広

場場
のの

役役
割割

分分
担担

、、
環環

境境
機機

能能
面面

のの
検検

討討

西西
口口

広広
場場

99
,,
00
00
00
mm
22

☓☓

県県
庁庁

線線

ババ
スス
＆＆
タタ
クク
シシ
ーー

自自
家家
用用
車車

自自
家家
用用
車車
PP

タタ
クク
シシ
ーー

33

④④
西西

口口
駅駅

前前
広広

場場
計計

画画
のの

再再
見見

直直
しし

(
2
0
0
7
(
H
1
9
)
)

再再
見見

直直
しし

にに
おお

けけ
るる

前前
提提

とと
課課

題題
①
西西

口口
中中

央央
地地

区区
再再

開開
発発

((
現現

ハハ
ピピ

リリ
ンン

))
とと

一一
体体

と
な
っ
た
都都

心心
機機

能能
強強

化化
に
ぎ
わ
い
空
間
創
出
、
隣
接
商
業
地
へ
の
歩
行
N
W
強
化

等

②
区区

域域
拡拡

大大
をを

効効
果果

的的
にに

活活
用用

し
た
交交

通通
結結

節節
機機

能能
強強

化化
路
線
バ
ス
機
能
の
一
層
の
強
化
、
路
面
電
車
延
伸
(
乗
入
)
の
可
能
性
検
討

等

③
区区

域域
拡拡

大大
にに

ああ
たた

っっ
てて

のの
多多

方方
面面

かか
らら

のの
要要

望望
事事

項項
へ

の
対

応
バ
ス
待
機
・
回
転
ス
ペ
ー
ス
の
十
分
な
確
保
、
バ
ス
・
タ
ク
シ
ー
の
分
離

等

西西
口口

駅駅
前前

広広
場場

計計
画画

のの
見見

直直
しし

方方
針針

県県
都都

のの
玄玄

関関
口口

にに
ふふ

ささ
わわ

しし
いい

「「
にに

ぎぎ
わわ

いい
交交

流流
拠拠

点点
」」

のの
形形

成成
とと

「「
交交

通通
結結

節節
機機

能能
」」

のの
強強

化化
34

＜
参
考
＞

福福
井井

駅駅
周周

辺辺
のの

都都
市市

計計
画画

決決
定定

／／
変変

更更
（

20
07

(H
19

).
11

）
の
概
要

駅駅
広広

区区
域域

拡拡
大大

部部
分分

①①
福福

井井
都都

市市
計計

画画
道道

路路
のの

変変
更更

名
称

：
３

・
１

・
１

３
号

福
井

駅
前

線

概
要

：
西

口
交

通
広

場
の

拡
大

面
積

約
９

，
０

０
０

㎡
→

約
１

１
，

１
０

０
㎡

区区
画画

整整
理理

区区
域域

拡拡
大大

部部
分分

④④
福福

井井
都都

市市
計計

画画
土土

地地
区区

画画
整整

理理
事事

業業
のの

変変
更更

名
称

：
福

井
駅

周
辺

土
地

区
画

整
理

事
業

概
要

：
施

行
区

域
の

拡
大

面
積

約
１

６
．

３
ｈ

ａ
→

約
１

６
．

６
ｈ

ａ

都
市

計
画

道
路

等
の

変
更

に
伴

う
公

共
施

設
の

配
置

の
変

更

西西
口口

再再
開開

発発
区区

域域

②②
福福

井井
都都

市市
計計

画画
第第

一一
種種

市市
街街

地地
再再

開開
発発

事事
業業

のの
決決

定定

名
称

：
福

井
駅

西
口

中
央

地
区

第
一

種
市

街
地

再
開

発
事

業

施
行

区
域

の
面

積
：

約
０

．
７

ｈ
ａ

③③
福福

井井
都都

市市
計計

画画
高高

度度
利利

用用
地地

区区
のの

変変
更更

概
要

：
福

井
駅

西
口

中
央

地
区

の
追

加

面
積

約
０

．
７

ｈ
ａ

①①
福福

井井
都都

市市
計計

画画
道道

路路
のの

変変
更更

名
称

：
８

・
６

・
８

号
ち

ゅ
う

お
う

通
り

概
要

：
位

置
及

び
区

域
の

変
更

延
長

約
１

３
０

ｍ
→

約
８

０
ｍ

⑤⑤
福福

井井
都都

市市
計計

画画
地地

区区
計計

画画
のの

変変
更更

名
称

：
福

井
駅

周
辺

地
区

計
画

概
要

：
地

区
施

設
（

歩
行

者
専

用
自

由
通

路
）

の
配

置
及

び
規

模
の

変
更

延
長

約
９

０
ｍ

→
約

６
０

ｍ

35

福福
井井

駅駅
西西

口口
全全

体体
空空

間間
レレ

イイ
アア

ウウ
トト

・・
デデ

ザザ
イイ

ンン
基基

本本
方方

針針
((
22
00
11
22
））

西
口

空
間

デ
ザ

イ
ン

専
門

家
会

議

総総
合合

交交
通通

戦戦
略略

//
LL
RR
TT

計計
画画
をを
受受
けけ
てて
、、

路路
面面
電電
車車
駅駅
広広
乗乗
入入

（（
11
44
88
mm
延延
伸伸
））
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講演会・講習会・研修会の報告
福福

井井
駅駅

西西
口口

駅駅
前前

広広
場場

～
2
0
1
6
年
3
月
2
7
日
供
用

バ
ス

タ
ー

ミ
ナ

ル
(
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

リ
ン

グ
）

の
一

部
変

更
、

横
断

シ
ェ

ル
タ

ー
設

置
等

何
よ

り
大

幅
な

緑
の

減
少

(
代

わ
り

に
恐

竜
モ

ニ
ュ

メ
ン

ト
設

置
)

屋屋
根根
付付
きき
多多
目目
的的
広広
場場 路路
面面

電電
車車

電電
停停

（（
11
44
88
mm
延延

伸伸
））

市市
内内

ババ
スス

タタ
ーー

ミミ
ナナ

ルル

37

現現
在在

のの
福福

井井
駅駅

西西
口口

駅駅
前前

広広
場場

駅駅
広広
電電
停停
とと

ババ
スス
タタ
ーー
ミミ
ナナ
ルル

電電
車車
通通
りり
かか
らら

駅駅
広広
内内
電電
停停
へへ

（（
11
44
33
mm
延延
伸伸
））

駅駅
広広
電電
停停
とと
ババ
スス
タタ
ーー
ミミ
ナナ
ルル

同同
時時

施施
工工

のの
再再

開開
発発

ビビ
ルル

((
ハハ

ピピ
リリ

ンン
))
とと

屋屋
根根
付付
きき
多多
目目
的的
広広
場場

再再
開開

発発
ビビ

ルル
アア

オオ
ッッ

ササ
((
東東

口口
))

ハハ
ピピ

リリ
ンン

((
西西

口口
))

38

福福
井井

駅駅
東東

口口
駅駅

前前
広広

場場

再再
開開

発発
ビビ

ルル
AA
oo
ss
ss
aa

ええ
ちち

ぜぜ
んん

鉄鉄
道道

高高
架架

後後
のの

最最
終終

イイ
メメ

ーー
ジジ

ええ
ちち

ぜぜ
んん

鉄鉄
道道

高高
架架

新新
駅駅

舎舎
共共

用用

森森
とと

モモ
ニニ

ュュ
メメ

ンン
トト

案案
（（

AA))

39

都都
市市

再再
生生

緊緊
急急

整整
備備

地地
域域

とと
駅駅

前前
通通

りり
北北

地地
区区

AA
街街

区区
再再

開開
発発

事事
業業

40
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講演会・講習会・研修会の報告
ⅡⅡ

．．
地地

方方
鉄鉄

軌軌
道道

のの
再再

生生
のの

経経
緯緯

➀➀
福福

井井
鉄鉄

道道
駅駅

前前
線線

（（
通通

称称
ひひ

げげ
線線

））
のの

再再
生生

②②
ええ

ちち
ぜぜ

んん
鉄鉄

道道
とと

しし
てて

のの
再再

生生
＋＋

福福
井井

鉄鉄
道道

のの
再再

生生

そそ
しし

てて
、、

福福
井井

なな
りり

のの
LL
RR
TT
化化

41

11
99
88
66
年年

福福
井井

駅駅
周周

辺辺
整整

備備
構構

想想
((
県県

：：
連連

立立
等等

提提
案案

))
TT
MM
化化

のの
提提

案案

11
99
88
88
年年

地地
元元

のの
駅駅

前前
商商

店店
街街

振振
興興

組組
合合

にに
よよ

るる
福福

井井
駅駅

前前
商商

店店
街街

活活
性性

化化
モモ

デデ
ルル

事事
業業

TT
MM
化化

のの
提提

案案

11
99
99
99
年年

福福
井井

市市
中中

心心
市市

街街
地地

活活
性性

化化
基基

本本
計計

画画
→→

路路
面面

電電
車車

活活
用用

事事
業業

のの
推推

進進
22
00
00
00
年年

福福
井井

市市
都都

市市
計計

画画
ママ

スス
タタ

ーー
ププ

ララ
ンン

→→
路路

面面
電電

車車
活活

用用
：：

TT
MM
化化

、、
シシ

ャャ
トト

ルル
便便

化化
、、

低低
床床

車車
両両

（（
LL
RR
VV
))
導導

入入
等等

11
99
88
99
年年

地地
元元

商商
店店

街街
よよ

りり
支支

線線
部部

約約
33
00
00
mm
  
廃廃

線線
陳陳

情情

トト
ララ
ンン
ジジ
ッッ
トト
モモ
ーー
ルル
のの
研研
究究
「「

支支
線線

部部
分分

TT
MM
導導

入入
適適

地地
」」

11
99
99
22
年年

路路
面面

電電
車車

検検
討討

懇懇
話話

会会
「「

路路
面面

電電
車車

更更
新新

論論
」」

LL
RR
TT
化化

・・
TT
MM
化化

等等

トト
ララ

ンン
ジジ

ッッ
トト

モモ
ーー

ルル
等等

社社
会会

実実
験験

11
99
33
33
年年

((
SS
88
))

福福
井井

新新
駅駅

--
((
鉄鉄

軌軌
分分

界界
点点

))
--
福福

井井
駅駅

前前
駅駅

間間
開開

業業
11
99
55
00
年年

田田
原原

町町
へへ

延延
伸伸

（（
大大

名名
町町

ロロ
ーー

タタ
リリ

ーー
））

軌軌
道道

区区
間間

33
..
33
㎞㎞

11
99
66
99
年年

「「
市市

街街
地地

中中
心心

部部
都都

市市
改改

造造
計計

画画
」」

でで
廃廃

止止
提提

案案
⇒⇒

11
99
77
55
年年

（（
SS
55
00
))

廃廃
止止

提提
案案

撤撤
回回

①①
福福

井井
鉄鉄

道道
駅駅

前前
線線

((
通通

称称
ヒヒ

ゲゲ
線線

))
をを

めめ
ぐぐ

るる
経経

緯緯

42

福福
井井

駅駅
周周

辺辺
((
==
中中

心心
市市

街街
地地

))
のの

変変
遷遷

福福
井井

城城
下下

之之
図図

（（
11
88
55
33
年年

））
福福

井井
駅駅

周周
辺辺

図図
（（

現現
在在

））

駅駅
前前
中中
央央
大大
通通
りり

ＷＷ
==
  
44
44
ｍｍ

駅駅
前前
電電
車車
通通
りり

ＷＷ
＝＝

22
22
ｍｍ

北北 陸陸 本本 線線 敷敷 設設 ＆＆ 堀堀 のの 埋埋 めめ 立立 てて 戦戦 災災 ・・ 震震 災災 復復 興興

福福
井井

のの
都都

市市
構構

造造
上上

のの
特特

徴徴
：：

・・
拠拠

点点
（（

JJ
RR
))
駅駅

とと
高高

次次
都都

市市
機機

能能
集集

積積
がが

一一
体体

とと
なな

っっ
たた

ココ
ンン

パパ
クク

トト
なな

中中
心心

市市
街街

地地
（（

11
00
55
..
44
hh
aa
））

・・
規規

模模
、、

NN
WW
的的

にに
十十

分分
なな

道道
路路

スス
トト

ッッ
クク

とと
鉄鉄

軌軌
道道

系系
スス

トト
ッッ

クク

都都
心心

環環
状状

JJ
RR
福福

井井
駅駅

フフ
ェェ
ニニ
ッッ
クク
スス
通通
りり

ＷＷ
==
  
33
66
ｍｍ

43

路 面 電 車 更 新 論

・
活
力
あ
る
都
心
の
創
出

・
効
率
に
加
え
て
、
多
様
か
つ

　
 
 
 
 
快
適
な
交
通
体
系
の
確
立

・
地
域
性
あ
る
良
質
な
都
市
景
観

　
の
形
成

・
交
通
手
段
と
し
て
の
存
在
意
義
の
低
下

　
 
 
低
い
交
通
サ
ー
ビ
ス
水
準

　
 
 
利
用
者
数
の
低
さ
と
減
少
傾
向

・
事
業
と
し
て
の
経
営
悪
化

・
自
動
車
交
通
の
阻
害

・
景
観
阻
害
要
素
化

・
多
様
か
つ
公
平
な
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
欠
如

・
都
心
部
の
衰
退

・
快
適
か
つ
良
好
な
都
市
景
観
の
欠
如

・
公
共
交
通
サ
ー
ビ
ス
に

　
対
す
る
制
度
的
問
題

・
自
動
車
と
の
競
合
条
件

景
観
に
配
慮
し
た

　
　
　
関
連
施
設
の
整
備
・
更
新

　
・
新
型
車
両
の
導
入

　
・
架
線
、
軌
道
面
の
美
化

　
・
タ
ー
ミ
ナ
ル
、
電
停
の
整
備

都
心
部
活
性
化
（
ま
ち
づ
く
り
）

　
　
　
　
　
　
　
と
の
連
携

　
・
駅
前
線
部
分
の
Ｔ
Ｍ
化

公
共
交
通
と
し
て
の
対
市
民
Ｐ
Ｒ

　
・
更
新
に
向
け
て
の
コ
ン
セ
ン

 
 
 
 
 
 
 
 
 
サ
ス
形
成
（
運
動
論
）

官
民
共
同
に
よ
る
支
援
・
助
成

　
　
　
　
　
　
　
体
制
の
確
立

都
市
内
交
通
手
段
と
し
て
の

　
　
　
　
運
行
シ
ス
テ
ム
の
改
善

 
 
・
市
内
部
路
面
電
車
部
分
の
　

　
　
シ
ス
テ
ム
の
新
設

 
 
・
運
行
頻
度
の
増
大

　
・
終
電
の
延
長

　
・
案
内
情
報
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
の
導
入
　
等

都
市
内
交
通
手
段
と
し
て
の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
要
件
整
備

都
心
部
商
業
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
向
上
へ
の
寄
与

路
面
電
車
の
あ
る
街
と
し
て
の

都
市
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
形
成

地
域
性
あ
る
独
自
な
都
市

　
ア
メ
ニ
テ
ィ
形
成
へ
の
寄
与

良
好
な
都
市
景
観
形
成
へ
の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
寄
与

更
新
に
向
け
て
の
施
策
の

 
 
 
 
 
 
 
 
実
現
可
能
性
の
確
保

・
高
い
自
動
車
依
存
性

・
道
路
整
備
水
準
の
高
さ

・
分
散
的
都
市
構
造

・
降
積
雪
都
市

・
都
市
内
交
通
手
段
と
し
て
の
特
質

・
公
共
交
通
機
関
と
し
て
の
価
値

・
高
い
空
間
・
輸
送
効
率

・
安
全
性
、
省
エ
ネ
、
ク
リ
ー
ン
性

・
都
市
景
観
構
成
要
素
と
し
て
の
価
値

・
希
少
性
（
地
域
性
）
と
し
て
の
価
値

・
雪
に
強
い
交
通
手
段

・
省
エ
ネ
、
都
市
環
境
へ
の
配
慮

・
高
齢
化
社
会
へ
の
対
応

・
交
流
社
会
（
域
外
か
ら
の
来
訪
者
の
増
大
）

　
へ
の
対
応

＜
あ
る
べ
き
姿
と
し
て
の

　
　
　
　
将
来
の
都
市
・
交
通
環
境
＞

＜
路
面
電
車
に
関
わ
る
直
接
的
問
題
・
課
題
＞

＜
問
題
の
根
源
＞

＜
地
域
性
と
し
て
の

　
　
　
　
都
市
・
交
通
特
性
＞

＜
路
面
電
車
の
も
つ
特
質
・
活
か
し
う
る
価
値
＞

＜
関
連
す
る
社
会
・
経
済
条
件
（
留
意
事
項
）
＞

＜
路
面
電
車
更
新
（
活
性
化
）

　
　
　
　
　
　
　
の
た
め
の
視
点
＞

＜
更
新
に
向
け
て
の
基
本
方
針

　
　
　
　
　
　
　
-
施
策
体
系
＞

図図
－－
１１
　　
路路
面面
電電
車車
更更
新新
論論
のの
背背

景景
とと
更更
新新
にに
むむ
けけ
てて
のの
基基
本本
方方
針針

＜
関
連
す
る
都
市
・
交
通
問
題
・
課
題
＞

路路
面面

電電
車車

更更
新新

論論
：：

福福
井井

なな
りり

のの
LLRR

TT化化
のの

原原
点点

！！
福福

井井
市市

路路
面面

電電
車車

検検
討討

懇懇
話話

会会
（（

11
99
99
22
））

路路
面面

電電
車車

更更
新新

論論
のの

背背
景景

とと
更更

新新
にに

向向
けけ

てて
のの

基基
本本

方方
針針

全全
体体

のの
取取

りり
組組

みみ
がが

LL
RR
TT
化化

44
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ふふ

くく
いい

トト
ララ

ンン
ジジ

ッッ
トト

モモ
ーー

ルル
等等

社社
会会

実実
験験

快快
適適

でで
魅魅

力力
的的

なな
都都

心心
空空

間間
創創

出出
にに

向向
けけ

てて

““乗乗
っっ

てて
歩歩

いい
てて

まま
ちち

遊遊
びび

iinn
  ぷぷ

らら
っっ

とと
モモ

ーー
ルル

””

期
間

：
22
00
00
11
（（

HH
11
33
））

年年
11
00
月月

11
22
日日

～～
11
11
月月

44
日日

場
所
：
福
井
駅
前
(
中
央
１
丁
目
地
区
及
び
福
井
鉄
道
(
路
面
電
車
)
沿
線

社社
会会

実実
験験

のの
ねね

らら
いい

：：

都都
心心

活活
性性

化化
の

た
め

の
中中

心心
街街

路路
空空

間間
のの

使使
いい

方方
のの

模模
索索

トト
ララ

ンン
ジジ

ッッ
トト

モモ
ーー

ルル
化化

、
歩歩

行行
者者

ＮＮ
ＷＷ

化化
、

街
路
空
間
の
使
用
許
可
の
緩
和
(
共
有
ゾ
ー
ン
）

等
々

→
 賑賑

いい
のの

みみ
ちち

づづ
くく

りり
にに

向向
けけ

てて
都都

心心
へへ

のの
多多

様様
なな

アア
クク

セセ
スス

提提
供供

に
よ
る

集集
客客

性性
向向

上上
効効

果果
路路

面面
電電

車車
のの

シシ
ャャ

トト
ルル

ササ
ーー

ビビ
スス

、
ＰＰ

＆＆
ＲＲ

、
公
共
交
通
割
引
券
等

都
心
部
に
お
け
る
ク
ル
マ
の
通
行
規
制
の
影
響
評
価

等

45

事事
業業

実実
施施

前前
のの

状状
況況

街
路
空
間
利
用
の
再
配
分
の
た
め
の
TM

等
社社

会会
実実

験験
対対

象象
街街

路路

従従
前前

のの
中中

心心
市市

街街
地地

中中
心心

街街
路路

のの
実実

態態
・
違
法
駐
車
と
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
占
有

・
大
型
車
両
の
乗
り
入
れ

・
架
線
と
電
線
の
空
中
占
有

・
狭
小
な
歩
道
と
多
く
の
バ
リ
ア
ー

・
旧
態
然
と
し
た
魅
力
の
な
い
沿
道
景
観

↓
人 人

のの
不不

在在
・・

ああ
るる

べべ
きき

賑賑
わわ

いい
のの

なな
ささ

46

TTMM
実実

験験
ササ

イイ
トト

とと
実実

験験
風風

景景

JJRR
駅駅 47

ト
ラ
ン
ジ
ッ
ト
モ
ー
ル

トト
ララ

ンン
ジジ

ッッ
トト

モモ
ーー

ルル
実実

験験
時時

のの
街街

路路
空空

間間
（（

断断
面面

構構
成成

））

約約
22
00
00
ｍｍ

のの
区区

間間
をを

車車
両両

通通
行行

止止
めめ

とと
しし

、、
路路

面面
電電

車車
とと

ココ
ミミ

ュュ
ニニ

テテ
ィィ

ババ
スス

のの
みみ

のの

通通
行行

をを
認認

めめ
、、
歩歩

行行
者者

とと
電電

車車
、、

ババ
スス

のの
共共

存存
道道

路路
とと

すす
るる

。。
48
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社社

会会
実実

験験
かか

らら
賑賑

わわ
いい

のの
みみ

ちち
づづ

くく
りり

へへ
電電

車車
単単

線線
相相

互互
通通

行行
（（

採採
択択

案案
））

標標
準準

部部

中中
長長

期期

荷荷
捌捌

部部
（（

参参
考考

））
整整

備備
済済

みみ
（（

現現
状状

）） 次次 のの 整整 備備 タタ ーー ゲゲ ッッ トト
49

TT
MM
社社

会会
実実

験験
をを

踏踏
まま

ええ
たた

賑賑
わわ

いい
のの

みみ
ちち

づづ
くく

りり
に
よ
る

街街
路路

空空
間間

利利
用用

のの
再再

配配
分分

（（
電電

車車
通通

りり
11ss

tt  
  SS
ttaa

ggee
））

整整
備備

前前
：
車
が
主
役

整整
備備

後後
：：

賑
わ
い
の
み
ち
づ
く
り

歩歩
行行

空空
間間

のの
拡拡

大大
とと

電電
車車

のの
スス

リリ
ムム

化化
、、

車車
線線

減減
＋＋

電電
線線

地地
中中

化化
･･
景景

観観
整整

備備
･･
ババ

リリ
アア

フフ
リリ

ーー
化化
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ＬＬ ＲＲ ＶＶ 導導 入入 （（ ２２ ００ １１ ３３ ．． ４４ ））
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②②
ええ

ちち
ぜぜ

んん
鉄鉄

道道
とと

しし
てて

のの
再再

生生
、、

そそ
しし

てて
福福

井井
なな

りり
のの

LL
RR
TT
化化

11
99
11
33
((
TT
33
))

越
前
電
気
鉄
道
開
通

（
京
福
電
鉄
の
前
身
・
北北
陸陸
初初
のの
電電
気気
鉄鉄
道道

）
↓

嶺
北
地
域
一
円
に
鉄
道
網
・
・
・
地
域
の
産
業
と
生
活
を
支
え
た
鉄
道

最
盛
期
は
1
0
0
0
万
人
/
年
以
上
の
利
用
者

⇒
モ
ー
タ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
進
展
等
に
よ
り
利 利
用用
者者
数数
継継
続続
的的
にに
減減
少少

11
99
66
88
((
SS
44
33
))

京
福
電
鉄
丸
岡
線
廃
線
を
皮
切
り
に
以
後
、
順
次
廃
線

11
99
77
44
((
SS
44
99
))

以
降
、
越
前
本
線
勝
山
線
・
三
国
芦
原
線
・
永
平
寺
線

の
み
運
行

⇒
ささ
らら
なな
るる
利利
用用
者者
減減

11
99
99
22
((
HH
44
))

京
福
電
鉄
越
前
本
線

東東
古古

市市
--
勝勝

山山
間間

及及
びび

永永
平平

寺寺
線線

全全
線線

廃廃
止止

、、
ババ

スス
転転

換換
をを

表表
明明

沿
線

自
治

体
・

地
域

住
民

に
よ

る
存

続
運

動
の

展
開

・
・
盛
り
上
が
ら
ず

22
00
00
00
((
HH
11
22
))
  
及及

びび
22
00
00
11
((
HH
11
33
))

廃廃
線線

表表
明明

区区
間間

でで
22
度度

のの
正正

面面
衝衝

突突
事事

故故
事
故
翌
日
か
ら
全全

線線
運運

行行
休休

止止
（
国
交
省
に
よ
る
前
代
未
聞
の
措
置
）

↓ ↓

ママ
イイ

ナナ
スス

のの
社社

会会
実実

験験
！！

存存
廃廃

((
存存

続続
vv
ss

廃廃
止止

ババ
スス

転転
換換

))
議議

論論
のの

本本
格格

化化

京京
福福

事事
故故

－－
全全

線線
運運

行行
休休

止止
時時

にに
福福

井井
県県

策策
定定

((
22
00
00
33
．．

33
))

→→
新新

しし
いい

公公
共共

交交
通通

のの
創創

造造
52
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講演会・講習会・研修会の報告
ええ

ちち
ぜぜ

んん
鉄鉄

道道
とと

関関
連連

すす
るる

法法
制制

度度
をを

めめ
ぐぐ

るる
主主

要要
なな

動動
きき

全全
国国

のの
動動

きき
及及

びび
主主

要要
関関

連連
法法

制制
度度

のの
経経

緯緯
京京

福福
電電

鉄鉄
//
ええ

ちち
ぜぜ

んん
鉄鉄

道道
をを

めめ
ぐぐ

るる
動動

きき
年年

代代

京京
福福
電電
鉄鉄
一一
部部
区区
間間
（（
勝勝
山山
--
東東
古古
市市
間間
））
廃廃
線線
表表
明明

1
9
9
2
(
H
4
)

勝
山
市
を
中
心
に
乗
る
運
動
・
存
続
運
動
の
展
開

･･ ･･

鉄鉄
道道
事事
業業
規規
制制
緩緩
和和
（（
鉄鉄
道道
事事
業業
法法
改改
正正
））

京
福
電
鉄
1
度
目
の
事
故
(
1
2
月
)

2
0
0
0
(
H
1
2
)

京京
福福

電電
鉄鉄

22
度度

目目
のの

事事
故故

((
66
月月

))
にに

よよ
るる

全全
面面

運運
行行

休休
止止

22
00
00
11
((
HH
11
33
))

乗
合
バ
ス
及
び
タ
ク
シ
ー
事
業
規
制
緩
和
（
改
正
道
路
運
送
法
等
施
行
）

第
三
セ
ク
タ
ー
「
え
ち
ぜ
ん
鉄
道
」
の
設
立

2
0
0
2
(
H
1
4
)
 

地地
方方

鉄鉄
道道

復復
活活

のの
たた

めめ
のの

シシ
ナナ

リリ
オオ

（（
国国

交交
省省

鉄鉄
道道

局局
））

ええ
ちち

ぜぜ
んん

鉄鉄
道道

とと
しし

てて
全全

面面
再再

開開
((
各各

種種
ササ

ーー
ビビ

スス
改改

善善
))

22
00
00
33
((
HH
11
55
))
  

2
0
04
(
H1
6
)

J
R
北
陸

線
高
架
供
用

2
0
05
(
H1
7
) 

道
路
運
送
法
改
正

(
コ
ミ
バ

ス
乗
合
化
＋
地

域
公
共
交
通
会

議
の
仕
組
み
導

入
)

2
0
06
(
H1
8
) 

地地
域域

公公
共共

交交
通通

のの
活活

性性
化化

及及
びび

再再
生生

にに
関関

すす
るる

法法
律律

新新
駅駅
開開
業業
（（
22駅駅

））
((
参参

考考
))福福

井井
鉄鉄

道道
自自

主主
再再

建建
困困

難難
支支

援援
要要

請請
2
0
07
(
H1
9
) 

( (
参参

考考
））

福福
井井

鉄鉄
道道

現現
行行

体体
制制

でで
のの

経経
営営

存存
続続

2
0
08
(
H2
0
) 

( (
参参
考考

))福福
井井

鉄鉄
道道
「「
鉄鉄

道道
事事
業業
再再
構構

築築
実実
施施
計計
画画
」」

((
第第
一一

号号
認認

定定
））

2
0
09
(
H2
1
) 

ええ
ちち
ぜぜ
んん
鉄鉄
道道
活活
性性
化化
連連
携携
協協
議議
会会
設設
置置

2
0
10
(
H2
2
) 

2
0
11
(
H2
3
)

ええ
ちち

ぜぜ
んん

鉄鉄
道道

公公
共共

交交
通通

活活
性性

化化
総総

合合
連連

携携
計計

画画
⇒⇒

生生
活活

関関
連連

社社
会会

資資
本本

とと
しし

てて
位位

置置
づづ

けけ
るる

22
00
11
22
((
HH
22
44
))

交交
通通

政政
策策

基基
本本

法法
公公

布布
・・

施施
行行

連
携
計
画
の
も
と
で
の
各
種
取
組

2
0
1
3
(
H
2
5
)

地地
域域

公公
共共

交交
通通

のの
活活

性性
化化

及及
びび

再再
生生

にに
関関

すす
るる

法法
律律

のの
一一

部部
改改

正正
都都

市市
再再

生生
特特

別別
措措

置置
法法

のの
改改

正正
((
立立

地地
適適

正正
化化

計計
画画

策策
定定

等等
))

2
0
1
4
(
H
2
6
）

新新
駅駅
開開
業業
（（
まま
つつ
もも
とと
町町
屋屋
駅駅
））

ええ
ちち

ぜぜ
んん

鉄鉄
道道

交交
通通

圏圏
地地

域域
公公

共共
交交

通通
網網

形形
成成

計計
画画

LL
RR
TT
計計

画画
22
00
11
55
((
HH
22
77
))

福福
井井
鉄鉄
道道
福福
井井
駅駅
西西
口口
乗乗
入入
、、
福福
鉄鉄
・・
ええ
ちち
鉄鉄
相相
互互
乗乗
入入

22
00
11
66
((
HH
22
88
))
  

ママ
イイ
ナナ
スス
のの

社社
会会
実実
験験
期期
間間

再再 生生 にに 向向 けけ たた 第第 二二 のの 社社 会会 実実 験験 期期 間間 次次 なな るる 展展 開開

京京
福福

存存
廃廃

・・
ええ

ちち
鉄鉄

再再
生生

問問
題題

はは
国国

のの
公公

共共
交交

通通
関関

連連
のの

法法
制制

度度
見見

直直
しし

のの
一一

つつ
のの

契契
機機

とと
なな

っっ
たた

しし
、、

ええ
ちち

鉄鉄
のの

再再
生生

・・
活活

性性
化化

はは
国国

のの
法法

制制
度度

をを
受受

けけ
、、

効効
果果

的的
にに

支支
援援

をを
得得

てて
取取

りり
組組

んん
でで

きき
たた

！！
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活活
性性

化化
へへ

のの
貢貢

献献
公

共
施

設
の
活

用
へ

の
　
　
　
　
　
　
　
貢
献

安
全

で
快
適

な
モ
ビ
リ

テ
ィ
の

公
平
な
提

供

　
→
生生

活活
のの

質質
の

向
上

①①
地地

域域
経経

済済
効効

果果
【【
外外

部部
効効

果果
】】

　
産
業
・
観
光
等
地
域
経
済
効
果
へ
の
期
待

　
まま
ちち
づづ
くく
りり
とと
のの

連連
携携

効効
果果

・
公
共
施
設
利
用
促
進

　
地
域
連
携
促
進
の
た
め
の
基
盤
条
件

②②
公公

的的
施施

策策
のの

代代
替替

【【
公公

益益
支支

援援
性性

】】
　
定
住
促
進
施
策
、
福
祉
施
策
、
交
通
安
全
施
策
、
教
育
　

施
策
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
･環

境
施
策
等
へ
の
多
面
的
貢
献

公公
共共

交交
通通

のの
役役

割割
・・
機機

能能

公公
共共

交交
通通

にに
対対

すす
るる

考考
ええ

方方
のの

転転
換換

独独
立立

採採
算算

制制
かか

らら
公公

共共
ササ

ーー
ビビ

スス
のの

一一
種種

へへ
↓↓

維維
持持

・・
活活

性性
化化

にに
向向

けけ
てて

のの
ココ

ンン
セセ

ンン
ササ

スス
のの

醸醸
成成

とと
仕仕

組組
みみ

づづ
くく

りり
・
直

接
受

益
者

（
利

用
者

）
だ

け
で

な
く

、
 
 
沿

線
住

民
、

市
民

全
体

が
便

益
を

受
け

て
 
 
い

る
と

い
う

意
　

識
の

啓
発

・
行

政
･
沿

線
住

民
・

全
市

民
・

企
業

等
 
 
地

域
・

都
市

全
体

で
支

え
る

仕
組

づ
く

り

公公
共共

交交
通通

にに
対対

すす
るる

考考
ええ

方方
のの

転転
換換

独独
立立

採採
算算

制制
かか

らら
公公

共共
ササ

ーー
ビビ

スス
のの

一一
種種

へへ
↓↓

維維
持持

・・
活活

性性
化化

にに
向向

けけ
てて

のの
ココ

ンン
セセ

ンン
ササ

スス
のの

醸醸
成成

とと
仕仕

組組
みみ

づづ
くく

りり
・
直

接
受

益
者

（
利

用
者

）
だ

け
で

な
く

、
 
 
沿

線
住

民
、

市
民

全
体

が
便

益
を

受
け

て
 
 
い

る
と

い
う

意
　

識
の

啓
発

・
行

政
･
沿

線
住

民
・

全
市

民
・

企
業

等
 
 
地

域
・

都
市

全
体

で
支

え
る

仕
組

づ
く

り

欠欠
損損

分分
にに
対対

すす
るる
公公

的的
財財

源源
投投

入入
のの

妥妥
当当

性性

運運
賃賃

でで
カカ

ババ
ーー

でで
きき

なな
いい

部部
分分

＝＝
公公

共共
のの

  
  
負負

担担

運運
行行

経経
費費

地地
域域

経経
済済

効効
果果

【【
外外

部部
効効

果果
】】
のの

内内
部部

化化
　
地
域
・
ま
ち
へ
の
外
部
経
済
効
果

公
共

交
通

へ
の

運
営

費
補

助
・
沿

線
住

民
負

担

直直
接接

受受
益益

者者
負負

担担
分分

((運運
賃賃

等等
))

運運
行行

経経
費費

のの
低低

減減
策策

・
運

行
の

効
率

化
・

人
件

費
等

経
費

　
　

　
　

　
節

減
・

適
正

な
運

賃
設

定
　

　
　

　
　

　
　

等

利利
用用

者者
増増

＝＝
収収

益益
　　

　　
　　

　　
　　

　　
のの

増増
大大

策策
・

移
動

ニ
ー

ズ
に

合
わ

せ
　

　
　

た
サ

ー
ビ

ス
改

善
・

イ
ベ

ン
ト

等
と

の
連

携
　

　
　

　
　

　
　

　
　

等

両両
者者

のの
連連

携携

投投
資資

的的
経経

費費

費費
用用

＜＜
公公

共共
交交

通通
経経

営営
主主

体体
・・
地地

域域
のの

自自
助助

努努
力力

＞＞

期期
待待

外外
部部

経経
済済

効効
果果

＆＆
公公

共共
投投

資資
削削

減減
分分

のの
先先

取取
りり

公公 的的 資資 本本 のの 投投 入入 地地
域域

鉄鉄
道道

経経
営営

へへ
のの

公公
的的

関関
与与

のの
妥妥

当当
性性

とと
地地

域域
でで

支支
ええ

るる
仕仕

組組
みみ

鉄鉄 道道 運運 行行 主主 体体 のの 自自 助助 努努 力力

公公 的的 関関 与与

下下
部部

上上
部部

54

““
地地

域域
でで

支支
ええ

るる
””

仕仕
組組

みみ
ええ

ちち
ぜぜ

んん
鉄鉄

道道
へへ

のの
公公

的的
支支

援援
スス

キキ
ーー

ムム
（（

福福
井井

方方
式式

））
とと

三三
位位

一一
体体

のの
協協

働働
・・

連連
携携

第第
33
セセ
クク
タタ
ーー
「「
ええ
ちち
ぜぜ
んん
鉄鉄
道道
」」
（（
運運
行行
主主
体体
））
のの
設設
立立

「「
ええ
ちち
ぜぜ
んん
鉄鉄
道道
」」
運運
行行
のの
基基
盤盤
（（
下下
部部
））
へへ
のの
支支
援援

運運
行行

主主
体体

とと
しし

てて
のの
ええ

ちち
ぜぜ

んん
鉄鉄

道道
サ
ー
ビ
ス
改
善
に
よ
る
利
用
促
進
・

地 地
域域

貢貢
献献

・
安
全
・
安
心
な
運
行

受受
益益

者者
とと

しし
てて

のの
地地

域域
住住

民民
及及

びび
事事

業業
者者

生生
活活

関関
連連

社社
旗旗

資資
本本

と
し
て
の
認
識
・

多
面
的
活
用

三三
位位

一一
体体

のの
協協

働働
・・

連連
携携

体体
制制

公公
とと

しし
てて

のの

地地
方方

自自
治治

体体
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再再
生生

開開
業業

後後
のの

ええ
ちち

ぜぜ
んん

鉄鉄
道道

のの
実実

績績
当当

初初
想想

定定
以以

上上
のの

順順
調調

なな
利利

用用
者者

増増

地地
域域

でで
支支

ええ
るる

福福
井井

方方
式式

（（
上上

下下
分分

離離
））

にに
よよ

るる
再再

生生
官
民
一
体
と
な
っ
た
運
営
体
制

運 運
行行

主主
体体

でで
ああ

るる
ええ

ちち
ぜぜ

んん
鉄鉄

道道
のの

積積
極極

的的
取取

りり
組組

みみ
⇒

全
国
的
に
も
注
目

沿 沿
線線

地地
域域

住住
民民

のの
支支

ええ
るる

意意
識識

とと
積積

極極
的的

活活
用用

地地
方方

鉄鉄
道道

はは
、、

運運
営営

体体
制制

とと
地地

域域
一一

体体
とと

なな
っっ

たた
取取

りり
組組

みみ
如如

何何
でで

、、
更更

なな
るる

活活
用用

価価
値値

がが
ああ

るる
ここ

とと
をを

実実
証証

22
,,
88
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00
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00
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00
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00
00
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00
00
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22
00
00
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00
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00

22
00
11
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00
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22
00
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33

22
00
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44
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00
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実実
績績

予予
測測

（（
千千

人人
/年年

））

（（
年年

度度
））22
0022
22年年

目目
標標
::

33
33
33
万万
人人
//
年年

↓↓
既既
にに
達達
成成

((
HH33
00
33
7700
万万
人人

))

ココ
ロロ

ナナ
のの

影影
響響

でで
減減

少少
すす

るる
もも

ほほ
ぼぼ

ココ
ロロ

ナナ
前前

にに
回回
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講演会・講習会・研修会の報告

①①
６６
方方

向向
のの

公公
共共

交交
通通

幹幹
線線

軸軸
のの

強強
化化

→→
相相

互互
乗乗

りり
入入

れれ
にに

よよ
るる

主主
軸軸

とと
しし

てて
のの

南南
北北

軸軸
強強

化化

（（
LL
RR
TT
化化

））

②②
軸軸
とと
地地
域域
をを
結結
ぶぶ
拠拠
点点
のの
形形
成成

→→
総総
合合
交交
通通
タタ
ーー
ミミ
ナナ
ルル

とと
しし
てて
のの
福福
井井
駅駅
のの
強強
化化

③③
地地
域域
特特
性性
にに
ふふ
ささ
わわ
しし
いい
交交
通通

ササ
ーー
ビビ
スス
のの
確確
保保

福福
井井

市市
都都

市市
交交

通通
戦戦

略略
(2
00
9(
H2
1)
)
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総総
合合

都都
市市

政政
策策

のの
柱柱

とと
しし

てて
のの

交交
通通

政政
策策

交交
通通

施施
策策

がが
もも

たた
らら

すす
他他

分分
野野

へへ
のの

波波
及及

的的
効効

果果
（（

クク
ロロ

スス
セセ

クク
タタ

ーー
効効

果果
））

交交
通通

施施
策策

財財
源源

のの
捻捻

出出
根根

拠拠
（（

外外
部部

経経
済済

効効
果果

・・
公公

益益
施施

策策
代代

替替
））

＋＋

他他
分分

野野
施施

策策
とと

のの
パパ

ッッ
ケケ

ーー
ジジ

アア
ププ

ロロ
ーー

チチ

総総
力力

戦戦
にに

よよ
るる

戦戦
略略

的的
取取

りり
組組

みみ
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総総
合合

交交
通通

戦戦
略略

のの
目目

標標
実実

現現
にに

向向
けけ

てて
→→

  
先先

導導
（（

トト
リリ

ガガ
ーー

））
ププ

ロロ
ジジ

ェェ
クク

トト
をを

機機
軸軸

とと
しし

たた
段段

階階
的的

整整
備備
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ええ
ちち

ぜぜ
んん

鉄鉄
道道

・・
福福

井井
鉄鉄

道道
相相

互互
乗乗

りり
入入

れれ
（
2
0
1
6
.
3
）

田田
原原
町町
駅駅
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講演会・講習会・研修会の報告
田田

原原
町町

駅駅
でで

のの
相相

互互
乗乗

りり
入入

れれ

え
ち
ぜ
ん
鉄
道
L
R
V

愛
称

K K
ii
--
BB
oo

福
井
鉄
道
L
R
V

愛
称

F F
uu
kk
uu
rr
aa
mm

＜＜
特特

徴徴
＞＞


異異

なな
るる

事事
業業

者者
間間

のの
鉄鉄

道道
とと

軌軌
道道

間間
のの

相相
互互

乗乗
りり

入入
れれ


TT
rr
aa
ii
nn
--
TT
rr
aa
mm
--
TT
rr
aa
ii
nn
とと

いい
うう

運運
行行

形形
態態

（（
福福
井井
市市
・・
鯖鯖
江江
市市
・・
越越
前前
市市
のの
中中
心心
部部
をを
結結
ぶぶ
都都
市市
圏圏
主主
軸軸
））


既既

存存
スス

トト
ッッ

クク
をを

順順
次次

改改
良良

、、
改改

善善
すす

るる
ここ

とと
にに

よよ
っっ

てて
実実

現現

61

相相
互互

のの
効効

果果
（（

乗乗
入入

運運
行行

開開
始始

時時
））

•
田田

原原
町町

駅駅
でで

のの
直直

通通
運運

行行
（（

往往
復復

でで
22便便

//時時
））

•
運運

行行
時時

間間
のの

短短
縮縮

越
前
武
生

⇔
 鷲

塚
針
原
間
（
急
行

(福
井
鉄
道
区
間
）
）

約
80
分

→
約

60
分
（
約
20
分
短
縮
）

•
運運

行行
本本

数数
のの

増増
便便

（（
99～～

1155
時時

））
え

ち
ぜ

ん
鉄

道
区

間
で

4本
/時

→
 6
本

/時
（

往
復

で
2便

/時
増

）

期期
待待

効効
果果


通通

学学
利利

用用
のの

利利
便便

性性
向向

上上
・
丹
南
方
面
（
南
）
か
ら
、
福
井
大
学
、
福
井
商
業
高
、
啓
新
高
等
へ
の
乗
継
解
消

・
福
井
市
北
部
か
ら
仁
愛
女
子
高
等
へ
の
乗
継
解
消


通通

院院
利利

用用
のの

利利
便便

性性
向向

上上
・
丹
南
（
南
）
方
面
か
ら
福
井
市
北
部
の
病

院
（
福
井
総
合
病
院
等
）
へ
の
乗
継
解
消

・
福
井
市
北
部
か
ら
赤
十
字
病
院
へ
の
乗
継
解
消


通通

勤勤
利利

用用
のの

利利
便便

性性
向向

上上
・
福
井
市
北
部
か
ら
の
福
井
市
中
心
部
へ
の
ニ
ー
ズ
の
掘
り
起
こ
し

等
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相相
互互

乗乗
りり

入入
れれ

運運
行行

開開
始始

後後
のの

利利
用用

状状
況況

田
原
町
駅
を
跨
ぐ
一
般
利
用
者
は
、
H
2
7
年
度
(
運
行
開
始
前
)
の
約約

33
..
22
倍倍

に

H H
33
00
年年

度度
のの

福福
井井

鉄鉄
道道

・・
ええ

ちち
ぜぜ

んん
鉄鉄

道道
（（

全全
線線

））
のの

利利
用用

者者
数数

福福
井井

鉄鉄
道道

約
2
0
4
.
4
万
人

(
H
2
7
年
度
比

3
.
0
％
増
(
+
6
.
0
万
人
)

ええ
ちち

ぜぜ
んん

鉄鉄
道道

約
3
7
0
.
0
万
人

(
H
2
7
年
度
比

6
.
9
％
増
(
+
2
4
.
0
万
人
）

伸伸
びび

率率
（（

％％
））

利利
用用

者者
数数

（（
人人

））
期期

間間

++
11
00
..
33

約約
11
55
88
,,
00
00
00

平平
成成

33
00
年年

度度
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88
..
00

約約
11
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33
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00
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成成
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年年

度度
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00
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11

約約
11
33
22
,,
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00
00

平平
成成

22
88
年年

度度

約約
44
99
,,
11
00
00

平平
成成

22
77
年年

度度
（（

開開
始始

前前
））

((
福福

井井
鉄鉄

道道
・・

ええ
ちち

ぜぜ
んん

鉄鉄
道道

公公
表表

数数
値値

))
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福福
井井

にに
とと

っっ
てて

のの
福福

井井
駅駅

周周
辺辺

整整
備備

とと
鉄鉄

軌軌
道道

再再
生生

のの
意意

義義
とと

今今
後後

のの
展展

望望

““
地地

域域
でで

支支
ええ

るる
公公

共共
交交

通通
””

かか
らら

ささ
らら

にに
““

地地
域域

をを
支支

ええ
るる

公公
共共

交交
通通

””
へへ


よよ

りり
高高

次次
なな

モモ
ビビ

リリ
テテ

ィィ
ササ

ーー
ビビ

スス
のの

提提
供供

とと
効効

率率
的的

でで
持持

続続
可可

能能
なな

経経
営営

体体
制制

のの
確確

立立
へへ

路
線
バ
ス
に
続
く
鉄鉄

軌軌
道道

のの
II
CC
化化

、
福
井
版
M
a
a
S
導
入

福 福
井井

鉄鉄
道道

協協
会会

のの
設設

立立
と
今
後
の
展
開
→
福福

井井
版版

運運
輸輸

連連
合合

へへ
＜＜

課課
題題

＞＞
ドド

ララ
イイ

ババ
ーー

不不
足足

等等
にに

よよ
るる

ササ
ーー

ビビ
スス

低低
下下

（（
ババ

スス
減減

便便
等等

））
にに

どど
うう

対対
応応

？？


集集

約約
型型

地地
域域

・・
都都

市市
構構

造造
化化

をを
先先

導導
すす

るる
公公

共共
交交

通通
基基

盤盤
形形

成成
鉄
軌
道
沿
線
各
市
の
ま
ち
づ
く
り
（
立
地
適
正
化
計
画
に
基
づ
く
機
能
集
約
)
と
の
連
携
強
化

福
井
市
(
中
核
市
)
を
中
心
と
す
る
都 都

市市
圏圏

全全
体体

のの
ココ

ンン
パパ

クク
トト

++
ネネ

ッッ
トト

ワワ
ーー

クク
化化

→
 
継
続
的
な
公
共
交
通
利
用
者
数
の
確
保
＝
経
営
の
安
定
化
→
さ
ら
な
る
向
上
へ

M
M
に
加
え
て
L
M
（
L
o
c
a
t
i
o
n
M
a
n
a
g
e
m
e
n
t
）
も
！


北北

陸陸
新新

幹幹
線線

全全
線線

開開
業業

にに
向向

けけ
たた

長長
期期

的的
戦戦

略略
北
陸
線
全
線
開
業
(
2
0
数
年
後
？
)
に
向
け
て
・
・
・

ささ
いい

ごご
にに

大大
きき

なな
転転

換換
期期

にに
ああ

っっ
てて

、、
北北

陸陸
新新

幹幹
線線

開開
業業

((敦敦
賀賀

まま
でで

))をを
経経

てて
、、

そそ
のの

数数
十十

年年
後後

？？
のの

全全
線線

開開
業業

（（
強強

みみ
とと

しし
てて

のの
好好

機機
））

をを
控控

ええ
てて

いい
るる

中中
でで

・・
・・

・・
・・

・・
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総合建設コンサルタント

株式会社 ⻄播設計
登録部⾨ [全8部⾨]：⼟地調査/⼟地評価/物件/営業・特殊補償

機械⼯作物/事業損失/補償関連/総合補償
所属団体：(⼀社)⽇本補償コンサルタント協会/ (公社)⽇本測量協会

(⼀社) 兵庫県測量設計業協会/ (⼀社) 全国地質調査業協会
(⼀社) 建設コンサルタンツ協会

〜本社〜
〒679‐4161
兵庫県たつの市⿓野町⽇⼭229番地1
TEL…0791‐63‐3796 FAX…0791‐63‐0355
URL…https://www.seiban‐sekkei.co.jp
〜⽀店〜
⼤阪⽀店/京都⽀店/福井⽀店/神⼾⽀店
/姫路⽀店/但⾺⽀店/滋賀⽀店

⻄播設計HP

〜営業所〜
奈良営業所/和歌⼭営業所/淡路営業所

弊社は、⾃然と⼈・社会の融合による
まちづくりを⽬指します。

代表取締役 永井晴夫

営営業業廃廃止止･･休休止止･･縮縮小小のの調調査査  
仮仮営営業業所所設設置置のの検検討討  
災災害害調調査査  等等  

■大阪営業所 〒553-0003 大阪府大阪市福島区福島 7-6-17 東邦ビル 4F TEL 06-6345-3339  FAX 06-6136-3199 

■奈良営業所 〒630-8013 奈良県奈良市三条大路 1 丁目 2-2 コーポ･ジュネス 205  TEL 0742-81-4261  FAX 0742-81-4262

■京都営業所 〒610-0331 京都府京田辺市田辺深田 27-2 グランミュウ新田辺 106 TEL 0774-94-6532  FAX 0774-94-6533 

■兵庫営業所 〒651-1121 兵庫県神戸市北区星和台 1 丁目 9-12 TEL 078-959-5335  FAX 078-959-5336 

機機械械自自体体のの調調査査  
周周辺辺関関連連機機能能のの調調査査  
移移設設のの可可否否･･新新設設のの検検討討  等等  

建建物物･･工工作作物物のの調調査査    
移移転転可可能能･･不不可可のの分分類類    
移移転転方方法法･･移移転転先先のの検検討討  等等  

日日照照・・騒騒音音・・地地盤盤変変動動等等のの調調査査  
家家屋屋等等のの工工事事前前調調査査  
家家屋屋等等のの工工事事後後のの被被害害調調査査  等等  

本社 

〒648-0093 和歌山県橋本市慶賀野 280-1 森ビル 3F 

TEL 0736-26-7011  FAX 0736-26-7012 
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○○

阪高プロジェクトサポート株式会社
＼ 起業者さまを 豊富な経験で下支えします ／

〒530-0001 大阪市北区梅田1丁目11番4-1800
[TEL] 06-6345-3000 [FAX] 06-6345-3131
[WEB] https://www.hanshin-support.co.jp

阪高プロジェクトサポート株式会社

「用地取得」のすべてを支援！
起業者経験で得たノウハウで
収用手続等にも対応します。

公共用地取得
総合支援

区分所有建物や地図混乱など
困難事例もおまかせください。

用地補償
アドバイザリー

起業者の皆さまの人材育成、
スキルアップをお助けします。

用地人材育成 ①①前前提提整整理理（（地地図図混混乱乱、、多多数数権権利利者者、、権権利利者者不不明明、、外外国国籍籍権権利利者者、、信信託託等等））
②②用用地地アアセセススメメンントト（（用用地地工工程程管管理理））
③③用用地地補補償償説説明明会会
④④困困難難案案件件（（区区分分所所有有ママンンシショョンン、、神神社社仏仏閣閣、、大大規規模模工工場場、、区区分分地地上上権権等等））
⑤⑤用用地地交交渉渉
⑥⑥収収用用手手続続支支援援
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講演会・講習会・研修会の報告

　令和７年２月 20 日（木）に独禁法講習会を開
催しました。
　昨年度同様、Web 開催による講習会としまし
た。
　テーマは「独占禁止法の遵守に向けて」として、
公正取引委員会事務総局　近畿中国四国事務所の
奥居　孝士氏をお迎えし、ご講義頂きました。
　講義では、「独占禁止法について　～カルテル・
入札談合防止を中心に～」という資料を使用し、
説明がありました。
講習会の概要です。
１．独占禁止法違反行為の概要
　◦�独占禁止法の目的、独占禁止法で禁止される

行為の説明があり、不当な取引制限とは、価
格カルテルや入札談合が典型。最近の措置事
例として、アスファルト合材の販売価格の件

（不当な取引制限・価格カルテル）、旧一般電
気事業者らに対する件（不当な取引制限・取
引先制限カルテル）の説明がありました。

２．入札談合について
　◦�入札談合はありとあらゆる調達物件で起こり

得るもので、公共工事に限らず、民間物件で
もある。最近の措置事例として、高知県が発
注する地質調査業務の入札参加業者に対する
排除措置命令、課徴金納付命令の説明があり
ました。

３．入札談合等関与行為防止法
　◦�発注に係る秘密情報の漏えいが多発してお

り、発注者側から行われる場合もあるが、事
業者側からの働きかけが多いとのことです。
最近の近畿地区の官製談合防止法第８条違反
例の説明があり、補償コンサルとしても非常
に身近な問題であるので、改めて注意喚起の

必要を感じました。
４．独占禁止法違反行為に対する措置
　◦�排除措置命令、課徴金納付命令、刑事罰（告

発）があり、非常に大きなニュースになった
東京オリンピックの例を説明されました。

５．課徴金減免制度について
　◦�カルテル、入札談合の違反行為に係る事実の

報告及び資料の提出を行った者に対して課徴
金額を減免するもので、最近の措置事例（高
知県発注の地質調査業務）の説明がありまし
た。

６．独占禁止法遵守のための取組
　◦�経営トップが、いかなる独占禁止法違反も許

容しない旨の明確なメッセージを定期的かつ
継続的に社内外に発信することが非常に重要
で、実施するのに大きな費用はかからず、す
ぐに実施可能との説明がありました。

　　�好取組事例として、経営トップ自ら、「コン
プライアンス違反から生まれた利益は１円た
りとも要らない。」とのメッセージを全従業
員向けに発信したことにより、社内のコンプ
ライアンス意識が高まったことなどが紹介さ
れました。

　講師の奥居氏は、現場での経験が豊富で、非常
にわかりやすく丁寧に講義をしていただきまし
た。
　独禁法講習会は毎年開催しておりますが、我々
の業界としては、入札談合といった問題は身近に
起こりうる問題であり、あらためて、自由な事業
活動を守るために、一人一人がルールを守ること
の必要性を感じました。

（文責　事務局）

令和６年度　独禁法講習会

 公正取引委員会事務総局
 　　近畿中国四国事務所

経済取引指導官　奥居　孝士　氏

27 近畿支部報  Vol.84



○○

28近畿支部報  Vol.84



講演会・講習会・研修会の報告

　令和７年２月 20 日（木）に「建築基準法（令
和４年法律第 69 号）について」と題した研修会
を Web（Zoom）で開催しました。

　この研修会は、建築基準法・建築物省エネ法の
改正法制度を用地補償に関係することを中心に国
土交通省・住宅局　建築指導課の資料をもとに説
明していただきました。
　確認検査員でいらっしゃいます講師お二人にお
願いし、浅野講師が改正法の背景や概要などの全
般的なことを、櫻木講師が改正法の個別具体の説
明をしていただきました。

　

　全般的な話としましては、建築物省エネ法はも
ともとエネルギーを抑制する問題のために制定さ
れましたが、現在は昨今の温暖化対策に向けて、
建築物分野の省エネ対策の徹底、吸収源対策とし
ての木材利用拡大等を通じ、脱炭素社会の実現に
寄与することを目標・効果としているとのことで
す。
　省エネ対策が加速化され、原則全ての新築住宅・
非住宅に省エネ基準適合を義務づけるなど、省エ
ネ性能の底上げやより高い省エネ性能への誘導等
を措置しています。
　木材利用の促進のための建築基準の合理化等で
は、防火規制、構造規制、その他でさまざまな改
正がされております。
　既存不適格建築物の増築物に係る規制の合理化
では、2000 年以降確認検査が民間に開放され
ましたが、確認検査機関の立場からは、既存不適
格建築物は、建築当時適正であったことが前提と
なりますが、完了検査を受けている建築物が少な
かったことがあり、当時適正であったかどうかの
判定が困難であるとの説明がありました。

　　　　　　　

令和６年度　第４回実務研修会
　「建築基準法（令和４年法律第 69 号）について」

（株）技研
住宅部取締役　浅野　　彰　氏
住宅部　課長　櫻木　康司　氏

浅野講師

櫻木講師
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講演会・講習会・研修会の報告

　個別具体の話としましては、まず建築基準法関
係です。以下項目を列挙します。

　・�建築確認審査の対象となる建築物の規模の見
直し（資料 P9）

　・�安全上支障がないエレベーターに係る建築確
認等の適用除外（資料 P15）

　・�小規模伝統的木造建築物等に係る構造計算適
合性判定の特例（資料 P18）

　・�簡易な構造計算の対象の木造建築物の規模見
直し（資料 P27）

　・�木造建築物の仕様の実況に応じた壁量基準等
の見直し（資料 P29）

　・�準耐力壁等の取扱いについて（資料 P33）
　・�構造計算が必要な木造建築物の規模の引下げ

（資料 P47）
　・�その他の小規模木造建築物に係る基準の見直

し（枠組壁工法、伝統的工法）
　　�特に基礎について、地盤の種別に関わらず、

鉄筋コンクリートの基礎を用いることとす
る。（資料 P49）

　・�建築基準法改正に伴う二級建築士等の業務独
占範囲の見直し

　　�（資料 P52）　などについて、説明がありま
した。

　次に、建築物省エネ法改正関係です。

　・�2025 年４月以降に着工する原則全ての住
宅・建築物について省エネ基準適合が義務づ
け。適用除外は、10㎡以下の新築・増改築
など（資料Ｐ 60）

　・�増改築の場合の対象（資料Ｐ 61）
　・�適用開始時期（資料Ｐ 62）
　・�省エネルギー基準の概要（資料Ｐ 64）
　・�住宅における外皮性能（資料Ｐ 65）
　・�一次エネルギー消費性能（資料Ｐ 66）
　・�省エネ性能の評価方法の決定（住宅・非住宅）

（資料Ｐ 76）
　・�計画変更手続きと必要書類（省エネ適判関係）

（資料Ｐ 80）
　・�講習会、オンライン講座（資料Ｐ 83）
　・�建築士サポート体制について（資料Ｐ 84）　

などについて、説明がありました。

　講師の方におかれましては、膨大な建築基準法、
建築物省エネ法の改正について、時間の制約があ
る中で、コンパクトに非常にわかりやすく講義し
ていただきました。
　改正といいながらも、非常に複雑で細かくなっ
ている部分が多く、内容を理解することの大変さ
を思いつつ、研修を終えました。

（文責　事務局）
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講演会・講習会・研修会の報告

建築基準法・建築物省エネ法

改正法制度説明資料

令和６年９月

国土交通省 住宅局 建築指導課

参事官（建築企画担当）付

市街地建築課
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１． 防火規制の合理化等

（１）耐火建築物に係る主要構造部規制の合理化

（２）大規模木造建築物の主要構造部規制の合理化

（３）防火規制に係る別棟みなし規定の創設

（４）既存不適格建築物の増築等に係る規制の合理化
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（６）吹抜き等の空間を設けた場合における防火区画（面積区

画）に係る規制の合理化

改正建築物省エネ法等の背景・必要性、目標・効果

2

○ 年カーボンニュートラル、 年度温室効果ガス ％削減（ 年度比）の実現に向け、

年 月、地球温暖化対策等の削減目標を強化

背景・必要性

○ 「エネルギー基本計画」（ 年 月 日閣議決定） ※

・ 年に住宅・建築物のストック平均で ・ 基準の水準の省エネルギー性能が確保
されていることを目指す。

・ 建築物省エネ法を改正し、省エネルギー基準適合義務の対象外である住宅及び小規模
建築物の省エネルギー基準への適合を 年度までに義務化するとともに、 年度以
降新築される住宅・建築物について、 ・ 基準の水準の省エネルギー性能の確保を
目指し、整合的な誘導基準・住宅トップランナー基準の引上げ、省エネルギー基準の段階
的な水準の引上げを遅くとも 年度までに実施する。

○ 「成長戦略フォローアップ」（ 年 月 日閣議決定）

・ 建築基準法令について、木材利用の推進、既存建築物の有効活用に向け、 年中に
基準の合理化等を検討し、 年から所要の制度的措置を講ずる。

目標・効果
建築物分野の省エネ対策の徹底、吸収源対策としての木材利用拡大等を通じ、脱炭素社会の実現に寄与。

○ 年度からの対策の進捗により、住宅・建築物に係るエネルギー消費量を約 万 削減（ 年度）

ストック平均で、 ・ （ﾈｯﾄ･
ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾊｳｽ ﾋﾞﾙ）水準の省
エネ性能の確保を目指す

【 年】

【 年】
新築について、 ・ 水準の
省エネ性能の確保を目指す

＜ 年ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙに向けた取組 ＞

抜本的な取組の強化が必要不可欠

基準の水準の省エネルギー性能が確保 【 年】

に向けた取組

＜木材需要の割合＞ （ 年度）

製材用材
33％

その他
用材
2％

パルプ・
チップ用材

35％
合板
用材
12％

建築物分野：約 割

燃料材
17％

＜エネルギー消費の割合＞ （ 年度）

建築物分野：約 割

業務・家庭
30％

運輸
23％

産業
46％

エネルギー消費の約３割を占める
建築物分野での省省エエネネ対対策策を加速

木材需要の約４割を占める
建築物分野での木木材材利利用用を促進

※ 「地球温暖化対策計画」 （ 年 月 日閣議決定）にも同様の記載あり

木材利用の促進のための建築基準の合理化等

4

建築基準法
3000㎡超の大規模建築物の

全体の木造化の促進
低層部分の木造化の促進
（防火規制上、別棟扱い）

延焼を遮断する壁等を設ければ、
防火上別棟として扱い

低層部分※の木造化を可能に

防火上他と区画された範囲の
木造化を可能に

大規模建築物における
部分的な木造化の促進

高い耐火性能の壁・床
で区画された住戸等

（改正前）壁、柱、床などの全ての部位に例外なく一律の耐火性能※を要求
※建築物の階数や床面積等に応じて要求性能を規定

メゾネット住戸内の部分
（中間床や壁・柱等）を木造化

【区画内での木造化】

（改正前）
３階建ての低層部にも
階数４以上の防火規制を適用

木造化を可能に
低層部分

高層部分

延焼を遮断する壁等

※３階建ての事務所部分等

防
火
規
制

（現行）高さ13m以下かつ軒高9m以下は、二級建築士でも設計できる簡易な構造
計算（許容応力度計算）で建築可能

軒高
9ｍ以下

高さ
13ｍ以下 かつ

高さ
16ｍ以下

（改正前） （改正後）

簡易な構造計算の対象を高さ16ｍ以下に拡大 ※建築士法も改正

構
造
規
制

そ
の
他

〇建築基準法に基づくチェック対象の見直し

〇既存建築物の改修・転用を円滑化するため、既存不適格規制・採光規制を合理化

木造建築物に係る構造規定等の審査・検査対象を、現行の非木造建築物と揃える（省エネ基準を含め適合性をチェック）
⇒２階建ての木造住宅等を安心して取得できる環境を整備

簡易な構造計算で建築可能な３階建て木造建築物の範囲を拡大

【その他】 階数に応じて要求される耐火性能基準の合理化［政令・告示改正］
（例）90分耐火性能等で対応可能な範囲を新たに規定 （現行は60分刻み（１時間、２時間 等））

【その他】 伝統構法を用いた小規模木造建築物等の構造計算の適合性を審査する手続きを合理化

等

（改正前）耐火構造とする か
3000㎡毎に耐火構造体（壁等）
で区画する必要あり

（木材を不燃材料で覆う必要）

新たな木造化方法の導入

木材

石こうボード

防火区画の強化燃えしろ設計法
（大断面材の使用）

燃焼後の太い柱燃えしろ厚さの確保

＋

2025年4月～（予定）

2025年4月～（予定）

2023年4月～

2024年4月～ 2024年4月～ 2024年4月～

2023年4月～

2024年4月～

2025年4月～（予定） 建築物省エネ法建築基準法

建築基準法 建築士法

6

②令和７年4月施行
（４号特例見直し、構造見直し、省エネ等）

建築基準法関係
Ⅰ．総則関係

１．建築確認・検査の対象となる建築物の
規模等の見直し

２．施行日前後の取扱いについて 

1

①概要

改正建築物省エネ法による省エネ対策の加速化

全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合を義務付け全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合を義務付け

※ 建築確認の中で、構造安全規制等の適合性審査と一体的に実施
※ 中小工務店や審査側の体制整備等に配慮して十分な準備期間を確保
しつつ、 年度までに施行する

大規模
2,000m2以上

中規模

小規模
300m2未満

非住宅 住宅

改正

適合義務

適合義務

適合義務

適合義務

適合義務

適合義務

非住宅 住宅

現行

適合義務

説明義務

届出義務

届出義務

説明義務

適合義務

住宅の省エネ改修の低利融資制度の創設（住宅金融支援機構）住宅の省エネ改修の低利融資制度の創設（住宅金融支援機構）

形態規制の合理化（施行済）形態規制の合理化（施行済）

住宅金融支援機構法

建築基準法

○ 対象 ： 自ら居住するための住宅等について、省エネ・再エネに資する所
定のリフォームを含む工事

○ 限度額： 万円、 返済期間： 年以内、 担保・保証： なし

絶対高さ制限高効率の

熱源設備

高効率の

熱源設備

省エネ改修で設置

高さ制限等を満たさないことが、
構造上やむを得ない場合

        （市街地環境を害さない範囲で）

形態規制の特例許可

市町村が、地域の実情に応じて、太陽光発電等の再エネ利用設備
※※1の設置を促進する区域※※2を設定

建築物省エネ法

・ 建築士から建築主へ、再エネ利用設備の導入効果等を書面で説明
・ 条例で定める用途・規模の建築物が対象

再エネ導入効果の説明義務再エネ導入効果の説明義務

形態規制の合理化形態規制の合理化 ※新築も対象

促進

計画

促進計画に即して、再エネ利用
設備を設置する場合

形態規制の特例許可

～

～

建築物省エネ法

建築物省エネ法

太陽光パネル等で屋根をかけると建蔽率（建て坪）が増加

省エネ性能表示の推進省エネ性能表示の推進

・ 販売・賃貸の広告等に省エネ性能を
表示する方法等を国が告示

・ 必要に応じ、勧告・公表・命令

住宅トップランナー制度
の対象拡充（施行済）

住宅トップランナー制度
の対象拡充（施行済）

分譲マンションを追加

【改正前】建売戸建、注文戸建
賃貸アパート

【改正後】

低炭素建築物認定・長期優良住宅認定等

非住宅

住宅

▲20％

【改正前】

▲10％

【改正後】

▲30～40％
（ZEB水準）

▲20％
（ZEH水準）

省エネ基準から

省エネ基準から

一次エネルギー消費量基準等を強化

■ より高い省エネ性能への誘導

■ 省エネ性能の底上げ

～

～

■ 再エネ利用設備の導入促進

■ ストックの省エネ改修

（参考） 誘導基準の強化［省令・告示改正］

※1 太陽光発電、 太陽熱利用、地中熱利用、 バイオマス発電 等
※2 区域は、住民の意見を聴いて設定。「行政区全体」や「一定の街区」を想定

2025年4月～

2024年4月～

2023年4月～

2024年4月～

・ ２０２２年に建築物省エネ法の改正法が公布され、原則全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合を義務
付けるなど、省エネ性能の底上げやより高い省エネ性能への誘導等を措置。

Point

3

施行時期について

5

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（１）公布日から３月内 ※令和４年９月１日施行済

〇住宅の省エネ改修に対する住宅金融支援機構による低利融資制度

（２）公布日から１年内 ※令和５年４月１日施行済

〇住宅トップランナー制度の拡充
〇採光規制等の合理化
〇省エネ改修や再エネ設備の導入に支障となる高さ制限等の合理化等

（３）公布日から２年内 ※令和６年４月１日施行済

〇建築物の販売・賃貸時における省エネ性能表示
〇再エネ利用促進区域制度
〇防火規制の合理化等

（４）公布日から３年内 ※令和７年４月１日施行

〇原則全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合を義務付け
〇構造規制の合理化
〇建築確認審査の対象となる建築物の規模の見直し
〇二級建築士の業務独占範囲の見直し等
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総則関係の改正の全体像①

7

審査体制の確保
◆ 確認対象となる建築物の規模や仕様規定で構造安全性を確認できる木造建

築物の規模が変更されることを踏まえ、限定特定行政庁の業務範囲を見直す。

限定特定行政庁の業務範囲の見直し（令148条）

◆ 改正内容等を踏まえ、指定確認検査機関の指定区分及び確認検査員の必要
人数の算定基準値を見直す。

確認検査員等の数の見直し（機関省令・指定準則）

提出図書
◆ 必要事項を仕様表等に記載することで、基礎伏図等の添付を省略可能とする。

提出図書等の合理化（規則１条の３）

◆ 確認申請書等に、壁量基準等の経過措置の適用に関する記載欄を追加

確認申請書等の様式改正（別記2,3号様式）

４号特例の見直し（法６条）

確認・検査対象
◆ 2階建て木造一戸建て住宅等で図書が増加

建築確認・検査の対象外建築物の縮小（法６条）

◆ 既存の2階建て木造一戸建て住宅等にエレベーターを後付けする場合等に、確
認申請・検査の対象外とする。

エレベーターの建築確認等の対象見直し（令146条）

◆ 仕様規定のみで法適合を確認できるものを対象に、軽微な変更の規定を追加

軽微な変更の対象の拡大（規則３条の２）

8

②令和７年4月施行
（４号特例見直し、構造見直し、省エネ等）

建築基準法関係
Ⅰ．総則関係

１．建築確認・検査の対象となる建築物の
規模等の見直し

２．施行日前後の取扱いについて 

【建築基準法第 条第１項】

建築確認の対象となる建築物の規模

10

○ ○ ○

× × ○

× × ○

○都市計画区域、準都市計画区域、準景観地区等外外

㎡ ㎡

以上
階数

木造 木造
以外

２号

階階数数２２以以下下かかつつ延延べべ面面積積500㎡㎡以以下下のの木木造造建建築築物物はは基基本本的的にに建建築築確確認認のの対対象象外外

○ ○

× ○

㎡

以上

階数

延べ面積

：確認対象 ：確認対象外

建築確
認の対
象に

改正前

改正後

○ ○ ○

○ ○ ○

× ○ ○
200㎡ 500㎡

以上

階数
木造 木造

以外

構構造造にによよららずず、、階階数数２２以以上上又又はは延延べべ面面積積 ㎡㎡超超のの建建築築物物はは建建築築確確認認のの対対象象にに

○ ○

× ○

㎡

以上

階数

延べ面積

延べ面積

延べ面積

２号 ２号

２号

２号

３号 ３号

３号

新２号新２号 新２号 新２号

新２号

新２号

新２号 新２号

新２号

：確認対象 ：確認対象外

新２号

新２号

確認審査対象の見直しに伴う提出図書等の合理化について

12

改正建築基準法の全面施行時（令和７年４月１日）において、旧４号建築物のうち、
審査省略対象から外れるものについては、提出図書等の合理化を図る。
改正建築基準法の全面施行時（令和７年４月１日）において、旧４号建築物のうち、
審査省略対象から外れるものについては、提出図書等の合理化を図る。

改正前 改正後

2・3号建築物
• 階数3、500㎡、高さ13m又は軒高9mを
超える木造建築物

• 階数2又は200㎡を超える非木造建築物

4号建築物
（構造関係規定等は審査省略）

2号建築物
※現行と提出図書は同様

2号建築物
※各階床伏図等の提出を求めない代わりに、
 必要事項を仕様書に記載する形をとる

階数2かつ300㎡以下、
平屋かつ200～300㎡の

木造建築物
（仕様規定のみで構造安全性を

確認するものに限る）

平家かつ200㎡以下の
建築物

3号建築物
（構造関係規定等は審査省略）

※現行と提出図書は同様

階数2以下かつ300～
500㎡の木造建築物

(構造計算により構造安全性
を確認するもの)

（参考）建築確認及び検査に係る特例（４号特例）

14

４号特例
 ２階建て以下の木造住宅等の小規模建築物※については、都市計画区域等の区域内で建築確認の対象となる
場合でも建築士が設計を行った場合には、建築確認の際に構造関係規定等の審査を省略することとなっている。
 また、それらの建築物について建築士である工事監理者が設計図書とおりに施工されたことを確認した場合には同様の規
定に関し検査を省略することとなっている。

※建築基準法第６条第１項第４号に該当する建築物（いわゆる「４号建築物」）

一般建築物の場合
（戸建住宅、事務所等）

木 造 「２階建て以下」かつ「延べ面積５００㎡以下」かつ「高さ１３ｍ・軒高９ｍ以下」
非木造 平家 かつ、延べ面積２００㎡以下

＜４号建築物＞

＜建築士が設計（工事監理）した４号建築物に対する審査（検査）項目＞
防火・準防火地域外の一戸建住宅 左欄以外の小規模な一般建築物

敷地関係規定 ○ 審査する ○ 審査する
構造関係規定 × 審査しない

※ただし、仕様規定以外（構造計算等）は審査する
× 審査しない
※ただし、仕様規定以外（構造計算等）は審査する

防火避難規定 × 審査しない ○ 審査する
設備その他
単体規定

△ 一部審査する
※シックハウス、昇降機及び浄化槽は審査する

△ 一部審査する
※シックハウス、昇降機、浄化槽、排煙設備及び区画貫
通部は審査する

集団規定 ○ 審査する ○ 審査する

【建築基準法第６条第１項】

建築確認審査の対象となる建築物の規模の見直し
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建築確認 建築確認構造等の安全性審査 構造等の安全性・省エネ審査

都市計画区域≪内≫ 全ての
建築物

階数３以上又は
延べ面積500㎡超

全ての
建築物

階数２以上又は
延べ面積200㎡超

都市計画区域≪外≫ 階数３以上又は延べ面積500㎡超 階数２以上又は延べ面積200㎡超

現状・改正主旨現状・改正主旨

改正概要改正概要

○ 事務の簡素化を図る観点から、建築確認・検査において、以下の制度を設けている。
 ・ 都市計画区域等の区域外では、一定規模以下の建築物は、建築確認・検査の対象外
 ・ 都市計画区域等の区域内では、建築士が設計・工事監理を行った一定規模以下の建築物は、構造関係規定等の一
部の審査が省略（いわゆる４号特例）

○ 省エネ基準への適合や、省エネ化に伴い重量化している建築物に対する構造安全性の基準への適合を、審査プロセスを
通じて確実に担保し、消費者が安心して建築物を整備・取得できる環境を整備する必要がある。

○ 建築確認・検査の対象外とするものは、木造・非木造に関わらず、「都市計画区域等の区域外の平屋かつ延べ面積200
㎡以下の建築物」とする。

○ 構造関係規定等の審査省略の対象とするものは、木造・非木造に関わらず、「都市計画区域等の区域内の平屋かつ延べ
面積200㎡以下の建築物（新３号建築物）」とする。

＜木造建築物に係る審査・検査の対象＞
現行現行 改正改正 ※非木造と統一化

※建築物省エネ法において、新３号建築物は省エネ審査が省略されており、構造関係規定などの審査省略の対象と一致する制度となっている。

【建築基準法第 条第１項】

建築確認の対象となる建築物の規模
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○ ○ ○

△
（一部審査省略）

△
（一部審査省略）

○

△
（一部審査省略）

△
（一部審査省略）

○

○都市計画区域、準都市計画区域、準景観地区等内内

㎡ ㎡

以上
階数

木造 木造
以外

２号

階階数数２２以以下下でで延延べべ面面積積 ㎡㎡以以下下のの木木造造建建築築物物はは、、建建築築士士がが設設計計・・工工事事監監理理をを行行っったた
場場合合ににはは審審査査省省略略のの対対象象

○ ○

△
（一部審査省略）

○

㎡

以上

階数

延べ面積
：審査対象 ：審査対象であるが一部審査省略あり

構造関
係規定
等の確
認も必
要に

改正前

改正後

○ ○ ○

○ ○ ○

△
（一部審査省略）

○ ○

㎡ ㎡

以上
階数

木造 木造
以外

平平家家かかつつ延延べべ面面積積 ㎡㎡以以下下のの建建築築物物以以外外のの建建築築物物はは、、構構造造にによよららずず、、構構造造関関係係規規
定定等等のの審審査査がが必必要要にに（省エネ基準の審査対象も同一の規模）

○ ○

△
（一部審査省略）

○

㎡

以上

階数

延べ面積

延べ面積

延べ面積

２号 ２号

２号

２号

４号 ４号

４号 ４号

３号 ３号

４号 ３号

新２号 新２号

新３号 新２号

新２号 新２号 新２号

新２号

新２号

新２号 新２号

新３号 新２号

：審査対象 ：審査対象であるが一部審査省略あり

【建築基準法施行規則第１条の３ 】

提出図書の合理化
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• 基礎伏図
• 各階床伏図

• 基礎伏図
• 各階床伏図

旧４号から新２号に移る建築物のうち、仕様規定のみで構造安全性を確認する計画については、必要事項
を仕様表等に記載することで、基礎伏図、各階床伏図、小屋伏図及び軸組図の添付を省略するなど、添付
図書の合理化を図る。

旧４号から新２号に移る建築物のうち、仕様規定のみで構造安全性を確認する計画については、必要事項
を仕様表等に記載することで、基礎伏図、各階床伏図、小屋伏図及び軸組図の添付を省略するなど、添付
図書の合理化を図る。

構造計算により構造安全性を確認するもの 仕様規定のみで構造安全性を確認するもの

共通
• 付近見取図
• 配置図
• 各階平面図
• 床面積求積図

構造関係（令３章２節、３節）
• 各階平面図
• ２面以上の立面図
• ２面以上の断面図
• 構造詳細図

• ２面以上の立面図
• ２面以上の断面図
• 地盤面算定表
• 構造詳細図

• 小屋伏図

共通
• 付近見取図
• 配置図
• 各階平面図
• 床面積求積図

• ２面以上の立面図
• ２面以上の断面図
• 地盤面算定表
• 構造詳細図

• 使用構造材料一覧
• 基礎・地盤説明書
• その他適合審査に必要
な図書

• 小屋伏図
• ２面以上の軸組図 仕様表等

構造関係（令３章２節、３節）
• 各階平面図
• ２面以上の立面図
• ２面以上の断面図
• 構造詳細図

• 使用構造材料一覧
• 基礎・地盤説明書
• その他適合審査に必
要な図書

（添付省略）
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【建築基準法施行令第 条 】

安全上支障がないエレベーターに係る建築確認等の適用除外

15

〇現行では、既存建築物（４号建築物※１を除く。）にエレベーター等の建築設備を設置する場合には、建築
確認等の手続きが必要。

〇今般の法改正により旧４号建築物から新２号建築物※２に移る２階建ての木造一戸建て住宅等の建築物
に当該建築設備を後付けする場合等には、新たに建築確認等の手続きが必要となる。

〇申請者の手続きに係る負担の軽減を図るため、「使用頻度が低い等の理由により人が危害を受けるおそ
れのある事故が発生するおそれの少ないもの」について、建築確認等の手続きを不要とする。

※１ 改正前の建築基準法第６条第 項第 号に掲げる建築物 ※２ 改正後の建築基準法第６条第１項第２号に掲げる建築物

〇現行では、既存建築物（４号建築物※１を除く。）にエレベーター等の建築設備を設置する場合には、建築
確認等の手続きが必要。

〇今般の法改正により旧４号建築物から新２号建築物※２に移る２階建ての木造一戸建て住宅等の建築物
に当該建築設備を後付けする場合等には、新たに建築確認等の手続きが必要となる。

〇申請者の手続きに係る負担の軽減を図るため、「使用頻度が低い等の理由により人が危害を受けるおそ
れのある事故が発生するおそれの少ないもの」について、建築確認等の手続きを不要とする。

※１ 改正前の建築基準法第６条第 項第 号に掲げる建築物 ※２ 改正後の建築基準法第６条第１項第２号に掲げる建築物

ホームエレベーター
（出典： ）

【確認等を要する建築設備】
①エレベーター及びエスカレーター

②小荷物専用昇降機（人が危害を受けるおそれのある事故が
発生しないもの（告示委任）を除く。）

③特定行政庁が指定する建築設備

現行 改正
【確認等を要する建築設備】
①エレベーター（使用頻度が低く劣化が生じにくいことその他の
理由により人が危害を受けるおそれがある事故が発生するお
それの少ないもの（告示委任）を除く。）及びエスカレーター

②小荷物専用昇降機（人が危害を受けるおそれのある事故が
発生しないもの（告示委任）を除く。）

③特定行政庁が指定する建築設備

木造・非木造は問わず、一戸建て住宅や小規模事務所等に、ホーム
エレベーター、段差解消機、いす式階段昇降機等のエレベーターを
後付けする場合等には、当該エレベーターの確認申請は不要

【告示】
・籠が住戸内のみを昇降するエレベーター
・法第６条第１項第２号に掲げる建築物（階数が３以上で
あるもの、延べ面積が ㎡を超えるもの及び高さが
ｍを超えるものを除く。）に設けるエレベーター

限定特定行政庁の業務範囲の見直し

16

現状・改正主旨現状・改正主旨

改正概要改正概要

○限定特定行政庁における建築主事等は、①法第６条第１項第４号に規定する建築物（４号建築物）
及び②準用工作物のうち小規模なものに係る事務を行うこととされている（令第148条第１項）

〇限定特定行政庁は、上記の建築物又は工作物に係る違反是正の措置命令や道路位置指定等に関する
事務を行うこととされている。（令第148条第２項）

○今般の法改正により、建築確認審査の対象となる建築物の規模や仕様規定（壁量計算等）で構造安全
性を確認できる木造建築物の規模が変更される※ことを踏まえ、限定特定行政庁における建築主事等及び
限定特定行政庁の業務範囲を見直す。      ※構造計算が必要な木造建築物の対象変更に伴う変更

○限定特定行政庁における建築主事等の木造建築物に関する事務の範囲を以下のとおりとする。
・新２号建築物（地階を除く階数が３以上、延べ面積が300㎡超又は高さ16ｍ超を除く）
・新３号建築物

〇限定特定行政庁の事務に、上記の建築物に関する①～③の事務を追加する。
限定特定行政庁の事務に追加する規定 内容 施行予定日

① 法第７条の６第１項第１号、第４項 仮使用認定
R7.4.1② 法第87条の４ 建築設備への準用

③ 法第90条の２ 工事中の特殊建築物等に対する措置
＜参考＞
①～③の他、法第86条の７の改正を踏まえ、令第137条の12第6項及び第7項が創設されており、限定特定行政庁の事務として④の
事務が追加されている。

④ 令第137条の12第6項、第7項 大規模修繕等に係る認定(接道規制・道路内建築制限) R5.9.13公布、R6.4.1施行

【建築基準法第６条の３第１項】

小規模伝統的木造建築物等に係る構造計算適合性判定の特例

18

現状・改正主旨現状・改正主旨

改正概要改正概要
〇 小規模な伝統的木造建築物等について、構造設計一級建築士が設計又は確認を行い、専門的知識を有する建築主

事等が建築確認審査を行う場合は、構造計算適合性判定を不要とする。

設計 → 構造計算適合性判定 → 建築確認 → 着工現
行
現
行

改
正
改
正

石場建て
柱と基礎を緊結
しない
＝仕様規定に
 不適合

設計（※１） → → 建築確認（※２） → 着工

※１ 構造設計一級建築士 ※２ 専門的知識を有する建築主事等（構造計算適合判定資格者）

不要

適用基準 審査手続
仕様規定 構造計算 建築確認 構造適判

一般的な
小規模木造建築物 ○ － ○ －

伝統的
木造建築物等

△
（一部不適合） ○ ○ ○

【適用される基準及び審査手続の比較】

写真出典（一部） 気候風土適応住宅の認定 事例集
（一社） 環境共生住宅推進協議会 

〇 通常は構造計算によることなく仕様規定に適合させることにより構造安全性が確保される小規模の建築物であっても、伝
統的構法等で一部の仕様規定を満たせない場合、高度な構造計算により構造安全性を確認している。（第20条第１
項第４号ロ）

〇 小規模建築物であっても、高度な構造計算により構造安全性を検証した場合、建築確認における構造計算の審査に加
え、構造計算適合性判定による複層的な確認が必要。（法第６条の３第１項）

確認申請
（附則第３条）

構造関係規定等への
適合確認

① 不要

② 不要

③ 不要

④ 着工前に必要 確認：審査する
検査：検査する

改正建築基準法の施行日前後における規定の適用に関する留意事項

20

〇建築確認・検査の対象となる建築物の規模の見直し等は、施行日（令和７年４月１日）以後に工事に着手
するものについて適用されます。

〇建築確認・検査の対象となる建築物の規模の見直し等は、施行日（令和７年４月１日）以後に工事に着手
するものについて適用されます。

【留意事項】
１．施行日前後の建築確認・検査の取扱いが変更されます（下図参照）。
２．建築確認を円滑に進めるため、

・下図④の場合は建築基準関係規定への適合性について
・下図⑩の場合は構造関係規定等への適合性について
施行日前から建築主事・指定確認検査機関とあらかじめ相談することをご検討ください。

３．下図⑪⑫の場合（防火・準防火地域外の一戸建て住宅を除く）などの消防同意について、施行日前は都市計画区域等の区域内で同意期限が
３日以内、都市計画区域等の区域外で消防同意（建築確認）の対象外だったものが、施行日以後は同意期限が７日以内に変更となります。

４．都道府県及び限定特定行政庁における建築主事の業務範囲が変更となりますので、施行日以後の申請先にはご注意ください。
５．確認申請から確認済証の交付まで一定の審査期間が必要となるため、施行日前に工事に着手する予定の場合は、時間的余裕をもって建築確認
申請を行ってください。

６．施行日前に確認済証が交付され、施行日以後に着工するものについては、着工後の計画変更や検査において、構造関係規定等への適合の確認
が必要となり、適合の確認ができない場合には、計画変更に係る確認済証や中間検査合格証、検査済証が交付されないため、一定の余裕をもって
対応してください。

法施行日（令和7年4月１日）

着工

確認・検査の対象外から新２号になる木造建築物の取扱い＜都市計画区域等の区域外＞

設計 完了

着工

設計
変更

確認
申請

確認
済証

完了検査
申請

検査
済証

改正建築基準法の施行日前後における規定の適用に関する留意事項

22

確認申請
（附則第３条）

構造関係規定等への
適合確認

④ 着工前に必要 確認：審査する
検査：検査する

法施行日（令和7年4月１日）

確認・検査の対象外から新２号になる木造建築物の取扱い＜都市計画区域等の区域外＞

設計 着工確認
申請

確認
済証

【留意事項】
１．施行日以後に着工するものは建築確認・検査の対象となり、その際、構造関係規定等についても適合を確認する必要があります。
２．施行日以後の建築確認を円滑に進めるため、施行日前から建築基準関係規定への適合性について、建築主事・指定確認検査機関とあらかじめ相談
することをご検討ください。

【留意事項】
１．施行日前に確認済証が交付され、施行日以後に着工するものについては、着工後の計画変更や検査において構造関係規定等への適合性の確認が
必要となるため、確認申請の段階から構造関係規定等への適合性について、建築主事及び指定確認検査機関とあらかじめ相談することをご検討ください。

２．着工後の計画変更や検査において、構造関係規定等に係る図書の追加提出が必要となるため、構造関係規定等が建築確認・検査の対象外となる
施行日前の着工とすることや、建築確認において構造関係規定等への適合性を確認するために建築確認申請を施行日以後に遅らせること等の対応によ
り、申請者等の負担を軽減することが考えられます。

構造関係規定等への
適合確認

⑩
確認：審査しない
計画変更：審査する
検査：検査する

法施行日（令和7年4月１日）

確認
済証

計画
変更

旧4号から新２号になる木造建築物の取扱い＜都市計画区域等の区域内＞

完了
検査
申請

検査
済証

完了
検査
申請

検査
済証

【建築基準法施行令第 条】

限定特定行政庁の建築主事等の業務範囲

17

○都市計画区域、準都市計画区域、準景観地区等内

改正前 改正後

○都市計画区域、準都市計画区域、準景観地区等外

〇 木造
・ 階数が２以下
・ 延べ面積500㎡以下
・ 高さ13ｍ以下／軒の高さ９ｍ以下
〇 木造以外
・ 平屋
・ 延べ面積200㎡以下

〇 木造
・ 地階を除く階数が２以下
・ 延べ面積300㎡以下
・ 高さ16m以下※１

〇 木造以外
・ 平屋
・ 面積200㎡以下

仕様規定
（壁量計算
等）の
対象変更※２

改正前 改正後

対象外

〇 木造
・ 地階を除く階数が２以下
・ 延べ面積300㎡以下
・ 高さ16m以下
（平屋かつ面積200㎡以下のものを除く。）

〇 木造以外 対象外

確認検査の
対象拡大

（注１）新築、改築等について都道府県知事の許可を必要としないものに限ります。また、１号建築物を除きます。
（注２）小規模工作物（煙突、高さ10m以下の広告塔、高さ３m以下の擁壁等）の対象については変更はありません。

※１ 平屋かつ面積200㎡以下のものについては高さ制限なし
※２ 構造計算が必要な木造建築物の対象変更に伴う変更

変更なし

変更なし

19

②令和７年4月施行
（４号特例見直し、構造見直し、省エネ等）

建築基準法関係
Ⅰ．総則関係

１．建築確認・検査の対象となる建築物の
規模等の見直し

２．施行日前後の取扱いについて

改正建築基準法の施行日前後における規定の適用に関する留意事項

21

構造関係規定等への
適合確認 留意点

⑤ 確認：審査しない
検査：検査しない ―

⑥ 確認：審査しない
検査：検査しない ―

⑦ 確認：審査しない
検査：検査しない ―

⑧
確認：審査しない

計画変更：審査しない
検査：検査しない

―

⑨
確認：審査しない

計画変更：審査しない
検査：検査しない

―

⑩
確認：審査しない
計画変更：審査する
検査：検査する

⑦、⑨、⑫となるよう調整すること
が考えられる

⑪ 確認：審査する
検査：検査する

施行日以後に行われる
消防同意については７日以内

⑫ 確認：審査する
検査：検査する

施行日以後に行われる
消防同意については７日以内

法施行日（令和7年4月１日）

確認
申請

確認
済証 着工

旧4号から新２号になる木造建築物の取扱い＜都市計画区域等の区域内＞

計画
変更

確認
済証

完了
検査
申請

検査
済証
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構造関係規定等への
適合確認 様式の記載上の留意点

⑩ 確認：審査しない
検査：検査する

中間・完了検査申請書の備考欄
に経過措置の適用の有無を記載

⑩’
確認：審査しない
計画変更：審査する
検査：検査する

改正後の様式を使用又は
改正前の様式に経過措置の適用
の有無の記載欄を追加して使用

⑪ 確認：審査する
検査：検査する

「その他必要な事項」の欄に
経過措置の適用の有無を記載

⑫ 確認：審査する
検査：検査する

改正後の様式を使用又は
改正前の様式に経過措置の適用
の有無の記載欄を追加して使用

壁量基準等の経過措置の適用に関する留意事項

23

〇 令和７年４月１日から令和８年３月31日までに工事に着手するものについて、現行（改正前）の壁量基準
等によることができます。

〇 令和７年４月１日から令和８年３月31日までに工事に着手するものについて、現行（改正前）の壁量基準
等によることができます。

【留意事項】
１．地階を除く階数が２以下、高さが13メートル以下及び軒の高さが９メートル以下である延べ面積が300㎡以内の木造建築物
が対象になります。

２．改正後の基準によることとするための設計の変更に時間を要すること等により、当該基準により難い場合に適用可能です。
（建築確認・検査においては、改正後の基準により難いと認められる場合に適合することの確認に必要な図書の提出は必要ないこととする）

３．経過措置の対象となるのは、壁量（令第46条。枠組壁工法等(順次追加予定)を含む。）及び柱の小径（令第43条）になります。
経過措置を適用する場合であっても、壁量と柱の小径について現行（改正前）の基準に適合していることの審査がされることになります。

４．確認申請書（第三面18.）と建築計画概要書（第二面20.）に経過措置の適用の有無の記載欄があります。
（施行日前後の記載方法は下記参照）

法施行日（令和7年4月）

確認
申請

確認
済証

着工

計画
変更

確認
済証

完了検査
申請

検査
済証

２階建ての木造一戸建て住宅等に係る手続き、基準適用のスケジュール
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〇２階ての木造一戸建て住宅等に係る壁量基準等については、経過措置として、令和７年４月１日から令和
８年３月31日までは、現行の壁量基準等を活用することができるが、審査省略制度（４号特例制度）の見
直しや省エネ基準の適合義務化は令和７年４月１日からスタートするため、注意が必要。

〇２階ての木造一戸建て住宅等に係る壁量基準等については、経過措置として、令和７年４月１日から令和
８年３月31日までは、現行の壁量基準等を活用することができるが、審査省略制度（４号特例制度）の見
直しや省エネ基準の適合義務化は令和７年４月１日からスタートするため、注意が必要。

確認申請
手続き

壁量基準等

令和７年４月１日

省エネ基準

令和８年４月１日

構造関係規定等の
審査省略なし

構造関係規定等の
審査省略あり

省エネ基準への
適合義務化

現行基準

新基準

壁量基準等のみ１年の猶予期間

構造関係の改正の全体像①
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小規模木造建築物に係る基準の見直し（法20条）

※枠組壁工法（平成13年告示1540号）・伝統的構法等（平成28年告示690号・691号）・学校木造校舎（令和６年告示445号）に関する基準も見直し

◆ 建築物の荷重の実態に応じた必要壁量の算定方法へ見直し
◆ 存在壁量として、耐力壁に加え準耐力壁等を考慮可能化
◆ 高耐力壁を使用可能化
◆ 構造計算による安全性確認の合理化（壁量計算は不要）
このほか、 ・階高が3.2mを超える場合の接合部の取扱いを整理（平成12年告示1460号）

  ・鉛直方向壁量充足率を位置付け（昭和62年告示1899号）

（昭和56年告示1100号）

壁量基準の見直し（令46条）

◆ 木材・鉄筋以外の材料や、K型・多段筋かいなど、筋かいの対象を拡大（当面の間は大臣認定が必要）

筋かいの対象拡大（令45条）

◆ 現行のいわゆる「軽い屋根」「重い屋根」等の区分をなくし、建築物の荷重の実態に応じた柱の小径の算定方法へ見直し
（平成12年告示1349号）

柱の小径の基準の見直し（令43条）

◆ 無筋コンクリート基礎を廃止し、地盤の種別に関わらず、鉄筋コンクリートの基礎を用いることとする。
（平成12年告示1347号）

基礎の基準の見直し
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②令和７年4月施行
（４号特例見直し、構造見直し、省エネ等）
建築基準法関係
Ⅱ． 構造規制の合理化等

（１）木造建築物の仕様の実況に応じた壁量基準等の
見直し

（２）階高の高い木造建築物等の増加を踏まえた
構造安全性の検証法の合理化

（３）建築基準法改正に伴う二級建築士等の
業務独占範囲の見直し

（壁量基準の見直し関連）

仕様の実況に応じた必要壁量の算定方法への見直し

30

＝＝（（ ・・ ・・ΣΣwwii）） （（ ・・ ））

＜＜荷荷重重（（Wi））算算定定ののイイメメーージジ＞＞

２２階階にに算算入入
すするる荷荷重重

１１階階にに算算入入
すするる荷荷重重

（ ）＝ ＋ ＋ ）×
＋ ×（ ＋ ＋ ＋ ）×

（ ）＝（ ）×（ ＋ ＋ ）
＋ ×（ ＋ ＋ ＋ ）×
＋ ×（ ＋ ＋ ＋ ）×
＋（ ＋ ）× ＋（ ）

○ 建築物の荷重の実態に応じて、算定式により、必要壁量を算定（いわゆる「軽い屋根」、「重い屋根」は廃止）

○ 特定の仕様等の組合せを確認することで、必要壁量を容易に把握できる試算例（早見表）を整備

○ 諸元を入力することで、必要壁量を容易に算定できる表計算ツールを整備

（確認申請において、基本的に、早見表や表計算ツールの出力結果の提出までは求めない。）

： 階面積（ ）

： 階面積（ ）

：屋根荷重（ ）

：外壁荷重（ ）

：内壁荷重（ ）

：床荷重（ ）

：積載荷重（ ）

：天井（屋根）断熱材荷重（ ）

：太陽光発電設備等荷重（ ）

：外壁断熱材荷重（ ）

：高断熱窓荷重（ ）

： 階建の 階の荷重（ ）

： 階建の 階の荷重（ ）

＜＜算算定定式式（（床床面面積積ああたたりりのの必必要要なな壁壁量量））＞＞

：床面積あたりの必要な壁量（ ／㎡）

：層せん断力分布係数

＝ ｛（1/√α ）－α ｝× （ ）

固有周期 ＝ （秒）

α ：建築物の を算出しようとする高さの部分が支える

部分の固定荷重と積載荷重との和を当該建築物の地上

部分の固定荷重と積載荷重との和で除した数値

：建築物の高さ（ｍ）

：標準せん断力係数 とする。

※令第 条第 項の規定により指定した区域の場合は

Σ ：当該階が地震時に負担する固定荷重と積載荷重の和

：当該階の床面積（㎡）

＜算入する荷重＞

※在来軸組構法の場合
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②令和７年4月施行
（４号特例見直し、構造見直し、省エネ等）
建築基準法関係
Ⅱ． 構造規制の合理化等

（１）木造建築物の仕様の実況に応じた壁量基準等の
見直し

（２）階高の高い木造建築物等の増加を踏まえた
構造安全性の検証法の合理化

（３）建築基準法改正に伴う二級建築士等の
業務独占範囲の見直し

構造関係の改正の全体像②
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階高の高い木造建築物等の
構造安全性の検証法の合理化（法20条）

◆ 「高さ13m以下かつ軒高9ｍ以下かつ延べ面積500㎡超」
→ 「・階数３：高さ16ｍ以下、
→ 「・階数２以下：高さ16ｍ以下かつ延べ面積300㎡超」

木造 簡易な構造計算の対象の木造建築物の規模見直し（法20条１項）

◆ 高さ16m以下等の鉄骨造の建築物について、鋼材のボルト接合の適用範囲を拡大
（令和６年新設告示）

◆ 現行では高度な構造計算（ルート２）を要する高さ13ｍ超16m以下等の鉄骨造・アルミニウム
合金造の建築物を対象に、簡易な構造計算（ルート１-３）を創設
（平成19年告示593号・平成14年告示410号）

非木造 簡易な構造計算の対象範囲の拡大

鋼材のボルト接合の適用範囲の拡大

◆ 簡易な構造計算の対象となる木造建築物の見直しに伴い、二級建築士等の業務範囲について、
見直し後の構造計算の区分と整合
「高さ13ｍ以下かつ軒高9ｍ以下」
→ 「階数３（木造建築士は２）以下かつ高さ16ｍ以下」

体制 二級建築士等の業務独占範囲の見直し（建築士法３条）

木造建築物の仕様の実況に応じた壁量基準等の見直し
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○仕様の実況に応じた必要壁量の算定方法への見直し
現 行：「軽い屋根」「重い屋根」の区分により必要壁量を算定

⇒ 見直し：建築物の荷重の実態に応じて、算定式により、必要壁量を算定

○存在壁量に準耐力壁等を考慮可能化
現 行：存在壁量として、耐力壁のみ考慮

⇒ 見直し：存在壁量として、耐力壁に加え、腰壁、垂れ壁等を考慮可能

○高耐力壁を使用可能化
現 行：壁倍率は5倍以下まで

⇒ 見直し：壁倍率は７倍以下まで

○構造計算による安全性確認の合理化
現 行：構造計算による場合も壁量計算が必要

⇒ 見直し：構造計算（昭和 年告示 号５号）による場合は壁量計算は不要

壁壁量量基基準準のの見見直直しし（（令令第第46条条））

現現状状・・改改正正主主旨旨

○ 現行の壁量基準・柱の小径の基準では、「軽い屋根」「重い屋根」の区分に応じて必要壁量・柱の小径を算定。
一方、木造建築物の仕様は多様化しており、この区分では適切に必要壁量や必要な柱の小径が算定できないおそれ。

○ 特に、より高い省エネ性能のニーズが高まる中、断熱性能の向上や階高の引き上げ、トリプルガラスサッシ、太陽光
発電設備等が設置される場合には、従来に比べて重量が大きく、地震動等に対する影響に配慮が必要。

○ このため、木造建築物の仕様の実況に応じて必要壁量・柱の小径を算定できるよう見直す。 
（建築基準法施行令等を改正し、令和７年４月に施行。 なお、 １年間、現行の壁量基準等を適用可能とする経過措置を設ける。）

○仕様の実況に応じた柱の小径の算定方法への
見直し
現 行：階高に対して「軽い屋根」「重い屋根」等の区分

に応じて一定の割合を乗じて算定

⇒ 見直し：建築物の荷重の実態に応じて、算定式により、
・ 柱の小径を算定
又は、

・ 小径別の柱の負担可能な床面積を算定

柱柱のの小小径径のの基基準準のの見見直直しし（（令令第第43条条））

○住宅の諸元※を入力すれば、必要壁量、柱の小径や柱の負担可能な床面積を容易に算定できる設計支援ツールを整備
 ※諸元 ： 階高、床面積、屋根・外壁の仕様、太陽光発電設備等の有無等

（技術的助言にて設計支援ツールを使用可能であることを位置づけ）＿

設設計計支支援援ツツーールルのの整整備備
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（壁量基準の見直し関連）

必要壁量試算例（早見表）
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＜＜床床面面積積当当たたりりのの必必要要壁壁量量のの試試算算例例（（早早見見表表）） HP掲掲載載イイメメーージジ＞＞１．標準せん断力係数C ＝0.2
１－１　太陽光パネル設備等「あり」
■試算No.１～21

0/100超え
20/100未満

20/100以上
40/100未満

40/100以上
60/100未満

60/100以上
80/100未満

80/100以上
100/100未満

100/100超え
120/100以下

0/100超え
20/100未満

20/100以上
40/100未満

40/100以上
60/100未満

60/100以上
80/100未満

80/100以上
100/100未満

100/100超え
120/100以下

0/100超え
20/100未満

20/100以上
40/100未満

40/100以上
60/100未満

60/100以上
80/100未満

80/100以上
100/100未満

100/100超え
120/100以下

2階の床面積／1階の床面積

標準仕様①
2F：3.2m以下
１F：3.2m以下

標準仕様②
2F：2.9m以下
１F：3.0m以下

北側斜線・都市型仕様
2F：2.8ｍ以下
１F：2.9ｍ以下

20/100未満 40/100未満 60/100未満 80/100未満 100/100未満 120/100以下

20/100未満 40/100未満 80/100未満 100/100未満 120/100以下

20/100未満 40/100未満 60/100未満 80/100未満 100/100未満 120/100以下

太陽光パネル設備等「なし」の場合

仕様①

仕様②

仕様③

該当する条件の
PDFアイコンをクリック

瓦屋根（ふき土無）
サイディング
２階建ての場合

▲

各階の階高

日本住宅・木材技術センターHPにおいて公開しています。
URL：https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/

（壁量基準の見直し関連）

表計算ツールを活用した必要壁量の算定方法

32

＜＜表表計計算算ツツーールル（（入入力力例例））＞＞

試算例（早見表）、表計算ツールは日本住宅・木材技術センターHPにおいて公開しています。
URL：https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/

出力
結果

1階 2階【階の床面積に乗ずる数値】
（方法①）

階の床面積に乗ずる数値が
算出されます。

（２階建て住宅用）

1.　階の床面積に乗ずる数値(単位 cm／m2)（令第46条第４項）

項目
2階階高（ｍ）

入力欄

プルダウン選択
（ここでは小屋裏面積は含めなくともよい。）
（ここでは小屋裏面積は含めなくともよい。）
軟弱地盤の指定がある場合は0.3（不明な場合は特定行政庁に確認）
１階土台上端～２階床梁上端までの距離

太陽光発電設備等の重量を任意入力したい
場合は「あり（任意入力）」をプルダウン
選択し、右欄(緑)にその重量を入力する。

太陽光発電設備等(N/m

天井断熱材(N/m

断熱材の密度と厚さを任意入力したい場合
は、「任意入力」をプルダウン選択し、右
欄(緑)に値を入力する。外壁断熱材(N/m

下記への入力は不要です。

密度(kg/m70（初期値）

外壁の仕様入
力
値

1階階高（ｍ）

あり(260）

100（初期値）

設備等の重量（kg）

サイディング
瓦屋根（ふき土無）

下記への入力は不要です。

下記への入力は不要です。

標準せん断力係数C

屋根の仕様

断熱材の密度と厚さを任意入力したい場合
は、「任意入力」をプルダウン選択し、右
欄(緑)に値を入力する。

2階床面積(m ）
1階床面積(m ）

密度(kg/m 厚さ(mm)

プルダウン選択

入力の注意点等
２階梁・桁上端～２階床梁上端までの距離

厚さ(mm)

←瓦屋根（ふき土無）・スレート屋根・金属板ぶきより選択

←土塗り壁等・サイディング・金属板張・下見板張より選択

緑色セルを入力

実際に設置する機器重量が決定している場合には、
直接入力も可能。

1. 階階のの床床面面積積にに乗乗ずずるる数数値値(単単位位 cm／／m2)

断熱材については、
天井・外壁それぞれ直接入力も可能。
（天井：１種類 外壁：２種類）

小屋裏面積を含める。
小屋裏面積を含める。

（壁量基準の見直し関連）

準耐力壁等の仕様・倍率
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○ 準耐力壁等（腰壁・垂れ壁を含む）の仕様・倍率については、品確法※と同様に規定
※日本住宅性能表示基準・評価方法基準（平成 年国土交通省告示第 号第５ １－１（３）ホ①表１）

準準耐耐力力壁壁耐耐力力壁壁

垂垂れれ壁壁

腰腰壁壁

＜＜木木ずずりり＞＞ ＜＜面面材材＞＞ ＜＜木木ずずりり＞＞

木木ずずりりの準耐力壁等
の壁倍率 ＝ ×

木ずりの高さの合計

横架材間内法寸法

面面材材の準耐力壁等
の壁倍率

＝ ×
面材の高さの合計

横架材間内法寸法
×材料の

基準倍率※

横
架
材
間
内
法
寸
法

36
cm
以
上

36
cm
以
上

90cm以上かつ2m以下

※基準倍率は次ページ参照

＜＜準準耐耐力力壁壁等等のの仕仕様様・・倍倍率率＞＞

準準耐耐力力壁壁 垂垂れれ壁壁・・腰腰壁壁

材料 面材・木ずり等 面材・木ずり等

くぎ打ち 柱柱・・間間柱柱ののみみににくくぎぎ打打ちち 柱柱・・間間柱柱ののみみににくくぎぎ打打ちち

幅 90ｃｍ以上 90ｃｍ以上かつ2ｍ以下注）

高さ 横横架架材材間間内内法法寸寸法法のの80％％以以上上注） 36ｃｃｍｍ以以上上注）

その他 両両側側にに耐耐力力壁壁ままたたはは準準耐耐力力壁壁ががああるるこことと

壁倍率

準準耐耐力力壁壁

＜＜面面材材＞＞

90cm以上
横
架
材
間
内
法
寸
法

（
一
続
き
の
材
の
長
さ
）

横
架
材
内
法
寸
法

の
80
％
以
上

注） 複数の面材・木ずり等を使用する場合は、同じ材料で一続きとなっている場合に限る。

（壁量基準の見直し関連）

階高が ｍを超える場合の取扱いについて

36
Ld

H 0

① 筋かいを入れた軸組の高さが 3.2ｍを超える場合には、通常の壁倍率に低減係数 αh を乗じる
② 柱頭・柱脚の接合方法の確認（N値計算法等）において、告示（改正後の平成12年告示1460号第
二号イ）の仕様による場合、階高は3.2ｍ以下に限られる

① 筋かいの壁倍率の低減係数
 αh = 3.5× Ld / H0 （1.0を超える場合には1.0）

② 柱頭・柱脚の接合方法の確認

階階高高 N値値計計算算法法 告告示示のの仕仕様様

3.2ｍ以下 ○ ○

3.2ｍ超 ○ ×

Ld ： 筋かいを入れた軸組の柱間の距離（mm）
H0 ： 横架材の上端の相互間の垂直距離（mm）

※ 壁量計算だけでなく、四分割法、Ｎ値計算法等においても、
低減後の壁倍率を用いて算定する

※ 筋かいの場合だけでなく、全ての耐力壁・準耐力壁等に適用

【建築基準法施行令第 条】

木造建築物の筋かいの規制に係る見直し
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➢ 引張力を負担する筋かい（第１項）
・厚さ1.5cm以上幅9cm以上の木材
・径9mm以上の鉄筋

➢ 圧縮力を負担する筋かい（第２項）
・厚さ3cm以上幅9cm以上の木材

加えて、「同等以上の耐力を有する材料（告示仕様・大
臣認定）」を使用可能とする
※当面の間は大臣認定の取得により使用可能

➢ 筋かいの両端部（第３項）
・柱と横架材（はり等）との 仕口に接近
して、金物で緊結

柱と横架材との仕口

① 筋かいの材料 （現行）

② 緊結方法 （現行） 一方の端部のみを柱と横架材との仕口に接近して緊結す
る場合も可とする
※K型・多段筋かいも大臣認定の取得により使用可能

両端とも仕口に
接近せず

→不可

一方の端部は
仕口に接近

→可

仕口に接近せず

① 現行において認められている木材や鉄筋と同等以上の強度を有する材料として告示で定める
材料や国土交通大臣の認定を受けた材料の使用を新たに認める（告示は未制定）

② 筋かいの端部について、少なくともいずれか一方を柱と横架材との仕口に緊結すれば足りること
とする（もう一方については、柱等に緊結することが必要）

（壁量基準の見直し関連）

準耐力壁等の取扱いについて

33

準耐力壁等
の壁量

壁量に
算入しな
い場合

壁量に算入する場合

必要壁量の１１／／２２以以下下（注1） 必要壁量の１／２超（注1）

存在壁量
の算定

耐力壁
のみで
検証

準耐力壁等を算入できる
準耐力壁等を算入できる

※柱の折損等の脆性的な破壊の生じない
ことが確認された場合（注3）に限る。

四分割法
耐耐力力壁壁ののみみでで検検証証

（（準準耐耐力力壁壁等等はは算算入入せせずずにに検検証証））
準耐力壁等を含めて検証

※存在壁量に算入した準耐力壁等が対象

柱頭・柱脚
の接合部

耐耐力力壁壁ののみみでで検検証証
（（準準耐耐力力壁壁等等はは壁壁倍倍率率００ととししてて検検証証））

※存在壁量に算入した準耐力壁等のうち、壁倍率1.5倍超（注2）

のものは当該準耐力壁等の壁倍率で検証

準耐力壁等を含めて検証
※存在壁量に算入した準耐力壁等が対象 
 （準耐力壁等の壁倍率1.5倍以下も対象）

耐力壁準耐力壁等

0 1/2 必要壁量

耐力壁準耐力壁等

0 1/2 必要壁量

【準耐力壁等の存在壁量への算入】

（注1） 準耐力壁等と必要壁量の比較は、各階、各方向別に行う。いずれかで必要壁量の1/2を超える場合には、各階、各方向ともに1/2を超えるものとして検証。
（注2） 複数の準耐力壁等を併用する場合は壁倍率の合計で判断。

 耐力壁と準耐力壁等を併用する場合は準耐力壁等の壁倍率で判断（準耐力壁等の壁倍率1.5倍超：耐力壁と準耐力壁等の壁倍率の合計、1.5倍以下：耐力壁のみの壁倍率 で検証）。
（注3） 第三者機関での試験等の結果を踏まえて検証することを想定しており、具体的な検証方法は今後解説等で示す予定。

○ 準耐力壁等については、基本的に、存在壁量に「算入できる」ものとして取り扱う
※必要壁量の1/2を超えて準耐力壁等を壁量に算入する場合は、柱の折損等の脆性的な破壊の生じないことを確認する必要

○準耐力壁等の壁量が少なく、かつ準耐力壁等の壁倍率が小さい場合は、壁配置のバランスの確認
（四分割法）、柱頭・柱脚の接合方法の確認（N値計算法等）において準準耐耐力力壁壁等等のの影影響響はは考考慮慮ししなないい

（壁量基準の見直し関連）

準耐力壁等の壁倍率の求め方（例）
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※材料の基準倍率 （（参参考考））耐耐力力壁壁のの例例

軸組種類：大壁

材料：合板（ ）

くぎ：

くぎの間隔： 以下

→ 壁倍率 ２．５

（昭和56年建設省告示第1100号 関係）

・柱、横架材、継目受材と
横架材にくぎ打ち

耐力壁

材料 最低厚さ くぎ くぎの間隔 基準倍率

構造用合板、
構造用パネル

５mm

N50
１５ｃｍ
以下

２．５パーティクルボード １２mm

構造用パーティクル
ボード、構造用MDF ９mm

石こうボード(屋内壁) １２mm GNF４０又は
GNC４０ ０．９

＜＜準準耐耐力力壁壁等等のの壁壁倍倍率率のの求求めめ方方（（例例））＞＞

横
架
材
間
内
法
寸
法

26
0c

m

面
材
高
さ
の
合
計

21
0c

m

＝ ×
面面材材の高さの合計

横架材間内法寸法
×材材料料のの

基基準準倍倍率率※ ＝ ×
木木ずずりりの高さの合計

横架材間内法寸法

＝ × ×

≒ 倍倍

横
架
材
間
内
法
寸
法

26
0c

m

腰
壁
高
さ

90
cm

垂
れ
壁
高
さ

40
cm

＝ ×

＝ 倍倍

※両側に耐力壁または
 準耐力壁が必要

規規定定すするる準準耐耐力力壁壁等等のの壁壁倍倍率率（（片片面面））はは
倍倍（（ 倍倍×× ））以以下下ととななるる。。

面材（構造用合板）の場合 木ずりの場合

（壁量基準の見直し関連）

鉛直方向壁量充足率の位置付け
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階階数数
①①必必要要壁壁量量※※

（（ｃｃｍｍ/㎡㎡））
②②存存在在壁壁量量
（（ｃｃｍｍ/㎡㎡））

③壁量充足率
（（②②／／①①））

④④壁量充足率比
（（③③／／ＡＡＶＶＥＥ③③））

⑤⑤判判定定
（（④④≧≧0.6））

３階 ２４ ４０ １．６７ １．３７ ＯＫ

２階 ３９ ４０ １．００ ０．８２ ＯＫ

１階 ５０ ５０ １．００ ０．８２ ＯＫ

＜鉛直方向壁量充足率比の試算イメージ＞

※ 各階の地震力について、当該階の床面積及び壁の耐力（1.96kN/m）で除すことで算出

○ ３階建て高さ 超 以下の木造建築物を対象に、これまで許容応力度等計算において検

証を行っていた剛性率規定に代わるものとして、鉛直方向の壁量充足率の確認を規定。

※ただし、令第 条第 項第一号イの規定（いわゆる２項ルート）に適合する場合、令第 条の６第二号
イの規定（剛性率規定）に適合する場合は適用を除外。
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（柱の小径の基準の見直し）

仕様の実況に応じた柱の小径の算定方法の見直し

39

de / 𝒍𝒍 = 0.027 + 22.5・Wd / 𝒍𝒍 2

横
架
材
の
相
互
間

の
垂
直
距
離

l柱の小径
de

○ 建築物の重量に応じた柱の小径の算定式を規定。より精緻な算定式（座屈の理論式）の活用も可能。
○ 柱の小径の算定のほか、柱の負担可能面積の算出が可能
○ 特定の仕様等の組合せを確認することで、柱の小径を容易に把握できる試算例（早見表）を整備
○ 諸元を入力することで、柱の小径や柱の負担可能面積を容易に算定できる表計算ツールを整備
（確認申請において、基本的に、早見表や表計算ツールの出力結果の提出までは求めない。）

＜算定式（横架材相互の垂直距離に対する柱の小径）＞

de ： 必要な柱の小径（mm）
𝑙𝑙 ： 横架材の相互間の垂直距離（mm）
Wd ： 当該階が負担する単位面積あたり

の固定荷重と積載荷重の和（N/m2）
※荷重算定のイメージは壁量基準と同様
※積雪荷重は含まない

𝑑𝑑𝑒𝑒 =
𝑙𝑙

75.05 +
𝑙𝑙

75.05

2
+ 1
1.3 ・𝑊𝑊𝑑𝑑𝐴𝐴𝑒𝑒/

1.1
3 𝐹𝐹𝐶𝐶

Ae ：荷重負担面積 (m2)
Fc ：柱材の圧縮基準強度 (N/mm2)

＜より精緻な算定式（座屈の理論式）＞

等
座屈の理論式をもとに、
・柱の小径
・柱の負担可能面積
を容易に算定できる設計支援ツールを整備

※柱に壁が取り付く場合、当該壁の
方向については、柱の小径の検討
は不要
（今後解説等で示す予定）

（柱の小径の基準の見直し）

柱の必要小径の試算例（早見表）

40

＜＜柱柱のの必必要要小小径径のの試試算算例例（（早早見見表表）） HP掲掲載載イイメメーージジ＞＞１．標準せん断力係数C ＝0.2
１－１　太陽光パネル設備等「あり」
■試算No.１～21

0/100超え
20/100未満

20/100以上
40/100未満

40/100以上
60/100未満

60/100以上
80/100未満

80/100以上
100/100未満

100/100超え
120/100以下

0/100超え
20/100未満

20/100以上
40/100未満

40/100以上
60/100未満

60/100以上
80/100未満

80/100以上
100/100未満

100/100超え
120/100以下

0/100超え
20/100未満

20/100以上
40/100未満

40/100以上
60/100未満

60/100以上
80/100未満

80/100以上
100/100未満

100/100超え
120/100以下

2階の床面積／1階の床面積

標準仕様①
2F：3.2m以下
１F：3.2m以下

標準仕様②
2F：2.9m以下
１F：3.0m以下

北側斜線・都市型仕様
2F：2.8ｍ以下
１F：2.9ｍ以下

20/100未満 40/100未満 60/100未満 80/100未満 100/100未満 120/100以下

20/100未満 40/100未満 80/100未満 100/100未満 120/100以下

20/100未満 40/100未満 60/100未満 80/100未満 100/100未満 120/100以下

太陽光パネル設備等「なし」の場合

仕様①

仕様②

仕様③

該当する条件の
PDFアイコンをクリック

瓦屋根（ふき土無）
サイディング
２階建ての場合

▲

各階の階高

日本住宅・木材技術センターHPにおいて公開しています。
URL：https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/

（柱の小径の基準の見直し）

表計算ツールを活用した柱の小径の算定方法②
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○ 柱の小径別に「柱の負担可能な床面積」（表計算ツールより算出）と「柱が負担する床面積」を比較することで、
より合理的な柱の小径の設計が可能に

2-3 柱柱のの小小径径別別にに柱柱のの負負担担可可能能面面積積をを求求めめるる場場合合

階ごとに①、②の2種類までの樹種と等級が選択できます。  
数値入力することによって任意の断面寸法を設定することができます。

※材料の選択にあたっては、調達可能な材料であることを取引先に事前にご確認ください。

105角 120角
長辺・短
辺（㎜）

長辺・短
辺（㎜）

長辺
(㎜)

短辺
(㎜)

長辺
(㎜)

短辺
(㎜)

① ひのき

② すぎ

③

① ー

② すぎ

③

*外周部の柱とは外壁面に存する柱を指す。内部柱とは外壁に面しない柱を指す。

任意入力①

等級樹種※

※負担可能面積を用いた柱の割付方法は、「木造軸組構法住宅の構造計画」に記載しています。

柱材の種類 基準強
度

1階
外周部
の柱*

JAS機械等級区分構造
用製材

無等級材

JAS同一等級構成集成
材

無等級材 ー

出力結果：柱の負担可能面積（m2）

JAS規格

入力値
任意入力②

大臣認定品の場合は右へ基準強
度を記入

認定番号
（　　　　）

1階
内部
の柱

大臣認定品の場合は右へ基準強
度を記入

認定番号
（　　　　）

ー

E105-F300(3層)

← 柱サイズを任意に入力することにより、
  平角材にも対応可能

柱の小径を105角とする場合には、
柱が負担する面積が表の数値以下

であることを確認する

③③

住宅性能表示制度・長期優良住宅認定制度に関する壁量基準の見直し
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【【住住宅宅性性能能表表示示制制度度】】
○ 耐震等級等において２階以下の木造建築物に適用される壁量計算については、建築基準法関係告示の改正（令和６年５月 日）に合

わせて実荷重に応じた必要壁量を算定するよう見直し（令和６年７月５日改正）。

【【長長期期優優良良住住宅宅認認定定制制度度】】
○ 水準の重量化した建物に対応した耐震性能を確保するため、壁量計算により耐震性を確認する場合には、令和４年 月より暫定

的に耐震等級３を求めていたところ。住宅性能表示制度における壁量基準の見直しを踏まえ、壁量計算による場合であっても耐震等
級２以上で認定可能となるよう、暫定的な措置を終了（令和６年７月５日改正）。

主な改正事項

①① 住住宅宅性性能能表表示示制制度度ににおおけけるる評評価価方方法法基基準準のの見見直直しし

⚫ 以下の算定式により、実荷重に応じた必要壁量を算定することを規定。等級２以上の適合判定にあたっては、等級に応じた倍率（等級２
倍、等級３ 倍）を乗じて必要壁量を算定するよう見直し。

※必要壁量表は廃止。地震地域係数 は引き続き計算に含める。

※準耐力壁等の扱いについては、改正後の建築基準法の規定と同様とする。

＜＜算算定定式式（（床床面面積積ああたたりりにに必必要要なな壁壁量量））＞＞

＝＝（（ ・・ ・・ ・・ΣΣwwii）） （（ ・・ ））

：標準せん断力係数 とする。
※令第 条第 項の規定により指定した区域の場合は

Σ ：当該階が地震時に負担する固定荷重と積載荷重の和（積雪荷重を
含む

：当該階の面積 ㎡

：当該階の床面積あたりの必要壁量 ㎡
：地震地域係数 ～
：層せん断力分布係数

＝ ｛（1/√α ）－α ｝× （ ３ ）
固有周期 ＝ ｈ 秒
α ：建築物の を算出しようとする高さの部分が支える部分の固定荷重と積載荷

重との和を当該建築物の地上部分の固定荷重と積載荷重との和で除した数値
ｈ：建築物の高さ ｍ

【注】赤字部分は建築基準法における算定式と異なる箇所

②② 長長期期優優良良住住宅宅認認定定制制度度ににおおけけるる認認定定基基準準のの見見直直しし

⚫ 壁量計算により耐震性を確認する場合には、耐震等級２以上で認定基準に適合するよう見直し。

※令和４年 月より、耐震等級３を求めていた暫定的な措置は終了。

③③ 経経過過措措置置

⚫ これらの基準の見直しは令和７年４月１日より適用する。ただし、令和７年４月１日から令和８年３月 日までに設計住宅性能評価又は長
期優良住宅の認定等の申請を行うものについては、改正前の基準によることができる。

【建築基準法第 条第１項第２号】

階高の高い３階建て木造建築物等の構造計算の合理化

46

現状・改正主旨現状・改正主旨

改正概要改正概要

〇 高さ ｍ又は軒高９ｍを超える木造建築物を建築する場合、高度な構造計算（許容応力度等計算
等）により、構造安全性を確認する必要があり、一級建築士でなければ設計又は工事監理をしてはな
らない。（法第 条第１項第２号）

〇 近年の建築物の断熱性向上等のために、階高を高くした建築物のニーズが高まっている。
〇 一定の耐火性能が求められる木造建築物の規模（第 条第１項）については、安全性の検証の結
果、高さ ｍ超又は軒高９ｍ超から、４階建て以上又は高さ ｍ超に見直されている（ 法改正）。

〇 高度な構造計算までは求めず、二級建築士においても設計できる簡易な構造計算（許容応力度計
算）で建築できる範囲を拡大

高さ 以下
かつ
軒高 以下

階数 以下
かつ
高さ ｍ以下

現
行
現
行

改
正
改
正

【簡易な構造計算の規模】

軒高
9ｍ以下

高さ
13ｍ以下かつ

高さ
16ｍ以下

～13m※

※軒高9m
13m※～60m
※軒高9m

60m～

１階建
～500㎡

500㎡～

２階建
～500㎡

500㎡～

３階建

４階建～

時刻歴
応答解析

高度な構造計算
（許容応力度等計算、
保有水平耐力計算）

仕様規定

簡易な構造計算
（許容応力度計算）

簡易な構造計算（許容応力度計算）

仕様規定

（柱の小径の基準の見直し）

表計算ツールを活用した柱の小径の算定方法①
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＜＜表表計計算算ツツーールル＞＞

（２階建て住宅用）

※座屈の理論式による

試算例（早見表）、表計算ツールは日本住宅・木材技術センターHPにおいて公開しています。
URL：https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/

２　柱の小径（令第43条第1項）

2-2 樹樹種種等等をを選選択択しし、、算算定定式式とと有有効効細細長長比比よよりり柱柱のの小小径径をを求求めめるる場場合合

2-1 算算定定式式とと有有効効細細長長比比よよりり柱柱のの小小径径をを求求めめるる場場合合

階高や床面積等の諸元を入力することで
横架材間の距離に対する柱の小径の割合と柱の小径が算出される

← 無等級材（すぎ）を前提に算出

樹種等を選択することにより柱の小径を算出

・JAS機械等級区分構造用製材
・JAS目視等級区分構造用製材
・無等級製材

・JAS同一等級構成集成材
・JAS A種構造用単板積層材
※大臣が基準強度の数値を指定した

木材については強度を直接入力

１/31.6
１/27.1

*柱の必要小径 ／横架材間距離l／すぎ、無等級材

出力結果
階

2階
1階

柱の小径(㎜以上)

①
②
③
④
①
②
③
④

入力値

JAS規格

ひのき
すぎ ー

樹種等

無等級材
JAS同一等級構成集成材 ー

すぎ

基準強度 柱の小径
(㎜以上)

出力結果

等級等(積層数)

該当なし

該当なし

柱材の種類

JAS機械等級区分構造用製材
無等級材

2階

認定番号（　　　　）国土交通大臣が基準強度の数値を指定した木材

1階

国土交通大臣が基準強度の数値を指定した木材 認定番号（　　　　）

E105-F300(3層)
ー

算算定定結結果果よよりり柱柱のの小小径径をを小小ささくくすするる場場合合はは、、方方法法 、、方方法法 をを検検討討

①①

②②

（（例例））樹樹種種等等をを選選択択すするるここととでで、、方方法法 のの算算定定結結果果
㎜㎜以以上上かからら ㎜㎜以以上上にに

○ 表計算ツールにおいて、柱の小径の算定方法は３つの中から選択可能

【建築基準法施行規則第 条の 第 号】

軽微な変更について
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特定木造建築物（構造計算以外で構造安全性を確認した木造建築物）で、変更後も建築物の計画が建築
基準関係規定に適合することが明らかなものについて、以下の①及び②を軽微な変更に追加。

①構造耐力上主要な部分である部材の材料又は構造の変更（異なる建築材料に変更する場合を除く。）

②構造耐力上主要な部分である部材の位置の変更

特定木造建築物（構造計算以外で構造安全性を確認した木造建築物）で、変更後も建築物の計画が建築
基準関係規定に適合することが明らかなものについて、以下の①及び②を軽微な変更に追加。

①構造耐力上主要な部分である部材の材料又は構造の変更（異なる建築材料に変更する場合を除く。）

②構造耐力上主要な部分である部材の位置の変更

対象部材 変更内容 備考

特定木造建築物の
構造耐力上主要な
部分である部材

①材料又は構造の変更
• 異なる建築材料に変更する場合は、軽微な変更に該当しない。
• ただし、令第46条第3項に基づく火打材や令第46条第4項に基づく壁・筋かいを

異なる建築材料に変更する場合は、軽微な変更に該当する。

②位置の変更 ー

「特定木造建築物＊」とは？「特定木造建築物＊」とは？

特定木造建築物に
該当するもの

壁量計算により構造安全性
を確認した木造建築物
（仕様規定のただし書等に基づく、 
 基礎、柱の小径、木造の継手
及び仕口等に関する部分的な
構造計算を行うものを含む）

特定木造建築物に
該当しないもの 上記以外

軽微な変更の適用事例軽微な変更の適用事例

※軽微な変更ではなく、計画変更に該当する例は以下のとおり。
・ 構造耐力上主要な部分である部材において、木造、鉄骨造、RC造等の

構造の種別の変更（例：柱を木造から鉄骨造に変更する場合）
・ 壁量計算から許容応力度計算への変更

柱の材料の変更 すぎの無等級材 ⇔ ヒノキの集成材
耐力壁の位置・量の変更 増減、通りをまたぐ移動
耐力壁の材料の変更 鉄筋筋かい ⇔ 構造用合板（大壁）
柱・はりの断面寸法の変更 柱の小径105 ⇔ 120
接合金物の材料の変更 Zマークの金物 ⇔ Z同等認定品

＊規則第１条の３第１項第１号イ(2)に新たに規定
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②令和７年4月施行
（４号特例見直し、構造見直し、省エネ等）
建築基準法関係
Ⅱ． 構造規制の合理化等

（１）木造建築物の仕様の実況に応じた壁量基準等の
見直し

（２）階高の高い木造建築物等の増加を踏まえた
構造安全性の検証法の合理化

（３）建築基準法改正に伴う二級建築士等の
業務独占範囲の見直し
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講演会・講習会・研修会の報告

【建築基準法第 条第１項第３号】

構造計算が必要な木造建築物の規模の引下げ
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現状・改正主旨現状・改正主旨

改正概要改正概要

○ 2014（平成26）年の豪雪被害をうけ、スパンの大きい等の要件に該当する建築物では構造計算において積雪
荷重を割増すことになっている。（H30告示改正）

○ ２階建以下で延べ面積500m2以下の木造建築物については、大スパンの屋根であっても構造計算が求められ
ていない。（法第20条第１項）

○ 多様なニーズを背景として、大空間を有する建築物が増加しており、これらの建築物に対応した構造安全性の確
保が必要となっている。

○ 木造建築物で構造計算が必要となる規模を引下げ（対象を拡大）、構造安全性を確保

２階以下の木造建築物で構造計算が
必要となる規模は、延べ面積500㎡超 延べ面積300㎡超現

行
現
行

改
正
改
正

＜延べ面積300㎡以下＞ ＜延べ面積300㎡超＞

戸建て住宅
９６．４％

その他の居住用住宅
（共同住宅など)

０．２％

小売業、医療業建築物等
１．６％

建設業用、製造業用建築物等
０．５％

電気ガス事業、情報通信業、
学校教育用建築物、その他等
１．３％

戸建て住宅
１７．７％

その他の居住用住宅
（共同住宅など)

１０．８％

建設業用、製造業用建築物等
６．９％

農林水産業用建築物等
１０．５％ 小売業、医療業建築物等

１８．４％

電気ガス熱供給水道業用
福祉用建築物等

４．６％

学校建築物、
教育建築物等
２７．３％

その他建築物等
４．０％

※建築着工統計調査（R2.4～R3.3）より推計
木造総棟数365,004棟

【参考】木造建築物の用途分類（延べ面積別）

【建築基準法第 条】

木造建築物の構造計算対象の規模
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高さ16m以下 高さ16m超 60m以下 高さ60m超

１階建
300㎡以下 仕様規定

高度な構造計算
（許容応力度等計算、
保有水平耐力計算）

時刻歴
応答解析

300㎡超 簡易な構造計算
（許容応力度計算）

２階建
300㎡以下 仕様規定

300㎡超 簡易な構造計算
（許容応力度計算）３階建

４階建～
高度な構造計算

（許容応力度等計算、
保有水平耐力計算）

現行現行

改正改正

高さ13m以下※

※軒高9m以下
高さ13m※超 60m以下

※軒高9m超 高さ60m超

１階建
500㎡以下 仕様規定

高度な構造計算
（許容応力度等計算、
保有水平耐力計算）

時刻歴
応答解析

500㎡超 簡易な構造計算
（許容応力度計算）

２階建
500㎡以下 仕様規定

500㎡超
簡易な構造計算

（許容応力度計算）３階建
４階建～

規模
高さ

規模
高さ

鉄骨造等の建築物における構造規制の合理化等
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■簡易な構造計算の対象範囲拡大、基準の明確化

【鉄骨造等】

① 高さ制限の合理化及び構造計算ルート１－３の創設 ※アルミニウム合金造においても同様の合理化を実施

現行 ：高さ13m超又は軒高9m超の鉄骨造は高度な構造計算（ルート２以上）が必要
改正 ：高さ13m超又は軒高9m超の鉄骨造でも高さ16m以下等の条件を満たす場合は簡易な構造計算の適用が可能

範囲拡大の対象となる規模の建築物に適用する構造計算ルート１－３を創設
（対象）・ 高さ16m以下、3階以下、延べ面積500㎡以内、柱相互の間隔6ｍ以下
（対象）・ 柱及びはり材の幅厚比の制限、ブレースの変形能に応じた応力割増し、偏心率の確認、層間変形角の確認 等

② 鉄骨造の構造計算ルート１－２において幅厚比制限の基準を明確化
現行 ：柱及びはりが局部座屈によって構造耐力上支障のある急激な耐力の低下を生じないことを確かめる規定を設けている
改正 ：具体的な幅厚比の制限を明確化

③ 薄板軽量形鋼造についての高さ緩和
現行 ： 高さ13m超又は軒高9m超の薄板軽量形鋼造は高度な構造計算（ルート２以上）が必要
改正 ： 高さ13m超又は軒高9m超の薄板軽量形鋼造でも高さ16m以下等の条件を満たす場合は簡易な構造計算の適用が可能

（範囲拡大の対象となる規模の建築物には、構造計算ルート１－１を適用）

④ 併用構造の規定の追加
①において範囲拡大の対象となる規模の鉄骨造と木造等の併用構造に関する規定を追加

■ボルト接合を適用できる建築物の対象範囲拡大
現行 ：軒高9m超の鉄骨造は高力ボルト接合、溶接接合、リベット接合等とする必要がある（ボルト接合の適用は不可）
改正 ：軒高9m超の鉄骨造でも高さ16m以下等の条件を満たす場合はボルト接合の適用が可能

（対象）・ 鉄骨造の建築物、高さ16ｍ以下 、3階以下、延べ面積500㎡以内 、柱相互の間隔6ｍ以下
（対象）・ ボルト孔のずれを含めた層間変形角の確認

令和７年４月１日 施行
（平成19年告示第593号 改正）
（平成14年告示第410号 改正）

令和７年４月１日 施行
（令和6年告示955号 新設）

【建築士法第３条】

建築基準法改正に伴う二級建築士等の業務独占範囲の見直し
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現状・改正主旨現状・改正主旨

改正概要改正概要

〇 「高さ13m又は軒高9m超」の木造建築物等の新築、増改築等を行う場合は、設計等に高度な構造計算が必要であるた
め、一級建築士でなければ、設計又は工事監理をしてはならないとされている。（簡易な構造計算の対象となる「高さ13m以下かつ軒
高９m以下」の建築物は二級建築士も設計等を担えることとしている。）

〇 今般の建築基準法の改正により、３階建て木造建築物のうち、簡易な構造計算によって構造安全性を確かめることが可能
な範囲を、現行の「高さ13m以下かつ軒高９m以下」から、「高さ16ｍ以下」に見直すこと等に伴い、簡易な構造計算の対
象となる建築物の範囲として定められている二級建築士等の業務範囲について、見直し後の構造計算の区分と整合させる必
要。

〇 従来は「高さ13m以下かつ軒高９m以下」の建築物について担えることとしていた二級建築士の業務範囲を、「階数が３
以下かつ高さ16ｍ以下」の建築物に改正する（※）

延 べ 面 積
Ｓ（㎡）

高高ささ≦≦１１３３ｍｍ かかつつ 軒軒高高≦≦９９ｍｍ 高高ささ＞＞１１３３ｍｍ
ままたたはは

軒軒高高＞＞９９ｍｍ

木造 造・ 造等

１階建 ２階建 ３階建
２階建
以 下

３階建

Ｓ ≦ ３０㎡ 建築士でなくても
設計等できる

建築士でなくて
も設計等できる

３０㎡ ＜ Ｓ ≦ １００㎡
② １級・２級建築士でなければ

設計等できない１００㎡ ＜ Ｓ ≦  ３００㎡
③ １級・２級・木造建築士

でなければ設計等できない

３００㎡ ＜ Ｓ ≦  ５００㎡

５００㎡ ＜ Ｓ
≦ １０００㎡ 特殊

１０００㎡ ＜ Ｓ

② １級・２級建築士でな
ければ設計等できない ① １級建築士でなければ設計等できない

特殊

高高ささ≦≦１１６６ｍｍ 高高ささ＞＞１１６６ｍｍ
ままたたはは
４４階階建建

（（地地階階をを除除くく。。））以以上上

木造 造・ 造等

１階建 ２階建 ３階建
２階建
以 下

３階建

建築士でなくても
設計等できる

建築士でなくて
も設計等できる

② １級・２級建築士でなければ
設計等できない③ １級・２級・木造建築士

でなければ設計等できない

② １級・２級建築士でな
ければ設計等できない ① １級建築士でなければ設計等できない

現行現行 改正改正 ※改正事項：赤字下線部

※ 一級建築士でなければ設計等をすることのできない木造建築物等の「高さ」について、「地階を除く階数４以上又は高さ16ｍ超」に見直す。
※ 木造建築士の業務範囲についても「階数が２以下かつ高さ16m以下」の木造建築物に見直す。

１．我が国の住宅・建築物に係る省エネ対策
の強化に向けた道筋・対応
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【基礎】
〇地盤の種別に関わらず、鉄筋コンクリートの基礎を用いることとする
（現行では、著しい不同沈下等の生ずるおそれのない強固の地盤では、無筋のコンクリート基礎とすることができる）

その他の小規模木造建築物に係る基準の見直し

【伝統的構法等】
〇平成28年告示第691号第２号において、耐力壁線間距離の算定式を追加
〇階高が3.2mを超える場合、告示の各表の値に階高に応じた係数を乗じる

【枠組壁工法】
① 壁量等基準の整備
簡易表は廃止し、算定式を位置づけ
・存在壁量に準耐力壁等を考慮可能化
・鉛直方向壁量充足率を規定

② 構造計算ルート2の創設
③ 床根太・たる木の間隔が65㎝超の場合に、部分計算による検証で可とするよう合理化
（現行では、ルート1計算時に床根太・たる木の間隔が65㎝超の場合には、建築物全体の構造計算が必要）

④ 床版・屋根版の面材にMDFを追加
⑤ 外壁の隅角部又は開口部の両端にあるたて枠と床組との金物等による緊結をルート１計算時に適用除外
（現行では、ルート１計算時も、外壁の隅角部又は開口部の両端にあるたて枠と床組を、金物又は壁材で緊結が必要）

⑥ 木質接着パネル工法に関する項目の除外 （※平成13年告示第1540号と第1541号を統合）
・本工法の告示を新設し、仕様規定及び許容応力度計算ルートを新設予定 （平成13年告示第1540号からは規定を削除）
・ 「木質プレハブ工法」から「木質接着パネル工法」に名称を変更

平成13年告示第1540号 改正

平成28年告示第690号 第691号 改正

平成12年告示第1347号 改正

49

51

②令和７年4月施行
（４号特例見直し、構造見直し、省エネ等）
建築基準法関係
Ⅱ． 構造規制の合理化等

（１）木造建築物の仕様の実況に応じた壁量基準等の
見直し

（２）階高の高い木造建築物等の増加を踏まえた
構造安全性の検証法の合理化

（３）建築基準法改正に伴う二級建築士等の
業務独占範囲の見直し

53

②令和７年4月施行
（４号特例見直し、構造見直し、省エネ等）
建築物省エネ法関係
＜改正建築物省エネ法 省エネ基準適合義務化制度解説＞
1. 我が国の住宅・建築物に係る省エネ対策の
強化に向けた道筋・対応

2. 省エネ基準適合義務化制度 ～制度編～
3. 省エネ基準適合義務化制度 ～実践編～
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改正建築物省エネ法による省エネ対策の加速化

55

全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合を義務付け全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合を義務付け

※ 建築確認の中で、構造安全規制等の適合性審査と一体的に実施
※ 中小工務店や審査側の体制整備等に配慮して十分な準備期間を確保
しつつ、 年度までに施行する

大規模
2,000m2以上

中規模

小規模
300m2未満

非住宅 住宅

改正

適合義務

適合義務

適合義務

適合義務

適合義務

適合義務

非住宅 住宅

現行

適合義務

説明義務

届出義務

届出義務

説明義務

適合義務

住宅の省エネ改修の低利融資制度の創設（住宅金融支援機構）住宅の省エネ改修の低利融資制度の創設（住宅金融支援機構）

形態規制の合理化（施行済）形態規制の合理化（施行済）

住宅金融支援機構法

建築基準法

○ 対象 ： 自ら居住するための住宅等について、省エネ・再エネに資する所
定のリフォームを含む工事

○ 限度額： 万円、 返済期間： 年以内、 担保・保証： なし

絶対高さ制限高効率の

熱源設備

高効率の

熱源設備

省エネ改修で設置

高さ制限等を満たさないことが、
構造上やむを得ない場合

        （市街地環境を害さない範囲で）

形態規制の特例許可

市町村が、地域の実情に応じて、太陽光発電等の再エネ利用設備
※※1の設置を促進する区域※※2を設定

建築物省エネ法

・ 建築士から建築主へ、再エネ利用設備の導入効果等を書面で説明
・ 条例で定める用途・規模の建築物が対象

再エネ導入効果の説明義務再エネ導入効果の説明義務

形態規制の合理化形態規制の合理化 ※新築も対象

促進
計画

促進計画に即して、再エネ利用
設備を設置する場合

形態規制の特例許可

～

～

建築物省エネ法

建築物省エネ法

太陽光パネル等で屋根をかけると建蔽率（建て坪）が増加

省エネ性能表示の推進省エネ性能表示の推進

・ 販売・賃貸の広告等に省エネ性能を
表示する方法等を国が告示

・ 必要に応じ、勧告・公表・命令

住宅トップランナー制度
の対象拡充（施行済）

住宅トップランナー制度
の対象拡充（施行済）

分譲マンションを追加

【現行】 建売戸建、注文戸建
賃貸アパート

【改正】

低炭素建築物認定・長期優良住宅認定等

非住宅

住宅

▲20％

【現行】

▲10％

【改正】

▲30～40％
（ZEB水準）

▲20％
（ZEH水準）

省エネ基準から

省エネ基準から

一次エネルギー消費量基準等を強化

■ より高い省エネ性能への誘導

■ 省エネ性能の底上げ

～

～

■ 再エネ利用設備の導入促進

■ ストックの省エネ改修

（参考） 誘導基準の強化［省令・告示改正］

※1 太陽光発電、 太陽熱利用、地中熱利用、 バイオマス発電 等
※2 区域は、住民の意見を聴いて設定。「行政区全体」や「一定の街区」を想定

2025年4月～

2024年4月～

2023年4月～

2024年4月～

・ ２０２２年に建築物省エネ法の改正法が公布され、原則全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合を義務
付けるなど、省エネ性能の底上げやより高い省エネ性能への誘導等を措置。

Point

住宅・建築物分野の今後の省エネ対策
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＜大手事業者による市場の牽引＞

Ｚ
Ｅ
Ｈ
・
Ｚ
Ｅ
Ｂ
水
準
の
省
エ
ネ
性
能
の
確
保
を
目
指
す

●建築物省エネ法改正
（ 年 月）

年

ス
ト
ッ
ク
平
均
で
Ｚ
Ｅ
Ｈ
・
Ｚ
Ｅ
Ｂ
水
準
の
省
エ
ネ
性
能
の
確
保
を
目
指
す

年年

新
築

既
存

＜全面義務化に向けた準備＞

＜関係省庁連携による ・ 等への支援＞

＜建材・設備の性能向上＞

＜省エネ性能が高い建築物が選択される市場環境の整備＞

＜住宅・建築物の省エネ改修の推進＞

全
面
義
務
化

＜義務基準の引上げ＞

年

●全面義務化の施行
（ 年 月）

・ 年までに
・ 水準に引上げ

・基準・マニュアル類の整備
・講習等の実施

・省エネ法の建材・機器 制度の基準強化

・特に住宅の改修について、補助・税・融資を総動員して推進

＜誘導基準の強化＞

規
制
（
底
上
げ
）

誘
導
（
よ
り
高
い
省
エ
ネ
性
能
）

・関連制度における基準を ・ 水準に引上げ

・住宅 制度の対象に分譲マンションを追加するとともに、基準強化

・販売・賃貸時における省エネ性能の表示制度の強化

年
現在

継続的
に見直
し

年度から

年度から

年 月から

・ 年度の省エネ基準適合義務付けの後、遅くとも 年までに、省エネ基準を ・ 水準ま
で引上げ予定。

Point

Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
適
合
率

％

Ｚ
Ｅ
Ｂ
水
準
適
合
率

％

適
合
率
住
宅

％

適
合
率
住

宅

％

適
合
率
非
住
宅

％

年度
時点

【改正後の法第 条～第 条】

建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度の概要

• 条例で定める用途・規模の建築物が対象

• 建築主に対し、設置可能な再エネ設備を書面で説明

建築士による再エネ導入効果の説明義務

・ 年 月から、太陽光発電設備などの再生可能エネルギー利用設備の導入促進のため、建築物再生
可能エネルギー利用促進区域制度が創設されました。

・ 市町村が促進計画を作成・公表することで、当該計画の区域内には、建築士から建築主に対する再エネ
利用設備についての説明義務や建築基準法の形態規制の特例許可などが適用されます。

Point

建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度

✓ 市町村が、建築物への再エネ利用設備の設置の促進を図ることが必要であると認められる区域
について、促進計画を作成。（作成は任意）

✓ 促進計画が作成・公表された場合、以下の措置が適用。

計画区域内に適用される措置

• 促進計画に定める特例適用要件に適合して再エネ設
備を設置する場合、建築基準法の形態規制について
特定行政庁の特例許可対象とする

形態規制の合理化

• 建築主に対し、情報提供、助言その他の必要な支援
を行う。（例：再エネ利用設備の設置に関する基本
的な情報や留意点）

市町村の努力義務（建築主等への支援）

• 区域内の建築主に対し、再エネ利用設備を設置する
努力義務

建築主の努力義務（再エネ利用設備の設置）

【特例許可の対象規定（建築基準法）】
・ 容積率 ・建蔽率
・ 第一種低層住居専用地域等内や高度地区内における建築

物の高さ

市町村管内
促進区域

：再エネ導入効果の説明義務
：形態規制の合理化

年 月施行
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【改正後の法第 条・第 条】

省エネ基準適合義務制度① ～義務付けの対象、届出・説明義務制度の廃止～

60

➢ 2025年4月(R7年4月）以降に着工する原則全ての住宅・建築物について省エネ基準適合が義務付けられ
ます。

➢ 現在、中規模以上の住宅に適用されている届出義務制度及び小規模住宅・非住宅に適用されている建築
主に対する説明義務制度は、省エネ基準適合義務制度開始以降（2025年4月以降）は廃止されます。

Point

原則、全ての住宅・建築物を新築・増改築する際に、
省エネ基準への適合が義務付けられます。

＜現行制度からの変更点＞

現現行行制制度度

非非住住宅宅 住住宅宅

大規模 ㎡以上） 適合義務 届出義務

中規模（ ㎡以上） 適合義務 届出義務

小規模（ ㎡未満） 説明義務 説明義務

改改正正（（ 年年 月月以以降降））

非非住住宅宅 住住宅宅

適合義務 適合義務

適合義務 適合義務

適合義務 適合義務

2025年4
月以降

① ㎡以下の新築・増改築

② 居室を有しないこと又は高い開放性を有すること
により空気調和設備を設ける必要がないもの

③ 歴史的建造物、文化財等

④ 応急仮設建築物、仮設建築物、仮設興行場等

以下の建築物については適用除外となります。

省エネ基準適合義務の対象について

適用除外

➢ 届出義務制度（現在、 ㎡以上の住宅に適用）及
び説明義務制度（現在、 ㎡未満の住宅・非住宅
に適用）は、 年 月以降廃止されます。

➢ 施行日以後に着工する場合は、省エネ基準適合義務
の対象となり、施行日前に着工する場合は、届出義
務制度又は説明義務制度の対象となります。

届出義務制度及び説明義務制度の廃止について

【改正法附則第２条】

省エネ基準適合義務制度③ ～適用開始時期～

62

➢ 省エネ基準適合義務制度は２０２５年 月 （ 年 月 ）以降に工事に着手するものから適用されます。

Point

基準適合義務制度の適用について

• 省エネ基準適合義務制度は 年 月 （ 年 月 ）以降に工事に着手するものから適用されます。
• このため、 年 月以降に工事着手が見込まれる場合は、法施行前から予め省エネ基準に適合した
設計としておくことが必要です。

＜省エネ基準適合義務制度の適用について＞

留意事項
✓ 確認申請から確認済証の交付までには一定の審査期間が必要です。このため、 年 月前の着工を予定する場
合は、余裕をもって建築確認申請をしてください。

✓ 年 月よりも前に工事着手予定で建築確認の確認済証を受けた場合でも、実際の工事着手が 年 月
以降となった場合は、完了検査時に省エネ基準への適合確認が必要です。省エネ基準への適合が確認できない場
合、検査済証が発行されませんので、一定の余裕を持って省エネ基準適合義務制度に対応してください。

基準適合が必要な場合（省エネ適判等の対応が必要） 基準適合が不要な場合（省エネ適判等の対応が不要）

年年 月月 年年 月月

確認
申請

確認
済証

着工
完了
検査
申請

検査
済証

確認
申請

確認
済証

着工
完了
検査
申請

検査
済証

確認
申請

確認
済証

着工
完了
検査
申請

検査
済証

確認
申請

確認
済証

着工
完了
検査
申請

検査
済証

確認
申請

確認
済証

着工
完了
検査
申請

検査
済証

確認
申請

確認
済証

着工
完了
検査
申請

検査
済証

完了検査において
省エネ基準適合を確認

省エネ基準適合が確認
できない場合、確認済
証が発行されない

【改正後の法第 条・第 条】

建築物の販売・賃貸時のエネルギー消費性能表示制度

・ 年 月から、住宅・建築物を販売・賃貸する事業者に対して、販売等の対象となる住宅・建築物の省
エネルギー性能を表示することが努力義務化されました。

・ 新築住宅・建築物の省エネルギー性能を表示する際は、規定のラベルを使用することが必要です。

Point

エネルギー消費性能表示制度

✓ 住宅・建築物を販売・賃貸する事業者※は、その販売等を行う建
築物について、エネルギー消費性能を表示する必要 努力義務 。
※事業者であるかは反復継続して販売等を行っているか等で判断。

✓ 告示に従った表示をしていない事業者は勧告等の対象※。
※ 当面は社会的影響が大きい場合を対象に実施予定

✓ 年 月以降に建築確認申請を行うもの等は、告示に従ったラ
ベルを使用することが必要。

省エネ性能ラベル

エエネネルルギギーー消消費費性性能能
✓ ★１つで省エネ基準適合
✓ 以降★ つにつき 削減
✓ 太陽光発電自家消費分を見

える化

断断熱熱性性能能
✓ 断熱等性能等級 ～ に相当

する 段階で表示
✓ で省エネ基準適合

目目安安光光熱熱費費
✓ 設計上のエネルギー消費量

と全国統一の燃料単価を用
いて算出

ララベベルルのの発発行行
プログラムの計算結果等と

連動して発行（自己評価）

ラベルを用いた広告イメージ

Sample

不動産検索サイト等で物件関係画像の一つとして表示す
ることをイメージ

表示制度をもっと知りたい！

表示制度の詳細や留意事項につい
て整理したガイドラインやオンライ
ン講座を国土交通省ホーム
ページに公開しています。

Sample

年 月施行
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２．省エネ基準適合義務制度
～制度編～

59

【改正後の法第 条】

省エネ基準適合義務制度② ～増改築の場合の対象～

61

＜現行制度からの変更点：省エネ基準適合が必要な部分＞

➢ 省エネ基準適合義務制度は、増改築を行う場合にも対象となります。「増改築」には、修繕・模様替え（い
わゆるリフォーム）は含まれません。

➢ 増改築の場合は、増改築を行う部分が省エネ基準に適合する必要があります。

Point

増改築の場合の基準適合義務制度の対象となる部分について

現行制度とは異なり、増改築を行う場合は、増改築を行った部分が省エネ基準に適合する必要
があります。

※ 増改築部分を含めた建築物全体ではないのでご注意ください。
※ 修繕・模様替え（いわゆるリフォーム・改修）は省エネ基準適合義務制度の対象ではありません。

既存部位を含め建築物
全体が省エネ基準適合

増築前

現行制度 改正（ 年 月以降）

増築部分が
省エネ基準適合

見直し見直し

現行制度 改正（ 年 月以降）

見直し見直し

既存部位を含め建築物
全体が省エネ基準適合

増築部分が
省エネ基準適合

増築前

増改築の場合の留意事項

✓ 年３月以前に着手する増改築であって、現行制度で義務付け対象となる場合は、既存部分を含めた建築物全
体で省エネ基準適合が必要です。

✓ 増改築部分の床面積が１０㎡を超え、増改築後の建築物の規模が建築基準法第６条第１項第１号又は第２号に該当
する場合に、増改築に係る省エネ適判が必要。
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【改正後の基準省令第３条・別表第１】

省エネ基準適合義務化制度④ ～大規模非住宅省エネ基準引上げ～

63

➢ 年 月の省エネ基準適合全面義務化に先立ち、 年 月から、大規模非住宅建築物の省エネ
基準が引き上げられました。

Point

大規模非住宅建築物に係る省エネ基準引き上げについて

＜大規模非住宅建築物に係る引上げ後の省エネ基準＞

用用途途 現現行行省省エエネネ基基準準［［ ］］ 引引上上げげ後後省省エエネネ基基準準［［ ］］

工場等

事務所等、学校等、ホテル等、百貨店等

病院等、飲食店等、集会所等

注： 年 月に非住宅建築物の誘導基準を以下のとおり引上げ。
事務所等、学校等、工場等： ホテル等、病院等、百貨店等、飲食店等、集会所等：

増改築の場合は、 年 月前後で、省エネ基準適合の方法・基準が変わります。

＜増改築の場合の基準適用、対象＞

年年 月月～～ 年年 月月 年年 月月～～

引上げ後の基準適用対象となる増改築：
既既存存部部分分とと増増改改築築部部分分のの合合計計が ㎡以上となる増改築工事

適合基準： 既既存存部部分分＋＋増増改改築築部部分分 において引上げ後の基準に適合

引上げ後の基準適用対象となる増改築：
増増改改築築部部分分が ㎡以上※

適合基準： 増増改改築築部部分分 が引上げ後の基準に適合

２０２４年 月以降に ㎡以上の非住宅建築物の新築・増改築工事に係る省エネ適判申請
を行う場合、引上げ後の省エネ基準が適用されます。

【基準省令第 条～第 条】

省エネルギー基準とは
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（参考）省エネ性能向上のための取組例（参考）省エネ性能向上のための取組例

断熱窓サッシ
・ガラス

高効率空調設備高効率空調設備

ＬＥＤ照明

太陽光発電

太陽光発電

日差しを遮る庇

断熱材

ペアガラス二重サッシ
ひさし

高効率給湯（エコキュート等）

＜外皮を通した熱損失のイメージ＞

屋根

外壁・窓床

➢ 省エネ基準適合に当たっては、住宅の場合は外皮性能基準と一次エネルギー消費量基準、
非住宅の場合は一次エネルギー消費量基準に、それぞれに適合する必要があります。

Point

省エネ基準について

住宅： 外皮性能基準＋一次エネルギー消費量基準 非住宅： 一次エネルギー消費量基準

外皮性能基準

省エネ基準は、「建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成 年経済産業省・国土交通省令第
１号）」（基準省令）により規定されています。

外皮（外壁、窓等）の表面積当たりの熱の損失量（外皮平均熱
貫流率等）が基準値以下となること。

※「外皮平均熱貫流率」＝外皮総熱損失量／外皮総面積

一次エネルギー消費量基準

右記の設備機器等における一次エネルギー消費量
（太陽光発電設備等による創エネ量（自家利用
分）は控除）が基準値以下となること。

＜一次エネルギー消費量の算定対象となる設備機器等＞

空気調和設備（暖冷房設備） 換気設備
照明設備 給湯設備 昇降機（非住宅のみ）

住宅

住宅 非住宅

【基準省令第 条第 号・第 号ロ・第３号ロ（１）、第 条～第 条】

省エネルギー基準：一次エネルギー消費性能

➢ 建築物の一次エネルギー消費性能は 値（ビーイーアイ値）により判定され 以下となることが必要です。

➢ 算出に当たっては、建築研究所の で公開されている プログラムを活用してください。

Point

実際に建てる建築物の設計一次エネルギー消費量を、地域や建物用途、室使用条件などにより定められている基
準一次エネルギー消費量で除した値

注： 事務機器等／家電等エネルギー消費量（通称：「その他一次エネルギー消費量」 ）は除く

一次エネルギー消費性能（BEI値） の算定方法等は基準省令において規定されています。

設計一次エネルギー消費量注

基準一次エネルギー消費量注＝ ≦ ※
※ 大規模な非住宅建築物は 年 月に以下に基準を引上げ

工場等： ≦ 
事務所等、学校等、ホテル等、百貨店等 ≦
病院等、飲食店等、集会所等 ≦

空調／暖冷房エネルギー消費量

換気エネルギー消費量

基準一次エネルギー消費量

基準一次エネルギー消費量
標準的な仕様を採用した場合のエネルギー消費量

照明エネルギー消費量

給湯エネルギー消費量

昇降機エネルギー消費量 非住宅のみ

事務機器等／家電等エネルギー消費量

空調／暖冷房エネルギー消費量

換気エネルギー消費量

設計一次エネルギー消費量

設計一次エネルギー消費量
省エネ手法（省エネ建材・設備等の採用）を考慮したエネルギー消費量

照明エネルギー消費量

給湯エネルギー消費量

昇降機エネルギー消費量 非住宅のみ

事務機器等／家電等エネルギー消費量

エネルギー利用効率化設備※１による
エネルギー削減量※２

※１ 太陽光発電設備
の設置、コージェネ
レーション設備の設
置 等

住宅 非住宅

※２ 自家消費分に限る
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【改正後の法第 条第 項、第 条】

省エネ基準適合義務制度⑤ ～基準への適合方法・手続き～

➢ 外皮基準と一次エネルギー消費量基準への適合を仕様基準等により評価する場合、通常の建築確認の
手続きの中で省エネ基準適合を確認します。

Point

手続きの流れ 省エネ基準への適合確認手続きは、省エネ適判の必要性の有無で変わります。

省エネ適判が必要な場合 省エネ適判を要しない場合（仕様基準※）

【建築主事】 又は
【指定確認検査機関】 【建築主】 【所管行政庁】 又

は【登録適判機関】

建築確認申請 省エネ適判申請
審査

省エネ適合判定
通知書交付

省エネ適合判定
通知書提出

審査

確認済証交付

着着工工

計画変更手続き

省エネ適判通知書（再実施）
又は軽微な変更該当証明書

省エネ適判通知書
（再実施）提出

竣竣工工

完了検査申請

省エネ基準
適合確認

完了検査
省エネ基準
適合確認

検査済証交付

使使用用開開始始

【建築主事】 又は
【指定確認検査機関】 【建築主】

建築確認申請
審査

確認済証交付

着着工工

計画変更手続き

竣竣工工

完了検査申請

省エネ基準
適合確認

完了検査
省エネ基準
適合確認

検査済証交付

使使用用開開始始

計画変更確認

※ 仕仕様様基基準準にによよりり外皮
性能基準及び一次エネ
ルギー消費量基準の両両
基基準準へへのの適適合合をを評評価価すす
るる場場合合（外皮性能基準
又は一次エネルギー消
費量基準のいずれかへ
の適合のみを仕様基準
で評価する場合は省エ
ネ適判が必要です。）
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【改正後の法第 条第 項、第 条】

コース１：設計住宅性能評価書等を受けた場合の省エネ適判の省略①

70

【建築確認、設計住宅性能評価の手続きについて】

ココーースス１１：：設設計計住住宅宅性性能能評評価価書書等等にによよるる省省エエネネ適適判判のの省省略略

確認検査の申請先と
設計住宅性能評価の
申請先は異なる場合
でも、省エネ適判の省
略は可能

➢確認審査の末日の３日前までに設計住宅性能評価書又はその写しを建築主事等に提出することで、省エネ適判を省略することが可
能となります。なお、共同住宅については、省略のためには全ての住戸に係る評価書又はその写しが必要であり、また、当該共同住宅
の全ての住戸ごとの外皮性能及び一次エネルギー消費量の性能を集約した一覧表も併せて提出してください。

➢確認申請において、宣言書※（評価書又はその写しを確認審査の末日の３日前までに確認申請書を提出した建築主事等に提出するこ
ととし、提出できない又は困難と見込まれる場合は、省エネ適判を受ける旨を記載し、申請者又は設計者が署名した書面）を確認申
請書に添付する必要があります。

➢なお、確認申請の申請先と設計住宅性能評価の申請先が異なる場合でも、省エネ適判の省略は可能です。

➢長期優良住宅建築等計画の認定、長期使用構造等の確認を受ける場合についても同様の対応を可能としています。

➢評価書の交付を受けた場合は、速やかに、評価書又はその写しを提出する必要があります。

➢評価書又はその写しが確認審査の末日の３日前※までに提出されない又は提出が困難と見込まれる場合は、建築基準法第６条第
７項の規定に基づき、申請に係る建築物の計画が建築基準関係規定に適合するかどうかを決定することができない通知が交付
される場合があります。

➢この場合、省エネ適判を受ける必要があり、確認申請書第２面８欄の建築物エネルギー消費性能確保計画の提出に係る記載を修
正するとともに、宣言書を取り下げる必要があります。

➢評価書の交付を受けた場合は、速やかに、評価書又はその写しを提出する必要があります。

➢評価書又はその写しが確認審査の末日の３日前※までに提出されない又は提出が困難と見込まれる場合は、建築基準法第６条第
７項の規定に基づき、申請に係る建築物の計画が建築基準関係規定に適合するかどうかを決定することができない通知が交付
される場合があります。

➢この場合、省エネ適判を受ける必要があり、確認申請書第２面８欄の建築物エネルギー消費性能確保計画の提出に係る記載を修
正するとともに、宣言書を取り下げる必要があります。

※ 任意様式で可

※ 申請者と指定確認検査機関とで事前に十分調整の上で、評価書又はその写しを提出する期日を確認審査の末日の前の任意の日に設定
することが可能です。

☆共同住宅の単位住戸ごとに、評価書等の
取得の有無が異なる場合は、全ての単位住
戸を含む建築物全体を申請単位として省エ
ネ適判を要するが、共同住宅の一部の住戸
に係る評価書等を参考として、合理的に省
エネ適判の審査を行うことも可能。

☆複合建築物の住宅部分に係る評価書等の
交付を受ける場合であっても、非住宅部分
も含めて建築物全体を申請単位として省エ
ネ適判を要するが、住宅部分に係る評価書
等を参考として、合理的に省エネ適判の審
査を行うことも可能。

確確認認検検査査

住住宅宅性性能能評評価価
設設計計住住宅宅性性能能
評評価価書書交交付付

確確認認済済証証
交交付付

検検査査済済証証
交交付付

提提出出

設設計計住住宅宅
性性能能評評価価

申申請請

建建築築確確認認

申申請請

完完了了検検査査

申申請請

Point

改正建築物省エネ法施行規則第２条、
改正建築基準法施行規則第１条の３、

R6.7.4助言第２の３．

【基準省令第 条第二号イ】

省エネルギー基準： 住宅における外皮性能

✓ 室内と外気の熱の出入りのしやすさの指標
✓ 建物内外温度差を１度としたときに、建物内部から外界へ逃げる単
位時間当たりの熱量※を、外皮面積で除したもの   ※換気による熱損失は除く

✓ 値が小さいほど熱が出入りしにくく、断熱性能が高い

η

単位温度差当たりの外皮総熱損失量

外皮総面積
＝

㎡・

◎ 外皮平均熱貫流率（UA）

地域区分 1 2 3 4 5 6 7 8
外皮平均熱貫流率の基準値：

UA [W/(m2･K)] 0.46 0.46 0.56 0.75 0.87 0.87 0.87 ―

➢ 住宅の外皮性能は、 値（ユー・エー値）とη 値（イータ・エーシー値）により構成され、いずれも、地域
区分別に規定されている基準値以下となることが必要です。

➢ 外皮性能の算出は、（一社）住宅性能評価･表示協会の で公開されている計算シートが活用可能です。

Point

外皮平均熱貫流率（UA）

参考 地域区分について

➢ 省エネルギー基準は、
各地域の外気温傾向や使
用されている設備機器等
の実態を踏まえ、８の地
域区分毎に基準値を設定。

➢ 地域区分は、原則とし
て市町村単位で設定。

冷房期の平均日射熱取得率（ηAＣ）

✓ 太陽日射の室内への入りやすさの指標
✓ 単位日射強度当たりの日射により建物内部で取得する熱量を冷房
期間で平均し、外皮面積で除したもの

✓ 値が小さいほど日射が入りにくく、遮蔽性能が高い
単位日射強度当たりの総日射熱取得量

外皮総面積
η ＝ ×１００

地域区分 １～4 5 6 7 8
冷房期の平均日射熱取得率の基準値：

ηAC [ー] ― 3.0 2.8 2.7 6.7

住宅
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【改正後の法第 条第２項・第 条】

省エネ基準適合義務化制度⑤ ～基準への適合方法・手続き～
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➢ 省エネ基準への適合を確認するためには、新３号建築物を除き、エネルギー消費性能適合性判定（省エネ
適判）を受ける必要があります。

➢ 省エネ適判を行うことが比較的容易な特定建築行為に該当する場合は省エネ適判を省略し、建築確認審
査と一体的に省エネ基準への適合を確認します。

Point

省エネ性能の評価方法について

➢ エネルギー消費性能適合性判定（省エネ適判）

✓ 所管行政庁※又は国土交通大臣の登録を受けた建築物エネルギー消費性能判定機関において判定を受けること
ができます。

✓ 判定を受けた結果、省エネ基準への適合が確認された場合は、適合判定通知書が発行されます。

✓ この適合判定通知書（又はその写し）を、建築確認申請を行っている機関等へ提出してください。

※所管行政庁：建築主事を置く市町村の区域は市町村長、それ以外の区域は都道府県知事

➢ 省エネ適判を行うことが比較的容易な特定建築行為 ①から③のいずれか。 に限る。 に該当す
る場合は、省エネ適判を省略し、建築確認審査と一体的に省エネ基準への適合を確認

①仕様基準※※に基づき外皮性能及び一次エネルギー消費性能を評価する住宅

②設計住宅性能評価を受けた住宅の新築

③長期優良住宅建築等計画の認定又は長期使用構造等の確認を受けた住宅の新築

※平成 年国土交通省告示第 号（省エネ基準）、令和 年国土交通省告示第 号（誘導基準

①仕様基準※※に基づき外皮性能及び一次エネルギー消費性能を評価する住宅

②設計住宅性能評価を受けた住宅の新築

③長期優良住宅建築等計画の認定又は長期使用構造等の確認を受けた住宅の新築

※平成 年国土交通省告示第 号（省エネ基準）、令和 年国土交通省告示第 号（誘導基準

住宅

【改正後の法第 条第 項、第 条】

設計住宅性能評価等を活用した省エネ基準適合の審査手続きの合理化
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ココーースス１１：：設設計計住住宅宅性性能能評評価価書書等等をを受受けけたた場場合合のの省省エエネネ適適判判のの省省略略
ココーースス２２：：省省エエネネ適適判判とと設設計計住住宅宅性性能能評評価価等等をを併併せせてて受受けけるる場場合合のの省省エエネネ適適

判判にに係係るる添添付付図図書書のの合合理理化化

➢省エネ適判機関の審査負担軽減のため、設計住宅性能評価書等を活用した場合の省エネ適判の審査を合理化しています。

コース１：設計住宅性能評価書等を受けた場合の省エネ適判の省略

コース２：省エネ適判と設計住宅性能評価等を併せて受ける場合の省エネ適判に係る添付図書の合理化

コース１：設計住宅性能評価書等を受けた場合の
省エネ適判の省略

項目
コース２：省エネ適判と設計住宅性能評価等を併せて受け

る場合の省エネ適判に係る添付図書の合理化

可能 省エネ適判の省略の可否 不可

確認審査の末日の３日前までに設計住宅性能評価書又
はその写しの提出が可能な場合

適用可能なケース
設計住宅性能評価の申請時点で、確認審査の末日の３日
前までに設計住宅性能評価書又はその写しの提出が困難
と見込まれる場合

確認検査と設計住宅性能評価の申請先は異なってもよ
い

申請先の要件
省エネ適判と設計住宅住宅性能評価を同一機関に申請す
ること

確認申請時に宣言書※の提出が必要 等 提出書類
設計住宅性能評価の申請に係る添付図書のうち省エネ性
能に係るものを確保計画の添付図書とみなす 等

確確認認検検査査

住住宅宅性性能能評評価価
設設計計住住宅宅性性能能
評評価価書書交交付付

確確認認済済証証
交交付付

検検査査済済証証
交交付付

提提出出

設設計計住住宅宅
性性能能評評価価

申申請請

建建築築確確認認

申申請請

完完了了検検査査

申申請請 確確認認検検査査

住住宅宅性性能能評評価価
設設計計住住宅宅性性能能
評評価価書書交交付付

確確認認済済証証
交交付付

検検査査済済証証
交交付付

省省エエネネ適適判判 省省エエネネ適適判判
通通知知書書交交付付

提提出出

省エネ基準関連部分のみ先行評価

設設計計住住宅宅
性性能能評評価価

申申請請

建建築築確確認認

申申請請

通通常常のの省省エエネネ適適判判申申請請時時にに必必要要なな書書類類のの大大半半をを不不要要ととすするる

完完了了検検査査

申申請請

省省エエネネ適適判判

申申請請

※ 評価書又はその写しを確認審査の末日の３日前までに確認申請書を提出した建築主事等に提出することとし、
提出できない又は困難と見込まれる場合は、省エネ適判を受ける旨を記載

改正建築物省エネ法施行規則第２～４条、
R6.7.4助言第２の３～４．

Point
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➢完了検査の申請時に、設計住宅性能評価に要した図書及び書類（省エネ性能に係るものだけで可）※を提出する必要があります。
※ 変更設計住宅性能評価を受けた場合にあっては、変更設計住宅性能評価に要した図書及び書類（省エネ性能に係るものだけで可）も提出が必要

建設住宅性能評価のための検査を受けた場合は、検査報告書又はその写し※を提出してください。
なお、変更申告書を作成した場合にあっては、軽微な変更説明書の一部として提出してください。

➢また、確認を受けた建築物の計画を変更する場合、その変更内容に応じて、完了検査申請時に図書を提出する必要があります。

①ルート 又はルート に該当する場合は、変更設計住宅性能評価書若しくはその写し、又は軽微な変更説明書
（ルート ：建築物の省エネ性能を向上させる変更又は省エネ性能に影響しないことが明らかな変更、ルート ：一定の範囲内で省エネ性能を低下させる変更）

② ①以外の変更に該当する場合は、変更設計住宅性能評価書又はその写し

➢完了検査の申請時に、設計住宅性能評価に要した図書及び書類（省エネ性能に係るものだけで可）※を提出する必要があります。
※ 変更設計住宅性能評価を受けた場合にあっては、変更設計住宅性能評価に要した図書及び書類（省エネ性能に係るものだけで可）も提出が必要

建設住宅性能評価のための検査を受けた場合は、検査報告書又はその写し※を提出してください。
なお、変更申告書を作成した場合にあっては、軽微な変更説明書の一部として提出してください。

➢また、確認を受けた建築物の計画を変更する場合、その変更内容に応じて、完了検査申請時に図書を提出する必要があります。

①ルート 又はルート に該当する場合は、変更設計住宅性能評価書若しくはその写し、又は軽微な変更説明書
（ルート ：建築物の省エネ性能を向上させる変更又は省エネ性能に影響しないことが明らかな変更、ルート ：一定の範囲内で省エネ性能を低下させる変更）

② ①以外の変更に該当する場合は、変更設計住宅性能評価書又はその写し

【改正後の法第 条第 項、第 条】

コース１：設計住宅性能評価書等を受けた場合の省エネ適判の省略②
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ココーースス１１：：設設計計住住宅宅性性能能評評価価書書等等にによよるる省省エエネネ適適判判のの省省略略

➢確認済証交付後、完了検査までの間に計画に変更があった場合は、その変更内容に応じて、完了検査申請時に、変更設計住
宅性能評価書又は軽微な変更説明書を提出する必要があります。

➢コース１で確認を受けた建築物の計画を変更し、コース２（省エネ適判と設計住宅性能評価等を併せて受ける場合の省エネ
適判に係る添付図書の合理化）に変更することはできませんが、当該計画を変更し新規で省エネ適判を受けることは可能
です。

➢また、省エネ適判を受けた建築物エネルギー消費性能確保計画を変更し、コース１に変更することもできません。

※検査結果が不適な場合
であっても提出

変更時に（新規の）省エネ適判を取得し、
コース１のフローを外れることも可能

確確認認検検査査

住住宅宅性性能能評評価価
設設計計住住宅宅性性能能
評評価価書書交交付付

確確認認済済証証
交交付付

検検査査済済証証
交交付付

提提出出

設設計計住住宅宅
性性能能評評価価

申申請請

建建築築確確認認

申申請請

完完了了検検査査

申申請請

【計画変更、完了検査の手続きについて】

Point

改正建築物省エネ法施行規則第２条、
改正建築基準法施行規則第４条、

R6.7.4助言第２の３．

【改正後の法第 条第 項、第 条】

コース２：省エネ適判と設計住宅性能評価等を併せて受ける場合の省エネ適判に係る添付図書の合理化①

ココーースス２２：：省省エエネネ適適判判とと設設計計住住宅宅性性能能評評価価等等をを併併せせてて受受けけるる場場合合のの省省エエネネ適適判判にに係係るる添添付付図図書書のの合合理理化化

同一の申請先

➢省エネ適判機関と住宅性能評価機関を兼ねる機関に対し、設計住宅性能評価の申請・建築物エネルギー消費性能確保計画
を提出した場合、省エネ適判に係る添付図書の大部分について提出不要です。

➢当該機関において、設計住宅性能評価の審査のうち省エネ基準適合に係る審査が終わった段階で、評価書の交付に先んじ
て、適合判定通知書を交付を受けることができます。

➢通常、省エネ適判の申請には、建築物省エネ法施行規則第３条第１項に掲げる図書※が必要ですが、コース２を適用する場
合には、設計住宅性能評価の添付図書のうち省エネ性能に係るものが当該図書とみなされます。

※ 設計内容説明書や配置図、仕様書、各階平面図、各種計算書 等が該当します。

➢建築物エネルギー消費性能確保計画の第一面から第三面の省略はできませんが、第四面関係（建築物の省エネ性能を記
載）や第五面関係（共同住宅等、複合建築物の住戸ごとに作成）については、設計住宅性能評価に係る設計内容説明書等
をもって代えることも可能です。

➢通常、省エネ適判の申請には、建築物省エネ法施行規則第３条第１項に掲げる図書※が必要ですが、コース２を適用する場
合には、設計住宅性能評価の添付図書のうち省エネ性能に係るものが当該図書とみなされます。

※ 設計内容説明書や配置図、仕様書、各階平面図、各種計算書 等が該当します。

➢建築物エネルギー消費性能確保計画の第一面から第三面の省略はできませんが、第四面関係（建築物の省エネ性能を記
載）や第五面関係（共同住宅等、複合建築物の住戸ごとに作成）については、設計住宅性能評価に係る設計内容説明書等
をもって代えることも可能です。

※省エネ適判の審査は、設計住
宅性能評価の審査のうち省エ
ネ基準適合に係るものの審査
に兼ねて行うため、省エネ適判
に係る手数料を軽減して設定
することが望ましいです。

確認検査の申請先とは異
なっても良い

確確認認検検査査

住住宅宅性性能能評評価価
設設計計住住宅宅性性能能
評評価価書書交交付付

確確認認済済証証
交交付付

検検査査済済証証
交交付付

省省エエネネ適適判判 省省エエネネ適適判判
通通知知書書交交付付

提提出出

省エネ基準関連部分のみ先行評価

設設計計住住宅宅
性性能能評評価価

申申請請

建建築築確確認認

申申請請

通通常常のの省省エエネネ適適判判申申請請時時にに必必要要なな書書類類のの大大半半をを不不要要ととすするる

完完了了検検査査

申申請請

省省エエネネ適適判判

申申請請
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【建築確認、設計住宅性能評価、省エネ適判の手続きについて】

Point

改正建築物省エネ法施行規則第３～４条、
改正建築基準法施行規則第１条の３、

R6.7.4助言第２の４．

審査の合理化について（フラット３５ＳやＢＥＬＳ等の場合）

74

➢ 省エネ適判機関が、同一の建築行為について省エネ適判及び評価等※を行う場合、機関内で調整の上で、
合理的に省エネ適判を行うことが可能です。

➢ 同一の建築行為について、省エネ適判通知書を交付した省エネ適判機関と同一の機関に対してBELSに
係る評価申請を行う場合は、省エネ適判通知書等を用いることにより、BELSに係る申請図書等を省略す
ることが可能です。

➢ フラット３５Sの適合証明機関と同一の機関が交付した省エネ適判通知書等により、フラット３５Sの省エネ
性能を確認できる場合にあっては、フラット３５Sにおける省エネ関係の検査を省略することが可能です。

フラット３５Sにおける検査の合理化

➢フラット３５ では、適用条件に応じて、断熱等性能や一次
エネ消費量に係る技術基準が定められています。

➢フラット３５ の適合証明機関と同一の機関が交付した書
類により、フラット３５ の省エネ性能を確認できる場合
にあっては、フラット３５ における省エネ関係の検査を
省略することができます。

・省エネ適判通知書等（省エネ適判を要しない場合は、当
該機関が交付した確認済証等）により、フラット３５ の省
エネ性能を確認できる場合にあっては設計検査

・検査済証等により、フラット３５ の省エネ性能を確認で
きる場合にあっては竣工検査

※ ① に基づく評価、②性能向上計画認定に係る技術的審査、
③低炭素建築物新築等計画の認定に係る技術的審査、
④住宅型式性能認定、⑤型式住宅部分等製造者の認証、
⑥フラット３５ の設計検査

区分
断熱等
性能

一次エネルギー消費量
（対省エネ基準） <適用条件>

再エネ除く 再エネ含む

『ZEH』

強化
外皮
基準

▲20％以上

▲100％以上 -

Nearly ZEH ▲75％以上
▲100％未満

寒冷地、低日射地域、
多雪地域

ZEH Oriented 再エネの導入は
必要ない

都市部狭小地、多雪
地域

フラット３５Ｓ（ＺＥＨ）の対象となる戸建ての基準

R6.7.4助言第２の６．Point

１ 省エネ性能の評価方法の決定

➢ 省エネ性能の評価方法は、「仕様基準 住宅のみ 」と「 プログラム」「外皮性能の計算プログラム（住
宅用）」が用意されています。

➢ 仕様基準は簡単に評価できるものの、基準に定められていない仕様の省エネ性能は評価されません。
一方、 プログラム等は評価が比較的難しいものの省エネ性能を詳細に評価できます。

Point

住宅 非住宅

評価対象 外皮性能（断熱性能） 一次エネルギー消費性能 一次エネルギー消費性能

仕様基準
外皮性能の計算

プログラム
仕様基準

プログラム
（住宅用）

プログラム
（標準入力法）

評価方法

特徴
住宅の仕様で判
断 計算不要

住宅ごとに計算す
る精緻な評価方法

住宅ごとに計算す
る精緻な評価方法

建築物毎に計算す
る精緻な評価方法

住宅の仕様で判
断 計算不要

プログラム
（モデル建物法）

用途毎にモデル建
物を用いて計算す
る簡易な評価方法

原則計算しない
住戸毎に仕様基
準への適合確認

各部材の熱伝導率
等により部位の外
皮性能を計算

計算しない
住戸毎に仕様基
準への適合確認

各住戸に設置する
設備の性能 仕様を
プログラムへ入力

設置する全ての設
備の性能 仕様をプ
ログラムへ入力

設置する全ての設
備の性能 仕様をプ
ログラムへ入力

計算方法
入力方法

省エネ適判
の必要性

一次エネも仕様基
準で評価する場合

上記以外の場合

外皮も仕様基準で
評価する場合

上記以外の場合

省エネ性能評価方法の注意事項

届出義務制度、説明義務制度で活用可能である「フロア入力法」「モデル住宅法」（住宅外皮評価）、「モデル住宅法」「簡
易入力版 プログラム」「特定建築主版 プログラム」「気候風土適応住宅版」（住宅一次エネ評価）、「小規模版
モデル建物法」（非住宅一次エネ評価）は、 年 月の基準適合義務制度施行後は廃止されます。

不要

必要
必要

必要
不要 必要 必要 必要

省エネ性能の評価方法と特徴
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３ 省エネ適合性判定の申請、建築確認申請

➢ 所管行政庁※又は登録エネルギー消費性能判定機関（省エネ適判機関）で省エネ適判を受け、適判通知書
を受け取ってください。

Point

所管行政庁及び登録エネルギー消費性能判定機関

所管行政庁について

設計する建築物の所在により決定
✓ 建築主事を置く市町村（限定特定行政庁を除く。）の区域内：市町村長
✓ 上記以外の市町村の区域内 ：都道府県知事

※建築主事を置く市町村の区域は市町村長、それ以外の区域は都道府県知事

登録エネルギー消費性能判定機関（省エネ適判機関）

✓ 全国に 機関が登録済みです。 年 月 日時点）

✓ 一般社団法人住宅性能評価・表示協会のホーム
ページで窓口の所在地又は物件の所在地、それぞ
れから利用可能な省エネ適判機関を検索できます。

●住宅性能評価・表示協会
https://www.hyoukakyoukai.or.jp/shouene_tekihan/index.html

物件の建設地で検索

窓口の所在地で検索
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➢完了検査の申請時に、省エネ適判に要した図書及び書類※を提出する必要があります。
※ 変更の省エネ適判を受けた場合にあっては、変更の省エネ適判に要した図書及び書類も提出が必要

建設住宅性能評価のための検査を受けた場合は、検査報告書又はその写し※を提出してください。
なお、変更申告書を作成した場合にあっては、軽微な変更説明書の一部として提出してください。

➢また、確認を受けた建築物の計画を変更する場合、その変更内容に応じて、完了検査申請時に図書を提出する必要があります。
①ルート 又はルート に該当する場合は、軽微な変更説明書
（ルート ：建築物の省エネ性能を向上させる変更又は省エネ性能に影響しないことが明らかな変更、ルート ：一定の範囲内で省エネ性能を低下させる変更）

②ルート に該当する場合は、軽微な変更説明書、軽微な変更該当証明書
（ルート ：再計算により、建築物エネルギー消費性能基準に適合することが明らかな変更）

③①以外の変更に該当する場合は、変更の省エネ適判通知書

➢完了検査の申請時に、省エネ適判に要した図書及び書類※を提出する必要があります。
※ 変更の省エネ適判を受けた場合にあっては、変更の省エネ適判に要した図書及び書類も提出が必要

建設住宅性能評価のための検査を受けた場合は、検査報告書又はその写し※を提出してください。
なお、変更申告書を作成した場合にあっては、軽微な変更説明書の一部として提出してください。

➢また、確認を受けた建築物の計画を変更する場合、その変更内容に応じて、完了検査申請時に図書を提出する必要があります。
①ルート 又はルート に該当する場合は、軽微な変更説明書
（ルート ：建築物の省エネ性能を向上させる変更又は省エネ性能に影響しないことが明らかな変更、ルート ：一定の範囲内で省エネ性能を低下させる変更）

②ルート に該当する場合は、軽微な変更説明書、軽微な変更該当証明書
（ルート ：再計算により、建築物エネルギー消費性能基準に適合することが明らかな変更）

③①以外の変更に該当する場合は、変更の省エネ適判通知書

【改正後の法第 条第 項、第 条】

コース２：省エネ適判と設計住宅性能評価等を併せて受ける場合の省エネ適判に係る添付図書の合理化①
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ココーースス２２：：省省エエネネ適適判判とと設設計計住住宅宅性性能能評評価価等等をを併併せせてて受受けけるる場場合合のの省省エエネネ適適判判にに係係るる添添付付図図書書のの合合理理化化

同一の申請先

➢確認済証交付後、完了検査までの間に計画に変更があった場合は、その変更内容に応じて、完了検査申請時に、軽微な変更
説明書、軽微な変更該当証明書又は変更の省エネ適判通知書を提出する必要があります。

確確認認検検査査

住住宅宅性性能能評評価価
設設計計住住宅宅性性能能
評評価価書書交交付付

確確認認済済証証
交交付付

検検査査済済証証
交交付付

省省エエネネ適適判判 省省エエネネ適適判判
通通知知書書交交付付

提提出出

省エネ基準関連部分のみ先行評価

設設計計住住宅宅
性性能能評評価価

申申請請

建建築築確確認認

申申請請

通通常常のの省省エエネネ適適判判申申請請時時にに必必要要なな書書類類のの大大半半をを不不要要ととすするる

完完了了検検査査

申申請請

省省エエネネ適適判判

申申請請

【計画変更、完了検査の手続きについて】

Point

改正建築物省エネ法施行規則第３～４条、
改正建築基準法施行規則第４条、R6.7.4助言第２の４．

※検査結果が不適な場合
であっても提出
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１：省エネ性能の評価方法の決定

２：省エネ適判に必要な図書の作成

３：省エネ適判の申請、建築確認申請

４：計画変更に関する手続きと必要書類

３．省エネ基準適合義務制度
～実践編～

２ 省エネ適判に必要な図書の作成
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➢ 省エネ適判を受けるためには、以下の設計図書の提出が必要です。

Point

図書の種類 明示すべき事項
計画書（様式） －
設計内容説明書 省エネ基準に適合するものであることの説明

各種
図面

付近見取図 方位、道路及び目標となる地物

配置図 縮尺及び方位、敷地境界線、敷地内における建築物の位置、
エネルギー消費性能確保設備の位置 等

仕様書 仕上げ表を含む。 部材の種別及び寸法、
エネルギー消費性能確保設備の種別

各階平面図 縮尺及び方位、間取り、各室の名称、用途及び寸法並びに天井の高さ、
エネルギー消費性能確保設備の位置 等

床面積求積図 床面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式
用途別床面積表 用途別の床面積
立面図 縮尺、外壁及び開口部の位置、エネルギー消費性能確保設備の位置
断面図又は矩計図 縮尺、建築物の高さ、外壁及び屋根の構造、軒の高さ並びに軒及びひさしの出 等

各部詳細図 縮尺、外壁、開口部、床その他断熱性を有する部分の材料の種別及び寸法
各種計算書 建築物の省エネ性能に係る計算等の内容 ※Webプログラムの入力・出力シートで代替可

機器
表等

機器表 各種設備 各種設備の種別、仕様及び数
仕様書 昇降機 昇降機の種別、数、積載量、定格速度及び速度制御方法
系統図 各種設備 各種設備の位置及び連結先
各階平面図 各種設備 縮尺、各種設備の位置 等
制御図 各種設備 各種設備の制御方法
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講演会・講習会・研修会の報告

３ 省エネ適判の申請、建築確認申請（提出図書）

➢ 省エネ適判を受けている場合は、省エネ適判機関から発行される省エネ適判通知書を建築確認申請を
行っている建築主事等に提出してください。

➢ 仕様基準により省エネ性能を評価している場合は、外皮の仕様や省エネに係る設備機器等の情報を記
載した設計図書を建築確認申請図書に含めてください。

Point

省エネ適判を受ける場合 省エネ適判を受けない場合

省エネ適判 確認申請 完了検査 確認申請 完了検査

適合判定通知書
※省エネ適判機関が発行

〇※ ●

計画書（書式） ● 〇※ ●

設計内容説明書 ● ● ● ●

各種図面 ● ● ● ●

各種計算書 ● ●

機器表等 ● ● ● ●

省エネ工事監理報告書 ● ●

納入仕様書・品質証明書・施工記録書等 ●（現場備付） ●（現場備付）

必要図書の整理（省エネ関係）

※※確認申請図書等の留意点

省エネ適判機関から発行される省エネ適判通知書が建築確認申請を行っている建築主事等に提出されない限り、建築
確認の確認済証が発行されず、着工できませんのでご注意ください。

●：申請時に提出
〇：必ずしも申請時の提出は不要

注：建築物エネルギー消費性能
確保計画
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４ 計画変更手続きと必要書類（省エネ適判関係）

80

➢ 省エネ適判申請を行った後、完了検査までの間に計画に変更があった場合は、省エネ適判の再実施又は
軽微変更手続きを行うことが必要です。

Point

変更の分類 変更内容
省エネ適判
の再実施

完了検査で必要な書類※4

１．建築物の省エネ性能を向上
させる変更又は省エネ性能
に影響しないことが明らか
な変更

非住宅：建築物の高さ又は外周長の減少、
外壁・屋根又は外気に接する床
の面積の減少 等

住宅：外皮の各部位の熱貫流率等が増加し
ない変更※ 、空気調和設備等の効率
が低下しない変更等

不要 軽微な変更説明書※2

２．一定の範囲内で省エネ性能
を低下させる変更

非住宅：設備種類毎に定められた割合等以
下の変更

住宅：床面積、外皮について、定められた
割合等以下の変更

不要 軽微な変更説明書※2

３．再計算により、建築物エネ
ルギー消費性能基準に適合
することが明らかな変更

省エネ基準適合が確認できる場合は、
下記の「省エネ適判の再実施が必要
な変更」を除き、あらゆる変更が該
当

不要
軽微な変更説明書※2

軽微な変更該当証明書※3

省エネ適判の再実施が
必要な変更

・用途の変更
・計算方法の変更

（例）標準入力法⇔モデル建物法
必要

再度実施した省エネ適判
通知書

計画変更があった場合の手続きと書類（省エネ適判）

※１ 外皮各部位の面積が変わらない場合に限る。
※２ 変更内容の概要を記載し、根拠資料を添付。
※３ 再計算後も引き続き省エネ基準に適合することを確認した証明書。所管行政庁又は省エネ適判機関が発行する。
※４ 完了検査では、建築確認や省エネ適判に要した図書等の提出も必要。

軽
微
な
変
更
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③周知事項

１ 講習会・オンライン講座

２． 建築士サポート体制について

３． サポートセンター及びアシストセンター

４． 情報提供サイトの整理

相談者
（設計者・申請者等）

建築士サポート体制について
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事務局
日本建築
防災協会

・
ICBA

・対面
・オンライン

サポート員

○○県

契約

④サポート

連携・
情報共有

国土
交通省

連携

①相談申込み（申込書提出）

③相談

○○県
サポートセンター
都道府県の建築士会、建築士
事務所協会、建築住宅センター等

周知（HP、会員向けメール）

事務員

相談・助言

建築基準適合判定
資格者、構造設計・
省エネ設計に
詳しい実務者

②対応者指名

⑤報 告

サポート員選定・養成

相談・助言

周知（窓口、説明会）

報告

＜サポート体制図（例）＞

各特定行政庁
（建築主事部局）

指定確認検査機関
確認申請

周知・紹介
連携・情報共有

周知（HPで全国の窓口一覧公表）

○ 改正法の全面施行の際、事前周知活動のみでは十分に情報が行き届かない申請者が一定数生じる可能性を踏まえ、
これらの申請者に対し、申請図書の作成や申請手続きについて個別にサポートする体制を全都道府県において構築す
る。

○ 各都道府県単位でのサポート体制の構築を依頼し、遅くとも2025年１月からのサポート実施を目指す。
○ 詳細は2025年1月までに順次HP （ 一般財団法人日本建築防災協会：https://www.kenchiku-bosai.or.jp/support/）に掲載予定。

2025年４月１日以降
に確認申請等を予定し
ている建築士 等

改正法の内容に係る
確認申請図書の過不
足・記載事項 等

情報提供サイトの整理

➢ 国土交通省、国立研究開発法人建築研究所及び一般社団法人住宅性能評価・表示協会では、それぞれ改
正建築基準法・改正建築物省エネ法に関連する情報をホームページで提供中。

Point
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機関名 提供情報・ＵＲＬ 検索ワード例

国土交通省

令和 年改正 建築基準法について 「改正建築基準法」

建築物省エネ法について（法令、制度全般、表示制度ガイドライン、様式） 「建築物省エネ法」

資料ライブラリー（仕様基準ガイドブック、広報ツール等） 「仕様基準ガイド
ブック」

法改正等について学べるオンライン講座 「建築物省エネ法 オ
ンライン講座」

建築研究所

住宅に関する省エネルギー基準に準拠したプログラム 「住宅 プログラ
ム」

非住宅建築物に関する省エネルギー基準に準拠したプログラム 「非住宅建築物 計
算」

建築物のエネルギー消費性能に関する技術情報 「省エネ 技術情報」

住宅性能評
価・表示協
会

省エネ適合性判定・届出について（省エネ適判機関の検索） 「省エネ適合性判定
届出」

自己評価ラベルの出力ページ（省エネ性能表示制度のラベル出力システム）
「自己評価ラベル」

４ 計画変更手続きと必要書類（軽微な変更の全体像）
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非住宅 住宅

１．省エネ性能を向上させる変更

・建築物の高さ又は外周長の減少
・外壁、屋根又は外気に接する床の面積の減少
・空調設備等の効率が低下しない又は損失が増加しない変更
（制御方法等の変更含む）

・エネルギーの効率的利用を図る設備の新設又は増設

・外皮の各部位の 値若しくはη値が増加しない変更又は開口部面積が増加しない変更
・通気等の利用によりエネルギー消費性能が低下しない変更
・空調設備等の効率が低下しない又は損失が増加しない変更（制御方法の変更含む）
・エネルギーの効率的利用を図る設備の新設又は増設

＋省エネ性能に影響しないことが明らかな変更

２．一定以上のエネルギー消費性能を有する建築物について一定の範囲内でエネルギー消費性能を低下させる変更
対象建築物： 以下の建築物が対象（設計一次エネルギー消費量が基準一次エネルギー消費量に比べ ％以上少ないもの）

空調設備：次のいずれかに該当。
① 外壁、屋根、外気に接する床若しくは窓の平均熱

貫流率の を超えない範囲で増加若しくは窓の平
均日射熱取得率の を超えない範囲で増加

② 熱源機器の平均効率の ％を超えない低下

換気設備：次のいずれかに該当。
① 送風機の電動機出力の ％を超えない増加
② 駐車場又は厨房である場合の床面積の ％を超え

ない増加（駐車場又は厨房がある場合に限る。）

照明設備：照明設備の消費電力の ％を超えない増加（室用途
毎、単位床面積あたり）

給湯設備：平均効率の ％を超えない低下

太陽光発電設備：次のいずれかに該当。
① 太陽電池アレイのシステム容量の を超えない減少
② パネルの方位角の 度を超えない変更又は傾斜角
の 度を超えない変更

３．再計算により、建築物エネルギー消費性能基準に適合することが明らかな変更：「用途の変更」「計算方法の変更」を除く変更が該当

床面積：主たる居室、その他の居室又は非居室、それぞれ ％を超えない増減

外皮 ：外皮合計面積に変更がなく、変更前の 値、η 値が基準値の 倍以下の場合
の次のいずれかに該当。
① 開口部の面積増加分が外皮面積の合計の を超えない変更
② 変更する開口部面積が外皮面積の合計の を超えない場合の断熱性能、

日射遮蔽能若しくはその両方が低下する又は日射遮蔽部材をなくす変更
③ 変更する外皮の合計面積が外皮面積の合計の を超えない場合の開口部

以外の外皮の断熱性能が低下する変更
④ 基礎断熱の基礎形状等の変更

講習会・オンライン講座

➢ ２０２３年度に改正法の概要、２階建て木造一戸建て住宅等に係る手続き、構造基準（壁量計算等）・省エ
ネ基準の解説及び申請図書の作成方法などについて全都道府県で講習会を開催。 年度は 年
度公布 省令 告示の概要、建築確認申請 省エネ適判申請時における注意点などについて開催予定。

➢ 同様の内容についてオンライン講座を受けられるサイトを開設予定（現在のオンライン講習サイトを更新）

Point

講習会（２０２４年度）： 建築基準法・建築物省エネ法設計等実務講習会

オンライン講座

対象者対象者 設計等の実務を行う建築士、建設事業者など

講習内容講習内容

・ 年度公布 省令 告示の概要
・建築確認申請 省エネ適判申請時における注意点

開催時期
・場所

開催時期
・場所

年 月 日～ 年 月 日 全国 都道府県で開催
会場・時間については専用
（ ）でご確認ください。

参加
申込方法

参加
申込方法

① 専用 （ ）からの申込み。
② 月初旬ごろに発送予定のダイレクトメールの 申込用紙を利用

※ お席に限りがあります。満席となり次第、受付を終了することがあります。

上記講習会について、オンライン講座として配信予
定です。

法改正等について学べるオンライン講座

建築物省エネ法 オンライン講座検索

※筆記用具をご用意ください

83

サポートセンター及びアシストセンター

85

➢ 省エネ基準に関するご相談・ご質問は、省エネサポートセンターで受付中。

➢ 設計・工事監理に関するご相談・ご質問は建築物省エネアシストセンターで受付中。

Point

省エネ基準に関する問合せは

省エネサポートセンター
（一財）住宅・建築 推進センターで受付けています。

受付時間：平日 ～ ／ ～
：

メール ：（住宅）
（非住宅）

ＴＥＬ ：
※ご質問の前に上記 のよくある質問と回答をご確認ください。
※電話は混み合う事がありますので、なるべくメールをご利用
ください。

設計・工事監理に関する問合せは

建築物省エネアシストセンター
（一社）日本設備設計事務所協会連合会で受付けています。

受付時間：平日 ～ ／ ～
：

メール ：
ＦＡＸ ：
ＴＥＬ ：
※ご質問の前に上記 のよくある質問と回答をご確認ください。
※電話は混み合う事がありますので、なるべくメール、 を
ご利用ください。

※上記サイトにて、省エネ計算を引受可能な設備設計事務所
リストを公開しています。

主に省エネ適合性判定の申請者及び省エネ措置の届出者を対象と
して以下の質問を受け付けています。
）住宅及び建築物に関する省エネルギー基準・計算⽀援プロ
グラムの操作等

）省エネ適合性判定、省エネ措置届出に関する一般的な事項
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④令和６年４月施行（防火）
１．防火規制の合理化等
（１）耐火建築物に係る主要構造部規制の合理化
（２）大規模木造建築物の主要構造部規制の合理化
（３）防火規制に係る別棟みなし規定の創設
（４）既存不適格建築物の増築等に係る規制の合理化
（５）避難時倒壊防止構造の合理化
（６）吹抜き等の空間を設けた場合における防火区画

（面積区画）に係る規制の合理化

防火関係の改正の全体像

88

その他（法86条の７他）

◆ 主要構造部規定・防火区画規定等について既存不適格建築物への既存遡及
を合理化する規定を拡充。

防火規定の既存不適格不遡及（法86条の７）

◆ 木造４階建ての共同住宅等を仕様規定で実現することを可能とした。
（火災時倒壊防止構造を避難時倒壊防止構造に適合する基準として
位置づけ。）

避難時倒壊防止建築物の合理化（法27条）

別棟みなしの創設
（法21条他）

◆ 火熱遮断壁等により区画することで、防火規定上の別棟みなしを可能とした。

防火規定上の別棟みなしを創設（法21・27・61条等）

木材利用促進等に係る防火規制の合理化（法21条他）

主要構造部規制の合理化
（法2条・法21条）

◆ 耐火建築物における部分的な木造化を可能とした。

耐火建築物に係る主要構造部規制の合理化（法２条）

◆ 大規模木造建築物について、あらわしの木造による設計を可能ととした。

大規模木造建築物の主要構造部規制の合理化（法21条）

◆ 吹き抜け部分について、一定の延焼防止性能を有する場合は
面積区画の設置を不要とした。

大規模な吹き抜け等の防火区画の合理化（令112条）

【建築基準法第 条、第 条、第 条等】

耐火建築物において火災時に損傷を許容する主要構造部の規定について

90

○ 耐火建築物においても、火災時の損傷によって建築物全体への倒壊・延焼に影響がない主要構造部について、損
傷を許容し、耐火構造等とすることを不要（あらわしの木造で設計可能）とする。

○ 大規模な建築物(例:4階以上等)や避難上困難が生じる用途(例:就寝/不特定多数の者が利用)の建築物では、
原則耐火建築物とすることが求められている。

○ この耐火建築物では全ての主要構造部を耐火構造（例：RC造、被覆S造など）とし、火災時に損傷を許容しな
いことが原則となる。

改正前

改正概要

耐火構造等とすることを不要とする(火災時に損傷を許容する)主要構造部のイメージ

■最上階及び地上■中間階
メゾネット住戸・客室等の
中間床・階段及び
これを支える柱・はり・壁

飲食店・会議室等の
屋根・天井及び
これを支える柱・はり・壁

長時間の耐火構造の壁・床や防火設備で区画

○ 建築物の見せ場となる特定の居室・空間(例:最上階の飲食店・ホール、メゾネットの住居・客室等)の部分的な木造
化など混構造建築物の設計ニーズに対応

改正の効果

損傷許容主要構造部 損傷を許容しない主要構造部(特定主要構造部) 特定区画

【建築基準法第２条第９号の２】

耐火建築物において火災時に損傷を許容する主要構造部の規定について（②避難関係規定）

92

○ 「損傷を許容する主要構造部（あらわしの木造で設計可能）が存する区画された部分が避難の用に供する廊下
その他の通路にある場合、当該通路を経由しないで地上までの避難を終了できるものであること」を要求する。

廊下

階段階段

居室②

居室①

損傷許容主要構造部が存する室

居室①の在館者の避難経路

令108条の３に定める部分のある室を
経由しなければ避難できない

廊下

階段階段

居室②
居室①

令108条の３に定める部分のある室を
経由せずに避難することができる

改正概要（令第108条の３）②

図1 図2

避難の用に供しうる通路に区画された部分が存する場合は、別に2方向目の有効な避難経路を確保する必要。

（参考）規制の合理化の効果
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＜最上階の事務所のイメージ＞ ＜中間階のメゾネット住戸のイメージ＞

壁
・
柱

中間床

階段

石こうボード

木材
【改正前】 耐火木造 【改正後】 あらわしによる木造

柱、はり等の内部に石こうボードを施工する
特殊な工法、部材が必要

通常の大断面の集成材等を使用可能

オレンジ部について、あらわ
しによる木造化が可能に

梁・最上階の屋根

柱
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④令和６年４月施行（防火）
１．防火規制の合理化等
（１）耐火建築物に係る主要構造部規制の合理化
（２）大規模木造建築物の主要構造部規制の合理化
（３）防火規制に係る別棟みなし規定の創設
（４）既存不適格建築物の増築等に係る規制の合理化
（５）避難時倒壊防止構造の合理化
（６）吹抜き等の空間を設けた場合における防火区画

（面積区画）に係る規制の合理化

【建築基準法第２条第９号の２】

耐火建築物において火災時に損傷を許容する主要構造部の規定について（①延焼防止関係規定）

91

○ 火災を区画内にとどめることで、建築物全体が倒壊・延焼しないための構造方法とした場合、当該区画内において主
要構造部の損傷を許容（あらわしの木造で設計可能）。

延焼を防止できる区画内で、
中間床や階段等を木造化

特定主要構造部：
耐火構造

【当該部分を区画する床、壁及び防火設備】

・木材使用量等に応じて長時間の火災に耐えうる強化防火区画を設置する。区画内の木造部材等
が火災により燃焼等した場合、区画外や周囲の建築物への延焼を有効に防止。

※要求される具体の性能・仕様は告示にて規定。

改正概要（令第108条の３）①

損傷許容
主要構造部

特定区画

【その他の留意点】
・損傷を許容する主要構造部についても一定時間一定の性能(厚み等)を要求
※要求される具体の性能・仕様は告示にて規定
・居室の用途、部位(共同住宅の天井等)によっては、 現行規定(令第128条等)どおり内装制限がかかるため
仕上げを準不燃材料等とすることが必要

（参考）損傷を許容する主要構造部を区画する壁・床・防火設備の要求性能

93

①非損傷性

・開口部からの火炎の噴出による
屋外を通じた延焼等を防止

・燃焼部材の崩落後の
衝突による区画（床）の破壊の
防止

損
傷

熱
伝達

燃
え抜
け

長時間の
・非損傷性
・遮熱性
・遮炎性

・耐衝撃性能落下・衝突⇒床の破壊

噴出火炎による
上階延焼

崩落時の引っ張り力
による区画の変形

引張力

力が生じないような
接合方法とする 等

離隔

＜上階延焼防止＞

＜隣棟延焼防止＞

噴出火炎による
隣棟延焼

②遮熱性

③遮炎性

④応力遮断性 ⑤延焼防止性

・区画内で生じる火災が消火するま
での間、区画部材が
＜①損傷＞＜②熱伝達＞＜③燃
え抜け＞ を生じないこと

・燃焼部材の崩落で生じる力など
による 区画の崩壊の防止

（１）
可燃物量の増加に伴う
区画内火災の長期化のリスクに対
して要求すべき性能

（３）
可燃物量の増加に伴う
開口部等を通じた炎による延焼の
リスクに対して要求すべき性能

（２）
区画内の部材の倒壊・落下に伴う
区画の変形のリスクに対して
要求すべき性能

離隔

断面図 損傷を許容する主要構造部
（あらわしの木造で設計可能）
強化防火区画
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④令和６年４月施行（防火）
１．防火規制の合理化等
（１）耐火建築物に係る主要構造部規制の合理化
（２）大規模木造建築物の主要構造部規制の合理化
（３）防火規制に係る別棟みなし規定の創設
（４）既存不適格建築物の増築等に係る規制の合理化
（５）避難時倒壊防止構造の合理化
（６）吹抜き等の空間を設けた場合における防火区画

（面積区画）に係る規制の合理化

【建築基準法第 条第２項】

大規模木造建築物の主要構造部規制の合理化

96

○ 準耐火構造(あらわしの木造で設計可能)のみで3000㎡超の大規模木造建築物等が可能な構造方法(➂④)を追加。

○ 大規模木造建築物については、延べ面積が3000㎡を超える場合は、以下のいずれかに適合することを求めている。
① 主要構造部を耐火構造とする
② 床面積3000㎡以内毎に耐火構造の「壁等」で区画する

改正前

改正概要

3000㎡以下 3000㎡超（法第21条第2項）

4階以上
16m超

法第21条
第1項

3階以下
16m以下

※柱・壁等に木
材をあらわしとする
ことは困難

■耐火構造
■火災時倒壊防止構造

①耐火構造

■規制なし(木造での設計例)
防火壁
(耐火構造,1000㎡毎)

➂火災時倒壊防止構造

➁「壁等」により3000㎡毎に区画

小割の区画により延焼・倒壊を防止
※  法第21条第1項（4階建以上の木造建
築物等規制）を満たす構造

追加された新たな構造方法
(主要構造部を準耐火構造とする構造方法)

（※改正後は第21条第３項の別棟みなし）
壁等(強化耐火構造)

④周辺危害防止構造

周囲への放射熱量を制御
・外殻(外壁・屋根)の強化、中規模区画

により延焼を防止

防火区画(準耐火構造,原則100㎡毎)

改正の効果
〇大断面の木材をあらわしで使用する構造等が可能に

延焼 延焼

木造(耐火性能不要)
木造(耐火性能不要)

防火壁

【建築基準法第 条第２項】

（参考）壁等と周辺危害防止構造（階数３以下）
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床面積合計
3,000㎡以内

床面積合計
3,000㎡以内

延焼遮断
強放射熱

床面積合計3,000㎡超

弱放射熱
（消防隊による消火活動

可能程度）

（大規模ほど消火活動困難）

壁等

壁等

壁等

建築物内部における木造設計
自由度を拡大

「壁等」 周辺危害防止構造

通常の火災による延焼を防止できる「壁等」（＝
壁・柱・床・防火設備等）で区画し、各区画の床
面積の合計を3000㎡以内とする

外殻(外壁、屋根)の強化と中規模区画等により
通常の火災による周囲への放射熱量を一定以下に
抑制できる構造を要求

【建築基準法第 条、第 条、第 条ほか関係】

防火規制に係る別棟みなし規定の創設

100

混構造建築物や複合用途建築物の場合、防火規制については一部の構造や用途に引きずられ、建築物全体に厳しい
規制が適用されている。

○ 延焼を遮断できる高い耐火性能の壁等（火熱遮断壁等）（法第21、27、61条）や防火壁（法第26条）で区
画すれば、建築物の2以上の部分を防火規制の適用上別棟とみなすことを可能とする。（区画された部分ごとに規制
を適用する。）

改正前

改正概要

特殊建築
物用途あり

特殊建築
物用途なし

全体を耐火構造
（RC造）等

特殊建築
物用途あり

特殊建築
物用途なし

耐火構造（RC造）等

木造
RC造

防火壁がRC造
部分にも必要

【法第26条】

【法第27条】

RC造
木造

適用除外

防火壁不要

木造
（構造不問）

適用除外

火熱遮断壁等で区画することにより防火規制を一部適用除外することが可能となることで、混構造建築物や複合用途建
築物において、木造化等の設計を採用しやすくなる効果が見込まれる。

火熱遮断壁等
（火災の延焼を遮断）

防火壁
（火災の延焼を防止）

改正の効果

【建築基準法施行令第 条の２の２第 ・ 項、第 条第 ・ 項】

（補足）別の建築物とみなす部分に対する規定の適用
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主要構造部が準耐火構造等の建築物を対象とした防火上の性能を補足する規定を火熱遮断壁等で区画すること
により分離された「建築物の部分」にも適用することとする。
【対象】 防火上の性能を補足する以下の規定

・令第109条の２の２（層間変形角）
・令第112条第１、４、５項（面積区画）
・令第112条第11項（竪穴区画）

主要構造部が準耐火構造等の「建築物」
主要構造部が準耐火構
造等の建築物相当の
「建築物の部分」

別棟と
みなす

【令第109条の２の２第2・3項、令第112条第22・23項の適用イメージ】

＜例：竪穴区画に関する規定（令第112条第11項関係）＞

竪穴区画 竪穴区画

火熱遮断壁等

改正概要

主要構造部が準耐火構造等の建築物と同様に
「別棟とみなした準耐火構造等の建築物の部分」に

対しても竪穴区画を設ける。

【建築基準法第 条第２項】

（参考）耐火構造と火災時倒壊防止構造（主に階数 以上）
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石こうボード

木材を厚くすることで、
表面に見える形で利用可能

（木造あらわし）

木造とする場合は、
木材を石こうボードで
全面的に覆わなけれ

ばならない

木材

燃焼後の太い柱

耐火構造 火災時倒壊防止構造
通常の火災が消火の措置により終了するまで建築物の
倒壊及び延焼を防止する構造【法第21条第1項】

通常の火災が終了するまでの間当該火災による建築物
の倒壊及び延焼を防止する鉄筋コンクリート造、れんが
造その他の構造【法第2条第9号】

主要構造部
に十分な燃え
しろを確保

消火の措置を支援する観点から、付室の設置や、
階段室等を防火性能の高い壁などで区画
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④令和６年４月施行（防火）
１．防火規制の合理化等
（１）耐火建築物に係る主要構造部規制の合理化
（２）大規模木造建築物の主要構造部規制の合理化
（３）防火規制に係る別棟みなし規定の創設
（４）既存不適格建築物の増築等に係る規制の合理化
（５）避難時倒壊防止構造の合理化
（６）吹抜き等の空間を設けた場合における防火区画

（面積区画）に係る規制の合理化

【建築基準法第 条、第 条、第 条】

【建築基準法施行令第 条の 】火熱遮断壁等の基準
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改正概要

一定範囲を不燃化・突出等
による外壁面強化
（延焼防止性）

高い耐火性能の壁と防火設備
(非損傷性・遮熱性・遮炎性）

壁 コア壁タイプ コアタイプ

火災部分の倒壊により生じる応力を
受けた場合にCに防火上有害な損
傷を生じさせない（自立性）

A
B

C

○火熱遮断壁等（令第109条の８） （＝延焼を遮断できる高い耐火性能の壁や部材で構成されるコア）の基準は、
壁等（現行の法第21条第２項第２号、令第109条の７）をベースとして、技術的知見の蓄積を踏まえて合理化

合理化事項②
・壁等の自立性要求に係る合理化
→防火上影響が無い範囲で壁等（B）
の一部の倒壊を許容
（※従来は（B）の倒壊は認めない）

一部Exp.Jを不要とすることが可能 等

合理化事項①
・壁等が防火設備である場合の遮熱性要求
に係る合理化
→防火設備の周囲を不燃化することで、防火
設備の遮熱性に係る要求性能を緩和

シャッターの使用が容易となる 等

※Cに対する延焼は防止

＜壁等の基準＞

＜合理化事項＞
片側のExp.J不要

改正の効果 改正の効果

B:壁等
（階段室）

A（火災部分）

【当該基準を満たす仕様のイメージ】
(R6年国土交通省告示第227号）

※従来の壁等の告示仕様（H27年国告第250号）に規定さ
れていた上記２タイプに加え、渡り廊下タイプを追加。
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【建築基準法施行令第 条第 項、第 条第６項】

（補足）政令上の防火規制（防火区画、隔壁）に係る別棟規定の整備

103

【対象】 第112条第12項・第13項（建築物の面積・階数・用途等に応じて規制の適用の有無が分かれる規定）

病院 火
熱
遮
断
壁
等

防火区画が必要

防火区画不要

200㎡未満

（例）第112条第12項の場合
３階を病院等とした建築物で、階数が３で延べ面積が200㎡未満
のものの竪穴部分については、第112条第12項において、所要の
防火区画をすべきとされている。
火熱遮断壁等で区画した2階建部分には、竪穴部分の防火区画を不要とする。

第36条に基づく政令の規定（防火区画、隔壁）について、火熱遮断壁等で区画された建築物の部分
を別棟とみなすことができることとし、それぞれの部分で規制の適用の有無を判断する。

【対象】 第114条第３項・第４項（主要構造部の耐火性能等によって適用除外を受けることができる規定）

（例１）令第114条第３項の場合

火熱遮断壁等(B)

別棟と
みなす

特定主要構造部
耐火(A)

裸木造
(C)

隔壁必要隔壁不要小屋組木造 小屋組木造

特定主要構造部が耐火構造(A)の部分は、
小屋裏隔壁の設置を不要とする。

※倉庫等 （例２）令第114条第４項の場合

隔壁不要

別棟と
みなす

耐火
構造
(A)

裸木造(C)

火熱遮断壁等(B)

裸木造
（別の建築物）

※ホテル等 防火設備

改正概要

耐火建築物相当の部分（A)に接続する渡り廊下については、
小屋裏隔壁の設置を不要とする。

【建築基準法施行令第 条第 項】

（補足）火熱遮断壁等の防火壁・防火床みなし
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火熱遮断壁等を法第26条の「防火壁・防火床」とみなすことができることとする。
（令第113条第３項。現行の「壁等」と同じ扱い）

○防火壁・防火床（令第113条第1項）
・木造建築物を1,000㎡ごとに区画する際に用いる
・延焼拡大防止の観点で防火上有効な構造である

○火熱遮断壁等（令第109条の8）

延焼防止性能

・あらゆる構造（木造含む）・面積の建築物を区画する際に
用いる
・区画された部分から他の部分への延焼を完全に遮断する

↑・開口部には一定性能の防火設備を設置
（遮熱性なし、開口部の幅等に制限を設ける）

 ・1時間耐火構造

↑・ 開口部に更に性能の高い防火設備を設置
（遮熱性あり、開口部の幅等に制限を設けない）
 ・ 90分耐火構造等

改正概要

＜
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④令和６年４月施行（防火）
１．防火規制の合理化等
（１）耐火建築物に係る主要構造部規制の合理化
（２）大規模木造建築物の主要構造部規制の合理化
（３）防火規制に係る別棟みなし規定の創設
（４）既存不適格建築物の増築等に係る規制の合理化
（５）避難時倒壊防止構造の合理化
（６）吹抜き等の空間を設けた場合における防火区画

（面積区画）に係る規制の合理化

【建築基準法第 条の 第 ・ 項、施行令第 条の 】

既存建築物の増築等に係る既存遡及の緩和（防火・避難規定） ①増築等を行わない部分
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①増築等を行わない部分は、廊下幅（令第119条）、非常用照明（令第5章第４節）、非常用進入口（令第5
章第5節）及び内装制限（法第35条の２）に係る規定の遡及対象外とする。
※無窓居室の主要構造部（法第35条の３）については従来から措置済

（不適格）
→遡及対象外 （基準適合）

（不適格）
→遡及対象外 （基準適合）

（不適格）
→遡及対象外 （基準適合）

（不適格）
→増築等する階のみ
付随して基準適合

（基準適合）

（規制対象外）

（例） 廊下幅が基準（令第119条）を下回る場合

増築等する
木造等部分
→基準適合

増築等を行う部分：遡及対象
増築等を行わない部分：遡及対象外
※増築等をする階など、避難経路に供する部分は付随して基準適合が必要

【対象とする改修イメージ】

【建築基準法第 条の 第１項、施行令第 条の２の２～第 条の 】

既存建築物の増築等に係る既存遡及の緩和（防火・避難規定） ②別棟増築・大規模修繕模様替
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②防火別棟・避難別棟を増築する場合においては、主要構造部規定、防火区画規定、避難関係規定を遡及対象
外※とする。（令第137条の２の２～令第137条の11）

○ 屋根・外壁の断熱改修
○ 屋根・外壁の防水措置等
の長寿命化改修

建築物の内部構造
を制限する規定
→遡及対象外

A：既存部分
→防火規定の
遡及対象外

B：増築部分
→現行基準相当
の性能に適合

防火別棟
（火熱遮断壁等）

A：既存部分
（既存不適格）

※ 既存部分に遡及を求める規定
・竪穴区画（令第112条第11項等）
・屋根等関係の規定（法第22条・第62条等）

性能要件 増築部分は現行基準の要求性能を有すること（告示で各基準を規定）

【対象とする改修イメージ】

②屋根・外壁の大規模修繕・模様替については、建築物の内部構造に係る規定（防火区画規定、避難関係規定）を遡
及対象外※とする。 （令第137条の12）

【対象とする改修イメージ】

性能要件 避難の安全上支障とならないこと

※ 既存部分に遡及等を求める規定
・直通階段の竪穴区画（令第112条第11項等)
・2方向避難（令第121条）（ただし、退避区画の設置による代替措置を許容）

※ 屋根等関係の規定（法第22条・第62条等）や 外壁に関係のある規定（法第21条・第23条等）も法令の規定に基づき遡及対象と
なる。

屋根・外壁に係る規定
→遡及対象

【関連改正／建築基準法施行令第 条の 第 項、第 条の 】

避難関係規定（非常用照明装置及び内装制限）に係る別棟みなし規定の拡充
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○ 避難関係規定においては、建築物の部分が、相互に火熱・煙による防火上・避難上有害な影響を及ぼさない構造で
ある場合には、廊下、避難階段及び出入口に係る規定（令第５章第２節）について、規定の適用上別棟とみなす
ことができることとしている（避難別棟、令第117条第２項）。

○ 非常用照明装置及び内装制限に係る規定についても、避難別棟と同様に別棟とみなすことができることとする。

法 政令 規制概要 規制対象建築物 規制対象単位 別棟規定

第35条

第５章 第２節 廊下、避難階
段及び出入口

別表(1)～(4)の特殊建築物
延べ面積500㎡超の建築物
無窓居室を有する階
延べ面積1000㎡超の建築物

建築物
階
居室

令第117条第２項

第5章の３ 避難安全検証 第112条及び避難関係規定の対象となる建築物
建築物
階
区画

令第129条の２の２

法 政令 規制概要 規制対象建築物 規制対象単位 別棟規定

第35条 第５章 第４節 非常用照明の
設置

別表(1)～(4)の特殊建築物（500㎡超）
階数３以上延べ面積500㎡超の建築物
採光上の無窓居室
延べ面積1000㎡超の建築物の居室
居室から地上への通路

建築物
居室

（新設）第126条の４第２項
別棟部分について、用途・規模に応じて
適用を合理化する。

第35条の２ 第５章の２ 特殊建築物等
の内装

別表(1)（2)(4)の特殊建築物（主要構造部の耐火
性能に応じて一定の規模以上のものに限る。）
自動車車庫・修理工場
階数３以上延べ面積500㎡超等の建築物
内装制限上の無窓居室、火気使用室

建築物
居室

（新設）第128条の６
別棟部分について、用途・規模に応じて
適用を合理化する。

【避難規制に係る別棟規定の整備状況】 ※いずれも令第117条第2項に規定される仕様

今回追加

※第５章第３節（排煙設備）については、令第126条の２第２項に別途別棟みなし規定（相互に煙による避難上有害な影響を及ぼさない構造）を
整備済。

改正概要

内装制限の緩和等（例：小規模非特殊用途部分をあらわしで施工）を可能とする。改正の効果

【建築基準法第 条の 、施行令第 条～ 条の 】

既存建築物の増築等に係る既存遡及の緩和（防火・避難規定）
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防火・避難規定における既存不適格遡及の緩和措置は限定的にしか設けられておらず（※）、原則遡及適用されるた
め、ストック活用が困難な場合がある。 ※法では小規模増改築に係る第26条、第27条、第61条の緩和措置

改正前

○ 既存不適格建築物の増築等における既存遡及を緩和する規定を大幅に拡充する。
改正概要

○ 増築等に当たっての防火・避難規定における現行規定の適用範囲を規定の趣旨上適用させるべき最低限の部分に限定することで、
一定の安全性向上を図りつつ、増築等による建築物の省エネ化やストックの有効活用を円滑化する。

改正の効果

既存遡及を緩和する増築等 対象規定
① 増築等を行わない部分 （法第86条の７第３項、第87条第４項） 廊下幅（令第119条）

内装制限（法第35条の２）等
※建築物の一部分のみ遡及させることで効果を発する一部の
規定のみ対象

② 増築等が小規模・部分的な範囲に限る場合（法第86条の７第１項） ①
の
対
象
規
定
を
除
く
規
定

主要構造部規定
防火区画規定 ※
避難関係規定 ※
※ただし、過去の火災事例を踏まえ、特定の竪穴区画等
の規定においては例外的に遡及や代替措置を要求

■小規模増改築（小規模な機能向上工事）
⇒基準時の延べ面積1/20以下かつ50㎡以下（火災の発生のおそれの少な
い用途に供する部分を除く。）の増改築
※既存部分の危険性が増大しないこと等の追加要件あり

■防火別棟・避難別棟を増築
※増築等により別棟とみなすことができる部分を新設する場合

■屋根・外壁の大規模修繕・模様替
③ 火熱遮断壁等で区画された別棟部分（法第86条の７第２項、第87条第４
項）
※増築等の前から、別棟とみなすことのできる部分が2以上存在する場合

主要構造部規定
防火区画規定※
※ただし、過去の火災事例を踏まえ、竪穴区画の規定において
は例外的に遡及を要求

【建築基準法第 条の 第 項、施行令第 条の２の２～第 条の の２】

既存建築物の増築等に係る既存遡及の緩和（防火・避難規定） ②小規模増改築
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➁小規模増改築（増改築に係る対象床面積※１が50㎡以下かつ基準時における延べ面積の1/20である場合）
については、主要構造部規定、防火区画規定、避難関係規定を遡及対象外※２とする。

水回り
増設

※１ 増改築に係る床面積の算定から火災の発生のおそれの少ない用途（階段室、機械室、便所、浴室、昇降路等）に供する部分を除く。
（防火・避難規定の既存遡及の緩和に係る対象床面積の算定に関してのみの特例であることに留意。）

※２ 既存部分に遡及等を求める規定
・直通階段の竪穴区画（令第112条第11項等)

 ・2方向避難（令第121条）（ただし、退避区画の設置による代替措置を許容）

④中層マンション等で階段を増設
→階段部分は不算入（※）

③築古の公営住宅で便所・浴室を省エ
ネ性能の高いものに一斉リニューアル
→便所・浴室部分は不算入（※）

階
段
室
増
設

【対象とする改修イメージ】

性能要件

当該増改築が既存部分の危険性を増大させないこと  

① 省エネ設備や防災設備の増設 ② 水回り設備の増設

省エネ設備

防災設備

※ 防火・避難規定の既存遡及の緩和に係る対象床面積の算定に関してのみの特例であることに留意。
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【建築基準法第 条の 第２・ 項、施行令第 条の 第２号】

既存建築物の増築等に係る既存遡及の緩和（防耐火関係規定） ③火熱遮断壁等で区画された別棟部分

111

③ 火熱遮断壁等で区画された別棟部分が増築等の前から2以上存在する場合、区画された別棟部分のうち、増築等
を行う別棟部分のみ現行基準適合を要求し、増築等を行わない別棟部分は主要構造部規定、防火区画規定の遡及
対象外※１とする。

防火別棟
（火熱遮断壁等）

【対象とする改修イメージ】

※１ 既存部分に遡及を求める規定
   ・竪穴区画（令第112条第11項等）
   ・屋根等関係の規定（法第22条・第62条等）

※ 避難別棟、排煙別棟についてはすでに同様の措置を措置済（令第137条の14第３・4号）

防火別棟
（火熱遮断壁等）

A：既存部分
（増築等を行わない

部分）
→遡及対象外

A：既存部分
（既存不適格）

B：既存部分
（既存不適格） 増築

B：既存部分
（増築等を行う部分）

→遡及対象

火熱遮断壁等で区画された別棟部分のうち、増築等を行う別棟部分：遡及対象
増築等を行わない別棟部分：遡及対象外

【建築基準法施行令第 条～第 条の 】

（参考）防火規定における既存遡及緩和措置の適用範囲

112

対象規定
遡及緩和する増築等
①法第86条の7第３項
②法第86条の7第１項
③法第86条の7第２項

遡及緩和措置の適用有無

追加要件等

○法第21条第１項 大規模木造
（高さ）
○法第21条第２項 大規模木造
（3000㎡超）

① 部分増築等 ×
② 小規模増改築 ○ 法第21条第１項：既存部分の倒壊及び延焼の危険性が増大しないこと

法第21条第２項：ー
令第137条の２の２

別棟増築 ○ 【防火別棟】増築等部分は現行基準適合（告示で詳細を規定）
大規模修繕・模様替 ×

③ 独立部分 ○ 【防火別棟】増築等部分は現行基準適合 令第137条の14第2号
○法第22条 受害防止
（22条区域の屋根）
○法第25条
大規模木造建築物の受害防止
（外壁・軒裏・屋根）

① 部分増築等 ×
② 小規模増改築 ○ 既存部分の外壁/軒裏/屋根における延焼の危険性が増大しないこと 令第137条の２の３

令第137条の２の５
別棟増築 ×
大規模修繕・模様替 ×

③ 独立部分 ×
○法第23条 受害防止
（22条区域の外壁）

① 部分増築等 ×
② 小規模増改築 ○ 既存部分の外壁における延焼の危険性が増大しないこと 令第137条の２の４

別棟増築 ○ 【防火別棟】増築等部分は現行基準適合（告示で詳細を規定）
大規模修繕・模様替 ×

③ 独立部分 ○ 【防火別棟】増築等部分は現行基準適合 令第137条の14第2号
○法第26条 防火壁 ① 部分増築等 ×

② 小規模増改築 ○＊ ー 令第137条の３
別棟増築 ○ 【防火別棟】増築等部分は現行基準適合（告示で詳細を規定）
大規模修繕・模様替 ○＊ ー 令第137条の12第2項

③ 独立部分 ○ 【防火別棟】増築等部分は現行基準適合 令第137条の14第2号
○法第27条 特殊建築物 ① 部分増築等 ×

② 小規模増改築 ○＊ ー ※特殊用途以外の部分の増築に限る。 令第137条の４
別棟増築 ○ 【防火別棟】増築等部分は現行基準適合（告示で詳細を規定）
大規模修繕・模様替 ○＊ ー 令第137条の12第2項

③ 独立部分 ○ 【防火別棟】増築等部分は現行基準適合 令第137条の14第2号

○：遡及緩和措置の適用あり（＊従来から措置済） ×：遡及緩和措置の適用が無く、増築等にあたり既存部分の現行基準適合が必要

【建築基準法施行令第 条～第 条の 】

（参考）避難規定における既存遡及緩和措置の適用範囲

114

対象規定
遡及緩和する増築等
①法第86条の7第３項
②法第86条の7第１項
③法第86条の7第２項

遡及緩和措置の適用有無

追加要件等

○法第35条
・避難施設
（令第5章第２節）
※廊下幅（令第119条）を
除く。

・排煙設備
（令第5章第３節）

① 部分増築等 ×
② 小規模増改築 ○ 既存部分の避難の安全上支障とならないこと

※居室以外の部分の増築に限る。
令第137条の６の２

別棟増築 ○ 避難施設（令第5章第２節）：【避難別棟】増築等部分は現行基準適合
（告示で詳細を規定）
排煙設備（令第5章第３節）：【排煙別棟】増築等部分は現行基準適合
（告示で詳細を規定）

大規模修繕・模様替 ○ 建築物の避難の安全上支障とならないこと
※屋根・外壁の大規模修繕・模様替に限る。

令第137条の12
第４項

③ 独立部分 ○＊ 避難施設（令第5章第２節）：【避難別棟】増築等部分は現行基準適合
排煙設備（令第5章第３節）：【排煙別棟】増築等部分は現行基準適合

令第137条の14
第３・４号

・敷地内通路（令第5章第６節）
※地下街（令第128条の３）を除く。

① 部分増築等 ×
② 小規模増改築 ○ 既存部分の避難及び消火の安全上支障とならないこと

※居室以外の部分の増築に限る。
令第137条の６の３

別棟増築 ×
大規模修繕・模様替 ○ 建築物の避難の安全上支障とならないこと

※屋根・外壁の大規模修繕・模様替に限る。
令第137条の12
第４項

③ 独立部分 ×
・廊下幅（令第119条）
・非常用照明（令第５章第４節）
・非常用進入口（令第５章第５節）

① 部分増築等 ○ ー 令第137条の15第２項
② 小規模増改築 ×

別棟増築 ×
大規模修繕・模様替 ×

③ 独立部分 ×
○法第35条の２ 内装制限
○法第35条の３
無窓居室の主要構造部

① 部分増築等 ○ ー （法第86条の７第3項）

② 小規模増改築 ×
別棟増築 ×
大規模修繕・模様替 ×

③ 独立部分 ×

○：遡及緩和措置の適用あり（＊従来から措置済） ×：遡及緩和措置の適用が無く、増築等にあたり既存部分の現行基準適合が必要
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④令和６年４月施行（防火）
１．防火規制の合理化等
（１）耐火建築物に係る主要構造部規制の合理化
（２）大規模木造建築物の主要構造部規制の合理化
（３）防火規制に係る別棟みなし規定の創設
（４）既存不適格建築物の増築等に係る規制の合理化
（５）避難時倒壊防止構造の合理化
（６）吹抜き等の空間を設けた場合における防火区画

（面積区画）に係る規制の合理化

118

④令和６年４月施行（防火）
１．防火規制の合理化等
（１）耐火建築物に係る主要構造部規制の合理化
（２）大規模木造建築物の主要構造部規制の合理化
（３）防火規制に係る別棟みなし規定の創設
（４）既存不適格建築物の増築等に係る規制の合理化
（５）避難時倒壊防止構造の合理化
（６）吹抜き等の空間を設けた場合における防火区画

（面積区画）に係る規制の合理化

【建築基準法施行令第 条～第 条の 】

（参考）防火規定における既存遡及緩和措置の適用範囲

113

対象規定
遡及緩和する増築等
①法第86条の7第３項
②法第86条の7第１項
③法第86条の7第２項

遡及緩和措置の適用有無

追加要件等

○法第36条（※防火関係のみ）
・竪穴区画
（令第112条第11～13項）
※直通階段の階段室を除く。

① 部分増築等 ×
② 小規模増改築 ○ 既存部分の延焼の危険性が増大しないこと 令第137条の６の４第２項

第２号
別棟増築 ×
大規模修繕・模様替 ○ ー ※屋根・外壁の大規模修繕・模様替に限る。 令第137条の12第５項

③ 独立部分 ×
・竪穴区画以外の防火区画
（令第112条第1項等）
・界壁・隔壁（令第114条）

① 部分増築等 ×
② 小規模増改築 ○ 既存部分の延焼の危険性が増大しないこと 令第137条の６の４第２項

第１号別棟増築 ○ 【防火別棟】増築等部分は現行基準適合（告示で詳細を規定）
大規模修繕・模様替 ○ ー ※屋根・外壁の大規模修繕・模様替に限る。 令第137条の12第５項

③ 独立部分 ○ 【防火別棟】増築等部分は現行基準適合 令第137条の14第２号
○法第61条 防火・準防火地域 ① 部分増築等 ×

② 小規模増改築 ○＊ 増改築後の規模が階数2以下（防火地域においては、かつ、延べ面積
500㎡以下）
既存部分を含めた外壁開口部に20分防火設備を設置
増改築部分の外壁・軒裏を防火構造（木造建築物にあっては既存部
分を含む。）

令第137条の10
令第137条の11

別棟増築 ○ 【防火別棟】増築等部分は現行基準適合（告示で詳細を規定）
大規模修繕・模様替 ○＊ 既存部分を含め、外壁開口部に20分防火設備（片面）を設置 令第137条の12第９項

③ 独立部分 ○ 【防火別棟】増築等部分は現行基準適合 令第137条の14第２号
○法第62条 受害防止
（防火・準防火地域の屋根）

① 部分増築等 ×
② 小規模増改築 ○ 既存部分の屋根における延焼の危険性が増大しないこと 令第137条の11の２

別棟増築 ×
大規模修繕・模様替 ×

③ 独立部分 ×

○：遡及緩和措置の適用あり（＊従来から措置済） ×：遡及緩和措置の適用が無く、増築等にあたり既存部分の現行基準適合が必要

【建築基準法第 条の７】

一定範囲内の増築等において遡及適用しない規定・範囲の追加（接道規制・道路内建築制限）

115

○接道義務や道路内建築制限の既存不適格となっている建築物については、大規模修繕等となる省エネ改修等を行う場
合には現行規定が適用されてしまうため、省エネ改修等自体を断念せざるを得ない。

○ 既存不適格建築物について、安全性等の確保を前提に接道義務・道路内建築制限の遡及適用を合理化

改改正正主主旨旨改改正正主主旨旨

無接道敷地 建築基準法上の道路ではない通路

敷地Ａ

建築基準法上の道路

敷地Ｂ

既存

既存

＜政令で定める範囲のイメージ ＞

敷地Ａ

建築基準法上の道路

敷地Ｂ既存

省エネ改修等
（大規模修繕）

接道義務（法第43条第1項）が不適格の場合 道路内建築制限（法第44条第1項）が不適格の場合

増改築、大規模修繕等の際は現行基準
適合が必要

改
正
前

改
正
前

２m
２項道路

４m

建築が制限される部分

周囲の環境を悪化させる
おそれがある形態の変更を
伴わないものに限る

外壁・屋根の
省エネ改修等
（大規模修繕）

利用者の増加が見
込まれる用途変更を
伴わないものに限る

特定行政庁が交通上、安
全上、防火上及び衛生上
支障がないと認めるもの

特定行政庁が通行上、安
全上、防火上及び衛生上
支障がないと認めるもの

【令第137条の12第6項・第7項】

政令で定める範囲内において大規模修繕等をする場合には、現行基準を適用
しない

改
正
後

改
正
後

改改正正概概要要改改正正概概要要

【建築基準法施行令第 条第 号】

避難時倒壊防止構造の合理化（火災時倒壊防止構造の追加）

117

■法第21条第1項、法第27条第1項の要求内容

火災時倒壊防止構造（法第21条第１項）を法第27条第1項(避難時倒壊防止構造)に適合する
構造として追加する。

改正概要

■要求性能の比較
○ 法第21条第１項と法第27条第１項は、同じ部位について、非損傷性・遮熱
性・遮炎性を要求しており、双方の違いは、想定する加熱時間のみ

法第21条第1項
令第109条の５第１号
（火災時倒壊防止性能）

法第27条第1項
令第110条第1号

（避難時倒壊防止性能）

目的 通常の火災が消火の措置により
終了するまでの間、倒壊及び延
焼を防止

在館者が地上までの避難を終
了するまでの間、通常の火災
による倒壊及び延焼を防止

対象 【規模】4階以上又は16m超の
木造建築物等

【用途】一定規模以上等の特
殊建築物

倒壊・延
焼前提

通常の火災においては消火の措
置が終了するまでの時間（通常
火災終了時間）倒壊・延焼し
ない（⇔消火さえすれば、その
後局所的な部材の損傷等は生
じうるが大規模な倒壊は生じな
い）

通常の火災においては避難完
了までの時間（特定避難時
間）倒壊・延焼しない
⇒法第21条第1項を満たせば、
避難上支障となる大規模な
倒壊・延焼しないので、目的
達成

主要構
造部の
性能

75分準耐火構造
(4階建て、延べ面積2000㎡
程度の場合)

75分準耐火構造
(4階建て、延べ面積2000㎡
程度の場合)

区画面
積

100㎡ 1000㎡

通常火災終了時間
火災終了（消火の措置有り）

【特定避難時間が通常火災終了時間を上回る場合】
通常火災終了時間時点において火災は鎮火しており、これ以
降大規模な倒壊に至ることはなく、避難上支障がないことから、
同時間以降の消防捜索・救助活動時間分の性能を考慮す
る必要はない。

在館者避難に係る時間 消防による捜索・救助に係る時間

火災終了後も
大規模な倒壊はしない

（局所的な損傷等は生じうる）特定避難時間

火災継続時間 火災終了（自然鎮火）火災終了（自然鎮火）
火災終了後も
倒壊しない

法第21条第1項
（火災時倒壊防止性能）

法第27条第1項
（避難時倒壊防止性能）

【参考】
法第2条第9号の2イ
（耐火性能）

改正の効果
法第21条、第27条の規定が共にかかる建築物(例:4階建て共同住宅)の場合、基準適合のための検証を省力化可能。
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【建築基準法施行令第 条第 項ただし書、第 項】

吹抜き等の空間を設けた場合における防火区画（面積区画）に係る規定の合理化について

119

居室

居室

居室

廊下

廊下

廊下

廊下

廊下

廊下

居室

居室

居室

アトリウム
（※）

居室

居室

居室

廊下

廊下

廊下

廊下

廊下

廊下

居室

居室

居室

廊下居室

改正後

改正前

廊下居室

居室

アトリウム
（※）

防火区画により
区画外への延焼を

防止

延焼防止性能を有する
アトリウム空間により
延焼を防止

防火区画が
不要

防火区画
耐火構造の壁・床又は
防火扉・防火シャッターで区画

※ 火熱の影響を及ぼさないロビー・通路等を想定、居室は不可

大規模なア
トリウム
（※）

居室

居室

居室

廊下

廊下

廊下

廊下

廊下

廊下

居室

居室

居室

廊下居室 防火区画が
必要

Ｒ1改正 今回改正

改正前

（合計1,500㎡超）
1,000㎡ 1,000㎡防火区画

耐火構造の壁・床又は
防火扉・防火シャッターで区画

※ 火熱の影響を及ぼさないロビー・通路等を想定、居室は不可

大規模なア
トリウム
（※）

居室

居室

居室

廊下

廊下

廊下

廊下

廊下

廊下

居室

居室

居室

廊下居室 防火区画が
不要

（合計1,500㎡超）
2,000㎡

改正後

1,000㎡

1,000㎡

○ 建築物の各部分がアトリウムのような吹抜き空間を介して接する際、火災が発生した場合、吹抜き空間を介して他の部分へ火熱の影響が及ばない場
合は、当該吹抜き空間とその他の部分の間に特定防火設備の設置を不要とする防火区画（面積区画）の合理化を規定している（令和元年改正）。

○ 今般の改正前においては、令第112条第1項が適用され、吹抜き空間の床面積が1,500㎡を超える場合には、当該吹抜き部分には別途防火区画が要求されること
となる。

改正前

改正概要
○吹抜き空間自体は「火熱の影響を及ぼさないもの」として、ロビーや通路などを想定していること等を踏まえ、1500㎡を超える吹抜き部分においても防火区画を不要とする。

改正の効果

居室

○1500㎡超の大規模なアトリウムが設計可能となる。
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　令和７年６月 11 日（水）に第１回実務研修会
を開催しました。
　昨年度に引き続き、近畿地方整備局用地部の講
師陣をお迎えして「たかつガーデン」で実施しま
した。昨年度は、221 名（会員　191 名、非
会員　30 名）の参加でしたが、今年度は、「た
かつガーデン」での実施ですが、Zoom による
Web 参加も行うハイブリッド方式で実施したこ
とにより、282 名（会場：会員　95 名、非会
員　７名、計　102 名、Web：会員　156 名、
非会員　24 名、計　180 名）と非常に多くの
方に参加していただきました。

　研修内容についてですが、
　野間用地企画課課長補佐からは、
あくまでも近畿地方整備局用地部の業務発注であ
るとの前提のもと、
　１．業務発注方式について
　２．入札説明書及び様式の改定について
　３．仕様書、積算基準の改定について
　４．その他
　　　の順番で説明がありました。
　２．については、ワーク・ライフ・バランス等
を推進する企業として法令に基づく認定を受けた
企業を加点評価する記載を追加した旨の説明があ
りました。
　また、３．について、宿泊・滞在を伴う業務の
旅費交通費の扱いの変更や、「土地評価業務」の

歩掛改定の説明がありました。
　最後に、今年度の所要作業時間等調査の実施と
用地関係業務におけるＤＸ推進の検討についての
説明があり、過去に補償コンサルタント協会から
の意見要望が積算基準等の改定に反映された事例
もあることから、今後も補償コンサルタント協会
を通じて情報提供していただきたい旨の話があり
ました。

　藤原補償基準係長からは、
　「令和７年度　補償基準の改正について」と題
して、
　１．�国土交通省損失補償取扱要領の一部改正　

→　年利率に変更なし
　２．�移転雑費算定要領の一部改正　→　「建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する
法律」の施行関係

　３．営業補償調査算定要領の一部改正
　４．その他
の順番で説明がありました。
　４．については、国土交通省本省が主導して進
めている補償基準見直し「アクションプラン」で
の検討状況の説明がありました。

　堀田用地補償課課長補佐からは、
　「令和７年度　近畿用対連補償算定標準書につ
いて」と題して、
　１．�令和７年度損失補償算定標準書の主な改正

令和７年度　第１回実務研修会

近畿地方整備局用地部
用地企画課　課 長 補 佐　野間　亮太　氏
用地補償課　補償基準係長　藤原　栄一　氏
用地補償課　課 長 補 佐　堀田　徹也　氏
用地補償・土地調整管理官　藤井　靖久　氏
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点
　　　�①建物等の解体工事費算定
　 　 　�「算定要領」石綿含む解体工事費の単価

の適用面積等の規定を追加
　 　 　�「留意点」石綿含有成形板等の廃材処分

費の計上についての規定を追加
　　　②建物工作物運用申し合わせ　参考資料
　　　③移転先選定費
　　　④曳家工法の設計工事監理料
　　　⑤法改正による影響（建築基準法関係）
　　　⑥戸建住宅の倉庫や車庫の類型適用
　　　�⑦�「石綿含有成形板等除去手間」単価の新

設
　　　⑧「断熱材工事」単価の新設
　　　⑨�「残土処分費」単価の新設
　　　　などの説明がありました。

　藤井用地補償・土地調整管理官からは、
「これまでの土地政策の変遷と土地・不動産市場
の変化」ということで、平成元年～令和６年にか
けて、土地利用の適正な利用を進める観点から、
土地基本法改正をはじめとして民事基本法制の見
直し、所有者不明土地法の改正などの具体的な説

明がありました。
　また、「所有者不明土地等に関する最近の動き」
の中で、「空き家対策と所有者不明土地等対策の
一体的・総合的推進（政策パッケージ）」につい
ての説明がありました。所有者不明土地等の利用
の円滑化や管理の適正化等を図るため、改正所有
者不明土地法に基づいて市町村や民間事業者等が
実施する所有者不明土地等の実態把握、広報・啓
発、所有者探索、利活用のための手法等の検討、
管理不全状態の解消等に対して補助金がでる制度
について詳細な説明がありました。
　さらに、「土地政策推進連携協議会」にて行政
機関・業界団体など関係機関がネットワーク化し、
情報共有や市町村の地域づくり等を一緒に支援し
ていきたいとの説明がありました。

　近畿地方整備局用地部の講師の皆様には大変お
忙しい中、４名も来ていただき、大変感謝してお
りますが、たくさんの方に参加していただいて喜
ばれている研修会ですので、来年度も内容等もよ
り充実させて継続していきたいと考えてます。

（文責　事務局）

用地企画課
野間 課長補佐

藤井用地補償・
土地調整管理官

用地補償課
堀田 課長補佐

用地補償課
藤原 補償基準係長
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者
20 3 2

小
計

51

評
価

項
目

評
価

の
着

目
点

１
：

２
１

：
１

1

配
置

予
定

技
術

者
の

経
験

及
び

能
力

資
格

・
実

績
等

主
任

担
当

者
4 ー 8 1 ー 2

担
当

技
術

者
2 ー 4 1 1

評
価

項
目

評
価

の
着

目
点

１
：

２
１

：
１

総
合

技
術

２
．
入
札
説
明
書
及

び
様

式
の
改

定
に
つ
い
て

6

入
札
手
続
関
係
書
類

■
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
等
を
推
進
す
る
企
業
と
し
て
法
令

に
基
づ
く
認
定
を
受
け
た
企
業
を
加
点
評
価
す
る
記
載
を
追
加

○○
特特

記記記記記
仕仕

様様
書書

（
R

7
.4

.1
以
降
の
公
告
等
に
適
用
）
）

３
．
仕

様
書

、
積
算
基
準
の
改
定
に
つ
い
て

7

■
テ
ク
リ
ス
へ
の
位
置
情
報
の
入
力

測
地
成
果
の
改
定
に
伴
い
、
記
載
例
が
変
更
に
な
っ
た
こ
と
に
よ
る
改
正

世
界
測
地
系
（
JG

D
20

11
）
→
世
界
測
地
系
（
JG

D
20

24
）

・
用
地
調
査
等
業
務

第
６
５
条

・
用
地
補
償
総
合
技
術
業
務

第
２
３
条

・
用
地
調
査
点
検
等
技
術
業
務

第
４
０
条

■
旅
費
交
通
費

国
家
公
務
員
等
の
旅
費
に
関
す
る
法
律
等
の
改
正
に
伴
う
改
正

・
用
地
調
査
等
業
務

第
６
６
条

・
用
地
補
償
総
合
技
術
業
務

第
２
０
条

・
用
地
調
査
点
検
等
技
術
業
務

第
４
１
条

宿
泊
・
滞
在
を
伴
う
業
務
の
場
合
、
宿
泊
費
・
宿
泊
手
当
に
要
す
る
費
用
を
計
上

※
宿
泊
費
・
宿
泊
手
当
に
要
す
る
費
用
に
つ
い
て
は
、
当
初
は
計
上
し
て
い
な
い
。
受
注
者
は
、
宿
泊
情
報
が
分
か
る
資
料

（
例
：
宿
泊
施
設
の
名
称
・
住
所
、
宿
泊
日
、
宿
泊
者
名
、
夕
食
・
朝
食
の
有
無
、
宿
泊
料
金
が
記
載
さ
れ
た
領
収
書
）
を
添

付
し
、
監
督
職
員
と
協
議
の
上
、
設
計
変
更
に
て
計
上
す
る
も
の
と
す
る
。

○○
積積

算算
基基

準準
（
R

7
.4

.1
以
降
の
公
告
等
に
適
用
）
）

３
．
仕
様
書
、
積
算
基

準
の
改

定
に
つ
い
て

8

■
第
１
２

土
地
評
価

「
２

現
地
踏
査
」
、
「
４

地
域
区
分
及
び
標
準
地
選
定
等
業
務
」
、
「
６

各
画
地
の
評
価
各
算
定
業
務
」
、
「
７

残
地
補
償
算

定
業
務
」
に
つ
い
て
の
歩
掛
改
定

■
第
３

業
務
の
内
容
及
び
積
算

１
直
接
原
価

（
２
）
直
接
経
費

ロ
旅
費
交
通
費

ロ
－
２
旅
費
交
通
費
の
率
を
用
い
た
積
算
（
宿
泊
・
滞
在
を
伴
う
業
務
の
場
合
）

２
）
率
を
用
い
た
場
合
の
宿
泊
費
・
宿
泊
手
当
の
積
算

２
）
－
１

宿
泊
費

宿
泊
費
は
旅
行
中
の
宿
泊
に
要
す
る
費
用
と
し
、
そ
の
額
は
地
域
の
実
情
を
勘
案
し
て
国
家
公
務
員
等
の
旅
費
支
給
規

程
（
昭
和

25
 年

５
月
１
日
大
蔵
省
令
第

45
 号

）
（
以
下
「
旅
費
支
給
規
程
」
と
い
う
。
）
で
定
め
る
額
（
宿
泊
費
基
準
額
）
と

現
に
支
払
っ
た
額
を
比
較
し
、
い
ず
れ
か
少
な
い
額
と
す
る
。
な
お
、
宿
泊
費
基
準
額
は
旅
費
支
給
規
程
別
表
第
二
の
職

務
の
級
が
十
級
以
下
の
者
に
記
載
の
一
夜
当
た
り
の
金
額
と
す
る
。
（
旅
費
支
給
規
程
別
表
第
二
の
額
は
消
費
税
込
み

で
記
載
さ
れ
て
い
る
た
め
、
税
抜
き
価
格
を
積
み
上
げ
る
よ
う
注
意
す
る
こ
と
。
）

２
）
－
２

宿
泊
手
当

宿
泊
手
当
は
、
宿
泊
を
伴
う
旅
行
に
必
要
な
諸
経
費
に
充
て
る
た
め
の
費
用
と
し
、
そ
の
額
は
、
通
常
要
す
る
費
用
の
額

を
勘
案
し
て
旅
費
支
給
規
程
第

14
 条

（
宿
泊
手
当
の
定
額
等
）
で
定
め
る
一
夜
当
た
り
の
定
額
と
す
る
。
（
旅
費
支
給
規

程
別
表
第
三
の
額
は
消
費
税
込
み
で
記
載
さ
れ
て
い
る
た
め
、
税
抜
き
価
格
を
積
み
上
げ
る
よ
う
注
意
す
る
こ
と
。
）
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４
．
そ
の
他

（
１
）
用
地
関
係
業
務
に
係
る
所
要
作
業

時
間
等

調
査
の

実
施

に
つ
い
て

・
用
地
調
査
等
業
務
費
積
算
基
準
第
６
の
７
に
規
定
す
る
「
建
物
等

の
残
地

移
転
要

件
の
該

当
性
の

検
討
」
及
び

同
基
準
第
６
の
８
に
規
定
す
る
「
照
応
建

物
の
設

計
案
の

作
成
等
」

・
用
地
調
査
等
業
務
費
積
算
基
準
第
８
「
予
備
調
査
」
に
規

定
す
る
「
１
打
合

せ
協
議
」
を
除

く
す
べ
て

・
用
地
調
査
等
業
務
費
積
算
基
準
第
９
「
移
転
工
法

案
の
検

討
」
に
規
定
す
る
「
１
打

合
せ
協

議
」
を
除

く
す
べ

て

（
２
）
D

X
に
つ
い
て

用
地
関
係
業
務
に
お
け
る

D
X
推
進
の
検

討

9

１
．
国

土
交

通
省

損
失

補
償

取
扱

要
領

の
一

部
改

正
に
つ
い
て

10

○
要
領
第

21
条
（
１
）
及
び
第

21
条
の
２
に
規
定
さ
れ
て
い
る
年
利
率
は
据
え
置
き

【
0.

7%
】

２
．
移

転
雑

費
算

定
要

領
の
一

部
改

正
に
つ
い
て

11

第
３
条

第
１
項

第
２
号

（
一

）
建

物
等

の
建

築
に
関

す
る
手

続
費

用

ア
運

用
方

針
第

２
４
第

３
項

（
１
）
に
掲

げ
る
建

築
物

確
認

申
請

手
数

料
は
、
建

築
基

準
法

第
６
条

第
１
項

（
同

法
第

８
８
条

第
２

項
に
お
い

て
準

用
す
る
場

合
を
含

む
。
）
に
規

定
す
る
建

築
確

認
を
必

要
と
す
る
建

築
物

等
の
確

認
申

請
手

数
料

（
中

間
検

査
手

数
料

及
び
完

了
検

査
手

数
料

、
構

造
計

算
適

合
性

判
定

手
数

料
を
含

む
。
）
及

び
建

築
物

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
性

能
の
向

上
等

に
関

す
る
法

律
第

１
１
条

第
１
項

に
規

定
す
る
建

築
物

エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
性

能
適

合
性

判
定

を
受

け
る
た
め
の
手

数
料

（
同

項
た
だ
し
書

き
に
よ
る
場

合
を
除

く
。
）
と
す
る
。

イ
建

築
物

確
認

申
請

手
続

業
務

報
酬

額

建
物

等
を
移

転
す
る
た
め
に
建

築
物

確
認

申
請

が
必

要
な
場

合
に
、
必

要
と
な
る
建

築
確

認
申

請
手

続
業

務
報

酬
額

（
確

認
申

請
図

書
の
作

成
及

び
確

認
申

請
の
代

行
に
要

す
る
費

用
）
及

び
建

築
物

エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
性

能
適

合
性

判
定

申
請

手
続

業
務

報
酬

額
（
建

築
物

エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
性

能
適

合
性

判
定

申
請

図
書

の
作

成
及

び
適

合
性

判
定

申
請

の
代

行
に
要

す
る
費

用
）
は
原

則
と
し
て
、
本

号
（
ウ
）
に
定

め
る
設

計
、
工

事
監

理
等

業
務

報
酬

額
に
含

む
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
設

計
、
工

事
監

理
等

業
務

報
酬

額
を
補

償
し
な
い
場

合
で
あ
っ
て
、
確

認
申

請
図

書
の
作

成
及

び
確

認
申

請
の
代

行
が
必

要
と
認

め
ら
れ
る
と
き

は
、
当

該
費

用
を
補

償
す
る
も
の
と
す
る
。

ウ
建

築
物

の
設

計
、
工

事
監

理
等

業
務

報
酬

額
（
以

下
略

）

（解
説

Q
A

4
）

「同
項
た
だ
し
書
き
（適

合
性
判
定
を
行
う
こ
と
が
比
較
的
容
易
な
も
の
）
に
よ
る
場
合

を
除
く
」

⇒
例
え
ば
、
戸
建
住
宅
の
場
合
は
仕
様
基
準
（省

エ
ネ
計
算
に
よ
ら
ず
、
省
エ
ネ
性
能
の
適
合
確
認
が
可
能

と
な
る
基
準
）
を
用
い

る
こ

と
が
可
能
で
、
建
築
確
認
手
続
に
お
い
て
省
エ
ネ
基
準

へ
の
適
合
性
を
確
認

さ
れ
、
所
管
行
政
庁
等

に
よ
る
省
エ
ネ
適
判

を
要
し
な
い
場
合

で
あ
り
、
適
合
性
判
定
手
数
料
の
補
償
は
基
本
的
に
不
要
で
あ
る
こ
と
に
留
意
。

１
．
移
転
雑
費
算
定
要
領
の
一
部
改
正
（
R

7
.3

.1
8
）

12

２
．
移

転
雑

費
算

定
要

領
の
一

部
改

正
に
つ
い
て
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２
．
移

転
雑

費
算

定
要

領
の
一

部
改

正
に
つ
い
て

13

１
．
移
転
雑
費
算
定
要
領
の
一
部
改
正

（
R

7
.3

.1
8
）
  

  
  
 

「建
築
物
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
性
能
の
向

上
等
に
関
す
る
法
律
」

の
施

行
（
2

0
2

5
年

4
月

1
日

）

＜
参

考
＞

３
．
営

業
補

償
調

査
算

定
要

領
の
一

部
改

正
に
つ
い
て

14

【改
正
内
容
の
概
要
】

・e
-T

a
x
の
利
用
率
向
上
等
に
伴
い
、
令
和
７
年
１
月
か
ら
、
税
務
署
に
お
い
て
申
告
書
等
の

控
え
へ
の
収
受
日
付
印
の
押
捺
廃
止
に
伴
う
一
部
改
正
を
行
う
も
の
。

２
．
営
業
補
償
調
査
算
定
要
領
の
一
部
改
正
（
R

7
.3

.1
8
）

第
２
条

第
１
項
第

一
号
（
一

）
ハ

収
益

及
び
経

費
に
関

す
る
も
の

（
１
）
直
近
３
か
年
の
事
業
年
度
の
確
定
申
告
書
（
控
）
写
。

原
則
と
し
て
、
国
税
電
子
申
告
・納

税
シ
ス
テ
ム
（
e
-
T

a
x
）の

受
信
通
知
に
よ

る
も
の
と
す
る
。

（
２
）
～
（５

）
（
略

）

【
改
正
内

容
の
概
要
】

・
営
業

補
償
調
査
算
定
要
領

別
表
１
固
定

的
経
費
認
定
基
準
に

、
役
員
給
与

に
つ
い
て
の
取
扱
を

新
規
に
掲
載

す
る
も
の
。

・
役
員

給
与
に
つ
い
て
は
、

基
本
的
に
固

定
的
経
費
と
し
て
取

り
扱
う
（
使

用
人
兼
務
役
員
の
場

合
等
の
例
外

有
）
。

（
詳
細

は
解
説
に
記
載
）

⑮
役
員
給
与

△
役

員
の

給
与

に
つ

い
て

は
、

株
主

総
会

の
決

議
に

よ
っ

て
事

業
年

度
に

お
け

る
支

給
額

が
定
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
り
、

変
更
に
あ
た
っ
て
は
株
主
総

会
の
厳
格
な
手
続
き
が
必
要

と
な
る

こ
と
か
ら
、
定
期
同
額
給
与

等
に
該
当
し
損
金
算
入
が
認

め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
基
本

的
に
は

固
定
的
経
費
と
す
る
。

た
だ

し
、
役
員

が
使
用
人
を
兼
務

し
て
い
る
場

合
（
使
用
人
兼

務
役
員
）
の

役
員
給
与
の

う
ち
、
使
用
人
職
務
分
に
つ
い

て
は
、
従
業
員
に
対
す
る
休

業
手
当
相
当
額
と
し
て
考
慮

す
る
た

め
固
定
的
経
費
と
し
な
い
。

別
表
１

固
定
的
経
費
認
定
基
準

15

３
．
営

業
補

償
調

査
算

定
要

領
の
一

部
改

正
に
つ
い
て

４
．
そ
の
他

16
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損
失
補
償
算
定
標
準

書
に

つ
い
て

運
用
に
あ
た
っ
て
の
留
意
事
項

○
目
的

用
地
補
償
算
定
業
務
を
行
う
に
あ
た
り
、
適
正
か
つ
公
平
な
損
失
補
償
金
額
の
算
定
を
円
滑
に
行
う
目
的
で
、
補
償
項
目

毎
に
、
算
定
方
法
、
標
準
歩
掛
及
び
単
価
を
示
し
て
い
る
も
の
で
す
。
し
た
が
っ
て
適
用
に
あ
た
っ
て
は
本
書
の
内
容
と

補
償
対
象
物
件
の
規
模
等
と
の
適
合
性
を
検
討
し
、
適
合
性
が
認
め
ら
れ
な
い
場
合
に
は
歩
掛
の
組
み
替
え
又
は
別
途
積

算
等
に
よ
っ
て
対
応
す
る
こ
と
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

○
構
成

公
共
用
地
の
取
得
に
伴
う
損
失
補
償
基
準
（
昭
和
37
年
10
月
12
日
用
地
対
策
連
絡
会
決
定
）
及
び
同
細
則
（
昭
和
38
年
3月

7日
用
地
対
策
連
絡
会
決
定
）
等
に
規
定
さ
れ
て
い
る
補
償
項
目
の
う
ち
、
そ
の
算
定
手
法
の
標
準
化
が
可
能
な
も
の
や
、

あ
ら
か
じ
め
基
準
表
を
作
成
し
運
用
す
る
こ
と
が
妥
当
と
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
、
そ
の
損
失
補
償
金
額
が
算
定
で

き
る
よ
う
構
成
し
て
い
ま
す
。

Ⅰ
 基

準
・
要
領
編

Ⅱ
 単

価
編

Ⅲ
 内

訳
編

Ⅳ
 工

損
編

17

令
和

７
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

に
つ
い
て

◎
「建

物
等

の
解

体
工

事
費

算
定

要
領

」

石
綿

含
む
解

体
工

事
費

の
単

価
の

適
用

面
積

等
の

規
定

を
追

加
。

１
．
建
物
等
の
解
体
工
事
費
算
定

（
基

準
・

要
領

編
建

物
工

作
物

運
用

申
し

合
わ

せ
）

令
和

７
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

18

該
当
箇
所
は
基
準
要
領
編

建
物
・
工
作
物
運
用
申
し
合
わ
せ

２
０
～
２
１
ペ
ー
ジ

◎
「
建

物
等

の
解

体
工

事
費

算
定

に
か

か
る
留

意
点

」
石

綿
含

有
成

形
板

等
の

廃
材

処
分

費
の

計
上

に
つ
い
て
の

規
定

を
追

加
。

該
当
箇
所
は
基
準
要
領
編

建
物
・
工
作
物
運
用
申
し
合
わ
せ

２
２
ペ
ー
ジ

１
．
建
物
等
の
解
体
工
事
費
算
定

（
基
準
・
要
領
編

建
物
工
作
物
運
用

申
し

合
わ

せ
）

令
和

７
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

19

本
編
か
ら
【
参
考
資
料
】
へ
移
行

・
「
標
準
耐
用
年
数
表

木
造
住
宅
（
非
住
宅
）
」

・
「
上
位
ラ
ン
ク
認
定
条
件
表
」

２
．
建
物
工
作
物
運
用
申
し
合
わ
せ

参
考
資
料

（
基

準
・

要
領

編
建

物
工

作
物

運
用

申
し

合
わ

せ
）

令
和
７
年
度
損
失
補
償
算
定
標
準
書
の
主
な
改
正
点

20
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該
当
箇
所
は
基
準
要
領
編

通
損

通
６
３
ペ
ー
ジ

３
．
移
転
先
選
定
費

（
基
準
・
要
領
編

通
常
損
失
補
償
金
関
係
〔
Ⅲ
〕
-
６
（
3
）
移
転
雑
費
留
意
事
項
）

移
転
先
選
定
費
の
日
当
は
国
家
公
務
員
旅
費
法
の
別
表
を
根
拠
と
し
て
い
た
が
、
Ｒ
６
年
度
の
改
正
に
よ
り
当
該
別
表
が
削
除
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、

「
『
令
和
６
年
改
正
前
の
』
国
家
公
務
員
旅
費
に
関
す
る
法
律
」
と
し
た
。

令
和

７
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

21

該
当
箇
所
は
基
準
要
領
編

通
損

通
８
８
ペ
ー
ジ

５
．
法
改
正
に
よ
る

影
響

（
基

準
・

要
領

編
通

常
損

失
補

償
金

関
係

〔
Ⅲ

〕
ー

６
（

3
）

移
転

雑
費

留
意

事
項

）

・
「

戸
建

住
宅

を
対

象
と

す
る

場
合

に
お

け
る

判
断

基
準

フ
ロ

ー
」

の
修

正
・

（
参

考
１

）
「

建
築

士
法

（
抜

粋
）

」
の

修
正

（
第

３
条

（
一

級
建

築
士

で
な

け
れ

ば
で

き
な

い
設

計
又

は
工

事
監

理
）

の
修

正
）

令
和

７
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

23
（
建
築
基
準
法

2
0
条
）

木
造
建
築
物
の
構
造
計
算
対
象
規
模
を
引
下
げ
構
造
安
全
性
を

確
保
（
延
べ
面
積

5
0
0
㎡
超
⇒
3
0
0
㎡
超
）

令
和

７
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

６
．
戸

建
住

宅
の

倉
庫

や
車

庫
の

類
型
適

用
（
基

準
・
要

領
編

通
常

損
失

補
償

金
関

係
〔
Ⅲ

〕
ー
６
（
4
）
算

定
例

）

（
告
示
第
８
号
）

算
定

例
の

見
直

し

24

該
当

箇
所

は
基

準
要

領
編

通
損

通
６
６
～

６
８
ペ
ー
ジ

２
 法

令
上
の
手
続
き
に
要
す
る
費
用

(1
) 
建
物
等
の
建
築
に
関
す
る
手
続
費
用

エ
設
計
及
び
工
事
監
理
等
業
務
報
酬
額

曳
家
工
法
の
う
ち
、
木
造
軸
組
建
築
物
に
係
る
設
計
及
び
工
事
監
理
等
に
要
す
る
費
用

＝
 直

接
工
事
費
（
曳
家
工
事
費
＋
補
修
工
事
費
）
×

０
．
１

４
．
曳
家
工
法
の
設
計
工
事
監
理
料

（
基
準
・
要
領
編

通
常
損
失
補
償
金
関
係
〔
Ⅲ
〕
-
６
（
3
）
移
転
雑
費
留
意
事
項
）

22

（
新

）
R

7
改

正
（
旧

）
R

6

令
和

７
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

54近畿支部報  Vol.84



講演会・講習会・研修会の報告
令

和
７
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

25

７
．
「
石
綿
含
有
成
形
板
等
除
去
手
間

」
単
価
の
新
設

（
単

価
編
〔

Ⅰ
〕
建

物
関
係

）

・
従

来
、

木
造

建
物

の
石

綿
含

有
成

形
板

等
除

去
を

含
む

解
体

単
価

に
つ

い
て

は
、

解
体

業
者

へ
の

ヒ
ア

リ
ン

グ
結

果
を

基
に

作
成

さ
れ

て
い

た
。

・
「

石
綿

含
有

成
形

板
等

除
去

手
間

」
単

価
は

、
従

来
の

単
価

に
採

用
し

た
標

準
量

を
使

用
し

て
、

建
設

工
事

標
準

歩
掛

の
工

数
を

採
用

し
て

歩
掛

を
作

成
。

・
非

木
造

建
物

に
使

用
さ

れ
る

レ
ベ

ル
３

の
石

綿
含

有
建

材
も

、
木

造
建

物
と

同
様

の
施

工
箇

所
（

壁
材

や
天

井
材

等
）

に
限

定
さ

れ
る

と
考

え
ら

れ
る

た
め

、
木

造
建

物
・

非
木

造
建

物
の

両
方

に
適

用
可

能
と

す
る

。

◎
留

意
事

項
＊

本
単

価
は

、
石

綿
含

有
成

形
板

等
の

除
去

（
石

綿
含

有
成

形
板

の
う
ち

「
け
い

酸
カ

ル
シ

ウ
ム
板

１
種
」

を
切

断
等

の
方
法

に
よ
り

除
去

す
る

作
業

や
石

綿
含
有

仕
上
塗

材
を

電
動

工
具
を

用
い
て

除
去

す
る

場
合
等

、
作
業

場
所

の
隔

離
お
よ

び
常
時

湿
潤

な
状

態
に
保

っ
た
上

で
の

除
去

処
分

が
必

要
と

判
断

さ
れ

る
場

合
を

除
く

）
を

伴
う

場
合

に
適

用
す
る

。
＊

本
単

価
に

は
、
レ

ベ
ル
３

の
対

象
で

あ
る
石

綿
含
有

仕
上

塗
材

を
、
電

動
工
具

を
用

い
ず

に
、
ス

ク
レ
ー

パ
ー

等
を

使
用
し

て
手
作

業
で

除
去

す
る

場
合

等
も
含

む
。

（
注

）
本

単
価

に
は

、
作
業

場
の

隔
離

等
は
含

ま
な
い

。

石
綿

含
有

成
形

板
等

除
去
手

間
単

価

令
和

７
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

26

８
．

「
断

熱
材

工
事

」
単
価

の
新

設
（

単
価

編
〔

Ⅰ
〕
建

物
関
係

）

・
断

熱
材

に
お

い
て

は
従

来
、

㎡
当

た
り

の
単

価
（

材
工

共
）

が
設

定
さ

れ
て

い
た

と
こ

ろ
。

・
「

断
熱

材
工

事
」

単
価

は
、

木
造

住
宅

系
の

建
物

延
べ

面
積

に
対

応
し

た
標

準
的

な
壁

・
床

・
天

井
の

断
熱

材
工

事
に

係
る

数
量

（
統

計
数

量
）

を
認

定
し

た
。

◎
留

意
事

項
＊

本
単

価
は

、
標

準
的

な
住

宅
系

（
専

用
住

宅
又

は
共

同
住

宅
）

木
造

建
物

に
占

め
る

断
熱

材
標

準
数

量
を

、
延

床
面

積
で

割
り

戻
し

た
統

計
単

価
で

あ
る

。
な

お
、

軽
量

鉄
骨

造
（

専
用

住
宅

又
は

共
同

住
宅
）

、
又

は
鉄

鋼
系

プ
レ

ハ
ブ

工
法

（
軽

量
鉄

骨
造

）
（

専
用

住
宅

又
は

共
同

住
宅
）

の
建

物
の

場
合

に
は

、
本

単
価

を
適

用
対

象
と

す
る

。

９
．

「
残

土
処

分
費

」
単
価

の
新

設
（

単
価

編
〔

Ⅰ
〕
建

物
関
係

）

断
熱

材
工

事
単

価

残
土

処
分

費
単

価

土
地

政
策

推
進
連
携
協
議
会

○ 地 方 公 共 団 体 へ の 職 員 の 派 遣

○ 対 策 計 画 の 策 定 、 推 進 法 人 の 指 定 の 支 援

○ 管 理 不 全 土 地 の 勧 告 制 度 の 活 用 支 援

等

国国
土土

交交
通通

省省
（（
不不

動動
産産

・・
建建
設設
経経
済済
局局
））

・
弁

護
士

会
・
司

法
書

士
会

・
行

政
書

士
会

・
土

地
家

屋
調

査
士

会
・
不

動
産

鑑
定

士
協

会
・
補

償
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
協

会
・
都

道
府

県
宅

地
建

物
取

引
業

協
会

・
全

日
本

不
動

産
協

会
各

地
方

本
部

な
ど

関関
係係

団団
体体

総 会 ・ 幹 事 会 に て 活 動 計 画 を 策 定

法法
務務

省省
（（
民民

事事
局局

））

地
方
整
備
局

等

所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地
法法
のの
円円

滑滑
なな

施施
行行
、、
諸諸
制制

度度
のの
周周
知知

やや
活活

用用
のの
支支
援援

、、
用用
地地

業業
務務
のの
ノノ
ウウ
ハハ

ウウ
のの
提提
供供

・・共共
有有

、、
地地
籍籍

調調
査査
のの

推推
進進

なな
どど
、、
土土
地地
にに
関関
すす
るる
課課

題題
解解

決決
やや

良良
好好
なな

地地
域域
づづ

くく
りり
にに
資資
すす
るる
テテ

ーー
ママ
をを
広広
くく
取取
りり
扱扱

いい
、、
地地

方方
公公

共共
団団

体体
等等
のの
支支

援援
をを
行行

うう
。。

財財
務務

省省
（（
理理

財財
局局

））
農農

林林
水水

産産
省省

（（
経経

営営
局局

））
林林

野野
庁庁

（（
森森

林林
整整

備備
部部
））

地
方
公
共
団
体

行行
政政

機機
関関

地
方
整
備
局
等

（
事
務
局
：
用
地
部
）

法
務

局
財

務
局

農
政

局
林

野
庁

都
道
府
県

等

支支
援援

・
士

業
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活

か
し
た
権

利
者

探
索

や
土

地
の
利

活
用

等
支支

援援
・
制

度
周

知
や
、
課

題
解

決
に
取

組
む
市

町
村

等
へ
の
助

言
等

連
絡
調
整

○
所

有
者

不
明

土
地

法
の
円

滑
な

施
行

の
た
め

の
情

報
共
有

等

○
用

地
業

務
等

の
ニ

ー
ズ
に
基

づ
い

た
講

演
会

・講
習

会
の
開

催

○
所

有
者

不
明

土
地

や
低

未
利

用
土

地
の
活

用
、
空
き
家

対
策

な
ど
の
先

進
的

な
取

組
の
情

報
提

供

○
地

籍
調

査
の
円

滑
な

遂
行

の
た
め

の
情

報
提
供

○
構

成
員

等
に
よ
る
相

談
体

制
の
構

築

○
関

係
省

庁
に
お
け
る
一

連
の
制

度
改

正
の
周

知

具具
体体

的的
なな

内内
容容

土
地

政
策
推
進
連
携
協

議
会

（
全
国
1
0
ブ
ロ
ッ
ク
に
設

置
）

27

こ
れ
ま
で
の
土
地
政

策
の
変

遷
と
土

地
・
不

動
産

市
場

の
変
化

28

-2
0.

0

-1
5.

0

-1
0.

0

-5
.00.
0

5.
0

10
.0

15
.0

20
.0

25
.0

30
.0

  全
国
平
均
：
住
宅

全
国
平
均
：
商
業

●
ババ

ブブ
ルル

期期
のの

地地
価価

のの
急急

高高
騰騰

をを
背背

景景
に
平

成
元

年
に
土

地
基

本
法
を
制

定
、
適適

正正
・・
合合

理理
的的

なな
土土

地地
利利

用用
のの

確確
保保

が
目

指
さ
れ

た
が

、
ババ

ブブ
ルル

崩崩
壊壊

後後
のの

地地
価価

低低
迷迷
の

中
、
土

地
政
策

は
土土

地地
のの

有有
効効

利利
用用

のの
推推

進進
へへ

と
転
換

。

●
人

口
減

少
の

本
格

化
に
伴

い
所

有
者

不
明
土

地
を
は

じ
め
と
す
る
課

題
が

顕
在
化

、
土土

地地
のの

適適
切切

なな
利利

用用
・・
管管

理理
がが

求求
めめ
らら
れれ

るる
。

(
％

)

土土
地地

基基
本本
法法
制制
定定

((HH

元元
))

ババ
ブブ
ルル

崩崩
壊壊

(年年
)

【【
公公

示示
地地

価価
（（
住住

宅宅
地地

・・
商商

業業
地地

））
のの

対対
前前

年年
変変

動動
率率

のの
推推

移移
】】

所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地
法法

制制
定定

((HH
33
00
))

地
価

の
高

騰

投投
機機

的的
取取

引引
のの

抑抑
制制

バ
ブ
ル

の
崩

壊
後

の
地

価
低

迷

土土
地地

のの
有有

効効
利利

用用
のの

推推
進進

所
有

者
不

明
土

地
問

題
等

の
顕

在
化

人
口

減
少

の
本

格
化

相
続

の
大

量
発

生

所所
有有

権権
保保

護護
へへ

のの
偏偏

重重
かか

らら
脱脱

却却
土土

地地
のの

適適
切切

なな
利利

用用
・・
管管

理理
へへ

土土
地地

基基
本本

法法
改改

正正
((RR
２２

))

土土
地地

基基
本本

方方
針針

作作
成成

・・
変変
更更

((RR
２２
・・
３３

))

総総
合合

土土
地地

政政
策策

推推
進進

要要
綱綱

((HH
33
))

新新
総総

合合
土土

地地
政政

策策
推推

進進
要要

綱綱
((HH

９９
))

土土
地地

政政
策策

のの
再再

構構
築築

((HH
11
77
))

（（
国国

土土
審審

議議
会会

土土
地地
政政

策策
分分
科科

会会
企企
画画

部部
会会

））

土土
地地

政政
策策

のの
新新

たた
なな
方方

向向
性性

22
00
11
66
((HH
22
88
))

（（
国国

土土
審審

議議
会会

土土
地地
政政

策策
分分
科科

会会
企企
画画

部部
会会
））

土土
地地

政政
策策

のの
中中

長長
期期

ビビ
ジジ
ョョ
ンン
((HH
22
11
))

（（
国国

土土
審審

議議
会会

土土
地地
政政

策策
分分
科科

会会
企企
画画

部部
会会
））

東東
日日

本本
大大
震震
災災
発発

生生
((HH
22
33
))

所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地
法法

改改
正正

((RR
４４

))

民民
事事

基基
本本

法法
制制

見見
直直

しし
((RR
３３

))
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バ
ブ
ル
崩
壊
か
ら
人
口
減
少
時
代
の
始
ま
り
ま
で

～
豊
か
で
安
心
で
き
る
地
域
づ
く
り
を
目
指
し
た
土

地
の

有
効
利
用
の
実
現
～

人
口

減
少

時
代

の
始

ま
り
か
ら
現

在
ま
で

～
成
長
分
野
の
土
地
需
要
へ

の
対
応
と
土

地
の

適
切
な

利
用
・
管
理
の
推
進
～

○○
成成

長長
分分

野野
のの

土土
地地

需需
要要

にに
対対

応応
すす

るる
環環

境境
整整

備備
 ・

Ｅ
コ

マ
ー

ス
市

場
の

拡
大

等
に

伴
う

物
流

施
設

需
要

な
ど

・
外

国
人

旅
行

者
の

増
加

に
伴

う
宿

泊
施

設
需

要
な

ど

○○
ココ

ンン
パパ

クク
トト

シシ
テテ

ィィ
やや

空空
きき

地地
・・

空空
きき

家家
対対

策策
のの

推推
進進

  
  
ま

ち
な

か
へ

の
都

市
機

能
等

の
誘

導
、

空
き

家
活

用
の

促
進

な
ど

○○
所所

有有
者者

不不
明明

土土
地地

問問
題題

へへ
のの

対対
応応

やや
土土

地地
のの

適適
切切

なな
利利

用用
・・

管管
理理

のの
推推

進進
所

有
者

不
明

土
地

法
の

施
行

、
土

地
基

本
法

の
見

直
し

な
ど

バ
ブ
ル

崩
壊

ま
で

～
地
価
高
騰
の
抑
制
と
適
正
か

つ
合

理
的
な
土
地

利
用
の
確
保
～

○○
土土

地地
基基

本本
法法

制制
定定

基
本

理
念

と
国

・
地

方
公

共
団

体
等

の
責

務
を

規
定

【【
基基

本本
理理

念念
】】

・
土

地
に

つ
い

て
の

公
共

の
福

祉
優

先
・

適
正

な
利

用
及

び
計

画
に

従
っ

た
利

用
・

投
機

的
取

引
の

抑
制

・
価

値
の

増
加

に
伴

う
利

益
に

応
じ

た
適

切
な

負
担

○○
土土

地地
取取

引引
のの

適適
正正

化化
土

地
取

引
規

制
（

監
視

区
域

制
度

）
、

土
地

関
連

融
資

規
制

（
総

量
規

制
）

、
地

価
税

、
土

地
評

価
制

度
の

見
直

し
な

ど

○○
適適

正正
かか

つつ
合合

理理
的的

なな
土土

地地
利利

用用
のの

確確
保保

住
宅

・
宅

地
開

発
や

都
市

再
開

発
の

推
進

、
市

街
化

区
域

内
農

地
の

宅
地

化
、

工
場

跡
地

等
の

低
・

未
利

用
地

の
利

用
促

進
な

ど

○○
地地

価価
高高

騰騰
抑抑

制制
かか

らら
土土

地地
のの

有有
効効

利利
用用

へへ
のの

土土
地地

政政
策策

転転
換換

不
良

債
権

関
連

土
地

を
は

じ
め

低
・

未
利

用
地

の
有

効
利

用
、

密
集

市
街

地
整

備
、

都
心

居
住

の
推

進
な

ど

○○
都都

市市
再再

生生
のの

推推
進進

、、
不不

動動
産産

証証
券券

化化
等等

のの
市市

場場
整整

備備
・

都
市

再
生

に
係

る
事

業
へ

の
容

積
緩

和
、

金
融

・
税

制
等

に
よ

る
支

援
・

不
動

産
証

券
化

手
法

の
整

備
、

J
リ

ー
ト

市
場

開
設

な
ど

○○
安安

全全
でで

質質
のの

高高
いい

生生
活活

基基
盤盤

とと
なな

るる
土土

地地
利利

用用
のの

実実
現現

防
災

、
環

境
配

慮
、

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
、

景
観

形
成

な
ど

空
き

地
・

空
き

家
の

増
加

の
状

況

（
世

帯
の

所
有

す
る
土

地
利

用
の

変
化

）
（
空

き
家

の
種

類
別

推
移

）

ピ
ー

ク
(H

5
)時

は
1

,2
1

2
の

市
町

村
で

監
視

区
域

が
指

定

H
1

3
(市

場
開

設
)か

ら
H

2
0
で

約約
22

77
倍倍

こ
れ
ま
で
の
土

地
政

策
の
変

遷

29

土
地
の
利
用
ニ
ー
ズ
の
低

下

○○
法法

人人
・・
世世

帯帯
がが

所所
有有

すす
るる
宅宅

地地
なな
どど
のの

空空
きき
地地

及及
びび
低低

利利
用用

地地
面面

積積
のの

推推
移移

法
人

・
世

帯
が

所
有
す
る
宅
地
な
ど
の

空
き
地
及

び
低
利
用
地
面

積
は
、
平
成
５
年
に
は
約

1
9
万

h
a
で

あ
っ
た
も
の

が
、
平

成
3
0
年
に
は
約
2
7
万

h
a
に
増

加
し
て
い
る
。
（
国

土
交
通
省
実

施
「
土
地
基
本
調

査
」
）

12
.7

9 
12

.5
3 

13
.1

0 
12

.1
7 

15
.5

4 
18

.8
9 

6.
29

 
6.

48
 

6.
42

 
7.

06
 

7.
89

 

7.
88

 
7.

3%
7.

6%
7.

6%
7.

1%
8.

2%
10

.3
%

3.
6%

3.
9%

3.
7%

4.
1%

4.
2%

4.
3%

0.
0%

2.
0%

4.
0%

6.
0%

8.
0%

10
.0

%

12
.0

%

0.
00

5.
00

10
.0

0

15
.0

0

20
.0

0

25
.0

0

30
.0

0

平
成
５
年

平
成

10
年

平
成

15
年

平
成

20
年

平
成

25
年

平
成

30
年

空
き
地

低
利
用
地

空
き
地
率

低
利
用
地
率

（
万
h
a
）

注
：
法
人
及
び
世
帯
の
合

計
値

注
：
世
帯
の
空
き
地
は
、

平
成
５
年
は
「
利
用
し
て

い
な
い
（
原
野
な
ど
）
」

を
含
ま
な
い

注
：
低
利
用
地
は
、
「
駐

車
場
」
「
資
材
置
場
」
「

利
用
で
き
な
い
建
物
（
廃

屋
等
）
」
の
合
計国
土
交

通
省

「
土

地
基

本
調
査

」
よ

り
作

成

30

空
き
地
面

積
の
推
移

世
帯

の
保

有
す

る
空

き
地

の
面

積
は

、
2
0
0
8
 年

か
ら

2
0
1
8
 年

に
か

け
て

、
6
3
2
㎢

か
ら

1
,3

6
4
 ㎢

へ
と

2
 倍

以
上

に
増

加
し

て
お

り
、

空
き

地
率

も
6
.5

%
か

ら
1
2
.4

%
へ

と
増

加
す

る
な

ど
、

こ
の

1
0
 年

間
で

、
全

国
の

空
き

地
の

面
積

が
急

増
し

て
い

る
。

2
6
2
 

2
6
6
 

2
7
9
 

2
6
1
 

3
1
7
 

2
8
5
 

1
3
1
 

1
0
6
 

8
7
 

9
8
 

1
1
6
 

1
0
2
 

7
1
2
 

8
0
4
 

6
8
1
 

6
3
2
 

9
8
1
 

5
8
9
 

7
7
5
 

7
.
2
%

8
.
4
%

6
.
7
%

6
.
5
%

8
.
6
%

1
2
.
4
%

-
1
.
0
%

1
.
0
%

3
.
0
%

5
.
0
%

7
.
0
%

9
.
0
%

1
1
.
0
%

1
3
.
0
%

0

2
0
0

4
0
0

6
0
0

8
0
0

1
,
0
0
0

1
,
2
0
0

1
,
4
0
0

1
,
6
0
0

1
,
8
0
0

2
,
0
0
0

1
9
9
3

1
9
9
8

2
0
0
3

2
0
0
8

2
0
1
3

2
0
1
8

世
帯

の
所

有
す

る
空

き
地

等
に

つ
い

て

屋
外

駐
車

場
資

材
置

場
空

き
地

(
原

野
等

含
む

）

※
世
帯
土
地
統
計
よ
り
作
成
。
空
き
地
率
は
、
世
帯
の
保
有
す
る
宅
地
に
占
め
る
空
き
地
（
原
野
等
含
む
）
の
割
合
。

㎢

出
典

：
「
国

土
交

通
政

策
研

究
所

紀
要

第
80

号
20

22
年

」

13
64

※

31

空
き
地
率
の
推
移
（
都

道
府

県
別

）

20
18

空
き
地
率

全
国
平
均

12
.4

%

0～
5％

5～
10

%
10

～
15

％

15
％
～

全
国
平
均

6.
5%

2
0
0
8
年
時
点
で
は
、
空
き
地
率

※
が
1
0
％
を
超
え
る
都
道
府
県
は
８
で
、
う
ち
1
5
％
以
上
の
都
道
府
県
は
１
と
な
っ
て
い

た
が
、
2
0
1
8
年
時
点
で
は
、
空
き
地
率
が
1
0
％
を
超
え
る
都
道
府
県
が

3
3
、
う
ち
1
5
％
以
上
の
都
道
府
県
は

1
8
と
、
全
国

的
に
空
き
地
率
が
大
き
く
増
加
し
て
い
る
こ
と
が
分

か
る
。

出
典
：
「
国
土
交
通
政
策
研
究
所
紀
要
第

80
号

20
22

年
」

〈〈
空空

きき
地地

率率
のの
推推
移移
（（
都都
道道
府府
県県
別別
））
〉〉

全
国
平
均

8.
6%

全
国
平
均

12
.4

%

20
18

20
13

20
08

※
空
き
地
率
は
、
世
帯
の
保
有
す

る
宅
地
に
占
め
る
空
き
地
（
原
野

等
含
む
）
の
割
合
。
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土

地
の
利

活
用
・
管
理
に
関
す
る
自
治
体

の
意
見

空空
きき

地地
等等

にに
関関

連連
すす

るる
問問

題題

１
．
空
き
地
等
に
関
連
す
る
問
題
※

2
2

 

1
7

 

2
2

 

3
1

 

4
0

 5
6

 6
9

 

1
1

2
 

2
5

6
 

3
3

7
 3
6

0
 

4
0

4
 

4
1

1
 

7
4

5
 

0
1

0
0

2
0

0
3

0
0

4
0

0
5

0
0

6
0

0
7

0
0

8
0

0

そ
の

他
（

自
由

記
述

）

特
に

な
い

土
壌

汚
染

や
水

質
汚

濁

土
砂

崩
れ

砂
ぼ

こ
り

悪
臭

営
農

環
境

の
低

下

犯
罪

の
お

そ
れ

火
災

の
お

そ
れ

落
ち

葉
の

散
乱

等
、道

路
等

周
辺

の
汚

損

景
観

の
悪

化

害
虫

の
発

生

ご
み

等
の

投
棄

雑
草

・雑
木

の
繁

茂
、隣

地
・道

路
等

へ
の

越
境

○
管

理
不

全
土

地
の

発
生

が
自

治
体

に
と

っ
て

最
も

問
題

と
な

っ
て

い
る

。
○

空
き

地
の

増
加

や
低

未
利

用
地

の
活

用
に

つ
い

て
も

課
題

と
な

っ
て

い
る

。

有
効

回
答

数
＝

7
8

3
自

治
体

そ
の

他
（

自
由

記
述

）
の

具
体

的
な

例
・

ア
レ

ル
ギ

ー
を

引
き

起
こ

す
植

物
の

繁
茂

に
よ

る
健

康
被

害
が

あ
る

・
野

生
動

物
の

住
処

に
な

っ
て

い
る

・
土

砂
の

流
出

が
あ

る

・
道

路
の

見
通

し
の

低
下

・
接

道
が

と
れ

な
い

・
境

界
確

定
で

き
な

い
・

道
路

区
域

線
が

明
ら

か
に

で
き

な
い

３
．
空
き
地
等
の
対
策
を
行
う
に
当
た
っ
て
の
課
題

○
取

組
の

課
題

と
し

て
は

、
空

き
地

の
実

態
把

握
が

進
ん

で
い

な
い

こ
と

や
、

体
制

・
予

算
の

問
題

、
民

間
へ

の
介

入
の

躊
躇

、
所

有
者

の
意

識
、

担
当

部
局

の
不

在
等

が
あ

げ
ら

れ
て

い
る

。
 

４
．
土
地
の
取
引
・
利
用
・
管
理
に
関
す
る
問
題
へ
の
対
処

○
基

本
的

に
は

既
存

の
法

律
、

行
政

指
導

及
び

条
例

に
よ

り
対

応
し

て
い

る
が

、
対

処
で

き
て

な
い

ケ
ー

ス
も

多
く

確
認

さ
れ

て
い

る
。

（
複

数
回

答
）

２
．
管
理
不
全
土
地
が
周
辺
に
及
ぼ
し
て
い
る
悪
影
響

2
7

 

3
1

 

9
6

 

1
0

0
 

2
0

1
 

2
1

6
 

3
6

7
 

4
5

0
 

4
9

3
 5
2

1
 

6
2

4
 

6
4

6
 

0
1

0
0

2
0

0
3

0
0

4
0

0
5

0
0

6
0

0
7

0
0

助
成

実
施

に
関

し
て

財
政

部
局

の
理

解
が

得
ら

れ
な

い

規
制

導
入

に
関

し
て

住
民

の
理

解
が

得
ら

れ
な

い

規
制

導
入

に
関

し
て

法
律

の
根

拠
が

必
要

望
ま

し
い

利
用

・用
途

へ
の

移
行

・転
換

が
困

難
（

需
給

の
ミ

ス
マ

ッ
チ

、土
壌

汚
染

等
）

問
題

と
な

っ
て

い
る

空
き

地
等

に
よ

る
迷

惑
の

程
度

や
範

囲
が

限
定

的

そ
も

そ
も

土
地

の
需

要
が

絶
対

的
に

不
足

し
て

い
る

問
題

と
な

っ
て

い
る

空
き

地
等

の
場

所
、件

数
、面

積
等

の
発

生
状

況
が

不
明

担
当

部
局

が
決

ま
ら

な
い

土
地

所
有

者
の

意
識

や
理

解
が

不
十

分

住
民

等
の

資
産

に
関

す
る

問
題

に
行

政
が

介
入

し
づ

ら
い

体
制

・予
算

が
不

十
分

空
き

地
等

の
場

所
、件

数
、面

積
等

の
発

生
状

況
が

不
明

有
効

回
答

数
＝

1
,5

9
1

自
治

体

（
複

数
回

答
）

○
管

理
不

全
土

地
が

周
辺

に
及

ぼ
し

て
い

る
悪

影
響

は
、

草
木

の
繁

茂
や

越
境

、
不

法
投

棄
、

害
虫

発
生

、
景

観
の

悪
化

、
落

ち
葉

の
散

乱
、

火
災

の
お

そ
れ

等
が

多
数

。
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そ
の

他
（

自
由

記
述

）

対
処

で
き

て
い

な
い

既
存

の
法

律
に

よ
り

対
処

し
て

い
る

条
例

に
よ

り
対

処
し

て
い

る

行
政

指
導

を
実

施
し

て
い

る

そ
の

他
（

自
由

記
述

）
の

具
体

的
な

例
・所

有
者

が
解

散
し

た
会

社
法

人
で

あ
る

こ
と

か
ら

、行
政

指
導

等
が

実
施

不
可

能
・景

観
に

影
響

を
及

ぼ
す

廃
虚

ホ
テ

ル
の

取
得

・解
体

と
い

っ
た

対
処

を
実

施
・相

続
人

が
不

明
で

対
応

が
不

可
能

・行
政

指
導

で
は

な
い

適
正

管
理

依
頼

等
を

送
付

・既
存

の
法

律
の

範
囲

内
で

対
応

し
て

い
る

が
、対

応
で

き
な

い
事

項
が

多
く

、問
題

が
解

決
し

て
い

な
い

・担
当

部
署

が
な

い
た

め
回

答
で

き
な

い

（
出

典
）

「
土

地
の

利
活

用
・

管
理

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
」

（
国

土
交

通
省

、
令

和
６

年
２

月
実

施
）

有
効

回
答

数
＝

4
4

6
自

治
体

（
複

数
回

答
）

※
「

問
題

」
と

は
、

住
民

か
ら

苦
情

が
あ

っ
た

、
議

会
で

指
摘

が
あ

っ
た

、
報

道
で

問
題

視
さ

れ
た

、
そ

の
他

行
政

と
し

て
対

応
が

必
要

に
な

っ
た

も
の

等
を

指
す

。

（
複

数
回

答
）

有
効

回
答

数
＝

1
,6

2
4

自
治

体

そ
の

他
（

自
由

記
述

）
の

具
体

的
な

例
・

擁
壁

崩
壊

の
恐

れ
が

あ
り

相
談

さ
れ

て
い

る
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
・

東
日

本
大

震
災

後
の

長
期

避
難

に
よ

り
空

き
地

が
発

生
し

て
い

る
・

熊
出

没
に

よ
る

草
刈

り
等

の
要

望
が

あ
る

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 ・

市
外

居
住

の
相

続
人

か
ら

、管
理

が
困

難
な

た
め

市
へ

の
寄

付
に

係
る

相
談

が
多

数
あ

る
・

道
路

と
宅

地
の

間
の

所
有

者
不

明
土

地
に

よ
っ

て
宅

地
側

の
接

道
義

務
が

果
た

せ
な

い
  

  
  
  
  
  
  
  
・

空
き

地
を

所
管

す
る

部
署

が
な

い
・

接
道

し
て

い
な

い
土

地
が

空
き

地
と

な
っ

て
い

る
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
・

問
題

が
発

生
し

て
い

る
か

ど
う

か
不

明
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土
地

基
本

法
の
改

正
の
概

要

①
土

地
・
不

動
産

の
有

効
活

用
（
既

に
利

用
さ
れ

て
い
る
も
の

の
最

適
活

用
、
低

未
利

用
の

も
の

の
創

造
的

活
用

）

②
防

災
・
減

災
、
地

域
へ

の
外

部
不

経
済
の

発
生

防
止
・
解

消
（
所

有
者

不
明

土
地

対
策

、
管

理
不

全
土

地
対

策
等
）

○
土

地
の

適
正

な
「
利

用
」
「
取

引
」
と
と
も
に
適

正
な

「
管

理
」
を
確

保

○
土

地
所

有
者

等
の

責
務
を
明

確
化

（
登
記
等
権
利
関
係
の
明
確
化
、
境
界
の
明
確
化
に
関
す
る
規
定
を
追
加
）

課
題
：
人
口
減
少
下
で
の
地
域
の
活
性
化
、
持
続
可
能
性
の
確
保

○
「
基

本
的

施
策

」
の

具
体

的
な
方

向
性

を
明

示

・
低

未
利

用
土

地
、
所

有
者

不
明

土
地

を
含

め
土

地
の

需
要

喚
起

と
取

引
の

マ
ッ
チ
ン
グ
、
有

効
利

用
の

誘
導
、

管
理

不
全

土
地

対
策

の
促

進
等

を
図

る
取

組
の
推

進
・
既

存
ス
ト
ッ
ク
等

の
円

滑
な
取

引
に
資

す
る
不

動
産

市
場

整
備

の
推

進
・
地

籍
調

査
の

円
滑

化
・
迅

速
化

、
不

動
産

情
報
の

充
実

・
最

新
化

等
を
図

る
取

組
を
通

じ
た
情

報
基

盤
の

整
備

目目
的的

基基
本本

理理
念念

・・
責責

務務

基基
本本

的的
施施

策策

土土
地地

基基
本本

方方
針針

（（
新新

設設
））

等

人
口

減
少

社
会

に
対

応
し
、
土

地
の

適
正
な
「
利

用
」
「
管

理
」
の

確
保

の
観
点

か
ら
土

地
政
策

を
再
構

築
⇒
法

全
般

（
「
目

的
」
「
基

本
理

念
」
「
責

務
」
「
基

本
的

施
策

」
）
で
、
周

辺
に
悪

影
響
を
与

え
な
い
よ
う
に
「
管

理
」
を
す
る
こ
と
の

重
要

性
等

を
明

確
化

○
土

地
の

適
正

な
「
利

用
」
及

び
「
管

理
」
を
確

保
す
る
観

点
か
ら
「
基

本
的

施
策

」
を
見

直
し

（
低
未
利
用
土
地
対
策
、
所
有
者
不
明
土
地
対
策
に
関
す
る
規
定
を
追
加
）

※
土
地
基
本
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
２
年
法
律
第

1
2
号
）
に
よ
る
改
正
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土
地

基
本

方
針

（
令

和
６
年

６
月

1
1
日

閣
議

決
定

）
の
概

要

現
状
・
課
題

（
１
）
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
化
、
世
帯
数
の
減
少

（
２
）
東
京
圏
等
へ
の
集
中
・
偏
在
、
ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
時
代
の
多
様

な
生
活
様
式
へ
の
転
換
、

D
X、

G
X等

の
進
行

（
３
）
気
候
変
動
の
影
響
等
に
よ
る
災
害
の
激
甚
化
・
頻
発
化

取
組
の
方
向
性
・
目
標

基
本
的
な
考
え
方

○
宅
地
化
を
前
提
と
し
た
土
地
政
策
か
ら
軸
足
を
移
し
、
広
域
的
・
長
期
的
な
視
点
を
も
っ

て
、
限
ら
れ
た
国
土
の
土
地
利
用
転
換
や
そ
の
適
正
管
理
等
を
進
め
る
“「
サ
ス
テ
ナ
ブ

ル
な
土
地
の
利
用
・
管
理
」
の
実
現

”を
目
標
に
施
策
を
総
合
的
に
推
進

○
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
土
地
の
適
正
な
利
用
転
換
や
的
確
な
利
用
・
管
理
、
円
滑
な
流

通
・
取
引
等
を
確
保
す
る
た
め
、
既
存
施
策
の
拡
充
や
新
た
な
施
策
の
導
入

土
地
に
関
す
る
施
策
（
主
な
新
規
・
拡
充
事
項
等
）

第
１
章

土
地
の
利
用
及
び
管
理
に
関
す
る
計
画
の
策
定
等
並
び
に
適
正
な
土
地

の
利
用
及
び
管
理
の
確
保
を
図
る
た
め
の
措
置
に
関
す
る
基
本
的
事
項

第
２
章

土
地
の
取
引
に
関
す
る
措
置
に
関
す
る
基
本
的
事
項

第
３
章

土
地
に
関
す
る
調
査
、
情
報
提
供
等
に
関
す
る
基
本
的
事
項

第
４
章

土
地
に
関
す
る
施
策
の
総
合
的
な
推
進
を
図
る
た
め
に
必
要
な
事
項

１
．
低
未
利
用
土
地
、
所
有
者
不
明
土
地
等
へ
の
対
応
に
関
す
る
措
置

➢
非
宅
地
化
を
含
む
土
地
の
有
効
利
用
へ
の
円
滑
な
転
換
、
継
続
的
な
管
理
を
確
保
す

る
た
め
の
新
た
な
枠
組
の
構
築

➢
改
正
空
家
法
に
よ
る
総
合
的
な
取
組
、
空
き
地
対
策
と
の
一
体
的
推
進

➢
所
有
者
不
明
土
地
法
に
基
づ
く
制
度
の
活
用
推
進

２
．
土
地
の
状
況
に
応
じ
た
土
地
の
有
効
利
用
及
び
適
正
管
理
に
関
す
る
措
置

➢
災
害
発
生
に
備
え
た
事
前
復
興
ま
ち
づ
く
り
計
画
の
策
定
促
進

➢
グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ
等
の
総
合
的
・
体
系
的
な
推
進

➢
不
適
切
な
土
地
利
用
等
を
防
ぎ
生
活
環
境
保
全
、
災
害
防
止
等
を
図
る
方
策
の
検
討

➢
工
場
跡
地
、
廃
墟
等
の
有
効
利
用
や
管
理
不
全
の
防
止
を
図
る
た
め
の
対
応
の
検
討

➢
重
要
土
地
等
調
査
法
に
基
づ
く
土
地
等
利
用
状
況
調
査
等
の
着
実
な
実
施

３
．
地
域
の
特
性
に
応
じ
た
適
正
な
土
地
の
利
用
及
び
管
理
に
関
す
る
措
置

➢
「
ま
ち
づ
く
り

G
X」

の
推
進

➢
区
分
所
有
法
制
の
見
直
し

➢
土
壌
汚
染
の
適
切
な
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
推
進

➢
国
・
都
道
府
県
で
確
保
す
べ
き
農
用
地
の
面
積
の
目
標
の
達
成
に
向
け
た
措
置
の
強

化
➢
土
地
利
用
転
換
や
関
連
都
市
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
に
よ
る
産
業
立
地
の
促
進

１
．
不
動
産
市
場
の
環
境
整
備
に
よ
る
活
性
化
・
流
動
性
の
確
保

➢
空
き
家
・
空
き
地
バ
ン
ク
の
活
用
等
に
よ
る
需
給
マ
ッ
チ
ン
グ
の
推
進

２
．
国
土
利
用
計
画
法
に
基
づ
く
土
地
取
引
規
制
制
度
の
適
切
な
運
用

１
．
多
様
な
主
体
間
の
連
携
協
力
（
国
・
地
方
公
共
団
体
、
専
門
家
等
）

➢
流
域
関
係
者
の
協
働
に
よ
る
「
流
域
治
水
」
の
取
組
の
推
進

２
．
多
様
な
活
動
を
支
え
る
人
材
・
担
い
手
の
育
成
・
確
保
、
必
要
な
資
金
の
確
保

➢
不
動
産
鑑
定
士
の
担
い
手
確
保
、
産
官
学
に
お
け
る
土
地
・
不
動
産
の
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ

ル
人
材
の
確
保
・
育
成

３
．
土
地
に
関
す
る
基
本
理
念
の
普
及
等

４
．

PD
C

A
サ
イ
ク
ル
に
よ
る
適
時
の
見
直
し

１
．
土
地
に
関
す
る
調
査
の
実
施
と
不
動
産
登
記
情
報
の
最
新
化

➢
地
籍
調
査
の
現
地
調
査
手
続
の
円
滑
化
、
調
査
困
難
な
都
市
部
・
山
村
部
で
の
調
査
推
進

➢
都
市
部
の
地
図
混
乱
地
域
に
お
け
る
法
務
局
地
図
作
成
事
業
の
計
画
的
な
実
施

２
．
不
動
産
市
場
情
報
の
整
備
の
推
進

➢
地
価
や
不
動
産
取
引
価
格
情
報
な
ど
、
市
場
動
向
を
的
確
に
把
握
す
る
情
報
の
整
備
と
提

供 ３
．
土
地
に
関
す
る
多
様
な
情
報
の
提
供

➢
不
動
産
に
関
す
る
多
様
な
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
を
同
じ
地
図
に
表
示
で
き
る
不
動
産
情
報
ラ

イ
ブ
ラ
リ
の
活
用

４
．

D
X
の
推
進
に
よ
る
土
地
政
策
の
基
盤
強
化

➢
地
理
空
間
情
報
を
活
用
し
た
「
建
築
・
都
市
の

D
X」

の
推
進

➢
不
動
産
登
記
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
関
係
機
関
へ
の
提
供

等 等

等

等
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土
地

政
策

研
究

会

〇
近
年
、
土
地
の
管
理
不
全
、
放
棄
宅
地
化
や
こ
れ
に
伴
う
外
部
不
経
済
の
発
生
等
が
、
政
策
課
題
と
し
て
顕
在
化
。
空
き
家
対
策
や
所
有
者
不
明
土
地
法
制
は
、
制
度
の
確
立
、
政
策

の
進
捗
に
一
定
の
成
果
が
あ
る
が
、
空
き
地
等
の
土
地
全
般
を
対
象
と
し
た
具
体
的
な
施
策
・
制
度
は
不
十
分
な
状
況
。
こ
れ
ま
で
の
宅
地
化
を
前
提
と
し
た
政
策
体
系
の
下
、
土
地

は
「
宅
地
」
が
最
終
的
な
利
用
形
態
で
、
事
実
上
不
可
逆
的
と
な
っ
て
い
る
が
、
土
地
の
過
少
利
用
が
課
題
と
な
る
中
、
政
策
転
換
が
必
要
。

○
こ
の

た
め
、
利
用
可
能

性
の

あ
る
土
地
の
活
用
方

策
を
追
求
し
つ
つ
、
「
非

宅
地
化
」
や
必

ず
し
も
利
活
用

を
目
的

と
し
な
い
最
適

な
土
地
の
在

り
方

、
そ
の

た
め
に
必
要

な
地
目
等

の
転
換
の
仕
組
み
等
も
視
野
に
、
新
た
な
政
策
体
系
の
検
討
が
必
要
。

○
こ
の
ほ
か
、
土
地
の
利
用
・
管
理
・
取
引
等
に
関
す
る
今
日
的
な
諸
課
題
に
つ
い
て
、
現
在
の
社
会
情
勢
を
基
に
し
た
ふ
さ
わ
し
い
土
地
政
策
の
在
り
方
の
検
証
も
必
要
。

○
こ
れ
ら
の
検
討
の
場
と
し
て
、
有
識
者
か
ら
な
る
土
地
政
策
研
究
会
を
立
ち
上
げ
、
必
要
な
検
討
テ
ー
マ
を
随
時
取
り
上
げ
、
議
論
す
る
。

１１
．．
土土
地地
政政
策策
研研
究究
会会
のの
概概
要要

２２
．．
土土
地地
政政
策策
研研
究究
会会
のの
検検
討討
事事
項項

４４
．．
委委
員員

３３
．．
スス
ケケ
ジジ
ュュ
ーー
ルル

饗
庭
伸

（
東
京
都
立
大
学
都
市
環
境
学
部
教
授
）

○
浅
見
泰
司

（
東
京
大
学
大
学
院
工
学
系
研
究
科
教
授
）

沖
野
眞
巳

（
東
京
大
学
大
学
院
法
学
政
治
学
研
究
科
教
授
）

齊
藤
広
子

（
横
浜
市
立
大
学
国
際
教
養
学
部
教
授
）

中
川
雅
之

（
日
本
大
学
経
済
学
部
教
授
）

野
澤
千
絵

（
明
治
大
学
政
治
経
済
学
部
教
授
）

広
田
純
一

（
岩
手
大
学
農
学
部
名
誉
教
授
）

水
村
容
子

（
東
洋
大
学
福
祉
社
会
デ
ザ
イ
ン
学
部
人
間
環
境
デ
ザ
イ
ン
学
科
教

授
） 山

野
目
章
夫

（
早
稲
田
大
学
大
学
院
法
務
研
究
科
教
授
、
土
地
政
策
分
科
会

長
） 涌

井
史
郎

（
東
京
都
市
大
学
環
境
学
部
特
別
教
授
）

（
五
十
音
順
、
敬
称
略
）

○
：
座
長

〇
地
域
の
類
型
に
応
じ
た
土
地
の
利
用
・
管
理
に
関
す
る
今
日
的
な
課
題
に
つ
い
て

○
こ
れ
か
ら
の
時
代
に
ふ
さ
わ
し
い
空
き
地
等
の
有
効
な
活
用
・
管
理
の
あ
り
方
に
つ
い
て
（
防
災
・
減
災
、
健
康
・
福
祉
、
グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ

等
）

○
各
地
域
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
に
資
す
る
空
き
地
等
活
用
の
進
め
方
に
つ
い
て
（
担
い
手
、
人
材
育
成
、
地
域
プ
ラ
ン

等
）

○
非
宅
地
化
を
含
む
土
地
の
最
適
利
用
・
管
理
や
土
地
利
用
転
換
を
促
す
仕
組
み
に
つ
い
て
（
誘
導
策
、
区
域
の
設
定
、
支
援
機
関
、
行
政
の
関
与
、
財
源

等
）

○
土
地
の
流
動
化
、
土
地
取
引
の
円
滑
化
を
促
す
方
策
に
つ
い
て

○
上
記
に
関
連
す
る
、
土
地
関
連
情
報
の
整
備
・
提
供
の
あ
り
方
に
つ
い
て

○
土
地
政
策
の
実
現
に
寄
与
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
措
置
の
あ
り
方
に
つ
い
て

な
ど

〇
第
１
回
（
令
和
５
年

1
0
月

3
1
日
）

「
土
地
を
巡
る
現
状
と
課
題
」

〇
第
２
回
（
令
和
５
年

1
2
月
８
日
）

「
土
地
の
有
効
な
活
用
・
管
理
の
あ
り
方
」

○
第
３
回
（
令
和
５
年

1
2
月

2
6
日
）

「
土
地
の
管
理
等
の
担
い
手
」

○
第
４
回
（
令
和
６
年

2
月
７
日
）

「
土
地
利
用
転
換
の
現
状
、
課
題
、
対
策
」

○
第
５
回
（
令
和
６
年
３
月

1
1
日
）

「
土
地
の
管
理
と
情
報
基
盤
整
備
」

○
第
６
回
（
令
和
６
年
５
月

1
5
日
）

  
「
土
地
の
利
活
用
・
管
理
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
」

「
中
間
と
り
ま
と
め
（
素
案
）
」

○
第
７
回
（
令
和
６
年
６
月
２
１
日
）

「
中
間
と
り
ま
と
め
（
素
案
）
」

土
地
政
策
研
究
会
中
間
と
り
ま
と
め
（
令
和
６
年
７
月
３
日
）

36
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講演会・講習会・研修会の報告
土

地
政

策
研

究
会

の
中

間
と
り
ま
と
め
・
提

言
概

要

令
和

６
年

６
月

1
1
日

閣
議

決
定

の
土

地
基

本
方

針
を

踏
ま
え
、
「
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
な
土

地
の

利
用

・
管

理
」
の

実
現

の
た
め
、
空

き
地

等
の

有
効

な
活

用
・
管

理
の

在
り
方

な
ど
、
ま
ず
は

速
や
か
に
処

置
す

べ
き
具

体
的

施
策

等
を

中
心

に
中

間
と
り
ま
と
め
を
行

い
、
第

１
次

の
提

言
を
行

う

空
き
地
等
の

発
生
状
況

○
全

国
的

に
空

き
地

等
の

面
積

が
急

増
（
世

帯
保

有
空

き
地

は
H

2
0
→

H
3

0
で

約
２
倍

の
1
,3

6
4

k
m

２
に
）

１
．
土
地
を
巡
る
現
状
と
課
題

２
．
対
策
の
視
点
・
方
向
性

空
き
地
等
の

発
生
要
因

○
従

来
の

土
地

利
用

で
は

需
要

が
不

足
○

取
引
や
利
用
ま
で
の
時
間
差
、
手
続
等
の
手
間
、
情
報
の
ミ
ス
マ
ッ

チ

空
き
地
等
の

外
部
不
経
済

○
草

木
の

繁
茂

・
越

境
、
害

虫
・
害

獣
発

生
、
ご
み

等
の

投
棄
、
災

害
の

懸
念

等
○

住
環
境
悪
化
に
よ
る
更
な
る
地
域
の
人
口
減
少
・活

力
低
下
・不

動
産
価
値
の
減
少

土
地
を
取
り
巻

く
諸
情
勢

○
多

角
的

な
土

地
利

用
転

換
の

促
進

や
継

続
的

な
適

正
管

理
の

確
保

○
防

災
・
減

災
、
環

境
等

を
考

慮
し
た
グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ
の

活
用

○
Ｄ
Ｘ
・
G

X
に
よ
る
不

動
産

取
引

の
推

進
や
不

動
産

の
流

動
性

の
確

保

空
き
地
等
の
利
活
用
・
管
理
の
担
い
手
の
確
保

○
空

き
地

等
に
つ
い

て
、
他

用
途

で
の

利
活

用
を

追
求
す
る
ほ

か
、
再

利
用

の
可

能
性

を
維

持
す
る
た
め
、
低

コ
ス
ト
で

管
理

を
継

続
○

利
用

見
込

み
が

な
い

宅
地

の
農

園
・
菜

園
、
緑

地
等

へ
利

用
転

換
を

本
格

的
に
検

討
○

  
空

き
地

等
の

発
生

状
況

や
利

活
用

の
意

向
把

握
、
状

況
を

踏
ま
え
た

対
策

の
重

点
化

○
利

活
用

ニ
ー
ズ
の

掘
り
起

こ
し
、
マ
ッ
チ
ン
グ
、
地

方
公

共
団

体
の

サ
ポ

ー
ト
等

を
担

う
中

間
組

織
等

の
存

在
が

重
要

○
地

域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
や
幅

広
い

プ
レ
ー
ヤ
ー
、
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
人

材
の

関
わ

り
が

必
要

○
高

齢
・
遠

隔
地

の
土

地
所

有
者

が
管

理
責

任
を

果
た
す
仕

組
み
が

必
要

○
活

動
資

金
の

自
己

調
達

、
収

入
の

確
保

が
必

要

３
．
具
体
的
施
策

空
き
地
等
の
農
園
・
菜
園
、
緑
地
等
へ
の
土
地
利
用
転
換

空
き
地
等
の
利
活
用
・
管
理
の
担
い
手
の
確
保

土
地
の
適
正
管
理
に
よ
る
災
害
や
環
境
悪
化
の
防
止

土
地
関
連
情
報
の
整
備
と
利
活
用
の
推
進

○
土

地
の

利
用

・
管

理
・
流

通
の

円
滑

化
の

た
め
、
災

害
リ
ス
ク
情

報
等

を
デ

ジ
タ
ル

地
図

上
で

活
用

す
る
仕

組
み
を
整

備
・
拡

充
す
る
と
と
も
に
、
不

動
産

ID
の

早
期

の
社

会
実

装
を

実
現

○
宅

地
化

抑
制

や
空

き
地

等
の

利
用

転
換

な
ど

、
地

域
の

実
情

を
踏

ま
え
た
今

後
の

土
地

利
用

・
管

理
に
係

る
方

針
を
地

方
公

共
団

体
が

計
画

等
に
明

記
す
る
こ
と
と
し
、
望

ま
し
い

土
地

利
用

を
誘

導
○

グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ
を
法
的
に
位
置
付
け
、
空
き
地
等
の
土
地

利
用

転
換

に
制

度
的
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を

与
え
る
と
と
も
に
、
粗
放
的
管
理
に
よ
る
管

理
コ
ス
ト
低

減
、
地
域

合
意

に
基

づ
く
適

正
管

理
等
を
推
進

○
空

き
地

等
の

利
活

用
・
管

理
の

ノ
ウ
ハ

ウ
を

有
し
、
土

地
利

用
転

換
や

一
時

保
有

を
含

む
管

理
等

の
ラ
ン
ド
バ

ン
ク
機

能
を

有
す
る

組
織

を
法

的
に

位
置

付
け

、
公

的
信

用
力

を
付

与
し
、
活

動
を

支
援

○
遠

隔
地

所
有

者
等

が
安

心
し
て
土

地
の

管
理

を
任

せ
ら
れ

る
法

人
・
団

体
を

地
方

公
共

団
体

が
登

録
・
リ
ス
ト
化

し
紹

介
○

土
地

の
利

活
用

や
管

理
に
係

る
人

材
育

成
、
資

金
調

達
の

取
組

を
国

等
が

支
援

○
管

理
不

全
土

地
に
対

す
る
勧

告
、
命

令
、
代

執
行

な
ど
、
行

政
に
よ
る
是

正
措

置
を

可
能

と
す
る
法

的
根

拠
を
整

備
○

生
活

環
境

の
保

全
、
災

害
防

止
等

の
た
め
、
土

地
取

引
段

階
の

届
出

等
に
よ
り
、
必

要
に
応

じ
て
適

正
利

用
を
促

す
仕

組
み
を
構

築

○
土

地
の

有
効

利
用

と
継

続
的

な
管

理
を

実
現

す
る
た
め
、
「
管

理
」
の

概
念

を
国

土
・
土

地
利

用
の

法
体

系
に
明

確
に
位

置
付

け
る
と
と
も
に
、
空

き
地

等
の

積
極

的
な
活

用
を

推
進

す
る
な
ど
、
新

た
な
制

度
の

創
設

を
図

り
、
総

合
的

に
施

策
を

推
進

空
き
地
等
の
農
園
・
菜
園
、
緑
地
等
へ
の
土
地
利
用
転
換

○
宅

地
へ
の

新
た
な
転

換
を

抑
制

し
つ
つ
、
需

要
の

あ
る
土

地
の

市
場

の
流

通
を

促
進

○
宅

地
の

農
園

・
菜

園
利

用
等

と
い

っ
た

利
用

転
換

や
グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ
の

活
用

等
を
推

進
○

地
域

ビ
ジ
ョ
ン
の

策
定

等
に
よ
る
課

題
の

共
有

や
公

的
支

援
が

必
要

土
地
の
適
正
管
理
に
よ
る
災
害
や
環
境
悪
化
の
防
止

○
空

き
地

等
の

管
理

不
全

に
よ
る
災

害
発

生
、
ヤ
ー
ド
や
廃

虚
に
よ
る
周

辺
環

境
へ
の

悪
影

響
等

の
外

部
不

経
済

防
止

の
た
め
、
行

政
の

ガ
バ
ナ
ン
ス
確

保
が

必
要

○
災

害
高

リ
ス
ク
エ
リ
ア
等

の
適

切
な

開
発

規
制

が
必

要

土
地
関
連
情
報
の
整
備
と
利
活
用
の
推
進

○
情

報
の

非
対

称
性

の
解

消
や
情

報
収

集
コ
ス
ト
の

低
減

等
は

土
地

の
流

通
促

進
に

有
効

で
あ
り
、
情

報
基

盤
の

整
備

・
拡

充
が

必
要

R
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37

所
有
者
不
明
土
地
対

策
の
背

景
・
問

題
の
所

在

○
相

続
件

数
の

増
加

、
土

地
の

利
用

ニ
ー
ズ
低

下
と
所

有
意

識
の

希
薄

化
が

進
行

し
た
結

果
、
公

簿
情

報
等

を
参

照
し
て
も
所

有
者

が
直

ち
に
判

明
し
な
い
又

は
連

絡
が

つ
か

な
い
所

有
者
不

明
土
地

が
多

数
発
生
。

○
都

市
開

発
や

イ
ン
フ
ラ
整

備
の

際
、
所

有
者

の
探

索
等

に
多

大
な
時

間
・
費

用
・
労

力
を
要

し
、
進

捗
の

遅
れ

や
区

域
変

更
を
余

儀
な
く
さ
れ

る
な
ど
、
円

滑
な
事

業
実

施
に
大

き
な
支

障
。

○
所

有
者

不
明

土
地

は
今
後

も
更

な
る
増

加
が
見

込
ま
れ
、
利

用
の
円

滑
化
と
管
理

の
適
正

化
は
喫

緊
の
課

題
。

◆◆
有有

識識
者者

会会
議議

にに
おお
けけ
るる
指指

摘摘


約

２
割

の
土
地

が
所
有
者
不

明

平
成

28
年
度
地
籍
調
査
（
56

3市
区
町
村
に
お
け
る
計
約

62
万
筆
）
に

お
い
て
登
記
簿
上
の
所
有
者
の
所
在
が
不
明
な
土
地
は
約

20
%

（
地
帯
別
不
明
率
は
、

D
ID

14
.5

%
、
宅
地

17
.4

%
、
農
地

16
.9

%
、
林

地
25

.6
%
）


所

有
者

不
明
土
地
の

面
積
は
、
約

41
0万

ha
と
推
計

（
20

16
年
時
点
）
。
そ
の
増
加
防
止

策
が
進
ま
な
い
場
合
、

多
死

・
大

量
相

続
時
代
の

到
来
に
よ
り
、

20
40

年
に
は

約
72

0万
ha

に
増
加
と
推

計
。

そ
れ
ぞ
れ
九
州
（
約

36
7万

ha
）
、
北
海
道
（
約

78
0万

ha
）
に
相
当


所

有
者

不
明
土
地
の

経
済
的
損

失
は
、
機

会
損
失
や

管
理

不
全

の
コ
ス
ト
で
単
年
で
約

1,
80

0億
円

/年
（

20
16

年
）
、

20
40

年
ま
で
の

累
積
で
約

6兆
円
に
相
当

（
出
典
）
所
有
者
不
明
土
地
問
題

研
究

会
最

終
報

告
（
H

29
.1

2）

◆◆
公公

共共
事事

業業
等等

にに
おお
けけ
るる
支支

障障
事事

例例

○
道

路
事

業
の

用
地

が
、
明
治

時
代
の

登
記

の
ま
ま
相

続
登

記
さ
れ

て
お
ら
ず
相

続
人

多
数

と
な
り
、
一

部
が

特
定
で
き

な
か

っ
た
た
め
、
取

得
に
多

大
な
時

間
・
労

力
を
要

し
た
。

○
自

治
体

に
広

場
と
し
て
暫

定
利
用

の
意
向

が
あ
る
土

地
の

う
ち
約

8
0
筆

、
地

権
者

約
4
0
名

の
相

続
登

記
が

さ
れ

て
お
ら

ず
、
所

在
が

不
明

で
あ
る
た
め
調

整
が

で
き
な
い
。

○
台

風
被

害
で
崩

れ
た
急

傾
斜

地
の

対
策
工

事
を
緊

急
に
実

施
す
る
必

要
が

あ
る
が

、
相

続
人

多
数

で
一

部
が
特

定
で

き
な
い
た
め
、
着

手
が

困
難

と
な
っ
て
い
る
。（
道
路
計
画
図
）
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所
有

者
不

明
土
地
と
は

所
有

者
不

明
土
地
の

定
義

①
不

動
産

登
記

簿
で
は
所
有
者
が

直
ち
に
判

明
し
な
い
土

地
：

約
2
6
％

（
筆

数
ベ
ー
ス
）

⇒
広

義
の

「
所
有
者

不
明
土
地
」
の
定
義

②
公

簿
情

報
等

（
戸

籍
簿
、
固

定
資
産
課
税

台
帳
等
）
に
よ
り
所
有

者
の
探
索

を
行
っ
て
も
、

所
有

者
が

不
明
な
土

地
：

約
0
.3
％

⇒
地

籍
調

査
に
際

し
て
行
わ
れ
る
所

有
者
探
索

の
結
果
判
明

す
る
狭
義
の

「
所

有
者

不
明

土
地
」
の

定
義

③
法

令
で
定

め
る
相
当
な
努
力
が
払
わ
れ
た
と
認
め
ら
れ

る
方
法

に
よ
る
探

索
を
行
っ
て
も
、

な
お
所

有
者

の
全
部
又

は
一
部
が
不

明
な
土
地

⇒
「
所

有
者

不
明
土

地
法
」
上
の
「
所
有
者
不
明

土
地
」
の
定
義

令
和

５
年

度
の

調
査

結
果

（
地

籍
調

査
）

登
記

簿
上

で
所

在
確

認
７

4．
4%

①
登

記
簿

の
み

で
は

土
地

所
有

者
等

※
が

所
在

不
明

２
5．

6%

所
有

権
移

転
の

未
登

記
（
相

続
）

〔
①

の
う
ち
６

2．
4%

〕

所
有

権
移

転
の

未
登

記
（
売

買
・
交

換
等

）
〔
①

の
う
ち

5．
2%

〕

住
所

変
更

の
未

登
記

〔
①

の
う
ち
３

2．
4%

〕

※
所
有
者
そ
の
他

の
利
害
関
係

人
又
は
こ
れ
ら
の

者
の
代
理
人

②
所

有
者

探
索

を
行

っ
た
結

果
、
所

在
不

明
０
．

26
%

要
因
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「
所
有
者
不
明
土

地
」
と
は

所
有

者
不

明
土

地
法

で
は

、
「
相

当
な
努

力
が

払
わ

れ
た
と
認

め
ら
れ

る
も
の

と
し
て
政政

令令
でで
定定

めめ
るる
方方

法法
にに
よよ
りり
探探

索索
をを
行行

っっ
てて
もも
なな

おお
そそ
のの

所所
有有
者者
のの
全全
部部
又又
はは
一一
部部

をを
確確
知知
すす
るる
ここ
とと
がが
でで
きき
なな
いい
一一
筆筆
のの
土土
地地
」」
と
定
義
。
【【
法法
第第
２２
条条
第第
１１
項項

】】


相

当
な
努

力
が

払
わ
れ

た
と
認

め
ら
れ

る
方

法
は

、
土土

地地
所所

有有
者者

確確
知知

必必
要要
情情

報報
（
※

１
）
をを
取取

得得
すす
るる
たた
めめ
にに
①①
～～

④④
のの

全全
てて
のの

措措
置置

をを
とと
るる
方方
法法
と
す
る
。
【【
政政
令令
第第
１１
条条

】】

①
土
地
の
登登

記記
事事

項項
証証
明明

書書
のの
交交
付付
をを
請請
求求

す
る
こ
と
。

②
当当
該該
土土

地地
のの
占占
有有
者者
そそ
のの
他他
のの
土土

地地
所所
有有
者者
確確
知知
必必
要要

情情
報報
をを
保保

有有
すす
るる
とと
思思
料料

ささ
れれ
るる
者者

（
※
２
）にに

対対
しし
、、
当当
該該
情情

報報
のの
提提

供供
をを
求求

めめ
るる
こ
と
。

③
土

地
の

所
有

者
と
思

料
さ
れ

る
者

が
記

録
さ
れ

て
い
る
住住

民民
基基

本本
台台

帳帳
そそ
のの

他他
のの

書書
類類

（
※

３
）
をを
備備

ええ
てて
いい
るる
とと
思思

料料
ささ
れれ

るる
市市

町町
村村

長長
又又
はは
登登

記記
所所
のの
登登
記記
官官
にに
対対
しし
、、
当当
該該
情情
報報
のの
提提
供供
をを
求求
めめ
るる
こ
と
。

④
所
有
者
と
思
料
さ
れ
る
者
に
対
し
、
書書
面面
のの
送送
付付
そそ
のの
他他
のの
土土
地地
のの
所所
有有
者者
をを
特特
定定
すす
るる
たた
めめ
のの
措措
置置
（※

４
）を

と
る
こ
と
。

※
１

土
地
の
所
有
者
と
思
料
さ
れ
る
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
又
は
居
所
そ
の
他
の
土
地
の
所
有
者
を
確
知
す
る
た
め
に
必
要
な
情
報
【【政政

令令
第第
１１

条条
】】

※
２

土
地
の
所
有
権
以
外
の
権
利
者
、
固
定
資
産
課
税
台
帳
・地

籍
調
査
票
等
を
備
え
る
と
思
料
さ
れ
る
市
町
村
長
等
、
親
族
、
在
外
公
館
の
長
等
【【省省

令令
第第
１１
条条
】】

※
３

戸
籍
簿
又
は
除
籍
簿
、
戸

籍
の

附
票

等
【【
省省

令令
第第

２２
条条

】】
※
４

書
面
の
送
付
又
は
訪
問
の
い
ず
れ
か
【【
省省

令令
第第

３３
条条

】】

所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地

所
有

者
不

明
土

地
の

う
ち
、
「
現現

にに
建建

築築
物物

（
簡

易
な
構

造
の

小
規

模
建

築
物

（
※

５
）
を
除

く
。
）
がが

存存
せせ

ずず
、、
かか

つつ
、、
業業

務務
のの

用用
そそ
のの

他他
のの

特特
別別

のの
用用

途途
にに
供供

ささ
れれ

てて
いい
なな
いい
土土

地地
」
と
定

義
。
【【
法法
第第
２２
条条
第第
２２
項項

】】

※
５

物
置

、
作

業
小

屋
又

は
こ
れ

ら
に
類

す
る
も
の

で
あ
っ
て
、
階

数
が

１
（
平

屋
建

て
）
で
、
床

面
積

が
2
0
平

方
メ
ー
ト
ル

未
満
の
建
築
物
【【
政政

令令
第第
２２
条条

第第
１１
項項

、、
第第
２２
項項

】】

特特
定定

所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地
（（
複複
雑雑

なな
補補
償償

金金
のの

算算
定定

をを
要要
しし
なな
いい
土土

地地
））

地
域

福
利

増
進

事
業

、
土

地
収

用
法
の
特

例
の
対

象
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Ⅰ
所

有
者

不
明

土
地

の
利

用
の
円

滑
化

等
に
関

す
る

特
別

措
置

法
に
つ
い
て

41

所
有
者
不
明
土
地

の
利

用
の
円

滑
化

等
に
関

す
る

特
別
措
置
法
①

所
有
者
探
索
の
範
囲
を
合
理
化
・
明
確
化
し
、
原
則
と
し
て
登
記
簿
、
住
民
票
、
戸
籍
な
ど
、
客
観
性
の
高
い
公
的
書
類
を
調
査
す
る
こ
と
と
す
る

・
固固

定定
資資

産産
課課
税税
台台
帳帳
、
地
籍
調
査
票
、
イ
ン
フ
ラ
事
業
者
等
の
保
有
情
報
な
ど
有有

益益
なな
所所

有有
者者
情情
報報
をを
行行
政政

機機
関関
等等
がが
利利
用用
可可
能能

（
所
有
者
本
人
の
同
意
が
得
ら
れ
れ
ば
、
民
間
事
業
者
も
利
用
可
能
）

・
近
隣
住
民
や
地
元
精
通
者
等
に
も
行
っ
て
い
た
聞
取
り
調調

査査
のの
範範
囲囲
をを
合合

理理
化化
・・
明明
確確
化化
（
親
族
等
に
限
定
）

【【平平
成成
3300
年年
制制
定定
・・令令

和和
４４
年年
改改
正正
】】

３３
．．
所所

有有
者者

のの
探

索
を
合

理
化

すす
るる
仕仕

組組
みみ

１１
．．
所所

有有
者者

不不
明明

土土
地地

をを
円

滑
に

利
用
すす
るる
仕仕

組組
みみ

地
域
住
民
等
の
た
め
の
事
業

（
事
業
主
体
は
限
定
な
し
）
に
つ
い
て

都
道
府
県
知
事
が
公
益
性
等
を
確
認

都
道
府
県
知
事
が
所
有
者
不
明
土
地
の
使
用
権
設
定
を
裁
定

上
限
1
0
年

/
一
部
事
業
2
0
年

（
期
間
は
延
長
可
能
・
満
了
後
は
土
地
を
原
状
回
復
）

公
告
・
縦
覧
（
２
月
）

地地
域域

福福
利利
増増
進進
事事

業業
のの
実実
施施 再

エ
ネ
発

電
設

備
ポ
ケ
ッ
ト
パ

ー
ク
（
公

園
）

（
出

典
）
杉

並
区

直
売

所
（
購

買
施

設
）

（
出

典
）
農

研
機

構

※
対
象
事
業
は
法
律
で
限
定
列
挙 な
ど

対対
象象

のの
所所
有有
者者
不不

明明
土土
地地

反
対
す
る
所
有
者
が
お
ら
ず
、

簡
易
建
築
物
・
朽
廃
建
築
物
以
外
の
建
築
物
が
な
く
、

現
に
利
用
さ
れ
て
い
な
い
所
有
者
不
明
土
地

朽
廃
建
築
物

（
損
傷
、
腐
食
等
の
劣
化

に
よ
り
利
用
困
難
な
建
築
物
）

公
共
事
業
に
つ
い
て
国
・
都
道
府
県
知
事
が
事
業
認
定

都
道
府
県
知
事
が
所
有
者
不
明
土
地
の
収
用
を
裁
定

（
事
業
主
体
が
土
地
の
所
有
権
を
取
得
）

※
対
象
事
業
は
法
律
で
限
定
列
挙

土土
地地

収収
用用
法法
のの
特特

例例

※
通
常
の
土
地
収
用
は
、
土
地
収
用
法
に
基
づ
き
、
合
議
制

の
収
用
委
員
会
が
権
利
取
得
裁
決
・
明
渡
裁
決
を
実
施

所
有
者
不
明
土
地
法
で
は
審審

理理
手手

続続
をを
省省
略略
、
裁
決
を

一
本
化
し
て
土土

地地
収収

用用
をを
迅迅
速速
化化
・・
効効
率率
化化

簡
易
建
築
物
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地
域

福
利

増
進
事
業
に
係
る
特
例
措
置

43

地
域
福
利
増
進
事
業
を
通
じ
た
土
地

の
有

効
活

用
を
促
す
た
め
、
地

域
福

利
増

進
事

業
の

用
に
供
す
る
た
め
に
土

地
を
譲

渡
し
た
者

の
譲

渡
所

得
に
係
る

特
例
措
置
及
び
地
域
福
利
増
進
事

業
の

用
に
供
す
る
資
産
に
係
る
固

定
資

産
税

等
を
軽

減
す
る
特
例

措
置

を
令
和

元
年

度
に
創

設
し
た
。

特特
例例

措措
置置

のの
内内

容容

適
用
の
イ
メ
ー
ジ
（
土
地
に
つ
い
て
）

所
有
者
不
明
土
地

※
共
有
者
の
一
部
が
不
明
な
も
の

を
含
む
。

所
有
者
不
明
土
地
に

使
用
権
を
設
定
し

周
辺
の
土
地
と

合
わ
せ
て
活
用

（
出
典
）
杉
並
区

（
出
典
）
農
研
機
構
広
島
県

ポ
ケ
ッ
ト
パ
ー
ク
（
公
園
）

直
売
所
（
購
買
施
設
）

①
所
得
税
・
法
人
税
等

地
域
福
利
増
進
事
業
を
実
施
す
る
者
に
土
地
等
を
譲
渡
（
※
１

)し
た
場
合
の
長
期
譲
渡
所
得
（
2
0
0
0
万
円
以
下
の
部
分

）
に
係
る
税
率
を
2
0
％
→

1
4
％
に
軽
減
(※

２
)

（
～
令
和

7
年
1
2
月

3
1
日
（
※
３
）
）

②
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税

地
域
福
利
増
進
事
業
の
用
に
供
す
る
一
定
の
土
地
及
び
償
却
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税
等
の
課
税
標
準
を
５
年
間
2
/
3
に
軽
減
（
～
令
和

7
年
３
月

3
1
日
（
※

３
）
）

※
１

裁
定

後
に
行

わ
れ

る
も
の

に
限

る
。

※
２

法
人

の
場

合
は

、
重

課
制

度
（
長

期
５
％

）
が

適
用

除
外

（
た
だ
し
、
重

課
制

度
は

令
和

元
年

度
末

ま
で
課

税
停

止
。
）
。

※
３

令
和

５
年

度
税

制
改

正

地地
域域

福福
利利

増増
進進

事事
業業

のの
イイ
メメ
ーー
ジジ

所
有
者
が
判
明

し
て
い
る
土
地

使
用
権
を
設
定

税
目

事
業
者
が
所
有
権
を
取
得
す
る
場
合

事
業
者
が
所
有
権
を
取
得
し
な
い
場
合

所
得
税
・

法
人
税
等

固
定
資
産
税
・

都
市
計
画
税

所
有
者
不
明
土
地

（
共
有
者
の
一
部
が

判
明
して
い
る
場
合
）

所
有
者
が
判

明
して
い
る
土

地
事
業
区
域

判
明
し
て
い
る
所
有
者
か
ら
持
分
を
取

得
→
判
明
し
て
い
る
所
有
者
の

譲
渡

所
得
に
係
る
税
率
を
軽
減

所
有
者
か
ら

所
有
権
を
取
得

→
従
前
所
有
者
の
譲

渡
所
得
に
係
る
税
率
を
軽
減

事
業
区
域
※

所
有
者
が
判

明
して
い
る
土

地
事
業
区
域

所
有
者
が
判

明
して
い
る
土

地
事
業
区
域

適
用

な
し

※
裁
定
申
請
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
も
の
に
限
る
。

※
地

域
福

利
増

進
事

業
に
係

る
規

定
は

、
令

和
元

年
６
月

１
日

よ
り
施

行
。

（
※

）
事
業
者
が
無
償
で
賃
借
し
て
い
る
場

合
に
限
る

所
有
者
か
ら
借
り
る
（
※

）
→
所
有
者
の

固
定
資
産
税
等
を
軽
減

所
有
者
不
明
土
地

（
共
有
者
の
一
部
が

判
明
して
い
る
場
合
）

判
明
し
て
い
る
所
有
者
が
存

在
（
※

）
→
判
明
し
て
い
る
所
有
者
の

固
定
資
産
税
等
を
軽

減

所
有
者
か
ら

所
有
権
を
取
得

→
事
業
者
の

   
 固

定
資
産
税
等
を
軽
減

所
有
者
不
明
土
地

（
共
有
者
の
一
部
が

判
明
して
い
る
場
合
）

判
明
し
て
い
る
所
有
者
か
ら
持
分
を
取

得
→
事
業
者
の

固
定
資
産
税
等
を
軽
減

申
請
が

相
当
で
な
い
と

認
め
る
と
き

○
土土

地地
収収

用用
法法
のの
事事
業業
のの

認認
定定
をを
受受
けけ
たた
収収
用用
適適
格格
事事
業業
にに
つつ
いい
てて
、
そ
の
起
業
地
内
に
あ
る
特
定
所
有
者
不
明
土
地
を
収
用
等
し
よ
う
と

す
る
と
き
は
、
都都

道道
府府
県県
知知
事事
にに
対対
しし
、、
特特
定定
所所
有有
者者
不不

明明
土土
地地
のの
収収
用用
等等
にに
つつ
いい
てて
のの
裁裁

定定
をを
申申
請請
すす
るる
ここ
とと
がが
でで
きき
るる
。

（
収
用
委
員
会
に
よ
る
権
利
取
得
裁
決
・
明
渡
裁
決
を
都
道
府
県
に
よ
る
裁
定
に
一
本
化
す
る
と
と
も
に
、
審
理
手
続
を
省
略
）

○
都
道
府
県
知
事
に
よ
る
公
告
・
縦
覧
の
結
果
、
土
地
所
有
者
等
か
ら
申
出
が
あ
っ
た
場
合
等
に
は
、
特
例
制
度
に
よ
る
手
続
は
却
下
さ
れ
、

必
要
に
応
じ
土
地
収
用
法
に
基
づ
く
裁
決
手
続
を
行
う
こ
と
と
な
る
。

○
都
市
計
画
法
の
認
可
等
を
受
け
た
都
市
計
画
事
業
に
つ
い
て
も
、
同
様
に
所
有
者
不
明
土
地
法
の
裁
定
手
続
が
可
能
。

所所
有有

者者
不不
明明
土土
地地

法法
のの

裁裁
定定

手手
続続

事 業 認 定 の 申 請

申 請 書 の 公 告 ・ 縦 覧

事事 業業 認認 定定 のの 告告 示示

収 用 委 員 会 へ の

権 利 取 得 裁 決 の 申 請

申 請 書 の 公 告 ・ 縦 覧

裁 決 手 続 開 始 の 決 定

審 理

補 償 金 の 支 払 等

権権 利利 取取 得得 裁裁 決決

収 用 委 員 会 へ の

明 渡 裁 決 の 申 請

審 理

明明 渡渡 裁裁 決決

地 権 者 と の 任 意 交 渉

事 業 実 施

土土
地地

収収
用用
法法
のの
事事

業業
認認
定定
手手
続続

土土
地地

収収
用用
法法
のの
裁裁

決決
手手
続続

都 道 府 県 知 事 へ の

裁 定 の 申 請

補 償 金 の 供 託

申 請 が 相 当

で あ る と

認 め る と き

土 地 所 有 者 等 か ら

異 議 申 出 が あ っ た

と き 等 以 外 の と き

起起
業業

地地
内内

にに
ああ
るる

特特
定定

所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地
をを

収収
用用

等等
すす
るる
場場
合合

補 償 金 の 支 払 等

裁
定
申
請
が

あ
っ
た
旨
等

の
公
告
・

事
業
計
画
書

等
の
縦
覧

（
２
週
間
）

裁
定
手
続

開
始

の
決
定

裁裁 定定

収
用
委
員
会
の

意
見
聴
取

裁
定
申
請
の
却
下

土
地
所
有
者
等
か
ら

異
議
申
出
が
あ
っ
た
と
き
等

土
地
収
用
法
の
特
例
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土

地
収

用
法
の
特
例
の
活
用
状
況
に
つ
い
て

申
請
地


東
関
東
自
動
車
道
水
戸
線
（
高
速
道
路
：
国
・
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
東
）
（
令
和
２
年
８
月
2
0
日
茨
城
県
裁
定
）

（（
全全

国国
初初

事事
例例

））


一
般
国
道
4
7
5
号
（
有
料
道
路
名
：
東
海
環
状
自
動
車
道
：
国
・
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
中
）
（
令
和
３
年
３
月
５
日
三
重
県
裁
定
）


日
本
海
沿
岸
東
北
自
動
車
道
（
高
速
道
路
：
国
）
（
①
令
和
３
年
３
月

1
9
日
、
②
令
和
３
年
６
月

1
1
日
山
形
県
裁
定
）


白

銀
市

川
環

状
線

（
都

市
計

画
道

路
事

業
：
県

道
）
（
令

和
３
年

８
月

2
5
日

青
森

県
裁

定
）


一

般
国

道
2
2
0
号

改
築

工
事

（
日

南
防

災
「
北

区
間

」
：
国

）
（
令
和
４
年
２
月
３
日
宮

崎
県
裁
定
）


一
般
国
道
７
号
改
築
工
事
（
遊
佐
象
潟
道
路
：
国
）
（
令
和
５
年
８
月
2
9
日
山
形

県
裁
定

）


一

級
河

川
肱

川
水

系
肱

川
改

修
工

事
（
本

郷
工

区
：
県

）
（
令
和
５
年

1
1
月
2
1
日
愛
媛

県
裁
定
）


一一

般般
国国

道道
11
33
号号

改改
築築

工工
事事

（（
福福

島島
西西

道道
路路

：：
国国

））
（（
令令

和和
７７
年年

３３
月月

22
55
日日
福福

島島
県県
裁裁

定定
））

東東
関関

東東
自自

動動
車車

道道
水水
戸戸

線線
のの
位位

置置
図図

所
有
者
不
明
土
地
法
に
基
づ
く
裁
定
手
続

を
利
用
し
た
こ
と
に
よ
り
、
土
地
収

用
法

に
基

づ
く
裁
決
手
続
に
要
す
る
期
間
と
比
べ

約約
１１
／／

２２
（（
約約

５５
月月

））
短短

縮縮
※
土
地
収
用
法
に
基
づ
く
裁
決
期
間
は
、
平
成

30
年
度
に
所
有
者
不
明
と
し
て
裁
決
さ
れ
た
全
国
平
均
で
あ
る
。

（（
いい
たた
ここ
））

（（
ほほ

ここ
たた
））

申
請
地

日日
本本

海海
沿沿

岸岸
東東

北北
自自
動動

車車
道道
②②

のの
位位
置置
図図

特特
例例

活活
用用

のの
効効

果果
（（
９９
事事

例例
平平

均均
））

（（
ゆゆ
ざざ
））

（（
ささ
かか

たた
））

裁
決
に
要
し
た
平
均
期
間

27
9日

裁
定
に
要
し
た
平
均
期
間

13
4日

約約
５５
月月

短短
縮縮
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所
有
者
不
明
土

地
の
利

用
の
円

滑
化

等
に
関

す
る

特
別
措
置
法
②

２２
．．

所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地
をを
適

正
に

管
理

すす
るる

仕仕
組組

みみ

管管
理理

適適
正正

化化
のの

たた
めめ

のの
探探

索索
のの

場場
合合

にに
もも

、、
固固

定定
資資

産産
課課

税税
台台

帳帳
等等

をを
利利

用用
可可

能能

３３
．．

所所
有有

者者
のの

探
索

を
合

理
化

すす
るる

仕仕
組組

みみ

管管
理理

適適
正正

化化
のの

たた
めめ

のの
勧勧

告告
・・
命命

令令
・・
代代

執執
行行

民民
法法

のの
財財

産産
管管

理理
制制

度度
のの

特特
例例

・
令令

和和
２２

年年
土土

地地
基基

本本
法法

改改
正正

（
平

成
元

年
制

定
以

来
の

改
正

）
土土

地地
政政

策策
のの

基基
本本

理理
念念

及及
びび

土土
地地

所所
有有

者者
のの

責責
務務

とと
しし

てて
、、

““
土土

地地
のの

適適
正正

なな
管管

理理
のの

確確
保保

””
をを

明明
確確

化化
・

所
有

者
不

明
土

地
は

管
理

不
全

状
態

に
な

る
蓋

然
性

が
高

く
、

対
応

が
急

務

法
の

目
的

規
定

を
改

正
し

、
「
利

用
の

円
滑

化
」
だ

け
で

な
く
、

「「
管管

理理
のの

適適
正正

化化
」」
を

位
置

付
け

（
令

和
４

年
改

正
）

瓦
礫

の
放

置
（
火

災
跡

）

豪
雨

の
度

に
土

砂
崩

れ
が

多
発

管
理

不
全

の
所

有
者

不
明

土
地

に
つ

い
て

市
町

村
長

が
確

知
所

有
者

に
勧

告
・
命

令

確
知

所
有

者
が

い
な

い
場

合
、

権
限

上
実

施
で

き
な

い
（
共

有
持

分
が

不
足

）
場

合
等

は
市

町
村

長
が

代
執

行

国
・
地

方
公

共
団

体
が

所
有

者
不

明
土

地
に

つ
い

て
民

法
に

基
づ

く
管

理
命

令
等

を
裁

判
所

に
請

求

裁
判

所
が

所
有

者
不

明
土

地
管

理
人

等
を

選
任

管
理

人
に

よ
る

管
理

を
実

施
（
裁

判
所

の
許

可
が

あ
れ

ば
売

却
も

可
）

以
下

の
必

要
が

あ
る

場
合

が
対

象
・

土
砂

の
流

出
等

に
よ

る
周

辺
に

お
け

る
災

害
発

生
を

防
止

す
る

・
雑

草
の

繁
茂

等
に

よ
る

周
辺

に
お

け
る

環
境

の
著

し
い

悪
化

を
防

止
す

る

※
民

法
上

、
請

求
者

は
利

害
関

係
人

に
限

定

地
方

公
共

団
体

等
は

利
害

関
係

に
か

か
わ

ら
ず

請
求

を
可

能
に

（
民

法
の

特
例

）

対
象

：
所

有
者

不
明

土
地

管
理

制
度

、
管

理
不

全
土

地
管

理
制

度
（
一

定
の

場
合

）
、

所
有

者
不

明
建

物
・
管

理
不

全
建

物
管

理
制

度
（
土

地
と

併
せ

て
請

求
）
、

相
続

財
産

管
理

制
度

、
不

在
者

財
産

管
理

制
度

※
必

要
な

場
合

に
は

隣
接

す
る

土
地

に
つ

い
て

も
勧

告
が

可
能

※
費

用
は

所
有

者
負

担
（
所

有
者

か
ら

回
収

で
き

な
い

費
用

は
国

に
よ

る
補

助
制

度
を

措
置

）
※

費
用

は
所

有
者

負
担

（
基

本
的

に
請

求
者

に
よ

る
予

納
金

の
納

付
が

必
要

）
（
所

有
者

か
ら

回
収

で
き

な
い

費
用

は
国

に
よ

る
補

助
制

度
を

措
置

）

※
 土

地
の

種
類

等
に

応
じ

て
、

農
地

法
、

宅
造

法
等

に
よ

る
個

別
規

制
法

や
公

共
事

業
に

よ
り

対
応

【【平平
成成

3300
年年

制制
定定

・・令令
和和

４４
年年

改改
正正

】】
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管
理

不
全

状
態

の
解

消
を
図

る
た
め
の
代

執
行

制
度

等
の
創

設

正
当
な
理
由
な
く

措
置
し
な
い
場
合

所
有
者
が

全
員
不
明
の
場
合

十
分
な
措
置
が

行
わ
れ
な
い
場
合
等

市
町
村
長
が

確
知
所
有
者
に
命命

令令

所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地
がが

管管
理理

不不
全全

状状
態態

でで
ああ
るる
ここ
とと
にに
よよ
りり
、、
周周

辺辺
にに
おお
いい
てて
災災

害害
発発

生生
・・
環環

境境
悪悪

化化
のの

おお
そそ
れれ

所
有
者
が

一
部
不
明
の
場
合

必
要
な
持
分
を
有
さ
ず

措
置
で
き
な
い
場
合

民
法
の
特
例
に
よ
り
、

所
有
者
不
明
土
地
管
理
命
令

等
を
活
用
す
る
こ
と
も
可
能

○
管
理
不
全
所
有
者
不
明
土
地

（
※
１
）
に
つ
い
て
、
次
の
事
態
の
発
生
防
止
の
必
要
が
あ
る
場
合
、
市市

町町
村村

長長
がが
勧勧
告告
・・
命命
令令
・・
代代
執執
行行
にに

よよ
りり
直直

接接
対対
応応
す
る
こ
と
が
可
能
。
【

法
第

3
8
条
～

第
4
0
条
】

・
土
砂
の
流
出
等
に
よ
り
そ
の
周周

辺辺
のの

土土
地地
にに
おお
いい
てて
災災

害害
をを
発発
生生
さ
せ
る
こ
と

・
周
辺
の
地
域
に
お
い
て
環環

境境
をを
著著
しし
くく
悪悪
化化

さ
せ
る
こ
と
（
雑
草
の
繁
茂
に
よ
る
害
虫
発
生
等
の
悪
影
響
な
ど
）

※
１

所
有
者
に
よ
る
管
理
が
実
施
さ
れ
て
お
ら
ず
、
か
つ
、
引

き
続

き
管

理
が

実
施
さ
れ
な
い
こ
と
が
確

実
で
あ
る
と
見
込
ま
れ
る
所
有

者
不

明
土

地

○
土
地
の
種
類
等
に
応
じ
て
、
個
別
規
制
法
（
農
地
法
、
森
林
経
営
管
理
法
、
宅
造
法
等
）
や
、
公
共
事
業
に
よ
り
対
応
。

所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地
のの

管管
理理

不不
全全

状状
態態

がが
解解

消消

市
町
村
長
が
自
ら
措
置
を
実
施
（
代代

執執
行行

）

市
町
村
長
が

確
知
所
有
者
等
に
勧勧

告告

選
任
さ
れ
た
管
理
人
が

措
置
を
実
施

※
隣
接
す
る
土
地
の
所
有
者
も
含
む
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所所
有有

者者
不不
明明
土土
地地

利利
用用
円円
滑滑
化化
等等
推推
進進
法法
人人
のの

指指
定定
制制
度度

所
有
者
不
明
土
地

の
利

用
の
円

滑
化

等
に
関

す
る

特
別
措
置
法
③

４４
．．
所所

有有
者者

不不
明明

土土
地地

対対
策策

のの
推

進
体

制
のの

強強
化化

＜
主
な
業
務
＞

・
利
活
用
希
望
者
に
対
す
る
情
報
提
供
・
相
談

・
所
有
者
に
対
す
る
適
正
管
理
の
た
め
の
情
報
提
供
・
相
談

・
低
未
利
用
土
地
等
の
利
用
促
進
の
た
め
の
事
業
の
実
施

等

取
組
②
：
「
特
定
非
営
利
活
動
法

人
か

み
の

や
ま
ラ
ン
ド
バ
ン
ク
」
（
山
形

県
）

・
空
き
地
に
住
民
と
協
働
し
て
芝
生
を
貼
り
、
広

場
を
整

備
取
組
①
：
「
特
定
非
営
利
活
動
法

人
つ
る
お
か

ラ
ン
ド
・
バ
ン
ク
」
（
山
形
県
）

・
狭
あ
い
道
路
を
拡
幅
す
る
こ
と
に
よ
り
、
宅
地
化

を
実
現

市
町
村
長
は
、
所
有
者
不
明
土
地
や
低
未
利
用
土
地
等
の
利
活
用
に

取
り
組
む
特
定
非
営
利
活
動
法
人
や
一
般
社
団
法
人
等
を
指
定
可
能

⇒
公公

的的
信信

用用
力力
がが
付付
与与
ささ
れれ
るる
ここ
とと
にに
よよ
りり
、、
地地
域域
づづ
くく
りり
のの

新新
たた
なな
担担
いい
手手
とと
しし
てて
、、
市市
町町
村村
のの
補補
完完
的的
なな
役役
割割
をを
期期
待待

所所
有有

者者
不不
明明
土土
地地

対対
策策
計計
画画
のの
作作
成成
制制
度度

市
町
村
は
、
所
有
者
不
明
土
地
の
利
用
の
円
滑
化
や
管
理
の
適
正
化
等
を
図
る

た
め
の
施
策
に
関
す
る
計
画
を
作
成
可
能

＜
補
助
制
度
＞

計
画
に
基
づ
き
、
所
有
者
探
索
や
利
活
用
の
た
め
の
手
法
の
検
討
等
の
取
組
を

行
う
地
方
公
共
団
体
等
に
対
し
補
助

（
補
助
率
：
地
方
公
共
団
体
1
/
2

推
進
法
人
等

1
/
3
）

※
併
せ
て
、
地
方
公
共
団
体
負
担

分
に
対
す
る
特
別
交

付
税

を
措
置
（
措
置

率
最

大
：
1
/
2
）

所所
有有

者者
不不
明明
土土
地地

対対
策策
協協
議議
会会
制制
度度

市
町
村
は
、
計
画
の
作
成
等
に
関
す
る
協
議
を
行
う

た
め
の
協
議
会
を
設
置
可
能

＜
主
な
構
成
員
＞

・
所
有
者
不
明
土
地
利
用
円
滑

化
等

推
進

法
人

・
地
域
福
利
増
進
事
業
等
の
実

施
予

定
者

・
関
係
都
道
府
県
・
国
の
関
係
行

政
機

関
・
宅
地
建
物
取
引
業
者
、
弁
護

士
、
司

法
書

士
、
土
地

家
屋

調
査
士
、
行
政
書
士
等
の

専
門

家
、
学
識

経
験

者
等

【【
平平
成成
33
00
年年
制制
定定
・・
令令
和和
４４
年年
改改
正正
】】
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所
有
者
不
明
土
地
法
に
基
づ
く
制
度
の
活
用
状
況

制
度

名
実
績
（
単
位
：
件
）

土
地
所
有
者
等
関
連
情
報
の

利
用
及
び
提
供

●
地
域
福
利
増
進
事
業
の
準
備
の
た
め

62
2

18
7

●
土
地
収
用
の
対
象
とな
りう
る
事
業
の
準
備
の
た
め

57
6

10
29

●
都
市
計
画
事
業
の
準
備
の
た
め

29
1

89

土
地
収
用
手
続
の
特
例

●
裁
定

(収
用
適
格
事
業

)
◆
東
関
東
自
動
車
道
水
戸
線
（
国
・N

EX
CO
東
日
本
）

◆
一
般
国
道

47
5号

（
国
・N

EX
CO
中
日
本
）

◆
日
本
海
沿
岸
東
北
自
動
車
道
（
同
事
業
内
で
２
件
）
（
国
）

◆
一
般
国
道

22
0号

（
国
）

◆
一
般
国
道
７
号
（
国
）

◆
一
級
河
川
肱
川
水
系
肱
川
（
愛
媛
県
）

◆
一
般
国
道

13
号
改
築
工
事
（
国
）

８

●
裁
定

(都
市
計
画
事
業

)
◆
３
・３
・８
号
白
銀
市
川
環
状
線
（
青
森
県
）

１

所
有
者
不
明
土
地
対
策
計
画

◆
北
海
道
（
剣
淵
町
、滝

上
町
、積

丹
町
、真

狩
村
、赤

井
川
村
）
◆
山
形
県
鶴
岡
市

◆
茨
城
県
（
つ
くば
市
、ひ
た
ち
な
か
市
、小

美
玉
市
、常

総
市
、龍

ケ
崎
市
、土

浦
市
、北

茨
城
市
、牛

久
市
、か
す
み
が
うら
市
、つ
くば
み
ら
い
市
、水

戸
市
）

◆
千
葉
県
館
山
市

◆
山
梨
県
（
小
菅
村
、北

杜
市
）

◆
長
野
県
平
谷
村

◆
新
潟
県
（
出
雲
崎
町
、湯

沢
町
）

◆
富
山
県
南
砺
市

◆
岐
阜
県
（
御
嵩
町
、関

ケ
原
町
）

◆
静
岡
県
小
山
町

◆
和
歌
山
県
（
か
つ
ら
ぎ
町
、北

山
村
、美

浜
町
）

◆
福
井
県
（
福
井
市
、敦

賀
市
）

◆
鳥
取
県
（
米
子
市
、江

府
町
）
◆
島
根
県
西
ノ島

町
◆
熊
本
県
山
江
村

◆
福
岡
県
（
水
巻
町
、宇

美
町
、朝

倉
市
）

◆
佐
賀
県
み
や
き
町

◆
鹿
児
島
県
（
錦
江
町
、指

宿
市
）

42

所
有
者
不
明
土
地
利
用
円
滑
化

等 推
進
法
人

◆
特
定
非
営
利
活
動
法
人
つ
る
お
か
ラ
ン
ド
・バ
ン
ク
（
山
形
県
鶴
岡
市
）

◆
梅
鉢
不
動
産
株
式
会
社
（
山
梨
県
丹
波
山
村
）

◆
じ
ゅう

m
ad

o米
子
（
鳥
取
県
米
子
市
）

◆
一
般
社
団
法
人
日
本
住
宅
政
策
機
構
（
鳥
取
県
米
子
市
）

◆
特
定
非
営
利
活
動
法
人
グ
ラ
ウ
ン
ド
ワ
ー
ク
西
神
楽
（
北
海
道
旭
川
市
）

◆
一
般
社
団
法
人
地
方
創
生
パ
ー
ト
ナ
ー
ズ
（
兵
庫
県
猪
名
川
町
）

6

地
域
福
利
増
進
事
業
（
裁
定
）

◆
新
潟
県
粟
島
浦
村

（
防
災
空
地
整
備
）

◆
山
形
県
酒
田
市

（
送
電
線
事
業
用
地
整
備
）

◆
神
奈
川
県
横
須
賀
市

（
菜
園
、緑

地
整
備
）

３

（
Ｒ
７
年
３
月
時
点
）

（
Ｒ
７
年
３
月
時
点
）

（
Ｒ
６
年
６
月
末
時
点
）

（
Ｒ
７
年
３
月
時
点
）

（
Ｒ
７
年
３
月
時
点
）

内
部

利
用

提
供

49

Ⅱ
所

有
者

不
明

土
地

等
に
関

す
る
最

近
の
動

き 50

Ⅱ
所

有
者

不
明

土
地

等
に
関

す
る
最

近
の
動

き

空
き
家
対
策
と
所
有
者
不
明
土
地
等
対
策
の
一
体
的
・総

合
的
推
進
（政

策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
）【
概
要
】


空
き
家
と
所
有
者
不
明
土
地
等
は
、
人
口
減
少
等
に
よ
り
増
加
が
見
込
ま
れ
、
対
策
強
化
が
急
務
。


地地

域域
にに
おお
いい
てて
はは
空空
きき
家家
とと
所所
有有
者者
不不
明明
土土
地地

等等
がが
混混
在在
し
、
両
対
策
の
連
携
を
進
め
る
こ
と
が
必
要
。


推
進
体
制
、
活
用
や
管
理
の
確
保
促
進
、
所
有
者
探
索
、
自
治
体
等
へ
の
支
援
に
つ
い
て
、
両両
対対
策策
をを
強強
化化
・・
充充
実実
しし
、、
一一
体体
的的
・・総総

合合
的的
にに
推推
進進
。

空
き
家
部
局
と
土
地
部

局
の
情情

報報
共共

有有
等
に
よ

り
、
探探

索索
をを
円円

滑滑
化化

行
政
・
所
有
者
を
支
援
す
る

民民
間間
主主
体体

をを
合合
同同
指指
定定

し
、

一
気
通
貫
で
サ
ポ
ー
ト

管
理
不
全
の
空
き
家

・
土
地
の
管管

理理
等等

をを
地地

域域
でで
強強

化化

地地
域域

一一
帯帯

で
空
き
家

や
土
地
を
重重

点点
活活

用用

空空
きき
家家

・・
土土
地地
のの
有有
効効
活活
用用
をを
通通
じじ
、、
地地
域域
経経
済済
のの
活活
性性
化化
にに
寄寄
与与
。。
ああ
わわ

せせ
てて
子子
育育
てて
世世
帯帯
向向
けけ
のの
住住
まま
いい
等等

へへ
のの
空空
きき
家家
のの
活活

用用
をを
促促
進進
。。

空
き
家
・
土
地
対
策
の

計計
画画

連連
携携

協協
議議

会会
のの
運運
営営
連連
携携

空空
きき
家家

対対
策策

のの
強強

化化

・
改

正
所

有
者

不
明

土
地

法
（
R
4
)

・
改

正
土

地
基

本
法

（
R
2
)

・
今

般
の
関

連
法

の
改

正

①①
計計

画画
・・
体体

制制

②②
利利

活活
用用

④④
所所

有有
者者

探探
索索

⑤⑤
民民

間間
とと
のの

連連
携携

③③
管管

理理
・・
除除

却却

・
今

般
の
空

家
法

・
関

連
法

の
改

正

空空
きき
家家

とと
空空

きき
地地

をを
地地
域域

一一
帯帯

でで
活活
用用
しし
たた
事事
例例

（（
石石

川川
県県

輪輪
島島
市市
））

ま
ち
な
か
の
複
数
の
空
き
家
と
空
き
地

を
活
用
し

て
、
拠
点
施
設
や
子
育
て
支
援
施
設
等

を
整

備

拠
点
施
設

（
温

浴
施

設
、
レ
ス
ト
ラ
ン
、
事

務
所

等
）

健
康
増
進
施
設

シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ

空空
きき
家家

空空 きき 家家

空空 きき 家家
空空

きき
家

空空
きき
家家

空空 きき 地地

空空 きき 地地

民民
間間
主主
体体
がが
空空
きき
家家
とと
空空
きき
地地
のの
一一
体体
活活
用用
をを
支支
援援
しし
たた
事事

例例
（（
山山

形形
県県

鶴鶴
岡岡
市市
））

子
育
て
支
援
施
設

民
間
主
体
が
、
隣
接
す
る
狭
小
空

き
家
・
空

き
地

の
一
体
的
活
用
を
提
案
・
調

整
し
、
子

育
て
世
帯

向
け
住
宅
の
建
築
を
誘
導

空空
きき
地地空空

きき
家家

２２
区区

画画
をを
再再

編編
しし

一一
体体

的的
にに
活活

用用

子
育
て
世
帯
が
住
ま
い
と
し
て
活

用※
本
事
業
を
主
導
し
た
民
間
主
体
（N

P
O
法
人
つ
る
お
か
ラ
ン
ド
・バ

ン
ク
）を

、
市
が
令
和
５
年
１
月
に
所
有
者
不
明
土
地
法
に
基
づ
く
推
進
法
人
と
し
て
指
定

狭狭
小小

なな
空空

き
家

・・
空

き
地地

空空 きき 地地

所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地
等等

対対
策策

のの
強強

化化

連連
携携

空空
きき
家家
・・所所

有有
者者
不不
明明
土土
地地
等等
対対
策策
のの

一一
体体
的的
・・総総

合合
的的
推推
進進

空空
きき
家家
のの
改改
修修
・・増増

築築
にに
対対
しし
てて
、、
国国
がが
支支
援援

民民
間間
主主
体体
がが
提提
案案

セ
ッ
トバ

ッ
ク

が
必
要

第
1
1
回

所
有

者
不

明
土

地
等

対
策

の
推

進
の

た
め

の
関

係
閣

僚
会

議
（

R
5

.2
.2
7
）
国

交
省

提
出

資
料 51

（
参
考
）

空
き
家
・
空
き
地
に
関
す
る
取
組

（
米
子

市
）

〇
米
子
市
で
は
、
空
き
地
対
策
に
つ
い
て
空
き
家
担
当
部
局
に
業
務
を
移
管
し
、
一
体
的
な
取
組
を
進
め
て
い
る

○
空
き
家
と
空
き
地
の
管
理
事
業
者
の
登
録
・
紹
介
制
度
に
よ
り
、
空
き
家
・
空
き
地
の
所
有
者
の
負
担
軽
減
を
図
っ
て
い
る

○
空
き
家
・
空
き
地
管
理
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
こ
と
に
よ
り
、
位
置
情
報
と
連
動
し
た
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
管
理
を
行
っ
て
い
る

空空
きき

家家
・・

空空
きき

地地
管管

理理
事事

業業
者者

登登
録録

・・
紹紹

介介
制制

度度
空空

きき
家家

対対
策策

とと
空空

きき
地地

対対
策策

のの
一一

体体
的的

なな
取取

組組

令
和
４
年

米
子
市
空
き
地
の
適
切
な
管
理
に
関
す
る
条
例
を
制
定

  
（
市
民
生
活
部
環
境
政
策
課
が
担
当
）

令
和
６
年

都
市
整
備
部
住
宅
政
策
課
に
空
き
家
・
空
き
地
対
策
室

を
設
置
し
、
空
き
家
法
や
空
き
地
関
係
の
条
例
を
担
当

「
所
有
者
不
明
土
地
対
策
計
画
」
を
兼
ね
た
「
第
２
次
米

子
市
空
家
等
対
策
計
画
」
を
策
定

２
団
体
を
「
空
家
等
管
理
活
用
支
援
法
人
」
と
「
所
有
者

不
明
土
地
利
用
円
滑
化
等
推
進
法
人
」
と
し
て
指
定

米米
子子

市市
空空

きき
家家

・・
空空

きき
地地

管管
理理

シシ
スス

テテ
ムム

空
き
家
・
空
き
地
に
関
す
る
基
本
情
報
、
対
応
記
録
、
地
図
情
報
等
の
一
元
管
理
を
行
う
と
と
も
に
、
情
報
基
盤
を
活
用
し
た
空
き
家
・

空
き
地
所
有
者
に
対
す
る
効
果
的
な
ア
プ
ロ
ー
チ
や
、
自
治
会
や
協
定
を
結
ぶ
団
体
等
へ
情
報
提
供
を
行
う
こ
と
で
、
増
加
し
続
け
る

空
き
家
・
空
き
地
の
発
生
を
抑
制
し
、
市
の
空
き
家
・
空
き
地
対
策
の
促
進
を
図
る

（
デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想
交
付
金
を
活
用

）

空
き
家
情
報
管

理
空
き
地
情
報
管

理
検
索
・
集
計
機
能

通
知
作
成
機
能

空
き
家
・
空
き
地
の
位
置
情
報
管
理

空
き
家
の
履
歴
情
報
管
理

空
き
家
・
空
き
家
の
所
有
者
情
報
管
理

関
連
フ
ァ
イ
ル
登
録
機
能

◆
じ
ゅう

m
ad

o米
子
（
鳥
取
県
米
子
市
）

◆
一
般
社
団
法
人
日
本
住
宅
政
策
機
構
（
鳥
取
県
米
子
市
）

52

61 近畿支部報  Vol.84



講演会・講習会・研修会の報告

M
in

is
tr

y 
of

 L
an

d,
 In

fr
as

tr
uc

tu
re

, T
ra

ns
po

rt
 a

nd
 T

ou
ri

sm

【【
機機

密密
性性

２２
】】

作作
成成

日日
__作作

成成
担担

当当
課課

__用用
途途

__保保
存存

期期
間間

発発
出出

元元
→→

 発発
出出

先先

【
両
法
律
の
概
要
】

■
民
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
令
和
３
年
法
律
第
２
４
号
）

■
相
続
等
に
よ
り
取
得
し
た
土
地
所
有
権
の
国
庫
へ
の
帰
属
に
関
す
る
法
律

（
令
和
３
年
法
律
第
２
５
号
）

民
法

等
一

部
改

正
法

・
相

続
土

地
国

庫
帰

属
法

の
概

要

所
有
者
不
明
土
地
等
の
発
生
予
防
と
利
用
の
円
滑
化
の
両
面
か
ら
総
合
的
に
民
事
基
本
法
制
を
見
直
し

②
住
所
等
の
変
更
登
記
の
申
請
義
務
化

・
他
の
公
的
機
関
（
住
基
ネ
ット
等
）
か
ら取

得
し
た
情
報
に
基
づ
き
、登

記
官
が
職
権
的
に
変

更
登
記
を
す
る
方
策
を
併
せ
て
導
入

①
相
続
登
記
の
申
請
義
務
化

・
相
続
人
申
告
登
記
の
創
設
な
どの
負
担
軽
減

策
・環
境
整
備
策
を
パ
ッケ
ー
ジ
で
併
せ
て
導
入

○
相
続
土
地
国
庫
帰
属
制
度
の
創

設

相
続
等
に
よ
り土

地
の
所
有
権
を
取
得

し
た
者
が
、法

務
大
臣
の
承
認
を
受
け
て
、

そ
の
土
地
の
所
有
権
を
国
庫
に
帰
属
させ

る
こと
が
で
き
る
制
度
を
創
設

土
地
・建
物
等
の
利
用
に

関
す
る
民
法
の
見
直
し

①
財
産
管
理
制
度
の
見
直
し

・
所
有
者
不
明
・管
理
不
全
の
土
地
・建
物
管

理
制
度
等
の
創
設

②
共
有
制
度
の
見
直
し

・
共
有
者
不
明
の
共
有
物
の
利
用
の
円
滑
化

③
相
隣
関
係
規
定
の
見
直
し

・
ライ
フラ
イン
の
設
備
設
置
権
等
の
規
律
の
整
備

④
相
続
制
度
の
見
直
し

・
長
期
間
経
過
後
の
遺
産
分
割
の
見
直
し

(①
に
つ
き

)
令
和
６
年
４
月
１
日
施
行

各
制
度
を
分
か
り
や
す
く
説
明
し
た
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
は
、
こ
ち
ら
か
ら

令
和
５
年
４
月

27
日
施
行

令
和
５
年
４
月
１
日
施
行

令
和
３
年
４
月
２
１
日
成

立
同
月
２
８
日
公

布

な
ど

な
ど

法
務
省
民
事
局

令
和
６
年
４
月

登
記
が
さ
れ
る
よ
うに
す
る
た
め
の

不
動
産
登
記
制
度
の
見
直
し

発
生

予
防

利
用
の

円
滑
化

土
地
を
手
放
す
た
め
の

制
度
の
創
設

発
生

予
防

(②
に
つ
き

)
令
和
８
年
４
月
１
日
施
行

（
※
一
部
は
令
和

8年
2月

2日
施
行
）

参
考

53

（
参
考
）
所
有
者
不
明

土
地

・
建

物
管

理
制

度
①

（
法

務
省

資
料
）

現
行
の
財
産
管
理
制
度
は
、対

象
者
の
財
産
全
般
を
管
理
す
る
「人
単

位
」の
仕
組
み
とな
って
い
る
。

→
財
産
管
理
が
非
効
率
に
な
りが
ち
に
な
り、
申
立
人
等
の
利
用
者
に

とっ
て
も
負
担
大
。

特
定
の
土
地
・建
物
の
み
に
特
化
し
て
管
理
を
行
う所

有
者
不
明
土

地
管
理
制
度
及
び
所
有
者
不
明
建
物
管
理
制
度
を
創
設
（
新
民
法

26
4の

2～
26

4の
8）

⇒
土
地
・建
物
の
効
率
的
か
つ
適
切
な
管
理
を
実
現

⇒
所
有
者
が
特
定
で
き
な
い
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
も
対
応
が
可
能
に

問
題
の
所
在

【不
在
者
財
産
管
理
人
】（
民
法

25
Ⅰ
）

従
来
の
住
所
等
を
不
在
に
し
て
い
る
自
然
人
の
財
産

の
管
理
を
す
べ
き
者
が
い
な
い
場
合
に
、家

庭
裁
判

所
に
よ
り選

任
され
、不

在
者
の
財
産
の
管
理
を
行
う。

【相
続
財
産
管
理
人
】
（
現
民
法

95
2Ⅰ

）
自
然
人
が
死
亡
し
て
相
続
人
が
い
る
こと
が
明
らか
で
な
い

場
合
に
、家

庭
裁
判
所
に
よ
り選

任
され

、相
続
財
産
の

管
理
・清
算
を
行
う。

【清
算
人
】（
会
社
法

47
8Ⅱ

）
法
人
が
解
散
し
た
（
み
な
し
解
散
を
含
む
）
が
、清

算
人
とな
る
者
が
な
い
場
合
に
、地

方
裁
判
所
に
よ
り

選
任
され
、法

人
の
財
産
の
清
算
を
行
う。

・他
の
財
産
の
調
査
・管
理
は
不
要
で
あ
り、
管
理
期
間
も
短
縮
化
す
る

結
果
、予

納
金
の
負
担
も
軽
減
。

・複
数
の
共
有
者
が
不
明
とな
って
い
る
とき
は
、不

明
共
有
持
分
の
総

体
に
つ
い
て
一
人
の
管
理
人
を
選
任
す
る
こと
が
可
能
に
。

・土
地
・建
物
以
外
の
財
産
を
調
査
して
管
理
し
な
け
れ
ば
な
らず
、管

理
期
間
も
長
期
化
しが
ち
。予

納
金
の
高
額
化
で
申
立
人
に
も
負
担
大
。

・土
地
・建
物
の
共
有
者
の
うち
複
数
名
が
所
在
不
明
者
で
あ
る
とき
は
、

不
明
者
ご
とに
管
理
人
を
選
任
す
る
必
要
が
あ
り、
更
に
コス
トが
か
さむ
。

現
行
法
で
の
所
有
者
不
明
土
地
・建
物
の
管
理

改
正
法

申
立
権
者

【利
害
関
係
人
に
当
た
り得

る
者
の
例
】

○
公
共
事
業
の
実
施
者
な
ど不

動
産
の
利
用
・取
得

を
希
望
す
る
者

○
共
有
地
に
お
け
る
不
明
共
有
者
以
外
の
共
有
者

管
理
人
に
よ
る
管
理
の
対
象
とな
る
財
産

○
土
地
・建
物
の
所
有
者
が
、調

査
を
尽
くし
て
も
不
明
で
あ
る
場
合
に
は
、土

地
・建
物
の
管
理
・処
分
が
困
難
に
な
る
。

○
公
共
事
業
の
用
地
取
得
や
空
き
家
の
管
理
な
ど所

有
者
の
所
在
が
不
明
な
土
地
・建
物
の
管
理
・処
分
が
必
要
で
あ
る
ケ
ー
ス
で
は
、現

行
法
上
、

所
有
者
の
属
性
等
に
応
じて
下
記
の
財
産
管
理
制
度
が
活
用
され
て
い
る
。

○
管
理
命
令
の
効
力
は
、所

有
者
不
明
土
地
（
建
物
）
の
ほ
か
、土

地
（
建
物
）
に
あ
る
所
有
者
の
動
産
、管

理
人
が
得
た
金
銭
等
の
財
産
（
売
却
代
金
等
）
、建

物
の
場

合
は
そ
の
敷
地
利
用
権
（
借
地
権
等
）
に
も
及
ぶ
が
、そ
の
他
の
財
産
に
は
及
ば
な
い
（
新
民
法

26
4の
２
Ⅱ
、2

64
の
8Ⅱ

）
。

※
所
有
者
不
明
土
地
上
に
所
有
者
不
明
建
物
が
あ
る
ケ
ー
ス
で
、土

地
・建
物
両
方
を
管
理
命
令
の
対
象
とす
る
た
め
に
は
、土

地
管
理
命
令
と建

物
管
理
命
令
の
双
方
を
申
し
立
て
る
必
要
。土

地
・建
物

の
管
理
人
を
同
一
の
者
とす
る
こと
も
可
能
だ
が
、土

地
・建
物
の
所
有
者
が
異
な
る
ケ
ー
ス
等
で
は
利
益
相
反
の
可
能
性
を
考
慮
して
慎
重
に
判
断
。

○
所
有
者
不
明
土
地
・建
物
の
管
理
に
つ
い
て
利
害
関
係
を
有
す
る
利
害
関
係
人
（
新
民
法

26
4の
２
Ⅰ
、2

64
の
８
Ⅰ
）
。

※
地
方
公
共
団
体
の
長
等
に
は
所
有
者
不
明
土
地
管
理
命
令
・所
有
者
不
明
建
物
管
理
命
令
の
申
立
権
の
特
例
あ
り（

R4
改
正
所
有
者
不

明
土
地
特
措
法
42
Ⅱ
・Ⅴ
）
。

→
所
有
者
を
全
く特
定
で
き
な
い
土
地
・建
物
に
つ
い
て
は
、既

存
の
各

種
の
財
産
管
理
制
度
を
利
用
す
る
こと
が
で
き
な
い
。

54

（
参

考
）
所

有
者
不
明
土
地
・
建
物
管
理
制
度
②
（
法

務
省

公
表
資
料
）

職
務
の
終
了

（
管
理
命
令
の
取
消
）

・
売
却
代
金
は
管
理
人
が
供
託
・公
告

・
管
理
す
べ
き
財
産
が
な
くな
る
な
ど管

理
の

継
続
が
相
当
で
な
くな
った
とき
は
、管

理
命
令
を
取
消
し

・
管
理
命
令
の
登
記
を
抹
消

発
令
要
件
等

【所
有
者
の
調
査
方
法
の
例
】

○
登
記
名
義
人
が
自
然
人
で
あ
る
場
合

…
登
記
簿
、住

民
票
上
の
住
所
、戸

籍
等
を
調
査
。

○
登
記
名
義
人
が
法
人
で
あ
る
場
合

…
法
人
登
記
簿
上
の
主
た
る
事
務
所
の
存
否
の
ほ
か
、代

表
者
の
法
人
登
記
簿
上
・住
民
票
上
の
住
所
等
を
調
査
。

○
所
有
者
が
法
人
で
な
い
社
団
で
あ
る
場
合

…
代
表
者
及
び
構
成
員
の
住
民
票
上
の
住
所
等
を
調
査
。

※
事
案
に
応
じて
現
地
調
査
が
求
め
られ
る
。

管
理
人
の
権
限
・義
務
等

管
理
命
令
の
発
令
・

管
理
人
の
選
任

異
議
届
出
期
間
の

公
告

申
立
て
・証
拠
提
出

管
理
人
に
よ
る

管
理

・
不
動
産
所
在
地
の
地
方
裁
判
所
が

管
轄

・
利
害
関
係
人
が
申
立
て

・
管
理
費
用
の
確
保
の
た
め
基
本
的

に
予
納
金
の
納
付
が
必
要

・１
か
月
以
上
の

異
議
届
出
期
間
等

を
定
め
て
、公

告

・
一
部
の
共
有
者
が
不
明
で
あ
る
とき
は
、そ
の
持
分
を
対
象

とし
て
発
令

・
管
理
人
とし
て
ふ
さわ
し
い
者
（
弁
護
士
、司

法
書
士
、土

地
家
屋
調
査
士
等
）
を
事
案
に
応
じて
選
任

・
管
理
命
令
の
嘱
託
登
記
に
よ
り選

任
の
事
実
を
公
示

手
続
の
流
れ

○
調
査
を
尽
くし
て
も
所
有
者
又
は
そ
の
所
在
を
知
る
こと
が
で
き
な
い
こと

○
管
理
状
況
等
に
照
らし
管
理
人
に
よ
る
管
理
の
必
要
性
が
あ
る
こと

※
処
分
の
是
非
等
の
法
的
判
断
が
必
要
とな
る
ケ
ー
ス
（
売
却
代
金
額
の
相
当
性
の
判
断
や
、数

人
の
者
の
共
有

持
分
を
対
象
とし
て
管
理
命
令
が
発
せ
られ
、誠

実
公
平
義
務
の
履
行
が
問
題
とな
る
ケ
ー
ス
を
含
む
。）
で
は
弁
護
士
・

司
法
書
士
を
、境

界
の
確
認
等
が
必
要
とな
る
ケ
ー
ス
で
は
土
地
家
屋
調
査
士
を
管
理
人
とし
て
選
任
す
る

こと
が
考
え
られ
る
。

※
区
分
所
有
建
物
に
つ
い
て
は
、所

有
者
不
明
建
物
管
理
制
度
は
適
用
され

な
い
（
新
区
分
所
有
法

6Ⅳ
）
。

○
対
象
財
産
の
管
理
処
分
権
は
管
理
人
に
専
属
し、
所
有
者
不
明
土
地
・建
物
等
に
関
す
る
訴
訟
（
例
：
不
法
占
拠
者
に
対
す
る
明
渡
請
求
訴
訟
）
に
お
い

て
も
、管

理
人
が
原
告
又
は
被
告
とな
る
（
新
民
法

26
4の

4、
26

4の
8Ⅴ

）
。

○
管
理
人
は
、保

存
・利
用
・改
良
行
為
を
行
うほ
か
、裁

判
所
の
許
可
を
得
て
、対

象
財
産
の
処
分
（
売
却
、建

物
の
取
壊
し
な
ど）
を
す
る
こと
も
可
能

（
新
民
法

26
4の

3Ⅱ
、2

64
の

8Ⅴ
）
。売

却
の
際
に
は
、管

理
人
は
、借

地
関
係
等
の
利
用
状
況
や
売
買
の
相
手
方
を
慎
重
に
調
査
す
る
こと
が
重
要
。

※
不
明
相
続
人
の
遺
産
共
有
持
分
に
つ
い
て
選
任
され
た
管
理
人
は
、遺

産
分
割
を
す
る
権
限
は
な
い
が
、遺

産
共
有
持
分
に
係
る
権
限
の
範
囲
内
で
の
管
理
行
為
や
、持

分
の
処
分
が
可
能
。

○
管
理
人
は
、所

有
者
に
対
し
て
善
管
注
意
義
務
を
負
う。
ま
た
、数

人
の
共
有
者
の
共
有
持
分
に
係
る
管
理
人
は
、そ
の
対
象
とな
る
共
有
者
全
員
の

た
め
に
誠
実
公
平
義
務
を
負
う。

（
新
民
法

26
4の

5、
26

4の
8Ⅴ

）
○

管
理
人
は
、所

有
者
不
明
土
地
等

(予
納
金
を
含
む

)か
ら
、裁

判
所
が
定
め
る
額
の
費
用
の
前
払
・報
酬
を
受
け
る

(費
用
・報
酬
は
所
有
者
の
負
担

)。
(新

民
法

26
4の

7Ⅰ
・Ⅱ
)

○
土
地
・建
物
の
売
却
等
に
よ
り金

銭
が
生
じた
とき
は
、管

理
人
は
、供

託
を
し、
そ
の
旨
を
公
告
（
新
非
訟
法

90
Ⅷ
、X
Ⅵ
）
。
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Ⅲ
支

援
措

置
等

に
つ
い
て
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＜
基

本
事

業
・
関

連
事

業
＞

●
地

方
公

共
団

体
又

は
推

進
法

人
等

が
行

う
事

業
に

対
す

る
補

助
※

地
方

公
共

団
体

施
行

：
1
/
2
、

推
進

法
人

等
施

行
：
1
/
3
（
地

方
公

共
団

体
負

担
：
1
/
3
）

●
補

助
対

象

・
所

有
者

不
明

土
地

・
低

未
利

用
土

地
の

実
態

把
握

・
所

有
者

不
明

土
地

・
低

未
利

用
土

地
に

関
す

る
広

報
・
啓

発
※

・
所

有
者

不
明

土
地

対
策

計
画

の
作

成

・
土

地
の

所
有

者
探

索
や

、
利

活
用

の
た

め
の

手
法

等
の

検
討

※

・
土

地
の

管
理

不
全

状
態

の
解

消
及

び
関

連
す

る
法

務
手

続
※

等
※

 所
有

者
不

明
土

地
対

策
計

画
に

基
づ

く
も

の

＜
モ

デ
ル

事
業
＞

●
特

定
非

営
利

活
動

法
人

、
民

間
事

業
者

、
地

方
公

共
団

体
等

が
行

う
・

推
進

法
人

の
指

定
の

円
滑

化
に

資
す

る
取

組
・

空
き

地
の

利
活

用
等

を
図

る
取

組
等

に
対

す
る

補
助

（
定

額
）

事
業

概
要

下
線

部
：
Ｒ

７
拡

充
内

容

防
災
空
地
と
し
て
活
用

空
き

地
を

、
平

常
時

は
防

災
活

動
や

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

を
育

む
地

域
活

動
の

場
と

し
て

、
災

害
時

は
一

時
避

難
場

所
と

し
て

活
用

。

市
民
農
園
と
し
て
活
用

臨
時

駐
車

場
で

あ
っ

た
土

地
を

、
地

域
住

民
が

利
用

で
き

る
広

場
や

農
園

と
し

て
活

用
。

市
民
農
園
と
し
て
活
用

空
き
地

の
利

用
転
換

に
よ
る
利
活

用
の
イ
メ
ー
ジ

○
所

有
者

不
明

土
地

や
空

き
地

の
利

用
の

円
滑

化
、

管
理

の
適

正
化

を
図

る
た

め
、

市
町

村
や

民
間

事
業

者
等

が
実

施
す

る
所

有
者

不
明

土
地

等
対

策
や

、
所

有
者

不
明

土
地

利
用

円
滑

化
等

推
進

法
人

の
指

定
の

円
滑

化
及

び
空

き
地

の
利

活
用

等
に

資
す

る
先

導
的

取
組

を
支

援
す

る
た

め
の

経
費

を
計

上
。

所
有
者
不
明
土

地
等

対
策

事
業

費
補

助
金

令
和

７
年

度
予

算
額

：
6
3
百

万
円

57

『
地
域
福
利
増
進
事
業
の
普
及
』
と
『
低
未
利
用
土
地
の
利
活
用
』
に
向
け
た
モ
デ
ル
調
査

⑧⑧
⑨⑨

②②

③③

④④
⑤⑤

⑥⑥
⑰⑰

⑪⑪

①①

⑦⑦
⑫⑫ ⑬⑬

⑭⑭
㉔㉔

⑮⑮

⑱⑱⑲⑲
⑩⑩
⑳⑳

㉑㉑

㉒㉒

⑯⑯

㉓㉓

㉗㉗
㉘㉘

㉚㉚

㉛㉛

㉜㉜

㉝㉝

北北
海海

道道
旭旭

川川
市市

②②
R

2
R

3

特
定

非
営

利
活

動
法

人
グ

ラ
ウ

ン
ド

ワ
ー

ク
西

神
楽

公
園

新新
潟潟

県県
南南

蒲蒲
原原

郡郡
田田

上上
町町

③③
R

1
R

2
R

3

一
般

社
団

法
人

み
ど

り
福

祉
会

緑
地

千千
葉葉

県県
八八

千千
代代

市市

④④
R

1
緑

ヶ
丘

西
自

治
会

公
民

館

千千
葉葉

県県
八八

千千
代代

市市

⑤⑤
R

2
は

ぐ
み

の
杜

和
楽

会

公
園

千千
葉葉

県県
八八

千千
代代

市市

⑥⑥
R

3
一

般
社

団
法

人
や

ち
よ

・
ひ

と
・

ま
ち

サ
ポ

ー
ト

セ
ン

タ
ー

広
場

東東
京京

都都
八八

王王
子子

市市

⑦⑦
R

3
特

定
非

営
利

活
動

法
人

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

科
学

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

駐
車

場

長長
野野

県県
上上

田田
市市

⑧⑧
R

1
一

般
社

団
法

人
チ

ー
ム

ま
ち

づ
く
り

駐
車

場

愛愛
知知

県県
稲稲

沢沢
市市

⑨⑨
R

3
愛

知
県

土
地

家
屋

調
査

士
会

広
場

兵兵
庫庫

県県
川川

西西
市市

⑩⑩
R

1
R

2
R

3

花
屋

敷
山

手
町

を
よ

く
す

る
会

公
園

山山
口口

県県
山山

口口
市市

⑪⑪
R

1
R

2
山

口
市

広
場

福福
岡岡

県県
北北

九九
州州

市市

⑫⑫
R

2
株

式
会

社
ア

セ
ッ

ト
ジ

ャ
パ

ン

購
買

施
設

福福
岡岡

県県
筑筑

紫紫
野野

市市

⑬⑬
R

2
一

般
社

団
法

人
住

宅
流

通
促

進
協

議
会

公
園

鹿鹿
児児

島島
県県

奄奄
美美

市市

⑭⑭
R

3
一

般
社

団
法

人
し

ま
・
ひ

と
・
た

か
ら

社
会

福
祉

施
設

大大
阪阪

府府
羽羽

曳曳
野野

市市

⑱⑱
R

3
一

般
社

団
法

人
森

林
国

土
ド

ロ
ー

ン
A

I推
進

機
構

⇒
 一

般
社

団
法

人
ス

マ
ー

ト
シ

テ
ィ

サ
ー

ベ
イ

兵兵
庫庫

県県
尼尼

崎崎
市市

⑲⑲
R

2
兵

庫
県

兵兵
庫庫

県県
川川

西西
市市

⑳⑳
R

3
R

4
一

般
社

団
法

人
地

方
創

生
パ

ー
ト

ナ
ー

ズ
⇒

 川
西

市
南

部
地

域
ラ

ン
ド

バ
ン

ク
推

進
協

議
会

兵兵
庫庫

県県
神神

戸戸
市市

㉑㉑
R

2
R

3
R

4

一
級

建
築

士
事

務
所

こ
と

・
デ

ザ
イ

ン

⇒
空

き
助

な
が

た

広広
島島

県県
三三

原原
市市

㉒㉒
R

3
広

島
県

鹿鹿
児児

島島
県県

西西
之之

表表
市市

㉓㉓
R

3
株

式
会

社
川

商
ハ

ウ
ス

鹿鹿
児児

島島
県県

奄奄
美美

市市

㉔㉔
R

2
一

般
社

団
法

人
し

ま
・
ひ

と
・
た

か
ら

全全
国国

㉕㉕
R

3
株

式
会

社
オ

ー
プ

ン
・
エ

ー

北北
海海

道道
旭旭

川川
市市

㉖㉖
R

4
特

定
非

営
利

活
動

法
人

グ
ラ

ウ
ン

ド
ワ

ー
ク

西
神

楽

福福
島島

県県
須須

賀賀
川川

市市

㉗㉗
R

4
株

式
会

社
テ

ダ
ソ

チ
マ

千千
葉葉

県県
船船

橋橋
市市

㉘㉘
R

4
特

定
非

営
利

活
動

法
人

ホ
ー

ム
ス

ィ
ー

ト
ホ

ー
ム

一一
般般

社社
団団

法法
人人

みみ
どど

りり
福福

祉祉
会会

㉙㉙
R

4
一

般
社

団
法

人
み

ど
り

福
祉

会

焼焼
津津

商商
工工

会会
議議

所所

㉚㉚
R

4
焼

津
商

工
会

議
所

兵兵
庫庫

県県
猪猪

名名
川川

町町

㉛㉛
R

4
大

島
小

学
校

区
ま

ち
づ

く
り

協
議

会

鹿鹿
児児

島島
県県

鹿鹿
児児

島島
市市

㉜㉜
R

4
鹿

児
島

相
続

対
策

研
究

会

鹿鹿
児児

島島
市市

龍龍
郷郷

町町

㉝㉝
R

4
あ

ま
み

空
き

家
ラ

ボ

新新
潟潟

県県
粟粟

島島
浦浦

村村

①①
R

1
粟

島
浦

村

広
場

地
域
福
利
増
進
事
業
（
裁
定
済
み
）

地
域
福
利
増
進
事
業
（
裁
定
申
請
前
）

○
『
地

域
福

利
増

進
事

業
の

普
及

』
と

『
低

未
利

用
土

地
の

利
活

用
』
に

向
け

た
新

た
な

仕
組

み
の

検
討

の
た

め
の

モ
デ

ル
調

査
を

実
施

。
○

こ
れ

ま
で

全
国

8
ブ

ロ
ッ

ク
で

調
査

実
績

が
あ

り
、

そ
の

中
か

ら
地

域
福

利
増

進
事

業
の

裁
定

申
請

に
至

っ
た

ケ
ー

ス
も

出
て

き
て

い
る

。

低
未
利
用
土
地
の
利
活
用

山山
形形

県県
鶴鶴

岡岡
市市

⑮⑮
R

2
R

4
特

定
非

営
利

活
動

法
人

つ
る

お
か

ラ
ン

ド
・
バ

ン
ク

山山
形形

県県
上上

山山
市市

⑯⑯
R

2
特

定
非

営
利

活
動

法
人

か
み

の
や

ま
ラ

ン
ド

バ
ン

ク

千千
葉葉

県県
八八

千千
代代

市市

⑰⑰
R

2
緑

ヶ
丘

西
自

治
会

【【
特特

定定
のの

地地
域域

にに
依依

らら
なな

いい
取取

組組
】】

㉕㉕

対
象

地
が

位
置

す
る

市
町

村

実
施

年
度

実
施

主
体

事
業

目
的

●
凡

例

58

①①
①①

⑧⑧
⑥⑥
⑦⑦

⑩⑩

④④

⑬⑬
⑰⑰

⑭⑭

令
和
５
年
度
所
有
者
不
明
土
地
利
用
円
滑
化
等
推
進
法
人
の
指
定
円
滑
化
、
普
及
・
定
着
等
に
向
け
た
モ
デ
ル
調
査
、

令
和
６
年
度
所
有
者
不
明
土
地
等
対
策
モ
デ
ル
事
業

北北
海海

道道
旭旭
川川
市市

①①
R
5

特
定

非
営

利
活

動
法

人
グ
ラ
ウ
ン
ド
ワ
ー
ク
西

神
楽

新新
潟潟

県県
南南
蒲蒲
原原
郡郡
田田
上上
町町

②②
R
5

一
般

社
団

法
人

み
ど
り
福

祉
会

富富
山山

県県
小小
矢矢
部部
市市

③③
R
5

上
野

の
杜

花
の

会

静静
岡岡

県県
焼焼
津津
市市

④④
R
5

一
般

社
団

法
人

焼
津

市
観

光
協

会

三三
重重

県県
御御
浜浜
町町

⑤⑤
R
5

一
般

社
団

法
人

こ
こ
テ
ラ
ス

兵兵
庫庫

県県
神神
戸戸
市市

⑥⑥
R
5

空
き
助

な
が

た

兵兵
庫庫

県県
神神
戸戸
市市

⑦⑦
R
5

鶴
甲

未
来

企
画

兵兵
庫庫

県県
川川
西西
市市

⑧⑧
R
5

花
屋

敷
山

手
町

を
良

く
す
る
会

広広
島島

県県
府府
中中
市市

⑨⑨
R
5

広
島

県

広広
島島

県県
三三
原原
市市

⑩⑩
R
5

広
島

県
三

原
市

徳徳
島島

県県
那那
賀賀
町町

⑪⑪
R
5

４
士

業
連

携
那

賀
町

空
き
家

空
き
地

対
策
チ
ー
ム

熊熊
本本

県県
熊熊
本本
市市

⑫⑫
R
5

一
般

社
団

法
人

地
域

再
生

・
百

年
ラ
イ
フ
サ

ポ
ー
ト
協

会
羅

針
盤

鹿鹿
児児

島島
県県
鹿鹿
児児
島島
市市

⑬⑬
R
5

鹿
児

島
相

続
対

策
研

究
会

鹿鹿
児児

島島
県県
龍龍
郷郷
町町

⑭⑭
R
5

株
式

会
社

奄
美

設
計

集
団

③③

⑫⑫

②②
④④

⑤⑤
⑦⑦

⑨⑨

⑪⑪
⑭⑭

北北
海海

道道
旭旭
川川
市市

①①
R
6

特
定

非
営

利
活

動
法

人
グ
ラ
ウ
ン
ド
ワ
ー
ク
西

神
楽

福福
島島

県県
桑桑
折折
町町

②②
R
6

桑
折

ま
ち
づ
く
り
ネ
ッ
ト

群群
馬馬

県県
桐桐
生生
市市

③③
R
6

特
定

非
営

利
活

動
法

人
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
科

学
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

新新
潟潟

県県
南南
蒲蒲
原原
郡郡
田田
上上
町町

④④
R
6

一
般

社
団

法
人

み
ど
り
福

祉
会

福福
井井

県県
ああ
わわ
らら
市市

⑤⑤
R
6

特
定

非
営

利
活

動
法

人
あ
わ

ら
市

名
泉

郷
住

み
よ
い
街

を
創

る
会

三三
重重

県県
四四
日日
市市
市市

⑥⑥
R
6

智
積

自
然

の
会

三三
重重

県県
御御
浜浜
町町

⑦⑦
R
6

一
般

社
団

法
人

こ
こ
テ
ラ
ス

兵兵
庫庫

県県
神神
戸戸
市市

⑧⑧
R
6

鶴
甲

未
来

企
画

兵兵
庫庫

県県
神神
戸戸
市市

⑨⑨
R
6

空
き
助

な
が

た

兵兵
庫庫

県県
川川
西西
市市

⑩⑩
R
6

川
西

ラ
ン
ド
バ

ン
ク
推

進
協

議
会

兵兵
庫庫

県県
川川
西西
市市

⑪⑪
R
6

花
屋

敷
山

手
町

を
良

く
す
る
会

兵兵
庫庫

県県
猪猪
名名
川川
町町

⑫⑫
R
6

一
般

社
団

法
人

地
方

創
生

パ
ー
ト
ナ
ー
ズ

兵兵
庫庫

県県
猪猪
名名
川川
町町

⑬⑬
R
6

大
島

小
学

校
区

ま
ち
づ
く
り
協

議
会

徳徳
島島

県県
那那
賀賀
町町

⑭⑭
R
6

６
士

業
連

携
那

賀
町

空
き
家

空
き
地

対
策
チ
ー
ム

②②
⑤⑤

⑩⑩
⑪⑪

⑧⑧
⑨⑨

⑫⑫
⑬⑬

⑮⑮

熊熊
本本

県県
宇宇
土土
市市

⑮⑮
R
6

一
般

社
団

法
人

地
域

再
生

・
百

年
ラ
イ
フ
サ

ポ
ー
ト
協

会
羅

針
盤

大大
分分

県県
竹竹
田田
市市

⑯⑯
R
6

株
式

会
社

A
lb

a
L
in

k

鹿鹿
児児

島島
県県
鹿鹿
児児
島島
市市

⑰⑰
R
6

鹿
児

島
相

続
対

策
研

究
会

③③

⑥⑥

⑯⑯

59

Ⅳ
そ
の
他

参
考

資
料

60
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講演会・講習会・研修会の報告
空

き
地

の
適

正
管

理
及

び
利

活
用

に
関

す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
概

要

○
世

帯
の

保
有

す
る
空

き
地

の
面

積
は

、
こ
の

1
0
年

で
２
倍

以
上

※
1
に
増

加
。
空

き
地

が
適

正
に
管

理
さ
れ

な
い
場

合
、
雑

草
の

繁
茂

、
ゴ
ミ

等
の
投
棄

、
害
虫
の
発
生
、
景
観
の
悪
化
等
の
周
囲
へ
悪
影
響

※
２
が
懸
念
さ
れ
る
。

（
※

1
世
帯
土
地
統
計

2
0
0
8
年
：
6
3
2
km

2
→
2
0
1
8
年
：
1
,3
6
4
km

2
東
京
2
3
区

(6
2
7
.5

km
）
の
約
２
倍

)
（
※

２
「
土

地
の

利
活

用
・
管

理
に
関

す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
」
（
国

土
交
通

省
、

R
6
.2
実

施
）
に
お
い
て
、
管

理
不

全
土
地

の
も
た
ら
す
周

囲
へ

の
悪

影
響
と
し
て
回
答

の
あ
っ
た
項
目
の
上
位

4
項
目
）

○
空

き
地

は
約

６
割

が
65

歳
以

上
の

世
帯

に
よ
っ
て
保

有
さ
れ

て
お
り
、
今

後
の

人
口

動
態

を
踏

ま
え
れ

ば
、
相

続
等

に
よ
り
一

層
の

空
き
地

の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
。

空
き
地

の
適

正
管

理
及

び
利

活
用

を
推

進
す
る
た
め
、
地

方
公

共
団

体
を
は

じ
め
、
空

き
地

対
策

に
取

り
組

む
方

々
の

指
針

と
な
る
初

の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
作

成
・
発

出
。

39
歳
以
下

, 3
%

40
～

44
歳

, 3
%

45
～

49
歳

, 5
%

50
～

54
歳

, 7
%

55
～

59
歳

, 
11

%

60
～

64
歳

, 
13

%
65
～

74
歳

, 
33

%

75
歳
以
上

, 
25

%

家
計
を
主
に
支
え
る
者
の
年
齢
別

「
低
・
未
利
用
地
」
の

所
有
件
数
・
割
合
（
平
成

30
年
）

39
歳
以
下

40
～

44
歳

45
～

49
歳

50
～

54
歳

国
土
交
通
省
「
土
地
基
本
調
査
報
告
書
」
（
平
成

30
年
）
よ

り
作
成

26
2 

26
6 

27
9 

26
1 

31
7 

28
5 

13
1 

10
6 

87
 

98
 

11
6 

10
2 

71
2 

80
4 

68
1 

63
2 

98
1 

58
9 

77
5 

7.
2%

8.
4%

6.
7%

6.
5%

8.
6%

12
.4

%

0.
0%

2.
0%

4.
0%

6.
0%

8.
0%

10
.0

%

12
.0

%

14
.0

%

0

20
0

40
0

60
0

80
0

1,
00

0

1,
20

0

1,
40

0

1,
60

0

1,
80

0

2,
00

0

平
成
５
年
平
成

10
年
平
成

15
年
平
成

20
年
平
成

25
年
平
成

30
年

（㎢）

世
帯
対
象
土
地
面
積
に
対
す
る
空
き
地
等
の
面
積
・

割
合

屋
外
駐
車
場

資
材
置
場

空
き
地
（
原
野
含
む
）

空
き
地

国
土
交
通
省
「
土
地
基
本
調
査
報
告
書
」
（
平
成

令
和
７
年

4月
１
日
公
表
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適
正

管
理

と
利

活
用

に
関

す
る
取

組

○
行

政
、
士

業
等

の
専

門
家

の
参

画
、
様

々
な
課
題

に
一

元
的

に
対

応
で
き
る
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
相

談
窓

口
の

設
置

に
よ
る
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー
ト
や
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
が
有
効
。

○
地

域
の

良
好

な
環

境
の

確
保

に
利

害
を
有

す
る
地

域
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
（
地
域
運
営
組
織
、

N
P

O
法
人
等
）
が
担
い
手

と
な
っ
て
、

効
果
的
・
持
続
的
な
取
組
を
期
待
。

○
空

き
地

等
は

、
利

活
用

さ
れ

な
い
と
管

理
不

全
に
な
り
、
周

辺
環

境
に
悪

影
響

を
及

ぼ
す
こ
と
か

ら
、
可

能
な
限

り
需

要
を
見

出
し
利
活
用
に
導
く
こ
と
が
必
要

。

担
い
手

の
確

保

空
き
地

の
適

正
管

理
と
利
活

用
の
関

係

事
例
：
た
も
ん
じ
交
流
農
園
（
東
京
都
墨
田
区
）

N
P
O

N
P
O
法
人
が
臨
時
駐
車
場
だ
っ
た
土
地
に
農
園
・
広
場
を
整
備

推
進

す
べ

き
取

組

○
土

地
所

有
者

等
へ

の
情
報
提

供
等
に
よ
り
適

正
な
管
理
を
求

め
る
ほ
か
、
自
ら
の
管
理
が
困
難
な
場
合
に
管
理
委

託
等
で
第

三
者
に
委
ね
る
環
境
の
構
築
が
重
要
。

○
隣

地
統

合
等

に
よ
る
私

的
利

用
の

継
続

の
ほ

か
、
農

園
・
菜

園
、
緑

地
・
広

場
な
ど
地
域
に
開

か
れ
た
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
と

し
て
の
利
用
な
ど
用
途
の
転
換
が
有
効
。

実
態

把
握

と
対

策
の

検
討
、
計

画
的
推

進

○
空

き
地

等
の

所
在

、
状

態
等

の
実

態
や

地
域

の
意

向
等

の
把

握
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
整
備
が
重
要
。

○
地

方
公

共
団

体
等

が
空

き
地

の
管

理
・
利

活
用

に
取

り
組

む
際

の
参

考
と
な
る
よ
う
、
専

門
家

や
地

域
と
連

携
し
た
担

い
手

の
確

保
や

、
農

園
・
菜

園
、
緑

地
・
広

場
等

へ
の
転

換
等

に
つ
い
て
、
多

数
の
先

駆
的
事

例
を
紹
介

し
、
解

決
策
を
提

示
。

事
例
：
空
き
家
空
き
地
地
域
利
用
バ
ン
ク
（
神
戸
市
）

空
き
地
等
と
利
活
用
を
希
望
す
る
地
域
団
体
を
登
録
し
、
マ
ッ
チ
ン
グ先

駆
的
事
例
を
掲

載

先
駆
的
事
例
を
掲

載

先
駆
的
事
例
を
掲

載
○

土
地

利
用

に
関

す
る
計

画
に
お
い
て
望

ま
し
い
方

向
性

を
示

し
、
利

用
転

換
等

を
計

画
的

に
誘

導
。
空

き
家

対
策

と
の
一
体
的
対
応
も
有
効
。

先
駆
的
事
例
を
掲

載
62

○
空

き
地
の

管
理
不
全

対
策
等

の
た
め
、
条
例

制
定
等

に
資

す
る
よ
う
、
こ
れ

ま
で
制

定
さ
れ
て
き
た
空

き
地

に
関

す
る
条

例
に

つ
い
て
、
管

理
不

全
状
態

の
基

準
や
是

正
措
置

等
の

内
容
等

を
体
系

的
に
整

理
・
分

析
。
特

に
行

政
代

執
行
に
つ
い
て
は

、
判

例
等

を
踏

ま
え
た
法

的
な
整

理
を
明

確
に
し
た
上

で
、
運

用
時
の

ポ
イ
ン
ト
を
解

説
。

○
大

半
の

条
例

は
是

正
措

置
と

し
て

指
導

助
言
､
勧

告
､
命

令
を

規
定
｡
代
執
行
の
ほ
か
即
時

強
制
､
罰
則
を
措
置
す
る

例
も
。

○
除
草

業
者
の

あ
っ

せ
ん

や
行

政
へ
の

管
理

委
託

な
ど

、
管

理
を
支

援
す
る
方
策
を
定
め
る
例

も
み
ら
れ
る
。

○
所
有

者
探
索

の
た

め
、

個
人

情
報
保

護
条

例
の

例
外

と
し

て
、
行

政
保
有
情
報
の
目
的
外
使

用
を
可
と
す
る
例
も
多
い

。
○

行
政

代
執
行

は
ハ

ー
ド

ル
が

高
く
実

行
に

踏
み

切
る

ケ
ー

ス
が
少

な
い

こ
と
か

ら
、
判

例
等

を
踏

ま
え

た
留

意
点

と
し

て
、

①
所
有

者
へ

の
弁

明
機

会
の

付
与
等

の
適

正
な

手
続

の
確
保

、
②
条

例
等
に

よ
る

適
用

基
準

の
明
確

化
と

事
前

明
示

、
③

費
用
の

負
担
・

徴
収
の

方
法
に
つ
い
て
解
説
。

○
「
現

に
使

用
さ
れ

て
い
な
い
土

地
」
や

「
工

作
物

が
置

か
れ

て
い
な

い
土

地
」
を
対

象
と
し
て
い
る
例

が
多

数
。
宅

地
で
あ
っ
た
、
又

は
住

宅
地

に
存

す
る
空

き
地

の
み

対
象

と
す
る
例

、
農

地
・
林

地
等

土
地

を
対
象
外
と
す
る
例
も
多
い
。

○
対
象
区
域
を
あ
ら
か
じ
め
を
指
定
す
る
方
式
を
と
る
例
も
。

条
例

に
よ
る
取

組
施

策
対

象
と
な
る
空

き
地

の
範

囲

管
理

不
全

状
態

の
基

準

○
管
理
不
全
状
態
と
し
て
は
、
雑
草
等
の
繁
茂
に
起
因
し
て
、
①
害
虫

の
発

生
、
②

不
法

投
棄

、
③

交
通

障
害

、
④

火
災

（
放

火
）
の

危
険

、
⑤
犯
罪
の
温
床
を
挙
げ
て
い
る
も
の
が
多
い
。

○
雑

草
の

繁
茂

に
つ

い
て
は

数
値

基
準

（
地

表
か

ら
の

長
さ

を
3
0
c
m
以

上
と

す
る

も
の

か
ら

１
m
以

上
と

す
る

も
の

ま
で

自
治

体
に
よ
り
幅
が
あ
る
）
や
面

積
基
準
を
設
け
て
い
る
例

も
。

空
き
地

に
関

す
る
条

例

○
自
主
条
例
に
よ
る
ほ

か
、
空
き
地
等
の
利
活
用

・
適
正
確

保
の
た
め
に
活
用
で
き
る

、
所
有
者
不
明
土
地
法
等

の
個
別

法
や
民
法

に
基
づ
く
制
度

（
計
画
、
協
定
、
財
産
管

理
、
是

正
措
置
等
）
を
整
理
し
紹

介
。

活
用

可
能

な
諸

制
度

空
き
地

に
繁

茂
し
た
雑

草
が

隣
家

に
越

境
空

き
地

の
大

木
が

隣
家

に
近

接
63

課課
題題

等等
～～

20
23

(R
5)

20
24

(R
6)

20
25

(R
7)

20
26

(R
8)

～～

。

登
記
制
度
・土
地
所
有
権
の
在
り方

等

土
地
所
有
に
関
す
る
基
本
制
度

多
様
な
土
地
所
有
者
の
情
報
等

を 円
滑
に
把
握
す
る
仕
組
み
等

○○
土土

地地
基基
本本
法法

等等
のの
改改

正正
（（

RR
22
..
33
..
33
11
公公

布布
））

○
土

地
基

本
法

・
土

地
所

有
者

等
の

責
務

・
適

正
利

用
・

管
理

の
基

本
理

念
・

土
地

基
本

方
針

等
○

国
土

調
査

法
等

・
地

籍
調

査
の

円
滑

・
迅

速
化

・
十

箇
年

計
画

策
定

・
所

有
者

探
索

の
合

理
化

（
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
改

訂
・

周
知

）
、

共
有

私
道

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
改

訂
・

周
知

・
相

続
が

生
じ

て
も

登
記

や
遺

産
分

割
が

行
わ

れ
ず

、
所

有
者

不
明

土
地

が
多

く
発

生

・
遠

隔
地

居
住

の
相

続
人

等
が

土
地

を
管

理
で

き
ず

、
環

境
悪

化

・
所

有
者

が
不

明
な

共
有

地
は

、
合

意
が

得
ら

れ
ず

管
理

や
処

分
が

困
難

○○
民民

法法
等等

のの
改改
正正

（（
RR
33
..
44
..
22
88
公公

布布
））

○○
相相

続続
土土

地地
国国
庫庫

帰帰
属属
法法

（（
RR
33
..
44
..
22
88
公公

布布
））

・
相

続
登

記
、

住
所

等
変

更
登

記
の

申
請

の
義

務
化

、
申

請
者

の
負

担
軽

減
策

・
住

基
ネ

ッ
ト

等
と

連
携

し
た

職
権

登
記

・
相

続
し

た
土

地
の

国
庫

帰
属

制
度

・
共

有
地

の
利

用
等

の
促

進
・

所
有

者
不

明
土

地
・

建
物

管
理

制
度

・
相

隣
関

係
規

定
の

合
理

化
等

・
相

続
登

記
や

住
所

等
変

更
登

記
が

さ
れ

ず
、

登
記

で
所

有
者

情
報

把
握

が
困

難

所
有
者
不
明
土
地
等
の
円
滑
な

利
活
用
・管
理
の
促
進

・
所

有
者

不
明

土
地

や
そ

の
発

生
予

防
の

観
点

か
ら

重
要

な
管

理
不

全
土

地
、

低
未

利
用

土
地

等
の

利
活

用
・

管
理

の
促

進
を

図
る

更
な

る
方

策
が

必
要

・
今

後
急

増
す

る
老

朽
化

マ
ン

シ
ョ

ン
等

に
お

い
て

も
、

所
有

者
不

明
化

・
管

理
不

全
化

が
進

行
す

る
見

込
み

・
所

有
者

不
明

や
管

理
不

全
の

土
地

が
増

加
し

、
周

辺
環

境
の

悪
化

や
有

効
利

用
を

阻
害

・
地

籍
調

査
に

つ
い

て
、

所
有

者
が

不
明

な
場

合
な

ど
に

調
査

が
進

ま
ず

、
進

捗
に

遅
れ

・
公

図
と

現
況

が
著

し
く

相
違

し
、

土
地

の
位

置
や

筆
界

を
正

し
く

示
す

地
図

が
な

く
、

用
地

取
得

や
公

共
事

業
の

円
滑

な
実

施
を

阻
害

施
行
：

・
住
所
等

変
更
登

記
の
義
務
化

と
職
権

登
記
（
R
8
.
4
）

・
所
有
不

動
産
記

録
証
明
制
度

（
R
8
.
2
）

所
有
者
不
明
土
地
等
問
題
対
策
推
進
の
工
程
表

○○
所所

有有
者者

不不
明明
土土

地地
特特
別別

措措
置置
法法

（（
特特
措措

法法
））

（（
HH
33
00
..
66
..
11
33
公公

布布
））

・
地
域
福

利
増
進
事
業
の
創
設

・
財
産
管

理
制
度
の
申
立
権
を

市
町
村
長
等
へ
付
与

・
長
期
相

続
登
記
等
未
了
土
地

を
解
消
す
る
制
度

○○
表表

題題
部部

所所
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講演会・講習会・研修会の報告
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妥協のない技術力で確かな信頼を獲得

総合補償コンサルタント

◆ 有資格者 ◆

【補償業務管理士】（土調）9 人 （土評）４人 （物件）17 人 （機工）11 人 （営特）12 人 （事損）15 人 （補関）8 人 （総補）２人

【一級建築士】1 人　【二級建築士】9 人 　【アスベスト診断士】2 人　【測量士】4 人

◆ 業務実績 ◆

〇 土地調査・土地評価 ／ ・用地測量、登記簿調査・土地鑑定評価

〇 建物・機械・工作物 ／ ・大規模工場の移転、構内改造　・一般機械工場、自動車整備工場、造船所、

化学工場、コンクリートプラント、砕石工場、製紙工場、食品工場、廃棄物処理工場、神社、寺院、

小売店舗、ショッピングセンター、パチンコ店、ガソリンスタンド、養鶏場、養魚場、牧場、ゴルフ場、

墓地、区分所有建物、一般住宅等の建物移転補償

〇 公共補償 ／ 上水道施設、簡易水道施設、下水処理施設、ごみ処理施設、 警察署、郵便局、放送局

〇 営業補償 ／ あらゆる業種の営業廃止、休止、規模縮小、仮施設補償

〇 立竹木補償 ／ 庭園、用材林、果樹園

〇 漁業補償・農業補償・鉱業権補償

〇 事業損失 ／ 建物の事前調査、事後調査、事後調査復旧費算定、水枯渇、日影、電波障害、騒音振動

〇 補償関連 ／ 事業認定、裁決申請図書作成、補償説明、技術者派遣、点検業務

拠点一覧

本 社 〒530-0001 大阪市北区梅田 1-2-2-1200　大阪駅前第２ビル 12 階 TEL：06-6344-0540

TEL：078-335-2424

TEL：079-299-1870

TEL：075-255-5105

TEL：0773-33-9010

TEL：077-526-8310

TEL：0742-20-0158

TEL：073-421-3285

FAX：06-6344-0605

神 戸 営 業 所 〒650-0022 兵庫県神戸市中央区元町通 3-17-8-302

姫 路 営 業 所 〒670-0065 兵庫県姫路市上手野 380-101

京 都 営 業 所 〒604-0985 京都府京都市中京区麩屋町通丸太町下ル舟屋町 424

福知山営業所 〒620-0915 京都府福知山市字十二 68-1-101

滋 賀 営 業 所 〒520-0802 滋賀県大津市馬場 2-6-12-301

奈 良 営 業 所 〒630-8244 奈良県奈良市三条町 487

和歌山営業所 〒640-8214 和歌山県和歌山市寄合町30-406

全８部門登録

土地調査 土地評価 物件 機械工作物

営業補償・特殊補償 事業損失 補償関連 総合補償



補償業務委員会報告

「標準単価（建物・工作物）の追加要望についてのアンケート」結果について
　損失補償算定標準書（以下「標準書」という。）に掲載されている標準単価（建物・工作物・地盤変動）が、
令和７年度に歩掛改訂の時期（適用は令和８年度）を迎えていることから、用地対策連絡会全国協議会より
標準単価の追加要望調査の依頼があり、令和７年３月に支部会員に向けて追加要望のアンケートをお願いい
たしました。
　日々の業務において見積書の徴取や「建設物価」等の資料を引用する頻度が多く、労力等を要している設
備機器など、現在の標準書に掲載されていない単価について、標準書への追加要望を行う資料を作成するた
め、当委員会が先に提案した約 150 の単価項目について、特に要望したい単価について各会員に 20 項目
を投票式で選択して頂き集計をいたしました。
　回答は 41 社から寄せられ、希望が多かった下表の 17 項目について、さらに追加資料（各２～３例）を
加えて約 300 ページに及ぶ資料を作成し、近畿地区用地対策連絡協議会へ提出をいたしました。

補償業務委員会報告

近畿支部　補償業務委員会
委員長　水上　信也　

番号 工種 項目 現在の一般的な対応方法 追加資料内容

1 25 鉄骨工事 耐火被覆 鉄骨 t 当りの考え方 換算した事例について
の調書コピー

2 42 防水工事 FRP 防水 公表単価 引 用 し た ペ ー ジ の コ
ピー

3 45 左官工事
土蔵壁・（荒壁塗、しっく
い塗、押縁下見、板張、な
まこ）

代価表 作成した代価表

4 47 金属工事 補助手摺（身体障碍者用） 公表単価 引 用 し た ペ ー ジ の コ
ピー

5 53 金属製建具工事 ハンガー戸 代価表 写真・作成した代価表

6

53 第三類 _ 木造下
屋 ･ 木造車庫（独立
式 ･ 上家式）･ 木造
物置等

コンテナハウス・貨物用コ
ンテナ 公表単価・代価表 写真・作成した代価表
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補償業務委員会報告

　これら以外にも、石積み・目隠フェンス・カッティングシート貼り文字・インターホン・都市ガス・ミニ
キッチン・防犯カメラセンサー・タラップ・カーブミラー・グリーストラップ・ファサードサイン看板・表
札などに注目があり、特に庇や面格子、棚、カーテンレールなどについては、m2 又は m 当たりに置き換
えることで処理の迅速化が図られるものに希望が集まりました。

　今後、全国支部から寄せられた要望が集約され、これらの結果が反映されることを期待したいと思います。
ご協力ありがとうございました。

番号 工種 項目 現在の一般的な対応方法 追加資料内容

7

53 第三類 _ 木造下
屋 ･ 木造車庫 ( 独立
式 ･ 上家式 )･ 木造物
置等

ユニットハウス 公表単価・代価表 写真・作成した代価表

8
55 第五類 _ 土間コ
ンクリート叩き ･ 粘
土叩き等

アスファルト舗装 ㎥→㎡ 新設と撤去で単
位が違う

換算した事例について
の調書コピー

9
57 第 七 類 _ 庭 石 ･
春日灯籠 ･ 雪見灯籠
等

池 代価表 写真・作成した代価表

10

59 第九類 _ アクリ
ル製袖看板 ･ 亜鉛鉄
板平看板 ･ 設備移設
単価等

大型サイン看板（ガソリン
スタンド、コンビニなど） 見積書 写真・見積依頼書・見

積書の鏡

11 71 電気（電灯）設
備工事 キュービクル本体費 見積書 写真・見積依頼書・見

積書の鏡

12 73 電気（配線 ･ 配
管等） ライティングレール 代価表 写真・作成した代価表

13 74 給水給湯（屋内）
設備工事 上水道引込工事 代価表 写真・作成した代価表

14 78 厨房設備工事 システムキッチン 公表単価 カタログ写真・引用し
たページのコピー

15 83 衛生設備工事 浄化槽 見積書 写真・見積依頼書・見
積書の鏡

16 88 建物附随工作物 エレベーター 見積書 写真・見積依頼書・見
積書の鏡

17 88 建物附随工作物 LAN 配線（パソコン 1 台
当り） 代価表 写真・作成した代価表

68近畿支部報  Vol.84



補償システム IT 委員会レポート

　3D 点群データは、DX（デジタルトランスフォーメーション）においても測量の省力化と精密化、建物・
インフラ構造物の 3D モデルの作成等に貢献しており、公共団体をはじめ測量業務や建設コンサルタント業
務などで広く使われています。補償コンサルタントにおいても業務の効率化等に 3D 点群データ活用が期待
されています。
　今回補償コンサルタント業務への 3D の点群データ活用について福井コンピュータ（株）から近畿支部事
務局へ提案いただき、4/24（木）の「補償システム IT 委員会」でデモンストレーションを行うことにな
りました。参加者は IT 委員をはじめ近畿支部長、補償業務委員会並びに同関係者、そして近畿地方整備局
用地部から 3 名の方がご出席され、総勢 20 名超の方々が参加されました。

　内容と致しましては、3D 計測・計測精度など機器の特徴や「TREND － POINT」による 3D 点群デー
タの補償業務への活用例など映像を通して説明していただきました。

（説明の流れ）

（計測機器の紹介）

現地調査時の 3D 点
群データを取得す
る計測機器の紹介

点群処理・計測ソフト
「TREND − POINT」を

使用し、点群データを
クリーニング

点群サンプルデータを点群・
計測ソフト「TREND −

POINT」を使用して補償業務
への活用方法を紹介。

補償システム IT 委員会レポート VOL .8

近畿支部 補償システム IT 委員会

担当副支部⻑　久冨　健治　
委員長　今井　信宏　

補償システム IT 委員会一同　

1.UAV 写真から SfM で 3D 点群データを生成 2.TLS で計測

概要
無人航空機（ドローン）で撮影した複数の写真
を使って、※ 1SfM という技術で３次元の地形
や構造物のデータを作成。

TLS（Terrestrial Laser Scanner：地上型レー
ザースキャナー）を使って対象物の形状や位置
を３次元的に測定。

特徴

手軽に導入が可能
写真に写ったものを点群として取得
都会では飛行制限が多い
精度を追求すると奥が深い

安価な UAV に比べると高額
測量の知識が必要
粗密の発生を見込んだ観測が必要
樹木があっても地表面を捉える
死角ができる箇所では多数観測

※ 1SfM（Structure from Motion）とは、複数の写真から３次元構造を再構築する画像解析技術。写真
の位置や角度の違いを利用して、対象物の立体的な形状を推定します。
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（点群データのクリーニング）
　計測機器で取得した点群データは不要なノイズやエラーを含み、容量も大きく扱いづらいため点群データ
のクリーニング（前処理）を行います。これによって不要なノイズやエラーが取り除かれ、高精度な解析や
3D モデルなどを得られるようになります。

（活用例の紹介）
　点群データは空間座標：X（東西）,Y（南北）,Z（高さ）を持っている点のあつまりなので、指定した箇
所の面積や立面、3D 計測、レベルの抽出が可能となり、現況の配置図や立面図などの作成に必要なデータ
の取得が可能となります

補償システム IT 委員会レポート

3.UAV レーザーで計測 4.LiDAR 搭載端末

概要
無人航空機（ドローン）に搭載されたレーザー
スキャナーを使用して地表の三次元データを取
得。

※ 2LiDAR センサーを内蔵しているデバイス
で、代表的な端末は「iPhone12 Pro」から

「iPhone16 Pro」、 そ し て 2020 年 以 降 の
「iPad Pro」が有名。

特徴
TLS と UAV の良い所どり
TLS より高価
都会では飛行制限が多い

近距離であれば可能（5m 程度）
アプリも多数あり形状だけ取るなら安価
各種機器の補間として使える

※ 2LiDAR（Light Detection And Ranging）とは、光を用いて対象物までの距離を計測し、周囲の環
境を３次元的に把握する技術で、その原理はレーザー光を照射しその光が対象物に当たって反射し、セン
サーに戻ってくるまでの時間（Time of Flight：飛行時間）を計測します。
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（さいごに）
　3D 点群データの活用は調査対象物件を 3 次元でとらえることができ、画像を見て必要な部位の計測が可
能ですので、作図の際には非常に有用な技術だと感じました。また計測以外にもこの点群データを利用して
3 次元的な移転工法の検討など、使い方次第では現状より高精度で効率の良い業務の遂行が可能になると思
います。
　今回の 3D 点群データの活用では参加者からは、測点の解像度や測点間距離、計測機器の操作性や計測精
度などの質問がありました。また現行の調査算定要領との検証調整の必要性など現在の補償業務との乖離を
把握することができました。
　3D 点群データの活用は費用対効果や使用者の知識不足などの問題はありますが、それでも一番意見が多
かったのは将来への期待でした。補償システム IT 委員会では今後も会員の皆さまに有用な情報を提供した
いと思います。IT に関するご意見等がございましたら、近畿支部事務局までメールをお願いします。

　今回参加していただきました皆様方に、深く感謝を申し上げますと共に引き続き、皆様のご協力をよろし
くお願いいたします。
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　会員の皆様には、近畿支部の親睦委員会事業にご協力頂きありがとうございます。
　令和７年度上期における会員親睦会事業は、第 76 回 JCC 親睦互留歩大会、第 19 回魚釣り（イサギ）
大会を開催することができました。
　以下に第 76 回 JCC 親睦互留歩大会、第 19 回魚釣り（イサギ）大会について担当委員から報告させて
頂きます。

１．第 76 回 JCC 親睦互留歩大会
親睦委員会　委員　今中　康生　

　恒例の親睦ゴルフコンペについて、ご報告させていただきます。４月８日（火）にチェリーヒルズゴルフ
クラブ（三木市）にて、４組 16 名で開催致しました。毎年の事ながら、春はサクラ満開のタイミングを狙っ
ておりますが、今期は大成功！ほとんどピークに近い状態だったように思います。名前に「チェリー」を冠
しているからには、やはりこうでなくては！天気も申し分なく、良い一日を過ごして頂けたのではないでしょ
うか。
　こちらのコース、２度目の女子プロツアー開催に向けて、昨年から様変わりしておりました。要所の木々
がバッサリと切られて、風通しも増して、より開放感のあるレイアウトへと生まれ変わっています。聞く話
によると、プロツアーの開催には、このコース改造も条件として含まれているそうですね。開業当初の風景
や、ギャラリー（観戦者）を入れたときのイメージが大切なんだとか…。ついでにバンカーもたくさん作ら
れまして、少々ハードになりました。
　さて当日は、ピン位置の設定がホントにギリギリ端っこばかりで、マネジメントの厳しさを体感！ 気ま
ぐれの設定だったのかもしれませんが、ビギナーにはツライ雰囲気になってきましたね。実は、メンバーの
年会費も爆上がりなんですが（泣）、当会にはなじみ深いコースですし、健全経営で頑張ってもらいましょう。
成績については以下の通りです。ハンデ上限なし、腕自慢の方が増えつつある中、優勝は三上氏でございま
した。おめでとうございます！
　　優　勝　　三上 洋史　氏（西播設計）　　グロス　　90（74.4）
　　準優勝　　今中 康生　氏（ケンセイ）　　グロス　　83（74.6）
　　第三位　　松本 靖吾　氏（サンコム）　　グロス　　90（７5.6）

　次回は 10 月頃の開催を予定しています。どうぞお気軽にご参加ください。

親睦委員会便り
令和７年度上期編

近畿支部
親睦委員会　委員長　永井　晴夫　

73 近畿支部報  Vol.84



親睦委員会便り

第76回　JCC親睦互留歩大会

２．第 19 回魚釣り（イサギ）大会
親睦委員会　委員　山本　俊之　

　６月 21 日（土）に恒例のイサギ釣り大会を行いました。天気は晴れ時々曇り、波は白波が少しちらほら
するくらいで穏やかでした。今回は参加者数が 10 名でそのうち初心者１人でした。
　午前の便の釣果は、皆さん自分のクーラーボックスを重そうに船から降ろしていたので割合良かったみた
いです。今年は６月になってからどこの漁船もイサギが釣れており期待が膨らみました。我々は親父さんの
午後の船です。11 時過ぎに出港、40 分くらい乗ってポイント着、アンカーを降ろして船を固定する。船
長の「準備ができたひとからやってよ。底まで 50m、底から５から 10m で釣ってよ。根がかりするので
一度底の深さを確認したら底にはつけたらあかんで。」というぶっきらぼうな掛け声により、メンバーが釣
り始める。今日の潮の流れは速く、海中に降ろした道糸がやや斜めに傾いている。やがてあちこちからイサ
ギが釣れ出す、25㎝から 30㎝くらいの型が良いサイズである。私の竿にもグッと負荷がかかる。一気に
はあげないで、５m くらいゆっくりと上げる。さらにとググッと大きな負荷がかかってくる。そこからは速
い目に道糸を巻き上げる。イサギが海上に見えてきた！ダブルである。イサギ釣りではダブル、トリプルで
釣ることができれば一気に釣果がよくなってくる。一方隣に座った Y 氏は 20㎝くらいの小さいサイズばか
り釣っていた。私が「３m くらい上のタナで釣ってみて。」と言ってからそのようにタナを上げると 30㎝
くらいのサイズが釣れ出した。２つ隣の T 氏は大きいサイズ狙いで上のタナばかりで釣っていたのでなかな
か釣れていなかった。２時間で１匹だったそうな。イサギは上の層に大きいサイズがいるが少ない、下の層
には小さいサイズが多いピラミッドのような形で構成されているからである。釣っているとだんだん潮の流
れが速くなり海中の道糸がますます傾くようになってきた。道糸が潮の流れで傾くと通常なら海底まで道糸
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第19回魚釣り大会（イサギ）

が 50m で届くのが、65m ～ 70m となってきて道糸を多く出さないと適正なタナ取りができなくなって
くる。また隣のひととおまつりが多くなり釣りづらくなってきた。釣り後半になると潮の流れもゆるやかに
なりまた釣りやすくなってきて皆さんボチボチ釣れたようです。最終的には 10 ～ 30 匹の釣果となり昨年
の釣果のリベンジはできたようです。なお大物狙いの T 氏は最終的にはでかいサイズばかりを 10 匹釣りま
した。
　今回の釣り大会はとにかく暑かった。気温は 30 度を超えていたのかな。皆、港に着くと真っ赤な顔になっ
てました。私はたまたま家族から日焼け止めクリーム塗っていきなよ、と言われたので、初めて日焼け止め
クリームなるものを塗ってみました。顔から首筋まで塗りまくって釣りに臨みました。その結果日焼け止め
の効果は抜群でした。顔や首はほとんど日焼けしませんでした。残念なことに肘から手にかけて塗ってなかっ
たので、肘の上半分が真っ赤に日焼けして数日後一皮むけました。暑かったですがまた来年も行きましょう。
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HHPP・・おお問問いい合合わわせせははここちちらら

hhttttppss::////nniissssoo--hhkk..ccoo..jjpp

大阪府大阪市北区豊崎２丁目７番９号

TEL : 06‐6292‐4671

近畿地区の民間企業でトップクラスの受注実績！
用地交渉専属部署をもつ補償コンサルタントです

ＮＩＳＳＯ
補償コンサルタント8部門登録



支部だより

◆ 令和６年度 第９回 役員会（１月17 日開催）
　１．本部理事会・委員会報告等
　　　①　 第２回補償業務委員会（11/21・集合）

報告
　　　②　 第２回研修委員会（12/11・集合）報告

　２．支部委員会報告
　　（１）研修委員会
　　　　① 　独禁法講習会＆第 4 回実務研修会

（2月 20日）予定
　　　　　 　第２部：( 株 ) 技研 「建築基準法（令

和 4 年法律第 69 号）について」
　　　　② 　第３回実務研修会アンケート結果報

告
　　（２）補償業務委員会
　　　　① 　第３回委員会（第２１回用地補償技術

研究会）（1/27）予定

　　（３）補償システム IT 委員会
　　　　① 　標準補償算定システムに興味がある

ということで、12/19 奈良市に説明。
　　（４）企画・広報委員会
　　　　①　第２回委員会（２月初旬）予定
　　（５）起業者支援業務委員会
　　　　①　第３回委員会（1/24）予定

　３．その他
　　　① 　令和 7 年新春交礼会
　　　② 　効率的な要望活動について
　　　③ 　補償講座の有効性について

◆令和６年度 第 10 回 役員会（３月11 日開催）
　１．本部理事会・委員会報告等
　　　① 　第６回理事会（1/22・集合）報告
　　　② 第２回固定資産家屋評価補助業務受託

分科会（2/13・集合）報告
　　　③ 第 ３ 回 補 償 業 務 委 員 会（2/27・

支 部 だ よ り
（令和７年１月～令和７年６月）

支部役員会及び委員会の動き

補償コンサルタント登録（第４７５号）
登録部門　物件／機械工作物／営業補償・特殊補償／事業損失／補償関連／総合補償

〒532-0011 TEL（06）6889-4551  FAX（06）6305-8201

〒621-0826 TEL（0771）21-2267  FAX（0771）21-2268
〒630-8237 TEL（0742）20-5351  FAX（0742）20-5352
〒640-8214 TEL（073）425-1660  FAX（073）425-1661
〒666-0015 TEL（072）756-6526  FAX（072）756-6527
〒520-0032 TEL（077）526-8120  FAX（077）526-8121

本 社
6丁目7番8号（大昭ビル）
大 阪 市 淀 川 区 西 中 島

奈 良 事 務 所

ｈｈ ｔｔ ｔｔ ｐｐ //// ｗｗ ｗｗ ｗｗ ．． ａａ ｉｉ ｔｔ ｅｅ ｃｃ ｎｎ ｏｏ ．． ｃｃ ｏｏ ｍｍ //

昭昭和和４４８８年年創創業業　　用用地地補補償償のの総総合合ココンンササルルタタンントト

大津市観音寺 12-34-202
川 西 市 小 花 2-7-5-801
和 歌 山 市 寄 合 町 30-201
奈 良 市 中 筋 町 16-2-403
亀 岡 市 篠 町 篠 上 西 裏 9

滋 賀 事 務 所

京 都 事 務 所

和歌山事務所
兵 庫 事 務 所
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Web）報告
　　　④ 第３回研修委員会（3/10・Web）

　　報告
　　　⑤ 第 3 回企画・広報委員会（3/3・Web）

報告

　２．支部委員会報告
　　（１）研修委員会
　　　　① 　独禁法講習会及び第４回実務研修会

（２月 20 日）等報告
　　（２）補償業務委員会
　　　　① 　第３回委員会（第 21 回用地補償技

術研究会）（1/27）報告
　　（３）補償システム IT 委員会
　　　　① ４月に委員会開催予定
　　（４）企画・広報委員会
　　　　① 第２回委員会（２/5）報告
　　（５）起業者支援業務委員会
　　　　① 第３回委員会（1/24）報告
　　　　② 近 畿 地 方 整 備 局 用 地 部 長 説 明

（2/18）報告
　　　　③ 補償用地支援業務講習会（コンソー

シアム）（1/28）報告

　３．その他

　　　　① 令和７年度予算（案）について　
→　予算（案）について承認。

　　　　② 第49 回近畿支部総会（5/13）につ
いて

　　　　　・講演会講師→福井大学名誉教授の川
上氏に依頼。

　　　　③ 協会会員になるメリット（各支部意
見照会）

◆ 令和７年度 第１回 役員会（４月 15 日開催）
　１．本部理事会・委員会報告等
　　　① 令和６年度 第７回理事会（3/27・集

合）報告
　　　② 令和６年度 第３回総務委員会（3/17・

集合）報告

　２．支部委員会報告
　　（１）総務委員会
　　　　① 　第 1 回委員会（メール開催）報告
　　（２）研修委員会
　　　　① 　第１回実務研修会（6/11・たかつ

ガーデン）予定
　　（３）補償業務委員会
　　　　①　第１回委員会（4/8）報告
　　（４）補償システム IT 委員会

78近畿支部報  Vol.84



支部だより

　　　　①　第１回委員会（4/24）予定
　　（５）親睦委員会
　　　　①　親睦ゴルフ（4/8）報告
　　　　②　第１回委員会（5/8）予定
　　（６）起業者支援業務委員会
　　　　① 　委員長、副委員長会議（4/9）報告

　３．その他
　　　① 　令和７年度第４９回近畿支部通常総会

（5/13）
　　　・決算報告書報告　→　決算については承

認をえた。
　　　② 　共通科目研修（5/21 ～ 23）カリキュ

ラム
　　　③ 入札で DX を加点することについて
　　　④　用地事務職員専門研修（用対連）講師

依頼
　　　⑤　大和高田市から補償審査会委員の選任

要請（一級建築士が要件）

◆ 令和７年度 第 2 回 役員会（5 月 13 日開催）

　１．支部委員会報告
　　（１）補償システム IT 委員会
　　　　① 第１回委員会（4/24）報告

　　（２）企画・広報委員会
　　　　①　支部報第 84 号について
　　（３）親睦委員会
　　　　① 第１回委員会（5/8）報告
　　　　・6/21　魚釣り、8/2　イカ釣り、

10/22　ゴルフ、11/15　ハイキン
グ予定

　　（４）起業者支援業務委員会
　　　　① 委員長・副委員長会議（6/2）予定

　２．その他
　　　① 第 49 回近畿支部通常総会（5/13）

シナリオ等
　　　② 標準補償算定システム年度更新申込状

況（5/13 現在）
　　　③ 土地政策推進連携協議会総会（5/12）

報告

◆ 令和７年度 第３回 役員会（６月 11 日開催）
　１．本部理事会・委員会報告等
　　　① 　 第 １ 回 理 事 会（5/22・ 集 合 一 部

Web）報告
　　　② 　 第１回総務委員会（5/16・Web）
　　　　報告
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　２．支部委員会報告
　　（１）研修委員会
　　　　① 　本部より連絡　→ 「木造建物の調

査算定の実務」動画作成 WG（近畿も
担当あり）

　　　　② 　７月に研修委員会開催し、上記と、
講師発掘の件、今後の実務研修会につ
いて協議予定。

　　（２）補償業務委員会
　　　　① 第２回委員会（6/16）予定
　　（３）補償システム IT 委員会
　　　　① 　第２回委員会（6/16）予定
　　（４）企画・広報委員会
　　　　① 　例年どおり、「近畿支部要望書」ア

ンケート募集
　　　　② 　本部より、SNS についての意見照

会
　　（５）起業者支援業務委員会
　　　　① 　委員長・副委員長会議（6/2）報告
　　 ・補償相談有料化、包括業務周知のため、

２府４県まわりたい。
　　　　② 　第１回委員会（6/25）予定

　３．その他
　　　① 　令和７年度補償業務管理士共通科目研

修報告（51 名参加）及び来年度予定
・令和８年度は Web 予定（支部単位、会

場未定）
　　　② 土地政策制度説明会（6/27）
　　　③ 　今後の予定

・9/18（木） 西日本ブロック会議（長崎）
・近畿からの議題は特になければ、「起業

者支援業務委員会の現状報告」とする。
・9/22 ～ 26　補償業務管理士登録更新

講習会
・10/15（水） 東日本ブロック会議（山梨）
・10/26（日） 補償業務管理士筆記試験

　　　・R8.1.16（金） 新春交礼会
　　　・R8.1.29（木） 補償業務管理士論文試験
　　　・R8.5.13（水） 第 50 回近畿支部総会
　　　④ 　10/2　島根県部会来阪対応

ーＤｏ Ｏｕｒ Ｂｅｓｔ！−
建設コンサルタント・測量業・地質調査業・補償コンサルタント
⼀級建築⼠事務所

正和設計株式会社
MSA-QS-4525
MSA-ES-1668 代表取締役 ⽥中 英幸

(本社・⽀店取得)

本 社 〒520-0806           滋賀県⼤津市打出浜3番7号
TEL． 077(522)3124 FAX． 077(524)6732

     https://seiwa-cc.co.jp
(本社・⽀店取得)

ISO  9001 認証取得
ISO 14001認証取得

ISO/IEC 27001認証取得
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　会員の資質の向上をめざし、各種講演会・講習会・研修会を開催しています。

１．令和６年度　独占禁止法講習会
　　日　　時：令和７年２月 20 日（木）
　　会　　場：Web 方式（Zoom 使用）
　　テ ー マ：「独占禁止法の遵守に向けて」
　　講　　師：公正取引委員会事務総局　近畿中国四国事務所
　　　　　　　経済取引指導官　　奥居　孝士　氏
　　受 講 者：会員　80 名、非会員　８名　　合計　88 名

２．令和６年度　第４回実務研修会
　　日　　時：令和７年２月 20 日（木）
　　会　　場：Web 方式（Zoom 使用）
　　テ ー マ：「建築基準法（令和４年法律第 69 号）について」
　　講　　師：（株）技研　住宅部取締役　浅野　彰　氏
　　　　　　　　　　　　 住宅部　課長　櫻木　康司　氏
　　受 講 者：会員　82 名、非会員　８名　　合計　90 名

３．令和７年度　第１回実務研修会
　　日　　時：令和７年６月 11 日（水）
　　会　　場：大阪府教育会館「たかつガーデン」
　　テーマ及び講師：
　　　１．最近の情勢について
　　　　　講師：近畿地方整備局　用地部　用地補償・土地調整管理官　　藤井　靖久　氏
　　　２．令和７年度　業務発注について
　　　　　講師：近畿地方整備局　用地部　用地企画課　課長補佐　　野間　亮太　氏
　　　３．令和７年度　補償基準の改正について
　　　　　講師：近畿地方整備局　用地部　用地補償課　補償基準係長　　藤原　栄一　氏
　　　４．令和７年度　近畿用対連補償算定標準書について
　　　　　講師：近畿地方整備局　用地部　用地補償課　課長補佐　　堀田　徹也　氏
　　　受講者：会 場：　会員　 95 名、非会員　 7 名、　 計　102 名

　　 Web：　会員　156 名、非会員　24 名、　 計　180 名
　　　 全 体：　会員　251 名、非会員　31 名、合計　282 名

講演会・講習会・研修会等の開催
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支部だより

１．令和７年度　補償業務管理士登録更新 ･ 講習会が下記日程で開催されます。
　　日　　時：令和７年９月 22 日（月）、23 日（火）、24 日（水）、25 日（木）、26 日（金）
　　　　　　　10：30 ～ 16：00（Web オンデマンド配信期間）

２．令和７年度　補償業務管理士検定（筆記）試験が下記日程で開催されます。
　　日　　時：令和７年 10 月 26 日（日）
　　会　　場：新梅田研修センター
　　　　　　　大阪市福島区福島６－ 22 － 20
　　　　　　　（06）4796 － 3371

　会員相互の交流と情報交換を目的に各種親睦行事を企画開催しています。

１．第 76 回 JCC 親睦互留歩大会
　　日　　時：令和７年４月８日（火）
　　場　　所：チェリーヒルズゴルフクラブ（兵庫県三木市）
　　参 加 者：16 名

２．第 19 回魚釣り（イサギ）大会
　　日　　時：令和７年６月 21 日（土）
　　場　　所：　和歌山県日ノ御埼沖
　　参 加 者：　10 名

情報提供・その他

会員親睦行事
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内容等

共通科目研修 全国１０支部で実施（令和７年５月下旬）

専門科目研修
本部（東京）で実施（令和７年６月下旬～７月中旬）
　※Web研修により実施

筆記試験の実施（令和７年１０月２６日（日）全国１０支部）

筆記試験問題公表（実施後協会ホームページに掲載）

筆記試験の合否決定（令和７年１２月上旬）

筆記試験の合格者等の公表（協会ホームページに掲載）

口述試験の実施（本部）
（大阪：令和８年２月２４日～２７日、東京：３月２日～６日）

口述試験の合否決定（令和８年３月下旬）

口述試験の合格者の公表（協会ホームページに掲載）

専門科目研修
本部（東京）で実施（令和７年７月上旬）
　※Web研修により実施

筆記試験（未登録部門）の実施（令和７年１０月２６日（日）全国１０支部）

筆記試験（未登録部門）の合否決定（令和７年１２月上旬）

筆記試験（未登録部門）の合格者の公表（協会ホームページに掲載）

筆記試験（論文）の実施（令和８年１月２９日（木）　全国１０支部）

筆記試験（論文）の合否決定（令和８年３月下旬）

筆記試験（論文）の合格者の公表（協会ホームページに掲載）

口述試験の実施（令和８年４月中旬　本部（東京、大阪））

口述試験の合否決定（令和８年４月下旬）

口述試験の合格者の公表（協会ホームページに掲載）

本部（東京）で実施（令和７年９月）　※Web講習により実施
対象予定者　原則、令和２年度登録者

登録更新講習会

令和７年度補償業務管理士研修及び試験実施要領

総
合
補
償
部
門

筆記試験

口述試験

総
合
補
償
部
門
以
外
の
部
門

項目

筆記試験

口述試験

83 近畿支部報  Vol.84



会員の動向

《代表者変更》（敬称略）

　6-070　（株）谷澤総合鑑定所
　　　　川藤　等　⇒　藤野　裕三

　7-013　（株）エイト日本技術開発関西支社
　　　　長谷川　健　⇒　鈴木　清久

　6-132　（株）日建技術コンサルタント
　　　　平井　成典　⇒　山口　武志

　7-030　（株）ウエスコ関西支社
　　　　岸本　浩基　⇒　小寺　修次

　6-159　（株）地域経済研究所
　　　　井上　浩一　⇒　三木　健治

　4-025　（株）国土開発センター大阪支店
　　　　竹松　勉　⇒　安田　肇

　5-027　日本工営都市空間（株）大阪支店
　　　　原田　和樹　⇒　田中　悟

　6-277　ケーエス技建（株）
　　　　中野　徹　⇒　石塚　悟史

会 員 の 動 向
（令和７年７月末現在）

Heiwa International Total Consultant

代表取締役 周　文

山本　武代表取締役

本　　社／〒918-8026 福井県福井市渕1丁目1704番地 TEL(0776)36-5267 FAX(0776)36-6520

大阪支店／〒534-0024 大阪市都島区東野田町4丁目1番17号 TEL(06)6354-2386 FAX(06)6354-2382

東京支店・奈良営業所・兵庫営業所・京都営業所・和歌山営業所・滋賀営業所
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会 員 名 簿
（令和 7 年 7 月末現在）

会員番号 （一社）日本補償コンサルタント近畿支部会員番号

登録番号 「補償コンサルタント登録規定」（国土交通省告示第 1341 号）に基づき国土交通大臣によ
り登録を受けた登録番号

登録部門 「補償コンサルタント登録規定」第 2 条別表に掲げる登録部門

大 阪 府
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

3－042 一般財団法人日本不動産研究所 近畿支社 補 05 第 19 号 06-6348-2010 ○ ○ ○ ○ ○

3－119 （株）NISSO 大阪支店 補 05 第 503 号 06-6292-4671 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－018 （株）ファノバ 補 05 第 540 号 06-6344-0540 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－022 大阪エンジニアリング㈱ 補 05 第 445 号 06-6581-2815 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－023 福田総合コンサルタント㈱ 補 05 第 13 号 06-6227-0890 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－031 （株）産業工学研究所 補 05 第 514 号 06-6541-5845 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－032 （株）アイテクノ 補 05 第 475 号 06-6889-4551 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－037 中央復建コンサルタンツ㈱ 補 05 第 12 号 06-6160-1121 ○ ○ ○ ○ ○

6－039 （株）技　研 補 06 第 801 号 06-6356-3666 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－070 （株）谷澤総合鑑定所 補 06 第 600 号 06-6208-3500 ○ ○

6－073 （株）三和綜合コンサル 補 05 第 145 号 06-6951-6211 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3－088 （株）オオバ 大阪支店 補 06 第 558 号 06-6228-1350 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3－058 （株）ランド・コンサルタント 関西支社 補 06 第 566 号 06-6320-5731 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－103 一般社団法人近畿建設協会 補 03 第 1590 号 06-6943-8171 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7－013 （株）エイト日本技術開発 関西支社 補 06 第 687 号 06-6397-3888 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3－083 （株）間瀬コンサルタント 大阪支店 補 05 第 492 号 06-6385-0891 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－132 （株）日建技術コンサルタント 補 06 第 604 号 06-6766-3900 ○ ○ ○

6－138 （株）ケンセイ 補 05 第 2448 号 06-6323-6781 ○

6－147 （株）浜名技術コンサルタント 補 03 第 1132 号 06-6227-0227 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7－030 （株）ウエスコ 関西支社 補 05 第 547 号 06-4393-8014 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－159 （株）地域経済研究所 補 03 第 1076 号 06-6314-6300 ○

6－194 （株）環境整備研究所 補 03 第 2069 号 072-631-1307 ○ ○ ○

6－201 写測エンジニアリング㈱ 補 06 第 1572 号 06-6768-0418 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3－294 （株）八州 関西支社 補 04 第 1363 号 06-6485-8150 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

登録部門　凡例

1 土地調査部門 5 営業補償・特殊補償部門
2 土地評価部門 6 事業損失部門
3 物件部門 7 補償関連部門
4 機械工作物部門 8 総合補償部門

85 近畿支部報  Vol.84



会員名簿

会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門
1 2 3 4 5 6 7 8

6－207 （株）東洋建築設計事務所 補 03 第 1088 号 06-6768-2020 ○

4－025 （株）国土開発センター 大阪支店 補 05 第 458 号 06-4300-5015 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－216 （株）ニュージェック 06-6374-4901

6－246 （株）信栄補償設計 補 02 第 2855 号 06-6947-1130 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3－106 （株）UR リンケージ 西日本支社 補 05 第 442 号 06-6949-5725 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5－027 日本工営都市空間㈱ 大阪支店 補 05 第 262 号 06-6376-0501 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3－529 （株）中央クリエイト 関西支店 補 03 第 3923 号 06-6889-0015 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－266 （株）ユニオンリサーチ 補 05 第 4697 号 06-6446-1801 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－267 西日本高速道路 ビジネスサポート（株） 補 03 第 4918 号 06-6396-2828 ○ ○ ○ ○ ○

6－270 （株）近畿地域づくりセンター 補 02 第 5112 号 06-6941-0201 ○ ○ ○ ○

6－271 阪高プロジェクトサポート㈱ 補 04 第 5161 号 06-6345-3000 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－272 （株）ショウエイコンサルタント 補 03 第 4528 号 06-6767-3123 ○ ○ ○ ○

6－275 日本振興（株） 補 04 第 1778 号 06-6648-5200 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7－006 復建調査設計（株） 大阪支社 補 05 第 190 号 050-9002-1736 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－277 ケーエス技建（株） 補 07 第 2690 号 072-224-0895 ○

6－278 ジェイアール西日本 コンサルタンツ（株） 補 03 第 3936 号 06-6303-6971 ○ ○ ○ ○ ○

京　都　府
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

6－013 内外エンジニアリング㈱ 補 05 第 150 号 075-933-5111 ○ ○ ○ ○

6－168 （株）中地コンサルタント 補 03 第 2098 号 0772-72-0268 ○ ○

6－189 （株）関西総合鑑定所 補 03 第 1616 号 075-252-2367 ○

6－238 塩見測量設計㈱ 補 03 第 1595 号 0773-22-4947 ○ ○

兵　庫　県
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

6－097 （株）宮本設計 補 03 第 4888 号 0797-71-0431 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－105 （株）サンコム 補 05 第 177 号 0791-63-1533 ○ ○ ○

6－106 阪神測建（株） 補 05 第 170 号 078-360-8481 ○ ○ ○

6－107 （株）西播設計 補 05 第 143 号 0791-63-3796 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－279 （株）ジャパックス 補 04 第 5310 号 078-277-1811 ○ ○ ○

6－144 （株）コンサルタント関西 補 04 第 1395 号 079-238-6222 ○ ○ ○ ○

6－167 （株）播磨設計コンサルタント 補 05 第 1457 号 079-423-5155 ○ ○ ○ ○ ○
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会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門
1 2 3 4 5 6 7 8

6－177 （株）KC コンサルタント 補 03 第 2033 号 078-708-8432 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－245 （株）朝日コンサル 補 02 第 2868 号 0794-63-6491 ○ ○

6－258 （有）大田建築事務所 補 03 第 3101 号 06-6482-5708 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－263 （株）エンタコンサルタント 補 06 第 665 号 0795-22-2219 ○ ○

7－099 アサヒコンサルタント（株） 兵庫支社 補 05 第 1451 号 079-287-6660 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

賛　助　会　員
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

0－046 （株）兵庫不動産鑑定所 補 04 第 4955 号 079-285-3515 ○

福　井　県
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

6－109 京福コンサルタント（株） 補 05 第 142 号 0770-56-2345 ○ ○ ○ ○

6－116 （株）サンワコン 補 05 第 532 号 0776-36-2790 ○ ○ ○ ○ ○

6－130 （株）エイコー技術 コンサルタント 補 05 第 169 号 0770-25-1222 ○ ○ ○ ○

6－140 丸一調査設計㈱ 補 05 第 270 号 0776-52-8400 ○ ○ ○ ○ ○

6－155 （株）三愛調査事務所 補 05 第 1493 号 0779-65-4175 ○ ○ ○ ○

6－156 （株）平和 ITC 補 06 第 672 号 0776-36-5267 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－158 （株）帝国コンサルタント 補 06 第 815 号 0778-24-0001 ○ ○

6－180 （株）若狭開発技術センター 補 03 第 1606 号 0770-53-2883 ○ ○ ○

6－181 （株）川上測量コンサルタント 補 04 第 1422 号 0776-35-5566 ○ ○ ○

6－187 （株）アスワ測量設計 補 03 第 2051 号 0776-34-1012 ○ ○ ○

6－208 中央測量設計㈱ 補 06 第 873 号 0776-22-8482 ○ ○ ○

6－210 （株）三輝設計事務所 補 03 第 2054 号 0776-27-6323 ○ ○ ○

6－211 （株）ワカサコンサル 補 06 第 850 号 0770-56-1175 ○ ○ ○

6－215 （株）澤田調査設計 補 06 第 2556 号 0770-56-3456 ○ ○

6－219 九頭龍測量（株） 補 03 第 1130 号 0779-66-1021 ○ ○ ○ ○

4－073 （株）日本海コンサルタント 福井支店 補 06 第 642 号 0776-54-9188 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－264 （株）キミコン 補 07 第 2709 号 0778-62-7700 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－269 （株）アトム補償コンサル 補 04 第 4924 号 0776-50-0170 ○ ○ ○ ○ ○

6－273 富士測量設計（株） 補 05 第 1801 号 0770-56-1511 ○ ○
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滋　賀　県
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

6－057 キタイ設計（株） 補 06 第 1548 号 0748-46-2336 ○ ○

6－111 （株）新　洲 補 05 第 149 号 077-552-2094 ○ ○ ○

6－150 正和設計（株） 補 06 第 989 号 077-522-3124 ○ ○

6－202 （株）鈴鹿設計事務所 補 06 第 654 号 077-573-3223 ○ ○

6－249 近畿設計測量（株） 補 06 第 854 号 077-522-1884 ○ ○

和　歌　山　県
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

6－052 清水不動産鑑定士事務所 補 05 第 144 号 073-422-1285 ○ ○ ○ ○

6－164 （株）山本総合補償コンサルタント 補 04 第 1680 号 073-482-2343 ○ ○ ○

6－176 （株）岡本設計 補 03 第 1634 号 073-426-3151 ○ ○ ○ ○

6－204 （株）近畿コンサルタント 補 06 第 956 号 0737-82-5332 ○ ○ ○

6－274 （株）公共補償設計 補 05 第 4701 号 0736-26-7011 ○ ○ ○ ○

奈　良　県
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

6－161 （株）たかの建築事務所 補 03 第 1342 号 0747-22-3232 ○ ○ ○ ○ ○

6－205 太洋エンジニアリング（株） 補 04 第 2264 号 0742-33-6660 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－233 （株）コム建築コンサルタント 補 07 第 2716 号 0743-76-6644 ○ ○ ○ ○ ○

6－260 （株）倉田総合鑑定 補 07 第 4403 号 0742-30-5520 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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投稿募集

投　稿　募　集
本誌では下記の要領・テーマで、読者の皆様からの投稿を募集しております。

・原　稿・・・・・・・ワード等でお願いします。

・締　切・・・・・・・随時

・テーマ・・・・・・・自由

・原稿料・・・・・・・１テーマにつき　5,000 円

・CPD ポイント・・・・�補償コンサルタント業務に関する原稿は、A4 ╱ 1ペー
ジにつき１Ｐを付与。その他は１件につき１Ｐ付与。

・送付先・・・・・・・�〒540-0026　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大阪市中央区内本町 1 丁目2番6号（パナシアビル 4F）
（一社）日本補償コンサルタント協会　近畿支部　　　
企画・広報委員会　　kinki@jcca-net.or.jp

投　稿　要　領

企画・広報委員会編集委員
　担当副支部長　　武田　正典
　委　　員　　長　　林原　繁樹
　副　委　員　長　　杉坂　真人　　中地　恒元
　委　　　　員　　岡部　将享　　華井　香里
　　（五十音順）　　　森下　洋実
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編集後記

　近畿支部報 84 号をお読み頂き有り難うございました。

　さて、大阪の夢洲にて開催されている大阪・関西万博ですが、開催前は建設費や運

営費などのさまざまな問題から整備の遅れなどがあり、「不要」「興味なし」などの酷

評が目立っていたものの、いざはじまってみたら、開幕から約 78 日目で 1,000 万人

を突破するなど盛り上がりを見せています。

　開催期間は 4 月 13 日から 10 月 13 日の 184 日間であり、これだけのイベントは

なかなかありません。たとえば国民的イベントであるオリンピックやワールドカップ

などの開催期間でも、1 カ月弱です。

　日本でいままで開催された国際博覧会は、1970 年の大阪万博、1975 年の沖縄海

洋博、1985 年のつくば科学万博、1990 年の花博、2005 年の愛・地球博の計 5 回

ですが、2005 年の「愛・地球博」以来 20 年ぶりであり、若年層は「万博を知らない」、

1 つ上の世代も「前回は行かなかった」という人も多く、若年層などには希少性があ

ります。

　主な見どころとしては、大屋根リング、ガンダムパビリオン、関西パビリオン、未

来の都市パビリオンなど多数ありますが、建築に関わる者として是非見ておきたいも

のは、大阪・関西万博 2025 のシンボルである大屋根リングです。

　大屋根リングは、2025 年大阪・関西万博のシンボルとして建設された世界最大の

木造建築物です。設計は建築家藤本壮介氏が担当し、基本設計は東畑建築事務所・梓

設計共同企業体が手掛けました。

　この巨大な円形構造は、内径約 615m、外径約 675m、幅約 30m、高さ約 12m（外

側約 20m）という規模で、スカイウォークとして歩くこともできます。使用されて

いる木材は、日本産のスギ・ヒノキが約 7 割、外国産のオウシュウアカマツが約 3 

割を占めています。

　建築には、日本の伝統的な貫（ぬき）接合技術と現代の工法を組み合わせた構造が

採用されており、耐震性を確保しながら木造建築の美しさを最大限に活かしています。

この建築は、2025 年 3 月にギネス世界記録にも認定されました。

　万博閉幕後は解体・撤去される予定ですが、一部の木材は再利用される方針です。

ただし、約 350m をモニュメントとして残す案や、海側の約 600m を保存する案など、

今後の活用方針について議論が続いているそうです。

　是非、皆様も 20 年ぶりの万博ですので、見どころを見つけて訪れてはいかがでしょ

うか。

（企画・広報委員会：H・M）

編　集　後　記
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